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はじめに 

  「議会活動と議員定数等との関連性及びそれらのあり方」というテーマに

ついては、平成 20 年８月に開催した市民との意見交換会で市民の皆さんか

ら寄せられた数々の貴重なご意見が源泉となっている。 

その際のご意見は、「議員定数、議員報酬及び政務調査費」に関して、本

市の厳しい財政状況の観点から、その削減や見直しを求めるものであったが、

一方では、今後の議会運営や議員活動に対して、議会基本条例や市民との意

見交換会への評価と相まった期待等も寄せられていたところでもある。 

このような「叱咤と激励」を踏まえれば、「議員定数、議員報酬及び政務

調査費」については、財政状況を勘案した検討が求められる一方で、はじめ

から行財政改革の論理による「議員定数、議員報酬及び政務調査費の削減あ

りき」という検討ではなく、議会基本条例を踏まえ、今後の議会活動や議員

活動のあり方も見定めながら、議員定数や議員報酬、政務調査費について検

討していくことが必要とされたところである。 

「議会活動と議員定数等との関連性及びそれらのあり方について」は、こ

のような流れを経て、平成 20 年 10 月に開催された会津若松市議会政策討論

会「全体会」において、検討すべき「課題」として設定され、さらに、その

後、同年 12 月の「全体会」において、具体的な検討については、「議会制

度検討委員会」で検討することが確認されたところである。 

このような全体会の確認を踏まえ、「議会制度検討委員会」では、平成 21

年１月に第１回委員会を開催して以来、４月からは２名の市民委員の参画も

得て、平成 22 年 11 月 30 日までに 28 回にわたる会議を開催してきた。 

この間、山梨学院大学江藤俊昭教授の講演による理論研修、基本フレーム

や手順の検討・確認、平成 21 年 11 月には市民との意見交換会において中間

報告と説明、意見交換などを行い、さらに平成 22 年 10 月 16 日に再び江藤

俊昭教授に、「最終報告」に向けたご指導・ご助言をいただきながら、平成

22 年 11 月の市民との意見交換会に臨んできたところである。 

これらの経過を受けて、議会制度検討委員会において、市民意見を集約・

整理し、最終報告の案を検討し、その内容が政策討論会・全体会に本日報告

されたところである。 

その報告を受けて政策討論会・全体会では、会津若松市議会としての最終

報告とすることについての討論・採決を行い、「議会活動と議員定数等との

関連性及びそれらのあり方」最終報告と決定するに至った。 

この最終報告は、現段階における最終報告ということになるが、これを

ゴールとするのではなく、スタートと受け止める必要がある。 



今回の最終報告内容は、必ずしも市民の方々から十分な評価をいただいて

いるわけではない。そこで、これまで以上に議会改革を推進していくことを

通じて、その活動成果を少しでも多くの市民の皆さんに届けるとともに、わ

かりにくい、見えにくいとされる議会活動及び議員活動について、その内容

や成果をよりわかりやすく説明していくことが必要である。そのため、この

最終報告は、議会改革の実践とその説明責任を継続的に実践していくことを

内外に宣言し、その履行を市民の皆さんに約束する、議会としてのマニフェ

ストという意義を有することを併せて確認するものである。 

今般の最終報告によって、会津若松市議会がさらに改革を進め、進化を続

けていくとともに、そのような姿をよりわかりやすく説明し、市民の皆さん

との情報共有を通じて、会津若松市における地域民主主義を実現し、市勢の

発展と市民福祉の向上につながっていくことを念願するものである。 
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Ⅰ 検討の基本的枠組みの確認 

第１ 検討の基本的枠組み 

課題設定した「議会活動と議員定数等との関連性及びそれらのあり方」の検討にあたって 

の基本的枠組みは、平成20年 12月 18日の政策討論会全体会及び平成21年 1月 23日の会津 

若松市議会議会制度検討委員会において次のとおり確認してきた。 

 

 

 

 

 

                

  

               

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 検討の基本手順 

課題の検討にあたっては、次の手順をもとに行うこととした。 

１ 平成19・20年度の議会活動、議員活動、議員報酬等の現状を踏まえた報告 

２ 地方自治法等・議会基本条例等における議会活動、議員活動、議員報酬、政務調査費、議 

 員定数の制度的位置づけ、専門的知見等の確認 

３ 議会活動の範囲及び議員活動についての会津若松市議会としての定義づけ 

  ４ 議会運営・議員活動等に係る自己将来像の提示（仮説モデルの提示） 

   ⑴ 議会・議員の自己将来像の提示 

   ⑵ 議員報酬・議員定数・政務調査費の希望案の提示 

   ⑶ ⑴⑵の検証 

 

 

 

 

 

 

【議会活動等の現状報告】＋【制度確認】 

【議会の自己将来像＋報酬（案）】】】】の提示 

 

【議員間討議：政策討論会、議会制度検討委員会】 

【【【【議会議会議会議会・・・・議員活動議員活動議員活動議員活動ののののマニフェストマニフェストマニフェストマニフェスト提示提示提示提示】】】】    

 

【実証分析：先進事例分析、類似市議会との比較考量】 

【市民間議論：市民意見交換会など】 

【【【【市民市民市民市民とのとのとのとの協調解協調解協調解協調解としてのとしてのとしてのとしての議員報酬議員報酬議員報酬議員報酬・・・・

定数定数定数定数・・・・政務調査費政務調査費政務調査費政務調査費のののの確認確認確認確認】】】】    

 

【理論分析：学識経験者からの指導等】 
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 第３ 検討項目 

   検討の基本手順をもとに協議検討する際には、具体的項目として次の内容を基本に協議検 

討することとした。 

  １ 議会活動、議員活動、議員報酬、議員定数及び政務調査費の５項目に関する現状把握 

（報告） 

２ 議会活動の範囲・定義（案）の協議・確認 

３ 議員活動の範囲・定義（案）の協議・確認 

４ 議員報酬（案）の協議・確認 

５ 議員定数（案）の協議・確認 

６ 政務調査費（案）の協議・確認 

７ 上記５項目の全体最適性の検証・協議・確認 

※ なお、検討プロセスにおいて、議員活動と議員報酬を媒介する事項として、議員活動換算日

数モデルを追加したところである。 

 

第４ 検討組織 

   検討組織としては、会派から１名ずつ、無会派３名の内から１名、公募市民委員２名の計

９名で構成する「会津若松市議会議会制度検討委員会」を設置した。構成員については、次

のとおりである。 

会津若松市議会議会制度検討委員会 委員名簿 

 氏  名 備  考 

委 員 長 土 屋   隆  

副委員長 清 川 雅 史  

委 員 横 山   淳  

委 員 伊 東 く に  

委 員 坂 内 和 彦  

委 員 相 田 照 仁  

委 員 木 村 政 司  

委 員 冠 木 成 彦 公募市民委員 

委 員 菊 地 さち子 公募市民委員 
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 第５ 検討経過 

    平成22年 12月 2日までの検討内容とその確認事項は、次のとおりである。 

会津若松市議会議会制度検討委員会 確認事項等一覧表 

 開催日 検討項目 確認事項 

第

１

回 

平成21年 1月 23日 

（金） 

１ 正副委員長の選任 

２ 委員席 

３ 協議事項 

 ⑴ 経過 

 ⑵ 検討の基本的フレー

ム・手順 

 ⑶ 市民委員の公募 

 ⑷ 江藤教授の講演会 

 ⑸ 今後の進め方 

◆委員長に土屋隆委員、副委員長に清川雅史委員

を選任した。 

 

◆委員席について確認した。 

 

◆協議事項  「（１）検討経過、（２）検討の

基本フレーム及び手順、（３）市民委員の公

募、（４）山梨学院大学・江藤教授の講演会、

（５）今後の進め方」について確認した。 

政

策

討

論

会

全

体

会 

平成21年 2月 12日

（木） 

江藤教授による議会制度検

討に関する講演会 

◆江藤教授から、議会に関する理論研修、基本フ

レームや手順の検討・確認等について講演をい

ただいた。 

第

２

回 

平成21年 2月 12日 

（木） 

１ 江藤教授との意見交換 

 

◆江藤教授との意見交換を行った。 

第

２

回

市

民

と

の

意

見

交

換

会 

平成21年 2月 5日～

11日 

 

議会に関する意見 

１ 議会活動 

 ・財政破綻しないよう市政のチェックを高めて

ほしい。 

 ・本会議が活発化していない。特に総括質疑は

もっと多くの議員が質問すべきだ。 

２ 議員定数 

 ・定数を30から25にすべき。 

 ・議員はなるべく多いほうが良い。市民の様々

な意見を反映できる。 

３ 議員報酬等 

 ・議員報酬について安ければ安いほど良いとい

うのは危険だ。政党や組合議員ばかりにな

る。一般市民の意見が反映されなくなる。 

 ・安ければ良いというものではない。矢祭町の

日当制にしたら、ごく一部の人しか議員にな

れない。 

 ・行政監視や住みやすい郷土を作るため、議員

報酬は、議員活動を担保するものにすべき

だ。 

 ・経済状況が悪化しているのだから、政務調査

費、議員報酬などにもっと考慮すべき。 

 ・市民要望には真摯に応えてほしい。金がない

なら、議員自ら減額すべきだ。 
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第

３

回 

平成21年 4月 14日

（火） 

１ 検討委員選任 

２ 公募市民委員選任 

３ 協議事項 

 ⑴ 検討の基本的枠組み 

 ⑵ 平成19・20年度の現 

  状報告 

 ⑶ 制度的経過 

 ⑷ 議会活動等のイメー 

  ジ案 

４ 今後の進め方 

◆「⑴ 検討の基本的枠組み」について、再確認

された。 

 

◆「⑵ 平成 19、20 年度の現状報告、⑶ 制度

的経過、⑷ 議会活動のイメージ案」につい

て、事務局から説明があり、資料 1 から資料 6

を今後の委員会でも使用することを確認した。  

第

４

回 

平成21年 4月 30日

（火） 

１ 公募市民委員の紹介 

２ 協議事項 

 ⑴ 議会活動・議員活動 

  の自己将来像 

 ⑵ 市民との意見交換に 

  おける資料 

３ 今後の日程 

 

◆「⑴ 議会活動の範囲と定義について」、「⑵

議員活動の範囲と定義について」、資料に基づ

き、意見交換した。 

 

◆次回（5月 12 日）以降、具体的検討に入ること

を確認した。 

 

◆市民との意見交換会資料については、2 箇所修

正の指摘があった。  

 ① 議員報酬等支給額の※1について、「負担 

  しております」を「納付しております」に修 

正する。 

 ② 議会・議員活動等実態報告の「従来の議会 

  活動」と「新たな議会活動」を明確にする。 

 

◆この資料については、上記指摘のほか調整を含

めて正副委員長に一任し、議長の了承を得て全

議員に配布することを確認した。。  

第

５

回 

平成21年 5月 12日

（火） 

１ 協議事項 

 ⑴ 議会活動の範囲と定 

  義 

 ⑵ 議員活動の範囲と定 

  義 

２ 市民との意見交換会資 

 料 

３ 今後の日程 

 

◆「⑴ 議会活動の範囲と定義について」は、資

料 2 の内容をもとに定義づけすることを確認し

た。  

 

◆「⑵ 議員活動の範囲と定義について」は、領

域Ａ、Ｂ、Ｃについては、ある程度の共通理解

が得られ、領域Ｘについては、様々な意見が出

された。  

 

◆次回までに一定程度の定義づけすることを確認

した。 
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第

３

回

市

民

と

の

意

見

交

換

会 

平成21年 5月 17日

～24日 

 

議会に関する意見 

１ 議員活動 

 ・議員の活動内容が伝わらない。市民にもっと 

  わかるようにすべき。 

 ・市民の声なき声を吸い上げる議員であってほ 

  しい。 

 ・口利きについては厳しく対処してほしい。 

 ・議員の年間勤務日数は何日か。 

・議員報酬が高い安いではなく、議員が市民に

対して納得できる仕事をすることが重要。 

 ・定数、議員報酬を下げろとまではいわない

が、地区地域の状況についてしっかり把握し

てほしい。 

 

２ 議員定数 

 ・定数を減らすと一般的な市民が議員になれな

い。市民の声を市政に反映できない。これ以

上減らす必要ない。 

 ・20地区プラス10で、30名は適当。 

 ・定数は減らせるものなら減らせ。 

 ・定数は現状でいい。民意の吸い上げのために

は当然だ。 

 

３ 議員報酬 

 ・議員報酬が高いと思ったことはない。しっか

りと勉強、研鑽して市をよくしてくれればよ

い。 

 ・議員報酬などは経済状況を踏まえ、それに見

合うものにすべき。 

 ・議員報酬が安ければよいというものではな

い。矢祭町の日当制にしたら、ごく一部の人

しか議員になれない。 

 ・議員報酬と定数は、経済不況の折、財政削減

につながるように考えるべき。 

 

４ 政務調査費 

 ・行政調査という前に、市内の状況をしっかり

把握することが先決だ。 

 ・1万円の減額で、活動に支障はないのか。 

 ・政務調査費はなくすか、減らすべき。 

 ・行政視察にいく理由と題材を考えるべき。 

 ・政務調査費の調査研究報告が十分行われてい

るのか。報告をしっかりすべき。 

・政務調査費はむしろ上げても良い。調査研究

に取り組むべきだ。 

 

５ その他 

 ・検討委員会を立ち上げたことは評価する。た

だ、市民メンバーが少ない。 

 ・合併した地域の住民の声を拾い上げるために

も、選挙区を設けることはできないか。 
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第

６

回 

平成21年 5月 28日

（木） 

１ 協議事項 

⑴ 議員活動の範囲と定 

 義 

 

◆「議員活動の範囲と定義について」、領域Ⅹを

中心に意見が出された。  

 

◆公務性付与の条件整備について、様々な意見が

出された。 

 

◆住民要望、各種相談があった場合に、議会に報

告という形をもって公務性付与の条件としてい

くことを確認した。 

第

７

回 

平成21年 6月 26日

（金） 

１ 協議事項 

⑴ 議員活動の範囲と定 

 義 

  ・市主催行事への出席 

 ⑵ 議員報酬   

◆「市主催行事への出席」については、議会活動

の一つとして公務性があるということでまとめ

ていくことを確認した。 

 

◆「議員報酬」については、さまざまな意見が出

されたが、本日の協議を踏まえて、さらに議論

を深める必要があるため、協議を継続すること

を確認した。 

第

８

回 

平成21年 7月 13日

（月） 

１ 協議事項 

 ⑴ 議員報酬 

◆前回に引き続き、「議員報酬」について検討を

行った。 

 

◆議員報酬の額については、資料 3「議員報酬試

算について」が大まか過ぎるため、事務局に対

して、次回までにより具体的な資料の提示を求

めた。 

 

◆議員の職務と職責については、資料 1「会津若

松市議員の職責と職務（案）」に基づいてまと

めていくことを確認した。 

第

９

回 

平成21年 7月 24日

（金） 

１ 協議事項 

 ⑴ 議員報酬 

◆前回に引き続き、「議員報酬」について検討を

行った。 

 

◆議員報酬の試算については、「6 時間換算」と

「8 時間換算」のモデルケースが（案）として

出されたが、一般的な労働時間等を考慮する

と、「8 時間換算」のモデルケースを一つの土

台としてまとめていくことを確認した。 
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第

10

回 

平成21年 8月 7日

（金） 

１ 協議事項 

 ⑴ 議員報酬 

◆前回に引き続き、「議員報酬」について検討を

行った。  

 

◆議員報酬の算定モデルについて、日当制の場

合、「70％を乗じない」など、矢祭町日当制手

法の修正や全国町村議会議長会検討案による試

算をもって、会津若松市としての独自モデルと

してもよいのではないかという意見が出され

た。 

 

◆原価（積算）方式、比較方式、収益方式の 3 つ

の方式は、それぞれを独立して採用するのでは

なく、3 方式を相互に関連付け、また、算出さ

れた報酬金額は、あくまでも「試算的な報酬金

額」であり、算出された金額がそのまま報酬金

額になるものではないということを確認した。 

 

◆副市長の立場は、市長の補佐役であり、広義で

は補助職員とも捉えられる。また、公選職では

ない副市長や教育長の年収は、算出モデルの比

較対象にはならないのではないかという意見が

出された。 

 

◆算定モデルによって算出された具体的な金額を

提示してほしいとの意見があった。        

第

11

回 

平成21年 9月 17日

（木） 

１ 協議事項 

⑴ 今後の当面の進め方 

⑵ 会津若松市議会議員

の議員活動日数（案） 

⑶ 議員報酬試算 

⑷ 政務調査費 

 

◆検討結果を 2 月を目途にとりまとめる予定で

あったが、検討状況から 6 月を目途にすること

に変更した。 

 

◆議員活動日数（案）、議員報酬試算、政務調査

費について検討を行った。 

 

◆議員活動日数を年間 185 日と設定することを確

認した。 

 

◆会津若松市議会議員の議員報酬モデルを、実証

的・理論的に優れている全国町村議会議長会の

試算による議員報酬モデル 860 万円（上限）と

することを確認した。 

 

◆政務調査費について、今回はたたき台の資料で

あり、次回改めて検討することとした。 

 

◆政策討論会全体会に向け、中間報告書（案）を

全議員に配布し、10 月 2 日までに会派の意見を

提出してもらうことを確認した。 
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第

12

回 

平成21年 10月 9日 

（金） 

１ 協議事項 

⑴ 政策討論会・全体

会 中間報告の検討

について  

⑵ 中間報告（案）に対

する意見等について 

⑶ 市民との意見交換会

資料（案）について 

 

◆中間報告書について、委員会として取りまとめ

を行い、必要な修正等を加えたうえで、政策討

論会全体会に報告することを確認した。 

 

◆中間報告書（案）に対する会派等の意見等につ

いて、委員会としての考え方を取りまとめ、政

策討論会全体会に報告することを確認した。 

 

◆市民との意見交換会用資料（案）について協議

し、資料全体について正副委員長に一任し、必

要な修正等を加えたうえで、作成していくこと

を確認した。 

政

策

討

論

会

全

体

会 

平成21年 10月 19日

（月） 

中間報告の検討について ◆中間報告について協議し、この内容をもって市

民との意見交換会に臨むこととした。 

第

４

回

市

民

と

の

意

見

交

換

会 

平成21年 11月 7日

～16日 

 

議会に関する意見 

１ 議員活動 

 ・研修参加も良いが、街中の現状をもっと知るべ

きだ。 

 ・活動モデル185日は本当に活動をしているのか

疑問だ。出席をとったきちんとした数字なの

か。 

 ・仕事を持っている議員とそうでない議員とで

は、活動日数に差があるのではないか。 

 

２ 議員定数 

 ・定数は何人から適正と考えるか。議員数削減に

対する考え方は、市の人口減少も参考にしては

どうか。 

 ・定数減だけではなく、定数増も検討すべき。 

 ・定数は減らすべきでない。減れば組織のある者

が有利になる。 

 ・現状の30を維持すべき。 

 

３ 議員報酬 

 ・市政チェックをきちんとやってもらえれば、報

酬にナーバスにならなくてよい。 

 ・市長は常勤であり、議員との責任は異なる。そ

こを考えた報酬にすべき。 

 ・議員活動に格差があるので、定数を削減し、報

酬を上げるべき。 

 ・議員は、議員の仕事に専念し、定数を減らして

専念できる報酬のあり方を検討すべき。 

 ・報酬は引き下げが市民の声と思うべき。 

 ・市の財政に見合った報酬制度に改めるべき。 
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４ 政務調査費 

・広報費の使い方を検討すべき。 

・政務調査費はいらないと思う。 

 

５ その他 

 ・広報議会を活用したアンケートを考えてはどう 

か。 

第

13

回 

平成21年 12月 25日

（金） 

１ 協議事項 

⑴ 市民との意見交換会

における市民意見につ

いて  

 ⑵ 政務調査費について 

 

 

 

◆「第 4回市民との意見交換会」で寄せられた市民

意見の内容の確認と、「政務調査費の使途及び

額」について検討を行った。 

 

◆議員活動の実態調査を行う必要があるのではない

かとの意見が出された。 

 

◆また、市民に対するアンケート調査を検討するこ

とが確認された。 

 

第

14

回 

平成22年 1月 13日 

（水） 

１ 協議事項 

 ⑴ 市民との意見交換会

における意見への考え

方について 

 ⑵ 市民意見を踏まえた

「課題の設定」につい

て 

 ⑶ 政務調査費使途別表

について  

 ⑷ 議員定数について 

 

◆市民との意見交換会における意見への考え方につ

いて検討を行い、内容を取りまとめた。 

 

◆市民意見を踏まえた「課題の設定」について、領

域Ｃ及びＸに対する疑問が呈されていることか

ら、議員の活動実態調査を議長に提案することと

した。 

 

◆市民意識調査について検討し、議長から広報広聴

委員会と調整したうえで対応すべきと提案があっ

た。 

 

◆政務調査費使途別表については、その内容を了承

した。 

 

◆議員定数については、国の動向や学識経験者の考

えなどをもとに検討した。次回以降も継続して検

討することとした。 

 

 

第

15

回 

平成22年 2月 8日 

（月） 

１ 協議事項 

 ⑴ 議員活動実態調査に

ついて 

 ⑵ 市民意識調査につい

て 

 ⑶ 議員定数について 

 

 

 

◆議員活動実態調査については、代表者会議で実施

保留となったため、委員会委員自らが活動実態を

調査し、その内容をもとに議員活動モデルと比較

考量することとした。 

 

◆市民意識調査については、委員会としての最終報

告案がまとまった段階で行うかどうかを含めて検

討することを確認した。 

 

◆議員定数については、前回に引き続き、国の動向

や学識経験者の考えなどをもとに検討した。次回

以降も継続して検討することとした。 
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第

16

回 

平成22年 5月 11日 

（火） 

１ 協議事項 

 ⑴ 議員活動実態調査結

果について 

 ⑵ 議員活動換算日数モ

デルの検証について 

 ⑶ 検討スケジュールに

ついて 

 

◆当面の進め方について、12 月に最終報告を行う

日程で進めることが説明された。 

 

◆議会制度検討委員会委員を対象に行った議員活動

実態調査の結果により議員活動換算日数モデルの

検証について協議し、次回継続して検討すること

とした。 

第

17

回 

平成22年 5月 14日 

（金） 

１ 協議事項 

 ⑴ 議員活動日数モデル

と議員活動実態との比

較について 

 ⑵ 検討スケジュールに

ついて 

 

 

◆議員活動実態調査の結果に基づき議員活動換算日

数モデルの検証を行った。 

 

◆当面の進め方について、最終報告を 12 月とする

日程に変更することを確認した。 

 

◆市民との意見交換会の資料については、「市民と

の意見交換会（案）」と、前回の資料を修正し使

用すべきという意見が出された。 

 

第

５

回

市

民

と

の

意

見

交

換

会 

平成22年 5月 22日

～30日 

 

議会に関する意見 

１ 議員活動 

・議員は現場主義が基本だ。議員活動を数値化

や定義づけをすると、政治のダイナミズムを

損なうのではないか。 

・議員が何をやっているのか、まだまだ議員活

動や議会の存在意義がみえない。 

 

２ 議会活動 

・議員の定数や報酬にあまりナーバスにならな

いで欲しい。このような問題よりも、景気浮

揚や雇用対策など、ほかにやるべきことはあ

る。 

 

３ 政務調査費 

・政務調査費は必要なのか。その使い道は。 

・全廃すべきだ。 

 

４ 議員定数 

・人件費削減のため、市職員を削減すべき。特

に議員は率先して削減すべき。 

・議員定数は、多いのではないか。 

・市の財政状態と市場情勢は議員定数に反映し

ないのか。 

・現情勢下では削減が妥当。 
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   ５ 議員報酬 

 ・議員報酬が妥当かどうかはわからない。それよ

り議会が堂々と説明すればよい。議員の活動が

見えないというのは、普段からまめに歩いてい

ればそうはならない。一生懸命やってもらえる

のであれば、報酬を上げてもよいと思う。 

 ・議員報酬モデル算定の方式は理解できるが、市

長を対象としたことには疑問を感じる。市の財

政事情などその他の外部要因こそ重要だ。特に

市内の民間所得について、考慮すべき。 

 ・報酬については問題ない。全国平均でよい。た

だ、生活給的な考えはよくない。雇用状況もよ

くないし、平均所得も全国平均を下回ってい

る。労働に対しての対価というなら、議員は活

動するうえで、いくら必要なのか明らかにすべ

き。 

 ・現情勢下では削減が妥当。 

 

第

18

回 

平成22年 7月 16日 

（金） 

１ 協議事項 

 ⑴ 議員活動換算日数モ

デルの精査結果につい

て 

 ⑵ 議員報酬モデルの修

正について 

 ⑶ 議員定数について 

 

 

 

◆議員活動換算日数モデルの修正について協議し

た。 

 

◆活動モデルに、「臨時議会・議会運営委員会にお

ける事例研究の新たな取り組み（サブゼミ方

式）・行政視察への議員対応」を活動モデルに加

えることとした。 

 

◆議員報酬モデル案については、議員活動換算日数

モデル修正案の結果により修正することを確認し

た。 

 

◆議員定数については、今後協議していくことを確

認した。 

第

19

回 

平成22年 8月 2日 

（月） 

１ 協議事項 

⑴ 今後の進め方(案)に

ついて 

 ⑵ 議員活動換算日数モ

デル修正案について 

 ⑶ 議員報酬モデル修正

案について                                                                                                                                                                                                           

 ⑷ 議員定数について 

 

 

 

◆今後の進め方（案）について、資料の日程を基本

に進めていくことを確認した。 

 

◆議員活動換算日数モデル修正案について協議し、

モデルを「169日」とすることを確認した。 

 

◆議員報酬モデル修正案について協議し、モデルを

「770万円」とすることを確認した。 

 

◆議員定数については、「議員定数を検討する基本

枠組みについて」の考え方に基づき、検討の新た

な基本フレームにより「シート（別紙Ａ３用

紙）」を作成し、協議していくことを確認した。

なお、シートは、記入して次回検討委員会（8 月

18 日）の正午までに事務局に提出することとし

た。 
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第

20

回 

平成22年 8月 18日 

（水） 

１ 協議事項 

 ⑴ 議員定数について 

 

 

 

◆議員定数について、各委員から提出された議員定

数検討シート（10 人の場合、30 人の場合、60 人

の場合）に基づき協議した。本日協議した内容を

まとめ、次回それぞれの場合について評価するこ

とを確認した。 

第

21

回 

平成22年 8月 31日 

（火） 

１ 協議事項 

 ⑴ 議員定数について 

 

 

 

◆前回に引き続いて議員定数の検討を行った。議員

定数10人の場合、30人の場合、60人の場合それ

ぞれについて、民意吸収機能・監視機能・政策立

案機能について評価し、意見のまとめを行った。 

その結果、現在のところ 10 人のような少数議

会や 60 人のようなマンモス議会にするという決

め手はないことを確認した。 

  現行議会の 30 人については、その幅があると

考えられることから、その検討を次回行うことと

した。 

 

第

22

回 

平成22年 9月 21日 

（火） 

１ 協議事項 

 ⑴ 議員定数について 

 

 

◆前回に引き続いて議員定数の検討を行った。 

現行議会の 30 人について、具体的な定数を検

討するため、「24 人」、「28 人」、「32 人」の

モデルを設定し、検討した。その結果、「24

人」は妥当性がないと除外した。 

また、議員定数の幅を考えると、本市議会の

議員定数は「28 人～32 人」の間と考えられると

した。 

また、現在議長が委員会に所属していないこ

とから、「29 人～33 人」の間で、「29 人（28

人＋1 人）」、「33 人（32 人＋1 人）」、「30

人」のモデルで比較検討した。次回も引き続き

検討することとした。 

第

23

回 

平成22年 9月 29日

（水） 

１ 協議事項 

 ⑴ 議員定数について 

 

 

 

◆前回に引き続いて議員定数の検討を行った。 

  議員定数検討シートにより「29 人の場合」、

「33 人の場合」、「30 人の場合」について、メ

リット・デメリット、デメリットを解消する方策

とその実現可能性を検討しながら、全体最適性を

踏まえた総合評価を行った。 

その結果、委員会として政策討論会・全体会

に３案を併記した形で、報告することとした。 

 

第

24

回 

平成22年 10月 16日

（土） 

１ 協議事項 

 ⑴ 全体最適性を踏まえ

た最終確認について 

⑵ 江藤教授からのご指

導について 

⑶ 意見交換について 

⑷ 最終報告（素案）に

係る取りまとめについ

て 

◆各検討項目結果について報告した。 

◆江藤教授から最終報告素案について、コメン

ト・ご指導をいただいた。 

◆江藤教授と意見交換を行った。 

◆最終報告素案の取りまとめについて、意見交換

を行った。 



 

 - 13 - 

第

25

回 

平成22年 10月 19日 

（火） 

１ 協議事項 

 ⑴ 最終報告素案につい 

  て 

◆最終報告（素案）について協議した。 

◆Ｐ98 今後の課題②に「収益方式」の考え方が明

らかになるよう、記載することとした。 

◆最終報告（素案）について、採決の結果、賛成

多数により原案のとおり決定し、政策討論会・

全体会に報告することとした。 

政

策

討

論

会

全

体

会 

平成22年 10月 25日 

（月） 

１ 協議事項 

 ⑴ 最終報告素案の報告

について 

 ⑵ 議員定数案について 

◆議会制度検討委員会から、「議会活動と議員定

数等との関連性及びそれらのあり方 最終報告

（素案）」の報告を受け、議会として認めるか

を採決し、最終報告（素案）を議会案として認

めるに至った。 

◆最終報告（素案）では、議員定数について三案

併記となっていたことから、議会として一案に

絞ることとした。その結果、「３０人（案）」

と決定した。 

第

26

回 

平成22年 11月 2日

（火） 

１ 協議事項 

 ⑴ 市民との意見交換会

資料について 

 ⑵ 意見交換会での説明

方法について 

◆市民との意見交換会における資料について協議

した。 

◆意見交換会における説明方針を確認した。 

 

第

６

回

市

民

と

の

意

見

交

換

会 

平成22年 11月 8日

～14日 

 

議会に関する意見 

１ 議員活動 

 ・議員はしみ女房をよく聞いて欲しい。 

・議員が何をやっているのか、まだまだ議員活

動や議会の存在意義がみえない。 

・議員個々の活動記録の公表を検討すべき。 

 

２ 議員報酬 

・市長給料ベースはおかしい。 

・財政難のときにこの計算式はおかしい。 

・社会経済情勢、財政状況等から考えるべき。 

・日当制を検討すべき。 

・議員は市の将来を考える。ボランティアはとん

でもない。不況だから下げるは間違い。 

 

３ 議員定数 

・定数削減すべき。 

・委員会数を減らし、定数を減らすべき。 

・定数は多いほうがよい。削減ありきはおかし

い。 

・減らせば民意吸収が低下する。議員は必要。 
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４ 政務調査費 

 ・廃止又は削減すべき。 

 ・政務調査費は少ないのではないか。 

 ・項目別明細を明らかにすること。 

 

５ 取組のプロセス等 

 ・批判的意見が多いと思う。再度検討を。 

 ・議会改革は市民感情こそ大事。 

 ・議会制度検討委員会市民委員が少ない。 

 ・第三者機関で検討してもよかったのでは。 

 ・名古屋市や阿久根市のようにならないで欲し

い。 

 ・議員 30 人が勉強して決めたので、素晴らし

い。 

第

27

回 

平成22年 11月 19日

（金） 

１ 協議事項 

⑴ 市民意見への対応

（中間的対応案）につ

いて 

◆市民意見への対応（中間的対応案）について協

議した。 

 

第

28

回 

平成22年 11月 30日

（火） 

１ 協議事項 

 ⑴ 市民意見への対応

（案）について 

 

 ⑵ 「議会活動と議員定

数等との関連性及びそ

れらのあり方」最終報

告（案）について 

◆市民意見への対応（案）について協議し、了承 

 した。 

 

◆「議会活動と議員定数等との関連性及びそれら

のあり方」最終報告について（案）を協議し、

了承した。 

 

 

政

策

討

論

会

全

体

会 

平成22年 12月 2日

（木） 

「議会活動と議員定数等と

の関連性及びそれらのあり

方」最終報告について 

◆「議会活動と議員定数等との関連性及びそれら

のあり方」最終報告について協議し、この内容

をもって、会津若松市議会の報告とすることと

した。 
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Ⅱ 協議検討 

 第１ 議会活動、議員活動、議員報酬、議員定数及び政務調査費の現状について 

（報告） 

  １ 現状報告 

  議会制度検討委員会として与えられた検討テーマを把握するために、まず議会活動及び議 

員活動の平成 19・20 年度の現状と、議員報酬、議員定数及び政務調査費の制度的経過を確

認した。 

 

  ２ 協議内容 

     議会活動を含めた議会全体の現状を、協議検討した。その主な論点については、次のとお

りである。 

   ⑴ 検討手法について 

・ 議会活動、議員活動、議員報酬、議員定数及び政務調査費の検討は、項目を絞ってやる

ほうが具体的なものができるのではないかとの意見があり、検討の基本手順にあるとおり

進め、その際には検討項目ごとに検討することを確認した。 

    ・ 議会基本条例を制定し、一定の議員活動の方向性が定められたので、これ以上の議員活

動モデルイメージは必要ない。議会の中で不足している部分を洗い出し、具体的な改革案

にまとめることが必要との意見があったが、検討課題から議会活動、議員活動、議員報酬、

政務調査費及び議員定数について、一定の定義をすべきことを確認した。 

    ・ 委員会の最初の検討テーマとして、議員報酬の中のお手盛りと呼ばれるようなものが

ないか検討してはどうかという意見があったが、議員報酬等の内容について、市民に見え

ないことがそういった批判につながっているのではないかという視点に立ち、全体像から

議論すべきであることを確認した。 

 

  ３ まとめ 

     検討の基本的枠組みにおける検討の基本手順・検討項目に沿って協議を進めることを確認 

した。 

 

● 検討の基本手順（Ｐ１ 再掲） 

課題の検討にあたっては、次の手順をもとに行うこととした。 

１ 平成19・20年度の議会活動、議員活動議員報酬等の現状を踏まえた報告 

２ 地方自治法等・議会基本条例等における議会活動、議員活動、議員報酬、政務調査費、議員

定数の制度的位置づけ、専門的知見等の確認 

  ３ 議会活動の範囲及び議員活動についての会津若松市議会としての定義づけ 

  ４ 議会運営・議員活動等に係る自己将来像の提示（仮説モデルの提示） 

   ⑴ 議会・議員の自己将来像の提示 

   ⑵ 議員報酬・議員定数・政務調査費の希望案の提示 

   ⑶ ⑴⑵の検証 
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 ● 検討項目（Ｐ２ 再掲） 

   検討の基本手順をもとに協議検討する際には、具体的項目として次の内容を基本に協議検 

討することとした。 

  １ 議会活動、議員活動、議員報酬、議員定数及び政務調査費の５項目に関する現状把握 

（報告） 

２ 議会活動の範囲・定義（案）の協議・確認 

３ 議員活動の範囲・定義（案）の協議・確認 

４ 議員報酬（案）の協議・確認 

５ 議員定数（案）の協議・確認 

６ 政務調査費（案）の協議・確認 

７ 上記５項目の全体最適性の検証・協議・確認 

※ なお、検討プロセスにおいて、議員活動と議員報酬を媒介する事項として、議員活動換算日

数モデルを追加したところである。 
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 第２ 議会活動の範囲・定義（案）の協議・確認 

  １ 検討フレーム 

     議会活動をめぐる制度の現状と動向を理解したうえで、本市議会としての議会活動の現状

を踏まえつつ、会津若松市議会基本条例の基本方向を勘案しながら、議会活動の範囲（案）

と議会活動の将来像（案）について協議・検討することとする。 

 

  ２ 議会活動の範囲 

従来の地方自治法上の議会活動は、「本会議・常任委員会・特別委員会・議会運営委員

会・議員の派遣」であったが、平成 20 年の地方自治法の一部改正により、議会運営や議案

審査を充実するために行われてきた「各派代表者会議、議員全員協議会等の各種会議」を

「会議規則」に加えることにより正式な議会活動に位置付けることが可能となった。これ

により議会活動の範囲が拡充されることとなった。本市議会における議会活動の範囲は次

のとおりである。 

   ⑴ 会津若松市議会における「議会活動」の定義・範囲のリスト（現状） 

◆◆◆◆ＡＡＡＡ    「「「「会議会議会議会議・・・・委員会委員会委員会委員会」（」（」（」（地方自治法第地方自治法第地方自治法第地方自治法第 96969696 条条条条～～～～第第第第 102102102102 条条条条のののの２２２２））））    

① 本会議 ★全議員 

② 常任委員会（４委員会）★全議員 

③ 特別委員会（決算） 

④ 議会運営委員会 

⑤ 議員の派遣（福島県市議会議長会研修会等）★全議員 

 

◆◆◆◆ＢＢＢＢ    「「「「協議又協議又協議又協議又はははは調整調整調整調整のののの『『『『場場場場』」』」』」』」    

（（（（地方自治法第地方自治法第地方自治法第地方自治法第 100100100100 条第条第条第条第 12121212 項項項項にににに基基基基づきづきづきづき議会活動議会活動議会活動議会活動にににに含含含含めめめめ得得得得るるるる「「「「場場場場」）」）」）」）    

⑥⑥⑥⑥    議員全員協議会議員全員協議会議員全員協議会議員全員協議会★★★★全議員全議員全議員全議員                            

⑦⑦⑦⑦    各派代表者会議各派代表者会議各派代表者会議各派代表者会議    ※※※※議会基本条例議会基本条例議会基本条例議会基本条例  「会津若松市議会会議規則に規定」    

⑧⑧⑧⑧    広報広聴委員会広報広聴委員会広報広聴委員会広報広聴委員会    ※※※※議会基本条例議会基本条例議会基本条例議会基本条例            平成20年 9月定例会一部改正    

⑨ 常任委員会協議会（４委員会）★全議員    

      ⑩ 政策討論会（４分科会）★全議員 ※議会基本条例 

      ⑪ 政策討論会（全体会）★全議員 ※議会基本条例 

      ⑫ 政策討論会（議会制度検討委員会） ※議会基本条例 

      ⑬ 市民との意見交換会（地区別）★全議員 ※議会基本条例 

      ⑭ 市民との意見交換会（分野別）★全議員 ※議会基本条例 

      ⑮ 議長選挙及び副議長選挙に係る所信表明会 ※議会基本条例 

 

    ⑵ 議会基本条例第２条を踏まえた議会活動の将来像 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

【【【【会津若松市議会基本条例第会津若松市議会基本条例第会津若松市議会基本条例第会津若松市議会基本条例第２２２２条条条条】】】】    

（議会の活動原則） 

第２条 議会は、次に掲げる原則に基づき活動しなければならない。 

⑴ 公正性及び透明性を確保するとともに、市民に開かれた議会を目指すこと。 

⑵ 市民の多様な意見を把握し、政策形成に適切に反映できるよう、市民参加の機会の拡充

に努めること。 

⑶ 把握した市民の多様な意見をもとに政策提言、政策立案等の強化に努めること。 

⑷ 市民本位の立場から、適正な市政運営が行われているかを監視し、評価すること。 

⑸ 議会運営は、市民の傍聴の意欲が高まるよう、分かりやすい視点、方法等で行うこと。 
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       議会基本条例第２条に規定する「議会の活動原則」を具現化することが、本市議会に

求められている議会像である。その目指す議会活動の将来像のイメージは、長に対する

監視機能及び政策立案機能を高める方向で議会活動を行う監視型議会機能と、住民自治

を促進するとともに、議会への市民の直接的な参加を組み込み、市民に開かれた議会活

動を行う市民参加型議会機能とをあわせもった議会とでもいうものである。 

 

３ 協議内容 

   議会活動の範囲と定義について、制度と現状を把握し協議検討をした。その主な論点に

ついては次のとおりである。 

   ⑴ 議会活動の範囲について 

・ 地方自治法に基づく会議・委員会（Ａ）については、法律に基づくものであり、議会活

動として認められることを確認した。 

    ・ 協議又は調整の場（Ｂ）については、会議規則に位置付けた「⑥議員全員協議会・⑦各

派代表者会議・⑧広報広聴委員会」は議会活動であることを確認した。⑨から⑮の会議に

ついては、地方自治法第 100条第 12項に基づく協議・調整の場に位置付けてはいないが、

議会基本条例に則った会議であり、いわゆる法定外会議として、議会活動に位置付けるこ

とを確認した。なお、法定化は困難な会議（例えば⑫～⑮）も含まれているが、ここでの

趣旨は、法定上か法定外かを問わず、議会の会議の範囲を把握・確認することにある。 

    ・ 議会活動の範囲と定義を明確にし、それによって条例改正等の提案をするなど、報酬等

の判断基準にすればよいとの意見があったが、条例改正は認めるが議員報酬等は別途協議

することとした。 

 

  ４ まとめ 

   ⑴ 議会活動の範囲 

会津若松市議会の議会活動の範囲は、当面、上記の「会津若松市議会における「議会活

動」の定義・範囲のＡ・Ｂに記載した会議等とする。なお、この議会活動の範囲について

は、固定的なものとして捉えることなく、常に、議会活動の将来像の実現を志向しながら、

①公開性・透明性の向上、②「場」の量的拡大の可能性、③「場」の収斂
しゅうれん

の可能性など

の観点から、定期的な評価を行うとともに、必要がある場合は見直し等を行うものとする。 

   

 ⑵ 議会活動像 

会津若松市議会が目指す議会像は、会津若松市議会基本条例第２条に規定している議

会の活動原則のもと、市長に対する監視機能及び政策立案機能をもつと同時に、住民自

治を促進し、議会への市民の直接的な参加を組み込み、市民に開かれた議会を目指すも

のである。その基本的フレームは、山梨学院大学・江藤俊昭教授が提唱されている「協

働型議会」と近似し、次のように表現できる。 

 

「会津若松市議会（協働型議会）＝監視機能＋政策立案機能＋市民参加機能」 
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第３ 議員活動の範囲・定義（案）の協議・確認 

  １ 検討フレーム 

     議員活動については、法令上、議員活動の内容は明確に規定されていない。また、議員の

身分に関して従来は、非常勤の特別職という捉え方をしていたが、現行法令上は常勤である

とも、非常勤であるとも規定をしていない。そのような中で、議員報酬は議員活動という役

務の対価であるとされており、議員活動という役務の内容をいかに整理するかが重要な問題

となる。 

役務については、定性（活動範囲）及び定量（活動量）の２面から構成されると考えられ

るが、ここでは、定性的な観点から、議員活動の範囲と定義づけについて協議・検討するこ

ととする。なお、定量的な検討は、第４の議員活動換算日数モデルで検討する。 

 

  ２ 議員活動の範囲 

     会津若松市議会としてどのような活動が議員活動かを定義付けるため、現在考えられる議

員活動を文献を参考にしながら、４つの領域に区分することとし、その区分ごとに取りまと

めることとした。その内容は次のとおりである。  

   

  【議員の活動を公的支援と公務性から見た場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公
的
支
援
（
有
） 

会
派
に
お
け
る
協
議 

公
的
支
援
（
無
） 

働
き
か
け 

冠
婚
葬
祭 

非公務 

（弱）公務性 
公務性（強） 

広
報
活
動 

代
表
質
問
（
案
）
の
作
成 

視
察
（
議
員
個
人
） 

根

回

し

・

質
問
取
り 

一
般
質
問
（
個
人
・
代
表
）

の
作
成 

政
務
調
査 

任
意
の
協
議
組
織 

請
願
の
紹
介 

議
案
の
精
読 

 

協
議
又
は
調
整
の
「
場
」 

 

本
会
議
・
委
員
会 

視
察
（
議
員
派
遣
） 

2008年 

改正 

領域領域領域領域ＡＡＡＡ    

領域領域領域領域ＢＢＢＢ    

領域領域領域領域ＣＣＣＣ    

領域領域領域領域ⅩⅩⅩⅩ    

領域領域領域領域ⅩⅩⅩⅩ    

要
望
・
相
談 

領域領域領域領域ⅩⅩⅩⅩ    

（地方自治総合研究所 田口一博氏作成「自治総研2008年 10月号」の図に加筆・修正して作成） 

要
望
の
取
次 
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 ⑴ 領域Ａ  

      「本会議・委員会」（地方自治法第９６条～１０２条の２）における議員活動 

   ⑵ 領域Ｂ 

      「協議調整の『場』」（地方自治法第１００条第１２項）における議員活動 

   ⑶ 領域Ｃ 

      「領域Ａ」及び「領域Ｂ」に付随する議員活動（会派活動を含む。） 

   ⑷ 領域Ⅹ 

      学識経験者によれば「公務性が認められない」とされる議員活動（市民から受ける各種

相談・区長会など各種団体への出席・市主催行事への出席） 

 

３ 協議内容 

     議員活動の範囲と定義について、現状を把握し協議検討した。その主な論点については、

次のとおりである。 

   ⑴ 領域Ａについて 

    ・ 会議・委員会（Ｐ15 の①～⑤）は、法的な議会活動であり、その会議・委員会に出席

し、活動することは当然に「公務性のある議員活動」であり、議員の職務であることを確

認した。 

 

⑵ 領域Ｂについて 

・ 協議又は調整の場（Ｂ）については、会議規則に位置付けた「⑥議員全員協議会・⑦各

派代表者会議・⑧広報広聴委員会」は法定上の会議であり、また、⑨から⑮の会議につい

ては、地方自治法第 100条第 12項に基づく協議・調整の場に位置付けてはいないが、議

会基本条例に則った会議（いわゆる法定外会議）である。いずれも、その会議に出席し、

活動することは当然に、「公務性のある議員活動」であって、議員の職務である。 

 

⑶ 領域Ｃについて 

・ 領域Ｃは会議・委員会に付随する活動であり、その活動がなければ会議・委員会が運営

しえないことを考えれば、公務と考えるのは妥当である。 

・ 領域Ｃについては、議会基本条例ができてこれから市民と協働でやっていこうという部

分にかかわるものであり、公務に位置づけるべきである。 

・ 議員活動は最大公約的な部分、領域Ａ・Ｂでまとめればよい。それ以上に細かく定義づ

けるとそれに伴う制度的な保障（議員報酬、政務調査費など）を拡大することになり、ま

た、そこに出席するかどうかの選択性が基本的になくなり、最優先してそこに出席するこ

とが求められ、本人が考える議会活動の幅を狭めてしまう。公務性を付与することに反対

だ。 

 

   ☆整理・確認結果 

    ・ 領域Ａ及びＢに付随する活動（領域Ｃ）とは、領域Ａ及びＢの会議等において、議案審

議や一般質問、政策研究、政策立案等を行うために必要な活動であり、これらの付随する

活動なしには、領域Ａ及びＢの会議等が運営しえないことから、領域Ｃの付随する活動に

ついても、「公務性のある議員活動」に位置づけるべきとの方向でまとまった。 
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   ⑷ 領域Ⅹについて 

① 市民からの各種相談・各種団体行事への出席 

・ 領域Ｘを住民との接触活動と捉えれば、市民からいただいた意見を集約し、議会（議

長）に報告することにより、政策形成サイクルに乗せることが可能なはずだ。これによ

り領域Ｘに公務性を付与することが可能と考える。 

     ・ 公務性の付与について、この定義をすることにより、要望と口利きの線引きができる

はずである。そのためには、公務性付与の条件整備が重要である。 

・ 議員活動は多様であるべきであり、領域Ⅹを議員活動と定義付ける必要はない。本人

が考える議会活動の幅を狭めてしまう。 

・ 領域Ⅹの市民との接触活動を議員活動に加えることは、議員報酬の引き上げにつなが

りかねないことから反対だ。。 

 

☆整理・確認結果 

・ 領域Ⅹの市民からの各種相談・各種団体行事への出席で得た情報を、議員個々人の情

報とすることなく、議会（議長）に報告し、その市民意見等が政策情報として蓄積され、

かつ、その後の政策形成サイクルにのせれば、遡及する形で議員個人の活動から議会活

動の一部を構成する活動に変化することにより、公務性が付与されるのではないかとい

う方向でまとめることとした。 

 

    ② 市主催行事への出席 

     ・ 議会は議事機関として市を構成する一部であり、その議会の構成員である議員が出席

することは、公の行事への参加であり、当然に公務性が認められるべきと確認した。 

 

   ⑸ 議員の職責と職務について 

    ・ 議員活動の領域Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｘを見たときに、その活動には、議員の職責と職務が関係

している。その内容を確認することが必要という点でまとまった。 

 

⑹ 議員活動全体について 

  ・ 本市議会議員の活動状況をみると、常勤的な活動といえるものであり、いわゆるボラン

ティアや非常勤的な活動といえる状況ではない。今後も議員活動は増加していくことが想

定され、市民の意見を聴いて議会に活かしていく必要があるとの共通認識にたった。 

 

４ まとめ 

     議員活動の範囲と定義については、検討の中で議員の職責と職務を明らかにすることが必

要であり、特に、職務に関しては、議員活動の公務性をどう捉えるかによってその範囲が明

らかになることを確認した。その結果議員の職責と職務、議員像を次のとおりとりまとめる

こととした。 

   ⑴ 議員の職責 

      議員の職責については、会津若松市議会基本条例第３条で議員の活動原則を規定してい

るが、その内容がとりもなおさず議員の職責につながるものであり、議員間の自由な討議

を通じ、市民意見を的確に把握するとともに、市民全体の奉仕者として活動することを目

指さなければならないことを確認した。 
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【会津若松市議会基本条例第３条】 

（議員の活動原則) 

第３条 議員は、次に掲げる原則に基づき活動しなければならない。 

⑴ 議会が言論の場であること及び合議制の機関であることを認識し、議員間の自由な

討議を重んじること。 

⑵ 市政の課題全般について市民の意見を的確に把握するとともに、自己の資質を高め

る不断の研さんによって、市民全体の奉仕者、代表者としてふさわしい活動をするこ

と。 

⑶ 議会の構成員として、一部団体及び地域の代表にとどまらず、市民全体の福祉の向

上を目指して活動すること。 

 

   ⑵ 議員の職務 

      議員の職責を受け、何が議員の職務かを検討してきたが、議員の職務を議員活動と認め

る場合には公務性が必要であることを確認し、その結果領域Ａ・Ｂ・Ｃ・Ⅹそれぞれにつ

いて、内容を検討しながら次のとおりとりまとめることとした。 

① 領域Ａ（会議・委員会における議員活動） 

       会議・委員会は、法的な議会活動であり、その会議・委員会に出席し、活動すること

は当然に「公務性のある議員活動」といえるものであり、議員の職務である。 

    ② 領域Ｂ（協議・調整の「場」における議員活動） 

   協議又は調整の場（Ｂ）については、会議規則に位置付けた法定上の会議はもとより、

議会基本条例に則った会議（いわゆる法定外会議）も議会活動の範囲と確認しているこ

とから、その会議に出席し、活動することは、「公務性のある議員活動」であって、議

員の職務である。 

     ③ 領域Ｃ（領域Ａ及び領域Ｂに付随する議員活動（会派活動を含む）） 

       会議・委員会（領域Ａ）及び協議・調整の場（領域Ｂ）に付随する議員活動とは、領

域Ａ及び領域Ｂの会議等において、議案審議や一般質問、政策研究、政策立案等を行う

ために必要となる「事前準備」に関する「全ての活動（会派で行う活動を含むが、政党

活動・政治活動は除く。）」である。 

この付随する議員活動（領域Ｃ）に公務性を認めることについては、これらの付随す

る議員活動なしには、領域Ａ及び領域Ｂの正式な「会議等」が運営し得ないことから、

付随する議員活動についても、「公務性のある議員活動」に位置づけるべきであり、議

員の職務である。 

    ④ 領域Ⅹ（市民からの各種相談、各種団体への出席する活動） 

       市民から受ける各種相談・区長会など各種団体への出席は、通説としてその活動に公

務性は認められていない。しかし、これらの活動は、会津青年会議所のアンケート調査

及び都道府県議会制度研究会の研究成果物では重要な意義を有していることが指摘され

ている。そこで、一定の条件のもとで、これらの活動についても公務性の付与を認めら

れないかを検討したところである。 

その条件としては、これらの活動を住民との接触活動ととらえれば、そこで得た情報

を議員個々人の情報とすることなく、その情報を議会（議長）に報告し、その市民意見

が議会内の政策情報として蓄積され、かつ、その後の政策形成サイクル（図１及び２）

にのせられていけば、その時点から遡及する形で、議員個人の活動から議会活動の一部

を構成する活動に変化することにより、公務性が付与される可能性があるのではないか、

との仮説を立てたところである。 
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        ○○○○図図図図１１１１    公務性付与公務性付与公務性付与公務性付与のののの条件整備条件整備条件整備条件整備    

（市民からの各種相談・各種団体への出席の場合）    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ○○○○図図図図２２２２    会津若松市議会会津若松市議会会津若松市議会会津若松市議会におけるにおけるにおけるにおける政策形成政策形成政策形成政策形成サイクルサイクルサイクルサイクル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策的課

題や問題

の抽出 

議会としての

内 容 の 検 討

（政策として

の検討等） 

 

※    議会議会議会議会（（（（議長議長議長議長））））にににに報告報告報告報告されされされされ、、、、そのそのそのその市民意見市民意見市民意見市民意見がががが、、、、議会内議会内議会内議会内ののののオフィシャルオフィシャルオフィシャルオフィシャル

なななな政策情報政策情報政策情報政策情報としてとしてとしてとして蓄積蓄積蓄積蓄積されされされされ、、、、かつかつかつかつ、、、、そのそのそのその後後後後のののの政策形成政策形成政策形成政策形成サイクルサイクルサイクルサイクルにのっにのっにのっにのっ

ていけばていけばていけばていけば、、、、遡及遡及遡及遡及するするするする形形形形でででで、、、、議員個人議員個人議員個人議員個人のののの活動活動活動活動かかかからららら、、、、議会議会議会議会活動活動活動活動のののの一部一部一部一部をををを構構構構

成成成成するするするする活動活動活動活動にににに変化変化変化変化しししし得得得得るるるる。。。。    

これによりこれによりこれによりこれにより、、、、公務性公務性公務性公務性がががが付与付与付与付与されるされるされるされる可能性可能性可能性可能性がががが生生生生じてくるじてくるじてくるじてくる。。。。 

  

  なお、市民相談に代表される議員活動については、仮に、今後の議

論の中で、公務性が無いとされた場合でも、それは議員報酬の支給対

象ではない、という効果が生じるだけであって、事実上の活動まで否

定されるわけではない、という点に留意する必要がある。 

 

議会としての

意思決定 

（政策として

の提言等） 

住民要望 

各種相談 従来の一般的対応 
要望・相談等の

内容により担当

所管へ連絡等 

※「口利き」は、政治倫理条例

で禁止しているところから、

公務性は認められない。 
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・
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告 

情報の蓄積 

（議会（議長）

への報告） 

 

会津若松市議会会津若松市議会会津若松市議会会津若松市議会のののの政策形成政策形成政策形成政策形成ツールツールツールツール 政策形成政策形成政策形成政策形成サイクルサイクルサイクルサイクル 

意見交換会【意見の聴取】 

広報広聴委員会【意見の整理】 

      
広報広聴委員会【課題の設定】 課題設定 

      
政策討論など【重要性等の分析】 

意見交換会【問題所在の議論】 

      
政策討論など【政策づくり】 

意見交換会【意見聴取・分析】 

      
意見交換会【意見聴取・意思決定】 

本会議・委員会【議案等議決】 

      
執行機関の執行【議会運営除く】 政策執行 

      
一般質問・決算特別委員会など 政策評価 

会津若松市議会会津若松市議会会津若松市議会会津若松市議会におけるにおけるにおけるにおける政策形成政策形成政策形成政策形成サイクルサイクルサイクルサイクル 

政策決定 

政
策
研
究

問題発見 

問題分析 

政策立案 
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⑤ 領域Ⅹ（市主催行事への出席） 

市主催行事への出席については、市の構成はいわゆる執行機関（市長や教育委員会な

ど）と議事機関（議会）になるところから、議会の構成員たる議員が、市の主催（共

催）する公の行事に出席することには公務性を認めるべきであり、議員の職務とすべき

である。（図３） 

   

        ○○○○図図図図３３３３    公務性付与公務性付与公務性付与公務性付与のののの条件整備条件整備条件整備条件整備（市主催行事への出席の場合）    

  

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 議員活動の範囲 

議員の職責と職務の検討結果から、市民の負託を受けた議員として、また地域のコーデ

ィネーターとしてどのような活動が議員に求められているかを考慮し、さらには議会基本

条例第３条の議員活動の原則から、会津若松市議会議員の活動範囲を次のとおりとりまと

めることとした。 

    ① 領域Ａのうち本会議に係る審議及び「団体意思等の確定」（議決） 

議会の会議においては、議員間の自由討議を重んじ、慎重かつ十分な審議を尽くすと 

      ともに、その結果を団体意思又は機関意思の確定に反映させること。 

② 領域Ａの本会議等における「監視」等（一般質問、調査権、検査権等） 

執行機関による団体意思の執行・実施が適法・適正に、かつ、公平・効率的・民主的

になされているかどうかを監視するとともに、必要に応じ是正措置を促し、又は代案を

提示すること。  

    ③ 領域Ａの会議等における「評価」（一般質問、決算審査等） 

団体意思の執行・実施によって、当初の意図どおりの効果・成果をあげたかどうかを

評価し、必要な対応を促すこと。  

    ④ 領域Ａにおける政策形成のための企画・立案（政策条例等の企画・立案） 

       市の政策形成のための企画・立案を行うこと。 

    ⑤ 領域Ｂのうち「議案審議」や「政策形成」に必要な協議・調整の場（政策討論会等） 

議案審議や政策形成のために、議員間討議を中心とした協議や調整を行うこと。 

 

  構成員   

会津若松市 

 

議員の出席について公

務性を認めるべき。 

 

執行機関 

（市長・教育委員会

等：行事主催事務局） 

 

議決機関 

（議会：議員） 

市主催（共催）行事 

・市の公の行事である 

・市長の出席は公務 

・議会も市の構成員 

・議員は来賓というより 

 は主催者と同様の立場 
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⑥ 領域Ａの議会運営委員会及び領域Ｂのうち「議会運営」に必要な会議や協議調整の場 

議会の適正かつ効率的な運営・管理を行うために、議会運営委員会や各派代表者会議 

      などに出席すること。 

    ⑦ 領域Ｂのうち「市民との意見交換会」 

     市の政策形成のために必要となる市民との意見交換会に出席すること。  

    ⑧ 領域Ａや領域Ｂに付随する議案調査、情報収集、調査研究等（領域Ｃ） 

審議に必要な議案調査や政策形成に必要な情報収集、意向調査、調査研究などの活動 

      を行うこと。 

⑨ 団体意思の決定、監視、政策形成などを行うために必要となる市民相談、意見交換など 

を行うこと。（領域Ⅹ） 

⑩ 市が主催する記念式典その他の公的行事に出席すること。（領域Ⅹ） 

 

  

  ※ ただし、いずれの場合も、明白に政党活動・政治活動であると判断される場合は、議員活動

とはいえないものである。 
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第４ 議員活動日数の把握について 

１ 検討フレーム 

議員報酬は「議員活動の役務の対価」と定義されることから、議員報酬を検討す

る前提として、役務の内容を定性及び定量の両面から明らかにする必要があるが、

第３で検討した議員活動の範囲は定性的な事項である。 

議員活動日数モデルについては、議員活動の範囲の確認を踏まえ、その範囲にお

ける役務の定量的な説明事項として、かつ、議員報酬モデル額という定量的な試算

を行うための媒介的な説明事項として、採用したものである。 

検討に当たっては、以下のとおり、活動類型の検討、各類型ごとのモデル時間数

の検討、時間数の換算方法の検討を行いつつ、市民との意見交換会での意見を踏ま

えて、モデル日数の再精査を行ったところである。 

 

２ 議員活動日数の具体的な検討フレーム 

  ⑴ 検討経過 

     第３では、領域Ａ・Ｂ・Ｃ・Ⅹという議員活動の類型化と範囲を確認したが、

ここでは、４つの領域ごとに、さらに、具体的な「活動項目」を抽出し、それぞ

れの活動項目について、一つ一つ、モデル時間数を検討したところである。次に、

モデル時間数の検討に当たっては、検討当初は、平成 19・20 年度の活動実態を

ベースとしたが、その後、時間の経過に伴って、平成 21 年度の活動予測値を加

え、さらに平成 22 年度の新たな議員活動項目も追加し、議会基本条例を踏まえ

て活性化している議員活動の実績を踏まえたモデル時間数の把握に努めてきたと

ころである。また、この間、検討委員会委員の実態調査も行い、実証面からの検

討も行い、モデル時間数の精度の向上に努めてきたところである。 

  

⑵ 議員活動モデル日数の把握と換算計算について 

     平成 19 年度及び 20 年度は実績値であるが、平成 21 年度は 4 月 1 日から８月

11 日までの活動実態を踏まえた予測値となっている。 

平成 21 年度の予測値の検討に当たっては、会議・委員会・議員派遣について

は、年間を通して大幅に開催日数が変わることは考えにくい。むしろ大きく変わ

るのは、議会基本条例に基づく政策討論会（全体会・分科会）や分野別の市民と

の意見交換会などである。また、会議・委員会に付随する活動だけではなく、政

策討論会や市民との意見交換会における付随活動も変化することが予想され、そ

れらの事情を考慮し予測したのが、本年度表１～４である。 

ここでの活動モデルの単位時間は、①「本会議・一常任委員会・議員研修・決

算特別委員会」は１回８時間、②「①を除く会議等」、会議に付随する活動及び

Ⅹ領域の要望・相談の時間は１回当たり３時間、③市主催行事出席については１

時間とみなして、計算し、まずは、時間単位で把握したところである。 

次に、把握した「時間数」を８時間で除して、「日数」に換算することとした

ものであり、以下に、換算計算式を示す。 
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【換算計算式】 

 ① 一回（日）を８時間とみなし、一日と換算する。 

・領域Ａ（本会議・一常任委員会・議員研修） 

・領域Ｂ 

 

      日数モデル（  回（日））×８時間 

                         ＝   （日） 

             ８時間 

 

 

② 一回（日）を３時間とみなし、一日（８時間）に換算する。 

・領域Ａ（本会議・一常任委員会・議員研修を除く。） 

・領域Ｂ 

 ・領域Ｃ 

・領域Ⅹ（市主催行事出席を除く。）の場合 

 

      日数モデル（  回（日））×３時間 

                        ＝   （日） 

             ８時間 

 

 

 ③ 一回（日）を１時間とみなし、一日（８時間）に換算する。 

・領域Ⅹ（市主催行事出席）の場合 

 

   日数モデル（  回（日））×１時間 

                        ＝   （日） 

             ８時間 
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表１ 領域Ａ・Ｂ・Ⅹ（共通） 

 

会
議
名

本
会
議

一
常
任
委
員
会

議
員
研
修

全
員
協
議
会

一
委
員
会
協
議
会

政
策
討
論
会

（
全
体
会

）

政
策
討
論
会

（
一
分
科
会

）

現
地
視
察

講
演
会

市
民
と
の
意
見

交
換
会

（
地
区
別

）

市
民
と
の
意
見

交
換
会

（
分
野
別

）

市
民
要
望
取
次

・
各
種
相
談
等

市
主
催
行
事
出
席

計

19年度
実績

25 8 1 3 10 2 +α 65 114

20年度
実績

26 7 1 4 9 7 3 1 6 +α 65 129

21/4/1～
8/11の
開催数

7 3 1 2 3 3 19

21年度
総開催
見込数

28 8 1 4 10 4 10 6 3 48 65 187

回(日)数
モデル

28 8 1 4 10 4 12 6 3 48 65 189

8ｈ換算
日数
モデル

28 8 1 1.5 3.8 1.5 4.5 2.3 1.1 18 8.1 77.8

 

  

表２ 領域Ａ・Ｂ（個別） 

 

会
議
名

議
会
運
営
委
員
会

決
算
特
別
委
員
会

代
表
者
会
議

広
報
広
聴
委
員
会

議
会
制
度
検
討
委
員
会

鶴

ヶ
城
周
辺
施
設

検
討
委
員
会

19年度
実績

22 5 23 15 15

20年度
実績

28 5 31 15 6

21/4/1～
8/11の
開催数

12 9 8 8 3

21年度
総開催
見込数

30 5 30 23 22 7

回(日)数
モデル

30 5 30 23

8ｈ換算
日数
モデル

11.3 5 11.3 8.6

15

5.6

※　議会制度検討委員会・鶴ヶ城
周辺施設検討委員会は、その事
案を検討するために設置されたも
のであるところから、今後同様に特
定の事案に対する委員会が設置
されることを想定してモデルを設
定した。
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表３ 領域Ｃ（表１に付随する活動） 

 

会
議
名

本
会
議
関
係

一
常
任
委
員
会
関
係

議
員
研
修
関
係

全
員
協
議
会
関
係

一
委
員
会
協
議
会
関
係

政
策
討
論
会

（
全
体
会

）
関
係

政
策
討
論
会

（
一
分
科
会

）
関
係

現
地
視
察
関
係

講
演
会
関
係

市
民
と
の
意
見

交
換
会

（
地
区
別

）

関
係

市
民
と
の
意
見

交
換
会

（
分
野
別

）

関
係

計

回(日）数
モデル

166 7 0 0 0 10 14 0 0 26 26 249

8ｈ換算
日数
モデル

62.3 2.6 0 0 0 3.8 5.3 0 0 9.8 9.8 93.6

 

 

 

 

 

表４ 領域Ｃ（表２に付随する活動） 

 

会
議
名

議
会
運
営
委
員
会
関
係

決
算
特
別
委
員
会
関
係

代
表
者
会
議
関
係

広
報
広
聴
委
員
会
関
係

議
会
制
度
検
討
委
員
会
関
係

鶴

ヶ
城
周
辺
施
設

検
討
委
員
会
関
係

回(日)数
モデル

6 15 4 26

8ｈ換算
日数
モデル

2.3 5.6 1.5 9.6

20

7.5

 

 

⑶ 議員活動の類型と日数 

     議員一人ひとりの活動は、所属する委員会、特に議会運営委員会や決算特別委

員会など、所属する委員会数により異なることとなる。そのような中で、今まで

の議員活動をみると、少なくとも常任委員会を除き一議員一委員会には所属して

いる実態がある。その実態から、議員活動の類型とそれに応じた日数を次のとお

り求めることとする。 
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 該当表 
回(日)数 

モデル 

 

回(日)数 

モデル 

計 

 

8h 換算 

日数 

モデル 

計 

8h 換算 

日数 

モデル 

平均 

議会運

営委員

会に所

属 

表１ 領域Ａ・Ｂ・Ⅹ（共通） 

表２ 領域Ａ・Ｂ（議運に該当） 

表３ 領域Ｃ（表１に付随する活動） 

表４ 領域Ｃ（表２に付随する活動） 

189 

30 

249 

6 

474 

77.8 

11.3 

93.6 

2.3 

185 

決算特

別委員

会に所

属 

表１ 領域Ａ・Ｂ・Ⅹ（共通） 

表２ 領域Ａ・Ｂ（決算特別委に該当） 

表３ 領域Ｃ（表１に付随する活動） 

表４ 領域Ｃ（表２に付随する活動） 

189 

5 

249 

15 

458 

77.8 

5 

93.6 

5.6 

182 

代表者

会議に

所属 

表１ 領域Ａ・Ｂ・Ⅹ（共通） 

表２ 領域Ａ・Ｂ（代表者会議に該当） 

表３ 領域Ｃ（表１に付随する活動） 

表４ 領域Ｃ（表２に付随する活動） 

189 

30 

249 

4 

472 

77.8 

11.3 

93.6 

1.5 

184.2 

広報広

聴委員

会に所

属 

表１ 領域Ａ・Ｂ・Ⅹ（共通） 

表２ 領域Ａ・Ｂ（広報広聴委に該当） 

表３ 領域Ｃ（表１に付随する活動） 

表４ 領域Ｃ（表２に付随する活動） 

189 

15 

249 

26 

479 

77.8 

8.6 

93.6 

9.6 

189.6 

議会制

度検討

委員会

に所属 

表１ 領域Ａ・Ｂ・Ⅹ（共通） 

表２ 領域Ａ・Ｂ（議会制度検討委に該当） 

表３ 領域Ｃ（表１に付随する活動） 

表４ 領域Ｃ（表２に付随する活動） 

189 

15 

249 

20 

473 

77.8 

5.6 

93.6 

7.5 

184.5 

185.06 

 

３ 協議内容 

    議員活動の類型と日数について、現状を把握し、将来の予測を含め協議検討した。

その主な論点については、次のとおりである。 

  ⑴ 議員活動日数の換算について 

   ・ 議員活動換算日数モデルを考えたとき、一日８時間とみるか、６時間とみるか

の考えが出たが、一般的に一日８時間と捉えていることから、一日８時間で日数

モデルを考えることを確認した。 

   ・ 議員活動換算日数モデルを考えたとき、一日８時間換算することはよいが、議

員活動類型における会議等の時間についてばらつきがあり、同じ時間でみること

ができないのではという意見があった。そのため、本会議・一常任委員会・決算

特別委員会・議員研修は８時間とみなし、それ以外は３時間（市主催行事への出

席は１時間）とみなして、８時間に換算することを確認した。 

   ・ 議員活動換算日数モデルの算定にあたっての日数換算について、その考え方を

市民にわかりやすく伝えることが必要と確認した。 

 

⑵ 議員活動換算日数モデルについて 

   ・ 議員活動類型から 185 日という数字がでたが、今までの検討を踏まえれば妥当

である。    

   ・ 市民からみて「えっ」と感じる。1 年間にそれしかないのかと捉えてしまう。

そのほかの日はどうしているのかとなってしまう。  

   ・ 換算した結果であり、一年間の実際の活動日数ではないことを説明する必要が

ある。一年間の活動状況（延べ日数等）から求めたということを説明する必要が

ある。 
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   ・ 数字に表れていないものとして、「政党活動や後援会活動」の政治家としての

活動と、「私人」としてのプライベートな活動がある。 

 

  ☆ 整理・確認結果 

   ・ 議員活動換算日数モデルとして、185 日の考え方でまとめていく。市民へわか

りやすく説明することが必要であることから、日数換算の考え方と、一年間の実

際の活動日数ではないこと、議員活動の延べ回（日）数から求めた最低限の活動

日数モデルであることを説明する方向でまとめることとした。 

   ・ 議員活動以外の日については、政治家としての活動、私人としての活動である

ことを確認した。 

 

４ まとめ 

⑴ 会津若松市議会議員活動換算日数モデル 

以上検討してきた議員の職責や職務、そして議員活動の類型から議員活動の日

数モデルを考えたときに、会津若松市議会議員像として、市民の負託に応え、さ

らには地域のコーディネーターとしての活動を担っていくことを考え、会津若松

市議会議員の活動換算日数モデルを次のように設定することとする。 

 

会津若松市議会議員活動会津若松市議会議員活動会津若松市議会議員活動会津若松市議会議員活動換算換算換算換算日数日数日数日数モデルモデルモデルモデル：：：：年間年間年間年間１１１１，，，，４８０４８０４８０４８０時間時間時間時間＝＝＝＝１８５１８５１８５１８５日日日日    

 

 

① １，４８０時間の１８５日への換算 

議員活動換算日数モデルの考え方の一例として、「議会運営委員会」に所 

属している議員の年間活動回(日)数は、「表１（１８９回(日)）・表２（３

０回（日））・表３（２４９回(日)）・表４（６回(日)）」の「計４７４回

（日）」の活動機会となる。 

議員活動の時間は、会議や常任委員会等は８時間、それ以外の会議や市民か

らの要望・各種相談等は３時間、市主催行事への出席は１時間と、それぞれ

の活動における時間は異なる。そこで、年間の議員活動量をまず、時間単位

で積算し、１，４８０時間と把握したが、後述する議員報酬の試算には、議

員活動「日数」の把握が必要となる。そこで、８時間を１日として捉えたう

えで、時間を日数へ換算したものである。具体的には、１，４８０時間÷８時

間＝１８５日という意味である。 

 

   ② １８５日の意味 

      ①で１，４８０時間を１８５日へと換算をしたが、ここには、会議や市主催

行事へ出席時間など、純粋にその活動時間しかみていない。しかし、実際には、

これらの活動を行う際には、その活動に伴う移動時間（会場までの往復時間）、

相談を受ける際の事前準備時間など、その活動自体の時間以外にもかなりの拘

束時間があるものの、換算日数モデルには、それらの時間は考慮していない。 

例えば、仮に①の例の議会運営委員会の活動機会４７４回（日）に往復の移

動時間「１時間」がかかっているとすれば、「１，４８０時間」に「４７４時

間」を加え、「計１，９５４時間（２４４日）」が議員活動にかかっているこ

とになる。（例えば一般会社員が勤務している場合、会議への出席や執務をし
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ている時間だけでなく、その移動のための時間も勤務時間に含まれているのが

通例であり、その年間の勤務時間数は休日を除けば、「１，９４４時間（２４

３日）」である。） 

議員は少なくとも常勤職ではなく、議員報酬が役務の対価と定義される以上、

移動時間等を役務に含めることはできないため、以上のように、モデル時間

数からは除外したものである。したがって、議員活動換算日数モデル１８５

日は、直接的な役務の時間の合計である 1,480 時間（185 日×8 時間）を 1 日

8 時間で除して求めたモデル日数（１８５日分の分量）であって、実際に活動

している日数が１８５日しかなく、残りの１８０日（365 日－185 日）は活動

していない、という意味ではない。 

 

③ 議員以外の活動 

日数モデルとはいえ、１，４８０時間＝１８５日というのは、１年３６５日

でみれば議員活動の機会としては少ないと感じるかもしれないが、②でみた

ように実際に議員活動としての拘束時間も考えれば、毎日何らかの形で議員

活動を行っているという多くの議員の実感がある。なお、議員活動以外の時

間について、議員は何をしているのかということがあるが、議員といえども

私人として家族などと過ごすプライベートな活動や政治資金規正法に該当す

る政治活動などの活動を行っている。 

 

⑵ 議長及び副議長の活動換算日数モデル 

モデル日数議員の活動換算日数モデルについては、過去の実績をもとに将来の

活動を予測し、その内容によって議員活動換算日数モデルを明らかにしてきた。

議長及び副議長の活動換算日数モデルについても、議員と同じく議長及び副議長

の活動日数をもとに、明らかにすることが可能である。この場合、議長及び副議

長の活動日数が年度で大きく変動することは考えにくいことから、平成 20 年度

の議長及び副議長の公務活動状況（公務遂行のべ日数）を参考に積算することと

する。 

ここで、議員の活動においては、領域Ⅹにおける市主催行事への出席を議員活

動一回（日）当たりを１時間とみなし、それを８時間とした場合の日数に換算し

たが、議長及び副議長が出席する行事についても、市主催行事への出席と同じく

一回（日）当たりを１時間とみなし、それを８時間の日数に換算する。そこに議

員活動換算日数を加えた日数を、議長及び副議長の活動換算日数モデルとする。

その結果は、次のとおりである。 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 
公務遂行 

のべ日数 

８時間 

換算日数 

議員活動 

換算日数 

議長・副議長 

活動換算日数

計 

議 長 305 38.1 185 223.1 

副議長 52 6.5 185 191.5 
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【【【【第第第第 4444 回市民回市民回市民回市民とのとのとのとの意見交換会意見交換会意見交換会意見交換会（（（（平成平成平成平成 21212121 年年年年 11111111 月開催月開催月開催月開催））））のののの意見意見意見意見をををを受受受受けてけてけてけてのののの精査精査精査精査】】】】    

◎ 議員活動換算日数モデルの精査・修正 

１ 中間報告以降の取り組み経過概要 

平成 21 年 10 月に「議会活動と議員定数等との関連性及びそれらのあり方」に係

る中間報告を取りまとめ、「議員活動換算日数モデル：185 日」及び「議員報酬モ

デル：860 万円」を議会内外へ提示した。 

平成 21 年 11 月の市民との意見交換会で、市民からは、「議員活動の現状と比較

して妥当性はあるのか。モデルは最低限の活動というが、裏づけのある数字なの

か」といった疑問が示された。 

そのため、当委員会の委員有志により議員活動実態を調査（平成 22 年 3 月）し、

その上で再度、「議員活動換算日数モデル」を精査・検証してきたところである。 

この間、平成 22 年５月には、再度、市民との意見交換会で「モデル修正に係る

検討状況」を説明し、意見を頂戴してきたところである。 

 

２ モデル精査にあたっての基本的視点及び精査結果（概要）について    

委員会ではこれまで、市民意見を踏まえ、上記の経過の中で、以下の基本視点に

基づき「議員活動換算日数モデル（仮説）」の精査を進めてきたところであり、そ

の精査結果概要は、次のとおりである。 

なお、平成 22 年５月に開催の市民との意見交換会では、依然として「議員活動

が見えない、議員報酬が高い、議員定数が多い」という意見が散見されるが、これ

らは、「議員活動が見えないことに起因」する意見・批判と受け止められることか

ら、これまでの「仮説モデルの精査による議員活動の見える化」という、精査の基

本的方向性を維持したところである。 

 

        ⑴⑴⑴⑴ 領域Ⅹ「市民の要望・各種相談等に関する活動」の精査に係る経過と結果 

委員会において領域Ⅹにおける市民の各種相談等における活動については、仮

説モデルでは 144 時間としていた。 

一方、実態調査では、最少で 50 時間、最大で 360 時間とかなりのばらつきが

あった（なお、それらの単純平均時間は 192.3 時間で、最少・最大値を除外した

平均時間は 186 時間である）。 

委員会では、このような実態調査のばらつき及び水準を踏まえつつも、①この

活動は市民が議員に最も多く期待する活動であること、②この活動で聴取した要

望・相談内容が、議会の政策サイクルにおける政策形成の源泉となる重要な活動

であることなどを踏まえ、あらためて、委員間でこの活動のモデル時間に係る議

論をしたところである。 

その結果、当初仮説モデル 144 時間（４回／月×３時間／1 回×12 ヶ月）を上

方修正し、180 時間（５回／月×３時間／1 回×12 ヶ月）をモデル時間数と修正

したところである。 
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        ⑵⑵⑵⑵ 中間報告で重複計上していた項目等の精査と計数整理 

 中間報告では①領域Ｃの中に、領域Ａ・Ｂに該当する項目が入っていた、②領

域Ｃの中で重複している項目（本会議と委員会、広報広聴委員会と意見交換会な

ど）があった、③領域Ｃの中に専ら正副議長や正副委員長の用務などがはいって

いた。 

そのためこれらの重複項目等を再整理し、計数整理をしたところである。 

            

⑶⑶⑶⑶ 領域Ｃの精査に係る経過 

   ① 領域Ｃに対する市民意見（指摘内容）と実態調査結果の関係 

市民からの疑義的な意見「議員活動の現状と比較して妥当性はあるのか。モ

デルは最低限の活動というが、裏づけのある数字なのか」を踏まえ、議員活

動実態調査を行ったところ、領域Ｃの活動項目については、議員個々人の活

動量に「ばらつき」がある結果となった。 

この「ばらつき」は、上記の市民からの「疑義的な意見」が、的確な指摘で

あったことの証左と受け止められる。 

そして、議会基本条例及びそれに基づく市民意見を起点とした政策形成サイ

クルを踏まえれば、その指摘に適切に答えていく必要があることから、あら

ためて領域Ｃを精査する方向性が提示されたところである。 

    

② 実態調査結果の分析とＣ領域の細分化モデル 

実態調査の数字からは次の２点が読み取れたところである。 

ⅰ 第１には「ばらつき」の「大きさ」で見ると、次の２つに分類されるのでは

ないか、ということである。 

ｱ) 比較的ばらつきが小さい活動（例えば、質問原稿作成が 12 時間～36 時間、

議案精読が 27 時間～42 時間） 

 

ｲ) 比較的ばらつきが大きい活動（例えば、質問準備のための調査研究が 34

時間～94 時間、質問準備のための現地調査が３時間～48 時間） 

     

ⅱ 第２には、さらに、「会議」との関係の「強弱」で見ると、次のことがいえ

るのではないか、ということである。 

ｱ) 比較的ばらつきが小さい活動は、「会議」に出席するためには必ず行わな

ければならない活動に多く見られる。上記の例では、質問原稿作成にせよ、

議案精読にせよ、議員間で若干の時間数の相違はあるが、必ず行うものであ

る。すなわち、これらは会議との関係が強く、「会議に直接的に付随する活

動（以下「Ｃ¹」という。）」である。 

 

ｲ） 比較的ばらつきが大きい活動は、「会議」に出席するために必ず行わな

ければならない活動とはいえない活動に多く見られる。上記の例では、質問

準備のための調査研究も、質問準備のための現地調査も、それを行わなけれ

ば質問できないわけではなく、例えば、質問者及び質問内容によっては、Ｘ

領域における要望・相談を多数受ける中から政策課題の一般化・抽出を行い、

質問原稿を作成（Ｃ¹）することもあるであろうし、そもそも調査対象とな

る現地がない場合も想定され得る。 

これらは会議との関係が弱く、会議に直接的に付随する活動ではなく、
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領域Ｃ¹ 

（例）質問原稿作成  

   質問細部事項聴取など 

「会議に間接的に付随する活動（Ｃ¹に付随する活動）（以下「Ｃ²」とい

う。）」である。 

      

※ 上記のとおり、Ｃ領域は、会議に直接的に付随する活動（Ｃ¹）及び会

議に間接的に付随する活動（Ｃ²）の２つに細分化されることになる。 

（平成 22 年 5 月 11 日、14 日委員会） 

 

 

※ イメージ：領域Ａ・Ｂと領域Ｃとの関係（平成 22 年 5 月 11 日委員会資料より抜粋） 
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３ Ｃ領域の細分化モデルによる精査概要 

  ⑴ 精査の基本的視点    

Ｃ領域に係るこれまでの議論内容を踏まえると、精査の基本視点は次のように整理するこ

とができる。 

① Ｃ¹について 

Ｃ¹については、 

ⅰ 定性的には、会議との関係の「強さ」、職務としての必要性の「高さ」を踏まえると

ともに、 

ⅱ 定量的には、仮説モデル時の想定（最低限の活動量とあるべき活動量の両面から設

定）及び実態調査結果（最大、最少、平均など）も勘案し、 

ⅲ さらに、議会基本条例及び政策形成サイクルに基づき実践している現在の議員像も加

味したうえで、総合的に精査してきたところである。 

       

② Ｃ²について 

Ｃ²についても、 

ⅰ 定性的には、会議との関係の「弱さ」、職務としての必要性の「低さ」を踏まえると

ともに、 

ⅱ 定量的には、仮説モデル時の想定（最低限の活動量とあるべき活動量の両面から設

定）及び実態調査結果（最大、最少、平均など）も勘案し、 

ⅲ さらに、議会基本条例及び政策形成サイクルに基づき実践している現在の議員像も加

味したうえで、総合的に精査してきたところである。 

 

※ なお、実態調査結果の活用に当たっては、実態調査結果の平均値を単純に採用すること

は妥当ではなく、また、仮に、最大値と最小値をカットし、残った値の平均値を見るにし

ても、いずれも、単純に平均値を採用することは妥当ではないと考えられる。さりとて、

職務としての必要性が低いから最小値を採用する、というような単純な採用も妥当ではな

い。いずれにせよ、総合的な精査を加える中で、検討することが必要である。 

 

        ⑵⑵⑵⑵ Ｃ¹及びＣ²の具体的精査について 

   ① 一般質問の付随活動について 

    ⅰⅰⅰⅰ「「「「質問原稿作成質問原稿作成質問原稿作成質問原稿作成（（（（当初当初当初当初モデルモデルモデルモデル 30303030 時間時間時間時間＝＝＝＝3333 時間時間時間時間××××10101010 日日日日）」）」）」）」    

質問原稿作成は、定性的には、一般質問する以上は必ず必要であるから、Ｃ¹に分類し

ている。 

定量的には、調査結果の単純平均は 29 時間、突出値（最少 12 時間）を除く平均は約

32時間である。  

これらに加え、原稿作成という作業性質を勘案し、かつ、内訳をより実態に即したもの

（3 時間×３日×３定例会＝27 時間）に整理し、モデル時間数を 27 時間に整理・修正す

る。 

    

ⅱⅱⅱⅱ「「「「質問準備質問準備質問準備質問準備のためののためののためののための調査研究調査研究調査研究調査研究（（（（当初当初当初当初モデルモデルモデルモデル 48484848 時間時間時間時間＝＝＝＝3333 時間時間時間時間××××４４４４日日日日××××４４４４定例会定例会定例会定例会））））    

質問準備のための調査研究は、定性的には、一般質問原稿作成とは異なり、必ず必要と

なる性質の活動ではない（反証は、Ｘ領域からダイレクトに質問原稿作成する例など）た

め、Ｃ²に分類している。とはいえ、議会基本条例での議員活動原則や現行の政策形成サ

イクルを踏まえれば、より充実した活動が要請されるところでもある。両者をどう考える

かがポイントとなるが、総合的には、議会の政策水準向上の観点からも「活動なしで良
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し」とはいえず、一定の調査研究活動は要請されるところである。 

定量的には、単純平均で 51.3 時間、修正平均（最小 34 時間、最大 94 時間を除く平

均）は45時間である。 

これらを総合的に勘案し、「議員と議会の政策水準向上のためには一定の調査研究活動

は要請するものの、Ｃ²としての性質と『最小限の活動量』として意味合いを加味し、当 

初モデル時間数48時間（3時間×４日×４定例会）とする。 

 

  ⅲⅲⅲⅲ    「「「「質問準備質問準備質問準備質問準備のためののためののためののための現地調査現地調査現地調査現地調査（（（（当初当初当初当初モデルモデルモデルモデル 12121212 時間時間時間時間＝＝＝＝3333 時間時間時間時間××××２２２２日日日日××××２２２２定例会定例会定例会定例会））））」」」」    

質問準備のための現地調査は、定性的には、ⅱと同様、一般質問原稿作成とは異なり、

必ず必要となる性質の活動ではない（反証は、現地が存在しない質問をする例など）ため、

Ｃ²に分類している。とはいえ、ⅱと同様に、議会基本条例での議員活動原則や現行の政

策形成サイクルを踏まえれば、必要に応じ、より充実した活動が要請されるところでもあ

るが、ⅱとは、「現地」という特殊性がある点で異なる性質を有する。 

これらをどう考えるかがポイントとなるが、総合的には、ⅱよりも、ケースバイケース

で必要性が左右されるものの、現地が存在する場合は、一定の現地調査活動は要請される

ところである。 

定量的には、3 時間から 36 時間とかなりばらつきが大きい点が特徴である。単純平均

で21.5時間、修正平均（最小３時間、最大48時間を除く平均）は19.5時間である。 

これらを総合的に勘案し、「議員と議会の政策水準向上のためには一定の現地調査活動

は要請するものの、ⅱよりも必要性自体にばらつきがあることも加味し、『最小限の活動

量』としての意味合いをより勘案し、当初モデル時間数 12 時間（3 時間×２日×２定例

会）とする。 

 

ⅳⅳⅳⅳ    「「「「会派会派会派会派によるによるによるによる事前調整等打合事前調整等打合事前調整等打合事前調整等打合せせせせ（（（（当初当初当初当初モデルモデルモデルモデル 30303030 時間時間時間時間＝＝＝＝3333 時間時間時間時間××××10101010 日日日日）」）」）」）」    

会派による事前調整等打合せは、定性的には、一般質問通告の前提として、『会派内調

整』が、必ず要請されるところであるから、Ｃ¹に分類している。なお、ここでの事前調

整は、会派による通常の調査研究活動を踏まえ、会派の政策実現に向けて重層的な質問に

つなげていく、そのための「政策的な検討に係る事前調整」という機能を指すものであり、

ⅴの重複質問を調整する情報交換とは異なるものである。 

定量的には、Ｃ¹にもかかわらず、4 時間から 36 時間とかなりばらつきが大きい。また、

調査結果の単純平均は 21 時間、修正平均（最小４時間、最大 36 時間）を除く平均は

21.5時間である。  

これらを総合的に勘案し、会派の政策形成能力向上とそれを通じた議会全体の政策水準

向上のためには、一定の政策的な事前調整が必要との見地から、現状も踏まえ、当初モデ

ル時間数を24時間（3時間×２日×４定例会）とする。 

 

ⅴⅴⅴⅴ    「「「「議会運営委員会議会運営委員会議会運営委員会議会運営委員会におけるにおけるにおけるにおける事前事前事前事前のののの情報交換情報交換情報交換情報交換    

（（（（当初当初当初当初モデルモデルモデルモデル 12121212 時間時間時間時間＝＝＝＝3333 時間時間時間時間××××１１１１日日日日××××４４４４定例会定例会定例会定例会））））」」」」    

事前の情報交換は、定性的には、一般質問する以上は必ず必要であるから、Ｃ¹に分類

している。なお、ここでのⅴの重複質問を調整するための会派内における情報交換のこと

である。 

定量的には、調査結果の単純平均は 10.2 時間、突出値（最少４時間）を除く平均は約

11.4時間である。  

Ｃ¹として最低限この程度は必要と考えられるため、当初モデル時間数の 12 時間（3 時

間×１日×４定例会）とする。 
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    ⅵⅵⅵⅵ    「「「「議員間議員間議員間議員間のののの情報交換情報交換情報交換情報交換（（（（当初当初当初当初モデルモデルモデルモデル 24242424 時間時間時間時間＝＝＝＝3333 時間時間時間時間××××２２２２日日日日××××４４４４定例会定例会定例会定例会））））」」」」    

      議員間の情報交換は、議会運営委員会での重複質問・重層質問に係る打ち合わせ会の後、

大項目・中項目の重複・重層に係る議員間の情報交換のことであり、一般質問する以上は、

必要となるものであることから、定性的には、Ｃ¹に分類している。 

定量的には、調査結果の単純平均は19.5時間である。  

定性的にはＣ¹であるが、重複・重層可能性がない場合もあるため、調査結果も踏まえ、

「3時間×２日×３定例会＝18時間」に修正する。 

 

ⅶⅶⅶⅶ    「「「「質問取質問取質問取質問取りりりり・・・・当局調整当局調整当局調整当局調整（（（（当初当初当初当初モデルモデルモデルモデル 24242424 時間時間時間時間＝＝＝＝3333 時間時間時間時間××××２２２２日日日日××××４４４４定定定定例会例会例会例会））））」」」」 

      質問取り・当局調整は、定性的には、一般質問する以上は必ず必要であるから、Ｃ¹に

分類している。 

定量的には若干のばらつきはあるものの、結果の単純平均は23.3時間である。  

現行制度上は、この程度は必要と考えられるため、当初モデル時間数の24時間とする。 

 

ⅷⅷⅷⅷ    「「「「広報議会広報議会広報議会広報議会のののの原稿作成原稿作成原稿作成原稿作成（（（（当初当初当初当初モデルモデルモデルモデル 24242424 時間時間時間時間＝＝＝＝3333 時間時間時間時間××××２２２２日日日日××××４４４４定例会定例会定例会定例会））））」」」」    

      広報議会の原稿作成は、定性的には、一般質問する以上は必ず必要であるから、Ｃ¹に

分類している。 

定量的には、4 時間から 24 時間とかなりのばらつきがあり、結果の単純平均は 13.7 時

間、最小４時間、最大24時間を除く平均は、13.5時間であり、また、12時間が3人であ

る。モデル時間数までは要していない、と受け止めることができる。  

こうした実態を踏まえ、12時間（３時間×１日×４定例会）に修正する。 

 

ⅸⅸⅸⅸ    「「「「一般質問一般質問一般質問一般質問のののの議会報告議会報告議会報告議会報告（（（（当初当初当初当初モデルモデルモデルモデル 12121212 時間時間時間時間＝＝＝＝3333 時間時間時間時間××××１１１１日日日日××××４４４４定例会定例会定例会定例会））））」」」」    

      ここでの「一般質問の議会報告」の主体は、会派または議員であり、広報活動に属する

ものであるが、定性的には、必ず必要ではないことから、Ｃ²に分類している。 

定量的には、4 時間から 48 時間とかなりのばらつきがあり、結果の単純平均は 16.7 時

間、最小４時間、最大48時間を除く平均は、12時間である。 

Ｃ²としての性格及び現状を踏まえ、当初モデル時間 12 時間（３時間×１日×４定例

会）とする。 

    

            ②②②② 議案審議の付随活動について 

    ⅰⅰⅰⅰ    「「「「提出想定提出想定提出想定提出想定のののの議案議案議案議案のののの調査研究調査研究調査研究調査研究    

（（（（当初当初当初当初モデルモデルモデルモデル 48484848 時間時間時間時間＝＝＝＝3333 時間時間時間時間××××４４４４日日日日××××４４４４定例会定例会定例会定例会）」）」）」）」    

提出想定の議案の調査研究とは、内示会の前に、常任委員会協議会での説明などにより、

提出予定の議案を察知した場合などにおいて、各議員が、事前に想定議案の調査研究を行

うことであるが、事前察知できないこともあり、また、定性的には、必ずしも必要ではな

いため、Ｃ²に分類している。とはいえ、議会基本条例での議員活動原則や現行の政策形

成サイクルを踏まえればより充実した調査研究活動が要請されるところでもある。 

この両者をどう考えるかがポイントとなるが、総合的には、議会の政策水準向上の観点

からも、「活動なしで良し」とはいえず、一定の調査研究活動は要請されるところである。 

また、定量的には、単純平均で 40 時間、修正平均（最小 12 時間、最大 72 時間を除く平

均）は39時間である。 

これらを総合的に勘案し、「議員と議会の政策水準向上のためには一定の調査研究活動

は要請するものの、Ｃ²としての性質と『最小限の活動量』としての意味合いを加味し、

36時間（3時間×４日×３定例会）に修正する。 
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    ⅱⅱⅱⅱ    「「「「議案議案議案議案のののの精読精読精読精読（（（（当初当初当初当初モデルモデルモデルモデル 36363636 時間時間時間時間＝＝＝＝3333 時間時間時間時間××××３３３３日日日日××××４４４４定例会定例会定例会定例会）」）」）」）」    

議案の精読は、定性的には、必ず必要であるから、Ｃ¹に分類している。 

定量的には、調査結果は、ばらつきは小さく、単純平均は34時間である。  

以上より、当初モデル時間数の36時間とする。 

 

          ⅲⅲⅲⅲ    「「「「議案議案議案議案のののの説明説明説明説明をををを受受受受けるけるけるける（（（（当初当初当初当初モデルモデルモデルモデル 12121212 時間時間時間時間＝＝＝＝3333 時間時間時間時間××××１１１１日日日日××××４４４４定例会定例会定例会定例会）」）」）」）」    

議案の説明は、内示会での説明及び必要に応じた議会事務局による説明であり、定性的

には、必ず必要であるから、Ｃ¹に分類している。 

定量的には、調査結果は、ばらつきは小さく、単純平均は14時間である。  

以上より、当初モデル時間数の12時間（3時間×１日×４定例会）とする。 

 

    ⅳⅳⅳⅳ    「「「「議案議案議案議案をををを専門的専門的専門的専門的にににに調査調査調査調査するするするする（（（（当初当初当初当初モデルモデルモデルモデル 18181818 時間時間時間時間＝＝＝＝3333 時間時間時間時間××××２２２２日日日日××××３３３３定例会定例会定例会定例会）」）」）」）」    

議案の専門的調査は、専門的知見の「事実上」の活用（交流のある学識経験者による調

査協力など）や議会事務局による調査の活用のことであり、定性的には、必ず必要とはい

えないため、Ｃ²に分類している。 

定量的には、調査結果は、ばらつきは小さく、単純平均は19時間である。  

以上より、当初モデル時間数の18時間（3時間×２日×３定例会）とする。 

 

          ⅴⅴⅴⅴ    「「「「議案議案議案議案にににに係係係係るるるる予備予備予備予備検討検討検討検討（（（（当初当初当初当初モデルモデルモデルモデル 18181818 時間時間時間時間＝＝＝＝3333 時間時間時間時間××××1.51.51.51.5 日日日日××××４４４４定例会定例会定例会定例会）」）」）」）」    

議案に係る予備検討とは、上記のⅱ、ⅲ及びⅳを通じて議案の精読・調査を行った結果、

議案ごとの論点抽出やその時点での賛否の見込みを仮説として整理することである。定性

的には、必ず必要であるから、Ｃ¹に分類している。 

定量的には、調査結果は、ばらつきは小さく、単純平均は16.7時間である。  

以上より、当初モデル時間数の18時間（3時間×1.5日×４定例会）とする。 

 

        ③③③③ 請願（紹介）について 

    ⅰⅰⅰⅰ    請願趣旨請願趣旨請願趣旨請願趣旨のののの理解理解理解理解・・・・調査調査調査調査（Ｃ（Ｃ（Ｃ（Ｃ¹¹¹¹））））当初当初当初当初モデルモデルモデルモデル    3333 時間時間時間時間××××2222 日日日日××××４４４４定例会定例会定例会定例会＝＝＝＝24242424 時間時間時間時間    

ⅱⅱⅱⅱ    請願者請願者請願者請願者とのとのとのとの連絡調整連絡調整連絡調整連絡調整（Ｃ（Ｃ（Ｃ（Ｃ¹¹¹¹））））    当初当初当初当初モデルモデルモデルモデル 3333 時間時間時間時間××××1111 日日日日××××４４４４定例会定例会定例会定例会＝＝＝＝12121212 時間時間時間時間    

ⅲⅲⅲⅲ    紹介議員間紹介議員間紹介議員間紹介議員間のののの連絡調整連絡調整連絡調整連絡調整（Ｃ（Ｃ（Ｃ（Ｃ²²²²））））当初当初当初当初モデルモデルモデルモデル 3333 時間時間時間時間××××1111 日日日日××××４４４４定例会定例会定例会定例会＝＝＝＝12121212 時間時間時間時間    

 

上記のⅰ、ⅱは、請願紹介する際には、必ず必要であるため、Ｃ¹に分類し、ⅲは必須

ではないため、Ｃ²に分類している。 

定量的には、ⅰ、ⅱ調査結果は、いずれも、ばらつきは小さく、単純平均は 21.7 時間、

13.5時間である。ⅲは、ばらつきがあり、単純平均は6.5時間である。  

以上より、ⅰ、ⅱは当初モデル時間数のとおりとする。 

また、ⅲは実態も踏まえ、６時間（3時間×１日×２定例会）に修正する。 

    

            ④④④④ 討論について 

    ⅰⅰⅰⅰ    「「「「討論原稿作成討論原稿作成討論原稿作成討論原稿作成（（（（当初当初当初当初モデルモデルモデルモデル 18181818 時間時間時間時間＝＝＝＝3333 時間時間時間時間××××３３３３日日日日××××２２２２定例会定例会定例会定例会）」）」）」）」    

      討論原稿作成は、定性的には、必ず必要であるから、Ｃ¹に分類している。 

      定量的には、単純平均で11.5時間である。 

      以上より、12時間（３時間×１日×４定例会）に修正する。 
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            ⑤⑤⑤⑤ 表決 

    ⅰⅰⅰⅰ    「「「「審議審議審議審議・・・・審査審査審査審査のののの中間総括中間総括中間総括中間総括」」」」当初当初当初当初モデルモデルモデルモデル 18181818 時間時間時間時間＝＝＝＝3333 時間時間時間時間××××1.51.51.51.5 日日日日××××４４４４定例会定例会定例会定例会    

                ⅱⅱⅱⅱ    「「「「表決態度表決態度表決態度表決態度のののの確認確認確認確認・・・・調整調整調整調整」」」」当初当初当初当初モデルモデルモデルモデル 18181818 時間時間時間時間＝＝＝＝3333時間時間時間時間××××1.51.51.51.5 日日日日××××４４４４定例会定例会定例会定例会    

      ⅰ及びⅱはいずれも、定性的には、必ず必要であるから、Ｃ¹に分類している。 

      定量的には、単純平均で13.2時間、13.8時間である。 

      以上より、12時間（３時間×１日×４定例会）に修正する。 

 

    ※ 議員活動実態調査を踏まえた活動モデル修正案の詳細については、次のとおり。 
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4
24

24
21

.7
24

3時
間

×
2日

×
4定

例
会

Ｃ
¹

3時
間

×
4
日

12
36

9
24

12
13

.5
12

3時
間

×
1日

×
4定

例
会

Ｃ
²

3時
間

×
4
日

12
6

9
12

12
6.

5
6

3時
間

×
1日

×
2定

例
会

Ｃ
¹

3
時

間
×

3
日

×
2
定

例
会

18
6

9
18

6
6

24
11

.5
12

3時
間

×
1日

×
4定

例
会

Ｃ
¹

3時
間

×
6
日

18
4

15
12

12
18

18
13

.2
12

3時
間

×
1日

×
4定

例
会

Ｃ
¹

3時
間

×
6
日

18
8

15
12

12
18

18
13

.8
12

3時
間

×
1日

×
4定

例
会

49
8

28
5

4
55

49
6

29
3

49
5

51
0

42
2.

3
39

9
計

⑸
　 　　　

表
決

表
決

表
決

表
決

審
議

・審
査

の
中

間
総

括
（議

員
個

人
、

会
派

、
事

務
局

）

表
決

態
度

の
確

認
・調

整
（議

員
個

人
、

会
派

）

紹
介

議
員

間
の

連
絡

調
整

⑷
　 　　　

討
論

討
論

討
論

討
論

討
論

原
稿

の
作

成

議
案

を
専

門
的

に
調

査
す

る
（事

務
局

、
専

門
的

知
見

）

⑶
　 　　　

請
願

請
願

請
願

請
願

の ののの
紹

介
紹

介
紹

介
紹

介

請
願

趣
旨

の
理

解
・調

査
（議

員
個

人
、

事
務

局
、

専
門

的
知

見
）

請
願

者
と

の
連

絡
調

整

討
論

（委
員

）

表
決

（委
員

）

提
出

が
想

定
さ

れ
る

議
案

の
予

習
的

研
究

（
議

員
個

人
、

分
科

会
、

事
務

局
、

専
門

的
知

見
）

議
案

の
説

明
を

受
け

る
（当

局
、

議
会

事
務

局
）

委
員

間
討

議
（委

員
、

事
務

局
）

参
考

人
の

招
致

（委
員

、
事

務
局

）

議
案

の
修

正
（委

員
、

事
務

局
）

付
帯

決
議

（委
員

、
事

務
局

）

③
　

議
案

審
査

質
疑

（委
員

、
当

局
）
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2 222
　 　　　

常
任

委
員

会
常

任
委

員
会

常
任

委
員

会
常

任
委

員
会

（ （（（
４ ４４４

委
員

会
委

員
会

委
員

会
委

員
会

） ）））

１
⑵

①
と

同
じ

Ｃ
²

3時
間

×
3
日

9
9

6
9

9
5.

5
9

3時
間

×
3日

Ｃ
¹

Ｃ
¹

　
　

　
　

　
１

⑵
②

に
同

じ

Ｃ
²

Ｃ
²

　
　

　
　

　
領

域
Ａ

3時
間

×
4
日

12
12

18
12

12
12

12
13

.0
領

域
Ａ

21
9

6
0

0
9

9
5.

5
9

3 333
　 　　　

議
員

議
員

議
員

議
員

の ののの
研

修
研

修
研

修
研

修

領
域

Ａ

4 444
　 　　　

全
員

協
議

会
全

員
協

議
会

全
員

協
議

会
全

員
協

議
会

　
　

領
域

Ｂ

正
副

議
長

の
み

に
関

す
る

部
分

で
あ

り
除

外

討
論

（委
員

）

表
決

（委
員

）

⑷
　

行
政

調
査

委
員

間
討

議
（委

員
、

事
務

局
）

参
考

人
の

招
致

（委
員

、
事

務
局

）

議
案

の
修

正
（委

員
、

事
務

局
）

付
帯

決
議

（委
員

、
事

務
局

）

議
案

を
専

門
的

に
調

査
す

る
（事

務
局

、
専

門
的

知
見

）

議
案

に
係

る
予

備
検

討
（議

員
個

人
、

会
派

）

⑶
　

議
案

審
査

質
疑

（委
員

、
当

局
）

⑵
　

準
備

段
階

（内
示

会
後

）

議
案

の
精

読
（議

員
個

人
）

議
案

の
説

明
を

受
け

る
（
内

示
会

・当
局

、
議

会
事

務
局

）

⑴
　

準
備

段
階

（内
示

会
前

）

提
出

が
想

定
さ

れ
る

議
案

の
調

査
研

究
（
議

員
個

人
、

分
科

会
、

事
務

局
、

専
門

的
知

見
）

執
行

機
関

の
附

属
機

関
（審

議
会

等
）の

傍
聴

に
よ

る
情

報
収

集

計計

⑴
　

福
島

県
市

議
会

議
長

会
研

修
会

等

⑴
　

執
行

機
関

か
ら

の
説

明
・報

告
を

受
け

、
必

要
が

あ
れ

ば
質

問
す

る
（各

委
員

）

⑵
　

必
要

が
あ

れ
ば

議
員

間
で

討
議

を
行

う
（各

委
員

）

⑶
　

事
前

説
明

を
受

け
る

。
（正

副
議

長
、

事
務

局
）

計
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5 555
　 　　　

常
任

委
員

会
協

議
会

常
任

委
員

会
協

議
会

常
任

委
員

会
協

議
会

常
任

委
員

会
協

議
会

（ （（（
４ ４４４

委
員

会
委

員
会

委
員

会
委

員
会

） ）））

　
　

領
域

Ｂ

　
　

正
副

議
長

・正
副

委
員

長
の

み
に

関
す

る
部

分
で

あ
り

除
外

6 666
　 　　　

政
策

討
論

会
政

策
討

論
会

政
策

討
論

会
政

策
討

論
会

（ （（（
全

体
会

全
体

会
全

体
会

全
体

会
） ）））

領
域

Ｂ

正
副

議
長

の
み

に
関

す
る

部
分

で
あ

り
除

外

3時
間

×
6
日

18
18

36
18

18
18

18
.0

領
域

B

Ｃ
¹

15
3時

間
×

5日

正
副

議
長

の
み

に
関

す
る

部
分

で
あ

り
除

外

　
　

領
域

Ｂ

3時
間

×
4
日

12
4

36
12

12
12

12
14

.7
領

域
Ｂ

領
域

Ｂ

30
4

36
12

12
12

12
14

.7
15

7 777
　 　　　

政
策

討
論

会
政

策
討

論
会

政
策

討
論

会
政

策
討

論
会

（ （（（
４ ４４４

分
科

会
分

科
会

分
科

会
分

科
会

） ）））

領
域

Ｂ

3時
間

×
1
日

6
3

3
1.

0

3時
間

×
6
日

18
18

24
18

18
18

16
.0

領
域

B

Ｃ
¹

15
3時

間
×

5日

18
3

3
4.

0

　
　

領
域

Ｂ

3時
間

×
4
日

12
3

24
18

12
12

12
13

.5
領

域
Ｂ

領
域

Ｂ
6

6
6

2.
0

領
域

B

42
3

24
18

12
12

12
13

.5
15

⑼
　

市
民

へ
の

説
明

と
意

見
交

換
会

（全
委

員
）

⑽
　

論
点

集
作

成
と

審
議

へ
の

活
用

（全
委

員
）

⑾ ⑾⑾⑾
　

必
要

が
あ

る
場

合
に

お
け

る
当

局
の

説
明

・現
地

視
察

⑸
　

論
点

の
下

整
理

な
ど

事
前

打
合

せ
（正

副
委

員
長

、
事

務
局

）

⑹
　

議
員

間
の

討
議

（全
委

員
、

事
務

局
）

⑺
　

論
点

の
整

理
（全

委
員

、
事

務
局

、
学

識
経

験
者

の
活

用
）

⑻
　

政
策

の
立

案
・提

言
（全

委
員

、
事

務
局

、
学

識
経

験
者

の
活

用
）

⑴
　

課
題

（
テ

ー
マ

）の
設

定
（広

報
広

聴
委

員
会

、
各

派
代

表
者

会
議

、
事

務
局

）

⑵
　

政
策

討
論

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

、
優

先
順

位
の

検
討

・
確

認
（正

副
委

員
長

、
事

務
局

）

⑶
　

政
策

課
題

の
調

査
研

究
（
全

委
員

、
事

務
局

、
学

識
経

験
者

・
先

進
自

治
体

等
の

活
用

）

⑷
　

議
員

と
し

て
の

政
策

課
題

の
調

査
研

究

⑻
　

政
策

の
立

案
・提

言
（全

委
員

、
事

務
局

、
学

識
経

験
者

の
活

用
）

⑼
　

市
民

へ
の

説
明

と
意

見
交

換
会

（全
委

員
）

⑽
　

論
点

集
作

成
と

審
議

へ
の

活
用

（全
委

員
）

⑾ ⑾⑾⑾
　

必
要

が
あ

る
場

合
に

お
け

る
当

局
の

説
明

・現
地

視
察

⑷
　

議
員

と
し

て
の

政
策

課
題

の
調

査
研

究

⑸
　

論
点

の
下

整
理

な
ど

事
前

打
合

せ
（正

副
議

長
、

事
務

局
）

⑹
　

議
員

間
の

討
議

（全
委

員
、

事
務

局
）

⑺
　

論
点

の
整

理
（全

委
員

、
事

務
局

、
学

識
経

験
者

の
活

用
）

⑷
　

事
前

説
明

を
受

け
る

。
（正

副
委

員
長

）

⑴
　

課
題

（
テ

ー
マ

）の
設

定
（広

報
広

聴
委

員
会

、
各

派
代

表
者

会
議

、
事

務
局

）

⑵
　

政
策

討
論

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

、
優

先
順

位
の

検
討

・確
認

（
正

副
議

長
、

事
務

局
）

⑶
　

政
策

課
題

の
調

査
研

究
（
全

委
員

、
事

務
局

、
学

識
経

験
者

・
先

進
自

治
体

等
の

活
用

）

計

正
副

委
員

長
の

み
に

関
す

る
部

分
で

あ
り

除
外

正
副

委
員

長
の

み
に

関
す

る
部

分
で

あ
り

除
外

計計

⑴
　

執
行

機
関

か
ら

の
説

明
・報

告
を

受
け

、
必

要
が

あ
れ

ば
質

問
す

る
（各

委
員

）

⑵
　

必
要

が
あ

れ
ば

議
員

間
で

討
議

を
行

う
（各

委
員

）

⑶
　

事
前

説
明

を
受

け
る

。
（正

副
議

長
、

事
務

局
）
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8 888
　 　　　

市
民

市
民

市
民

市
民

と
の

と
の

と
の

と
の

意
見

交
換

会
意

見
交

換
会

意
見

交
換

会
意

見
交

換
会

（ （（（
地

区
別

地
区

別
地

区
別

地
区

別
） ）））

3時
間

×
2日

6
6

6
6

3.
0

　
領

域
Ｂ

3時
間

×
2日

6
6

6
6

3.
0

Ｃ
¹

3時
間

×
4日

1
2

2
12

12
1
8

12
9.

3
12

3時
間

×
4日

　
　

事
務

局

Ｃ
¹

3時
間

×
2日

6
4

6
6

6
6

6
5.

7
6

3時
間

×
2日

3時
間

×
6日

1
8

18
18

18
1
8

18
15

.0
領

域
B

Ｃ
¹

3時
間

×
2日

6
3

6
6

6
6

6
5.

5
6

3時
間

×
2日

3時
間

×
2日

6
2

6
6

6
6

4.
3

3時
間

×
2日

6
6

6
6

3.
0

　
領

域
Ｂ

3時
間

×
4日

1
2

12
12

12
1
2

12
10

.0

7
8

9
12

24
24

3
0

24
2
0.

5
24

9 999
　 　　　

市
民

市
民

市
民

市
民

と
の

と
の

と
の

と
の

意
見

交
換

会
意

見
交

換
会

意
見

交
換

会
意

見
交

換
会

（ （（（
分

野
別

分
野

別
分

野
別

分
野

別
） ）））

3時
間

×
3日

9
6

6
2.

0

3時
間

×
3日

9
6

6
2.

0

3時
間

×
3日

9
1
2

12
4.

0

3時
間

×
3日

9
6

6
6

3.
0

3時
間

×
3日

9
18

1
8

18
9.

0

3時
間

×
3日

9
6

6
6

3.
0

3時
間

×
3日

9
6

6
6

3.
0

3時
間

×
3日

9
6

6
6

3.
0

3時
間

×
2日

6
12

1
2

12
6.

0

7
8

0
0

0
0

0
0

0.
0

0

⑫
　

市
民

意
見

へ
の

個
別

対
応

（委
員

会
）

⑧
　

分
野

別
意

見
交

換
会

の
運

営
・記

録
（委

員
会

）

⑨
　

終
了

後
の

総
括

、
報

告
書

の
作

成
（
委

員
会

）

⑩
　

意
見

交
換

会
の

報
告

・総
括

（委
員

会
、

事
務

局
）

⑪
　

市
民

意
見

の
整

理
及

び
討

論
テ

ー
マ

の
抽

出
（委

員
会

、
事

務
局

）

④
　

会
場

予
約

事
務

手
続

き
（事

務
局

）

⑤
　

資
料

印
刷

・備
品

・事
務

用
品

の
準

備
（事

務
局

）

⑥
　

区
長

会
依

頼
文

書
・組

回
覧

文
書

の
事

務
対

応
（事

務
局

）

⑦
　

運
営

に
係

る
事

前
打

合
せ

（委
員

会
）

※
　

広
報

広
聴

委
員

会
と

重
複

す
る

が
、

関
連

が
あ

る
の

で
全

体
を

記
載

①
　

検
討

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

、
実

施
要

領
の

確
認

（
委

員
会

、
事

務
局

）

②
　

説
明

資
料

の
検

討
・
確

認
（
委

員
会

、
事

務
局

）

③
　

意
見

交
換

会
の

日
程

調
整

、
会

場
予

約
（委

員
会

・事
務

局
）

⑨
　

終
了

後
の

班
別

の
総

括
、

報
告

書
の

作
成

（各
班

・全
議

員
）

⑩
　

意
見

交
換

会
の

報
告

・総
括

（委
員

会
、

各
班

班
長

、
事

務
局

）

⑪
　

市
民

意
見

の
整

理
及

び
討

論
テ

ー
マ

の
抽

出
（委

員
会

、
事

務
局

）

⑫
　

市
民

意
見

へ
の

個
別

対
応

（各
班

）

⑤
　

資
料

印
刷

・備
品

・事
務

用
品

の
準

備
（事

務
局

）

⑥
　

区
長

会
依

頼
文

書
・組

回
覧

文
書

の
事

務
対

応
（事

務
局

）

⑦
　

運
営

に
係

る
事

前
打

合
せ

（各
班

・全
議

員
）

⑧
　

市
民

意
見

交
換

会
の

運
営

・記
録

（各
班

・全
議

員
）

①
　

検
討

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

、
実

施
要

領
の

確
認

（
委

員
会

、
事

務
局

）

②
　

説
明

資
料

の
検

討
・
確

認
（
委

員
会

、
事

務
局

）

③
　

意
見

交
換

会
の

日
程

調
整

、
会

場
予

約
（各

班
・全

議
員

）

④
　

会
場

予
約

事
務

手
続

き
（事

務
局

）

※
　

広
報

広
聴

委
員

会
と

重
複

す
る

が
、

関
連

が
あ

る
の

で
全

体
を

記
載

地
区

別
意

見
交

換
会

と
広

報
広

聴
委

員
会

と
重

複
し

て
お

り
、

除
外

計計
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個
別

会
議

分
個

別
会

議
分

個
別

会
議

分
個

別
会

議
分

会
議

名

1 111
　 　　　

議
会

運
営

委
員

会
議

会
運

営
委

員
会

議
会

運
営

委
員

会
議

会
運

営
委

員
会

3時
間

×
6日

1
8

18
18

18
18

18
.0

領
域

Ａ

　
　

領
域

Ａ

Ｃ
¹

24
3時

間
×

1日
×

8回

1
8

0
0

0
0

0
0

0
24

2 222
　 　　　

特
別

委
員

会
特

別
委

員
会

特
別

委
員

会
特

別
委

員
会

（ （（（
決

算
決

算
決

算
決

算
） ）））

Ｃ
²

3時
間

×
6日

1
8

0
36

18
18

18
.0

18
3時

間
×

6日

Ｃ
¹

3時
間

×
3日

9
3

48
0

9
15

.0
9

3時
間

×
3日

Ｃ
¹

3時
間

×
2日

6
0

12
0

6
4.

5
6

3時
間

×
2日

Ｃ
²

3時
間

×
2日

6
0

12
0

6
4.

5
6

3時
間

×
2日

Ｃ
²

3時
間

×
2日

6
6

6
6

6
6.

0
6

3時
間

×
2日

　
　

　
領

域
Ａ

4
5

9
11

4
0

24
0

45
48

45
計

議
案

の
修

正
（委

員
、

事
務

局
）

付
帯

決
議

（
委

員
、

事
務

局
）

討
論

（委
員

）

表
決

（委
員

）

⑶
　

議
案

審
査

質
疑

（委
員

、
当

局
）

委
員

間
討

議
（委

員
、

事
務

局
）

参
考

人
の

招
致

（委
員

、
事

務
局

）

議
案

の
説

明
を

受
け

る
（当

局
、

議
会

事
務

局
）

議
案

を
専

門
的

に
調

査
す

る
（
専

門
的

知
見

）

議
案

に
係

る
予

備
検

討
（
議

員
個

人
、

会
派

）

提
出

が
想

定
さ

れ
る

決
算

内
容

の
調

査
研

究
（議

員
個

人
、

分
科

会
、

事
務

局
、

専
門

的
知

見
）

⑵
　

準
備

段
階

（議
案

提
出

後
　

9月
以

降
）

議
案

の
精

読
（議

員
個

人
）

⑵
　

議
会

運
営

制
度

等
の

検
討

（委
員

、
事

務
局

、
専

門
的

知
見

）

サ
ブ

ゼ
ミ

の
準

備
（調

査
研

究
）

⑶
　

議
会

運
営

上
の

課
題

解
決

⑴
　

準
備

段
階

（議
案

提
出

前
　

9月
ま

で
）
 

⑴
　

議
会

運
営

制
度

に
関

す
る

調
査

研
究

先
進

事
例

の
調

査
研

究
（
委

員
、

事
務

局
、

専
門

的
知

見
）

学
識

経
験

者
の

活
用

議
員

Ｅ
年

間
活

動
時

間
数

議
員

Ｄ
年

間
活

動
時

間
数

計

平
均

議
員

Ｂ
年

間
活

動
時

間
数

議
員

Ｃ
年

間
活

動
時

間
数

議
員

Ｆ
年

間
活

動
時

間
数

年
間

活
動

時
間

数
（モ

デ
ル

）

モ
デ

ル
修

正
案

議
員

Ａ
年

間
活

動
時

間
数
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3 333
　 　　　

各
派

代
表

者
会

議
各

派
代

表
者

会
議

各
派

代
表

者
会

議
各

派
代

表
者

会
議

領
域

Ｂ

Ｃ
¹

3
時

間
×

4
日

1
2

1
2

1
2
.0

1
2

正
副

議
長

の
み

に
関

す
る

部
分

で
あ

り
除

外

1
2

0
0

0
0

0
1
2

1
2

1
2

4 444
　 　　　

広
報

広
聴

委
員

会
広

報
広

聴
委

員
会

広
報

広
聴

委
員

会
広

報
広

聴
委

員
会

3
時

間
×

2
日

6
6

6
6
.0

3
時

間
×

2
日

6
6

6
6
.0

Ｃ
¹

3
時

間
×

4
日

1
2

1
2

1
2

1
2

1
2
.0

Ｃ
¹

3
時

間
×

2
日

6
6

6
6

6
.0

3
時

間
×

6
日

1
8

1
8

1
8

1
8

1
8
.0

Ｃ
¹

3
時

間
×

2
日

6
6

6
6

6
.0

3
時

間
×

2
日

6
6

6
6
.0

3
時

間
×

2
日

6
6

6
6
.0

Ｃ
¹

3
時

間
×

4
日

1
2

1
2

1
2

1
2
.0

7
8

0
0

0
0

0
0

0
.0

0

5 555
　 　　　

政
策

討
論

会
政

策
討

論
会

政
策

討
論

会
政

策
討

論
会

（ （（（
議

会
制

度
検

討
委

員
会

等
議

会
制

度
検

討
委

員
会

等
議

会
制

度
検

討
委

員
会

等
議

会
制

度
検

討
委

員
会

等
） ）））

3
時

間
×

2
日

6
6

6
6

6
6

6
.0

3
時

間
×

6
日

2
4

2
4

4
8

2
4

2
4

2
4

2
8
.8

領
域

Ｂ

3
時

間
×

1
0
日

3
0

3
0

3
0

1
3
0

3
0

3
0

2
5
.2

　
　

　
領

域
Ｂ

6
0

0
0

0
0

0
0

0
.0

0

⑸
　

議
員

間
の

討
議

（
全

委
員

、
事

務
局

）

⑹
　

論
点

の
整

理
（
全

委
員

、
事

務
局

、
学

識
経

験
者

の
活

用
）

⑺
　

政
策

の
立

案
・
提

言
（
全

委
員

、
事

務
局

、
学

識
経

験
者

の
活

用
）

⑻ ⑻⑻⑻
　

市
民

へ
の

説
明

と
意

見
交

換
会

（
全

委
員

）

⑶
　

政
策

課
題

の
調

査
研

究
（
全

委
員

、
事

務
局

、
学

識
経

験
者

・
先

進
自

治
体

等
の

活
用

、
）

⑷
　

論
点

の
下

整
理

な
ど

事
前

打
合

せ
（
正

副
委

員
長

、
事

務
局

）

⑷
　

そ
の

他
の

議
会

の
広

報
及

び
広

聴
に

関
す

る
こ

と
（
委

員
会

、
事

務
局

）

⑸
　

委
員

会
前

後
の

打
合

せ
（
正

副
委

員
長

、
事

務
局

）

⑴
　

課
題

（
テ

ー
マ

）
の

設
定

（
広

報
広

聴
委

員
会

、
各

派
代

表
者

会
議

、
事

務
局

）

⑵
　

政
策

討
論

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

、
優

先
順

位
の

検
討

・
確

認
（
正

副
委

員
長

、
事

務
局

）

⑨
　

終
了

後
の

班
別

の
総

括
、

報
告

書
の

作
成

（
各

班
・
全

議
員

）

⑩
　

意
見

交
換

会
の

報
告

・
総

括
（
委

員
会

、
各

班
班

長
、

事
務

局
）

⑪
　

市
民

意
見

の
整

理
及

び
討

論
テ

ー
マ

の
抽

出
（
委

員
会

、
事

務
局

）

⑫
　

市
民

意
見

へ
の

個
別

対
応

（
各

班
）

⑤
　

資
料

印
刷

・
備

品
・
事

務
用

品
の

準
備

（
事

務
局

）

⑥
　

区
長

会
依

頼
文

書
・
組

回
覧

文
書

の
事

務
対

応
（
事

務
局

）

⑦
　

運
営

に
係

る
事

前
打

合
せ

（
各

班
・
全

議
員

）

⑧
　

市
民

意
見

交
換

会
の

運
営

・
記

録
（
各

班
・
全

議
員

）

①
　

検
討

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

、
実

施
要

領
の

確
認

（
委

員
会

、
事

務
局

）

②
　

説
明

資
料

の
検

討
・
確

認
（
委

員
会

、
事

務
局

）

③
　

意
見

交
換

会
の

日
程

調
整

、
会

場
予

約
（
各

班
・
全

議
員

）

④
　

会
場

予
約

事
務

手
続

き
（
事

務
局

）

⑴
　

議
会

広
報

紙
の

編
集

（
委

員
会

、
事

務
局

）

⑵
　

議
会

の
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
の

編
集

（
委

員
会

、
事

務
局

）

⑶
　

議
会

と
市

民
と

の
意

見
交

換
会

の
企

画
立

案
（
委

員
会

、
意

見
交

換
会

の
各

班
長

、
事

務
局

）

※
　

意
見

交
換

会
と

重
複

す
る

が
、

関
連

が
あ

る
の

で
全

体
を

記
載

⑴
　

会
派

間
の

調
整

及
び

協
議

（
正

副
議

長
、

各
派

代
表

者
、

オ
ブ

ザ
ー

バ
ー

、
事

務
局

）

⑵
　

協
議

事
項

の
持

ち
返

り
に

よ
る

会
派

内
調

整

⑵
　

事
前

打
合

せ
（
正

副
議

長
、

事
務

局
）

地
区

別
、

分
野

別
意

見
交

換
会

と
重

複
し

て
お

り
除

外

正
副

委
員

長
に

関
す

る
も

の
で

あ
り

除
外

正
副

委
員

長
に

関
す

る
も

の
で

あ
り

除
外

計計計
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市
民

市
民

市
民

市
民

の ののの
要

望
取

次
要

望
取

次
要

望
取

次
要

望
取

次
、 、、、

各
種

相
談

等
各

種
相

談
等

各
種

相
談

等
各

種
相

談
等

に ににに
関 関関関

す
る

す
る

す
る

す
る

活
動

活
動

活
動

活
動

（ （（（
領

域
領

域
領

域
領

域
Ⅹ ⅩⅩⅩ

） ）））

件
名

年
間

活
動

時
間

数
年

間
活

動
時

間
数

年
間

活
動

時
間

数
年

間
活

動
時

間
数

年
間

活
動

時
間

数
年

間
活

動
時

間
数

平
均

3時
間

×
4件

×
12

月
14

4
36

0
24

0
1
44

50
14

4
21

6
1
92

.3
1
80

3時
間

×
5件

×
12

月

14
4

36
0

24
0

1
44

50
14

4
21

6
19

2.
3

1
80

市
主

催
市

主
催

市
主

催
市

主
催

（ （（（
共

催
共

催
共

催
共

催
) )))行

事
行

事
行

事
行

事
へ

の
へ

の
へ

の
へ

の
出

席
出

席
出

席
出

席
（ （（（
領

域
領

域
領

域
領

域
Ⅹ ⅩⅩⅩ

） ）））

件
名

年
間

活
動

時
間

数
年

間
活

動
時

間
数

年
間

活
動

時
間

数
年

間
活

動
時

間
数

年
間

活
動

時
間

数
年

間
活

動
時

間
数

平
均

1時
間

×
26

件
2
6

26
26

24
26

2
6

26
25

.7
26

1時
間

×
26

件

1時
間

×
39

件
3
9

10
30

8
39

3
9

39
27

.5
10

1時
間

×
10

件

6
5

36
56

32
65

6
5

65
5
3.

2
36

市
主

催
（
共

催
）
行

事
へ

の
出

席
（一

部
議

員
対

象
）

市
民

要
望

取
次

、
各

種
相

談
等

市
主

催
（
共

催
）
行

事
へ

の
出

席
（全

議
員

対
象

）

モ
デ

ル
修

正
案

モ
デ

ル
修

正
案

年
間

活
動

時
間

数
（
モ

デ
ル

）

年
間

活
動

時
間

数
（
モ

デ
ル

）

※ ※※※
　 　　　

年
間

活
動

時
間

数
年

間
活

動
時

間
数

年
間

活
動

時
間

数
年

間
活

動
時

間
数

の ののの
求 求求求

め めめめ
方 方方方

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

活
動

項
目

活
動

項
目

活
動

項
目

活
動

項
目

（ （（（
1 111
時

間
時

間
時

間
時

間
× ×××

日
数

日
数

日
数

日
数

） ）））

計

領
域

Ⅹ
（要

望
の

取
次

・市
民

か
ら

の
各

種
相

談
・各

種
団

体
の

会
議

等
に

出
席

す
る

活
動

）に
対

す
る

公
務

性
の

付
与

　
　

　
こ

れ
ら

の
活

動
に

よ
り

得
た

情
報

を
議

会
（議

長
）に

報
告

し
、

そ
の

市
民

意
見

が
議

会
内

の
政

策
情

報
と

し
て

蓄
積

さ
れ

、
　

か
つ

、
そ

の
後

の
政

策
サ

イ
ク

ル
に

の
せ

る
こ

と
で

、
遡

及
す

る
形

で
、

議
員

個
人

の
活

動
か

ら
議

会
活

動
の

一
部

を
構

成
す

る

領
域

Ⅹ
（市

主
催

（共
催

）行
事

へ
の

出
席

）に
対

す
る

公
務

性
　

　
　

市
の

構
成

は
、

い
わ

ゆ
る

執
行

機
関
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４ 議員活動項目の追加 

    議員活動換算日数モデルの精査・検証を行ったところであるが、最近の議員活動状況から次

の項目についても、議員活動の一部としてモデルに加えるべきとの意見があった。 

 

  ⑴ 臨時会（領域Ａ、Ｃ：全体） 

     本会議・委員会という活動領域の中で、臨時会も一つの会議であり、領域Ａに加えた。ま

た、それに付随する活動（領域Ｃ）も検討し、議員活動に加えたところである。 

① 領域Ａ（臨時会） 

会議そのものに関する部分であり、領域Ａに加えるものである。その際のモデルの考え

方としては、過去の臨時会開催状況の推移をみると平均３回となるが、平成 20 年・21 年

は緊急雇用対策のためという特殊事情があった。そのため、領域Ａに加算する臨時会開催

時間としては、年２回開催の 16 時間（会議一回あたり８時間）として領域Ａ（全体）に

加算することとする。 

 

   〔臨時議会開催状況〕 

年度 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 平均 

開催状況（回数） ２ １ ４ ５ ３ 

  

  ② 領域Ｃ（①に付随する活動） 

      臨時議会に付随する活動は、定例会に付随する活動とは若干異なるものと考えられる。

本会議自らの審議が基本であり、一般質問などはないことなどを考慮すれば、臨時議会で

考えられる付随する活動は、１）議案の精読、２）議案に係る予備検討が考えられる。そ

のため、領域Ｃに加算する準備の時間としては、次のとおりとする。 

    １）議案の精読    ：６時間（３時間×１日×２臨時会） 

    ２）議案に係る予備検討：６時間（３時間×１日×２臨時会） 

 

⑵ 議会運営委員会（領域Ａ、Ｃ：個別） 

     議会運営委員会において、委員が議会運営の事例研究をしたうえで議会運営委員会におい

て発表・報告し、その内容に基づいて協議を行う、いあゆるサブゼミ方式の採用により、会

議を運営する新たな取り組みが始まっている。この取り組みをみると、議会運営委員会その

ものの会議（領域Ａ）とそれに付随する準備活動（領域Ｃ）に分けられる。 

 

① 領域Ａ（委員会での委員の事例研究の発表・報告） 

議会運営委員会の会議そのものに関する部分であり、月一回（３時間）で、定例会開催

月を除く年間８回の開催として、領域Ａ（個別：議運）に 24 時間を加算することとする。 

 

  ② 領域Ｃ（①に付随する活動） 

      ①の準備に要する活動であり、これがなければ①の会議を運営しえないことになる。準

備の時間としては、一回当り３時間として年間８回として 24 時間を加算することとする。 

 

  ⑶ 議員による行政視察対応（領域Ｂ：全体） 

     最近の議会関係に関する行政視察の増加に伴い、議会事務局だけでは対応しきれないこと

から、議員にその対応をお願いしている経過にある。これは、議員の任意の協力ということ

にはなるが、議会制度に関する他自治体との情報交換を通じ、会津若松市議会にフィードバ

ックすることも考えられることから、議員活動の一つとすべきとしたものであり、領域Ｂに
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分類するものである。 

     平成 21 年度の実績は、年度途中からであったにもかかわらず、90 件の視察に対し、一件

当り３時間で２名の対応ということになり、トータル540時間となっている。これを視察対

応登録議員13名で平均すると41.5時間となるが、これを全議員対象とするには疑問の余地

があることから、全議員で除した後に登録議員で乗じた数字を活動時間として領域Ｂ（全

体）に加算することとする。 

     その求め方は、次のとおりである。 

 

      90件×3時間×２名÷13名≒41.5時間 

 

         13 

      41.5時間×   ＝18.6時間≒19時間 を領域Ｂ（全体）に加算 

            29 

 

６ 協議内容 

議員活動換算日数モデルに対する市民意見から、議会制度検討委員会委員有志による議員活

動実態調査を実施し、その内容をもとに議員活動換算日数モデルの精査・修正を行った。その

際の主な論点については、次のとおりである。 

  ⑴ 議員活動換算日数モデルの精査について 

   ・ 議員活動換実態調査をもとに精査をしていったときに、調査では活動量に「ばらつき」の

大きいものと小さいものがあることが判明した。それぞれの活動項目の内容を精査し、活動

時間数を修正・確認した。 

   ・ 議員活動項目として、「①臨時議会、②議会運営委員会のサブゼミ、③行政視察対応」を

議員活動に加えることを確認した。 

   ・ 領域Ⅹの市民相談の件数について、修正することを確認した。 

   ・ 領域Ⅹの市主催等行事への出席の件数について、修正することを確認した。 

   ・ 正副委員長のみ対応する部分や重複項目の部分について、除外することを確認した。 

 

⑵ 議員活動換算日数モデルの修正について 

  ・ 議員活動換算日数モデルの精査・修正・確認をしてきた。その結果次の表のとおりとなり、

当初の議員活動換算日数モデルを修正することを確認した。 
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【【【【最終報告最終報告最終報告最終報告におけるにおけるにおけるにおける検討結果検討結果検討結果検討結果】】】】    

平均  １，３５４時間  

（換算日数：１６９日＝1,354時間/8時間） 

 

【参考：中間報告における当初モデル】 

平均  １，４７８時間  

（換算日数：１８５日＝1,478時間/8時間） 

 

※ 表中「領域Ａ・Ｂ（個別）」における会議の正式名称は次のとおり。 

    ○議運：議会運営委員会 

    ○決算：決算特別委員会 

    ○代表者：各派代表者会議 

    ○広報：広報広聴委員会 

    ○議会制度：議会制度検討委員会 

 

 

 

領域Ａ・Ｂ 

（全体） 

領域Ｃ 

（全体） 

領域Ａ・Ｂ 

（個別） 

領域Ｃ 

（個別） 

領域Ⅹ 

（市民要望

等） 

領域Ⅹ 

（市主催行事

出席） 

計 

議運に所属

する議員の

場合 
132 24 1414 

決算に所属

する議員の

場合 
40 45 1343 

代表者に所

属する議員

の場合 
90 12 1360 

広報に所属

する議員の

場合 
69 0 1327 

580 462 

議会制度に

所属する議

員の場合 
69 0 

180 36 

1327 

領域Ａ・Ｂ 

（全体） 

領域Ｃ 

（全体） 

領域Ａ・Ｂ 

（個別） 

領域Ｃ 

（個別） 

領域Ⅹ 

（市民要望

等） 

領域Ⅹ 

（市主催行事

出席） 

計 

議運に所属

する議員の

場合 
90 18 1477 

決算に所属

する議員の

場合 
40 45 1454 

代表者に所

属する議員

の場合 
90 12 1471 

広報に所属

する議員の

場合 
69 78 1516 

413 747 

議会制度に

所属する議

員の場合 
45 60 

144 65 

1474 
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７ まとめ 

    以上、第４回市民との意見交換会において市民から出された議員活動換算日数モデルに対す

る疑問を受けて、当委員会の委員有志による議員活動実態調査をもとに精査・検証を重ねてき

た。その結果、当初議員活動と考えていた内容から修正や除外する部分があることを確認し、

中間報告した当初の議員活動換算日数モデルを修正することとした。その結果、修正した議員

活動換算日数モデルは、次のとおりである。 

 

〔〔〔〔議員活動換算日数議員活動換算日数議員活動換算日数議員活動換算日数モデルモデルモデルモデル（（（（修正修正修正修正））））：：：：1,3541,3541,3541,354 時間時間時間時間＝＝＝＝１６９１６９１６９１６９日日日日〕〕〕〕 

 

 

 

 

〔議員活動換算日数モデル：1,480時間＝１８５日〕 
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第５ 議員報酬（案）の協議・確認 

  １ 検討フレーム 

   ⑴ 概要 

      議員報酬は、議員活動という役務に対する対価ということから、まず役務である議員活

動の内容について、定性的（議員活動の範囲）及び定量的（議員活動換算モデル日数）の

２面からモデル化を行い、両者を活用して議員報酬モデル額を試算することとしたもので

ある。 

これは、全体検討フレームで提示した考え（市議会全体としての議会・議員活動を明ら

かにしその履行を市民に約束することを通じて、その対価としての議員報酬を提示するこ

とにより、市民との協調解を見出していく）の具体的実践でもある。 

また、議員報酬の試算に当たっては、①原価（積算）方式（日当制・全国町村議会議長

会検討案による方法）、②比較方式（類似団体等との比較）、③収益方式の三つの考え方

を活用したところである。 

 

   ⑵ 検討項目間の相互関係 

      当委員会の協議事項は、①議会活動の定義、②議員活動の定義、③議員活動換算日数モ

デル、④議員報酬（案）、⑤政務調査費（案）、⑥議員定数（案）の６項目と、６項目の

全体最適性の検証・確認であることは、第４回委員会をはじめ、繰り返し確認しながら、

検討してきたところであるが、これらのうち、①から④の４項目については、相互に直接

的な関連性を有するものであり、それらを表現すると、下図（「議会活動・議員活動・議

員報酬の相互関係モデル）のような関係となる。 

      このモデルは、議員報酬は議会活動及び議員活動による市政への貢献度により説明（決

定）することを第一（収益方式）とする一方で、市政への貢献度のを数量化は、現時点で

は困難であることから、議会活動量及び議員活動量の２つを説明変数として、市政貢献度

を説明するとともに、他方では量としての議員報酬を説明しようとする考え方である。 

 

「議会活動・議員活動・議員報酬の相互関係モデル」 
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   ⑶ 三方式の援用の考え方 

      一般に人がものの価値を判断する場合には、価格の三面性を考慮しているといわれる1。 

      今般の議員報酬（案）については、この価格の三面性に対応する三方式、すなわち、①

原価（積算）方式、②比較方式及び③収益方式の考え方を援用して検討しようというもの

である。 

      なお、三方式により算出される額は、あくまでも試算的な意義を持つだけであり、最終

的には、各試算額を相互に関連付けながら、さまざまな条件を総合的に勘案して、議員報

酬（案）を算定しようとするものである。 

    ① 原価（積算）方式の活用 

       議会活動量及び議員活動量をもとに議員報酬を積算的に試算しようとする考え方であ

る。具体的には、次の２つの手法を検討・採用した。 

     １）矢祭町議会の日当制による試算 

     ２）昭和 53 年全国町村議会議長会モデルによる試算（ただし、市長給料を基準とする点

については留意が必要） 

 

   ② 比較方式の活用 

       県内や類似団体等の市議会の議員報酬等との比較を行うことになるが、「数値の平均

のような手法は議会間や議員の比較にはほとんど役に立たない」2の指摘もある。よっ

て、単に、議員報酬月額を比較するのではなく、比較可能な条件整備や比較可能なウェ

イト付けなども行いながら比較し、かつ、あくまでも比較考量の意味で行うものとする。 

 

    ③ 収益方式の活用 

       市政への貢献度で議員報酬額を説明しようとする考え方であり、理論的に、また、市

民からの納得感という点においても、最も説明責任を果たし得る方式と考えられる。一

方、市政への貢献度を数量化するためには、議員評価の考え方・具体的手法・評価主体

の考え方・手続きなどを制度として検討・確立することが必要となるところ、現時点で

はそのような条件整備は困難であることから、その考え方を確認するとともに、他の２

方式の援用に際して、収益方式の考え方を参酌していくものとする。 

 

２ 議員報酬の状況と検討 

⑴ 議員報酬の状況 

「議員報酬」とは、非常勤の特別職に対する「報酬」と同じく、一定の役務の対価とし 

     て与えられる反対給付（「反対給付」とは、一定の役務の提供（ここでは議員の活動）に

対する対価（議員報酬）の支給を意味する。）であり、いわゆる「生活給」ではないとさ

れている。 

  しかしながら、ほとんどの自治体では、月額で支給している。これは、地方議会の制度 

 が始まって以来、歳費（給与）的な考え方で支給されてきたこと、また国会議員との権衡 

を考慮したものであるとされている。 

  さらには、地方自治法において、議員報酬の支給に関し、非常勤の職員に対する報酬の 

 支給規定のように「報酬は、その勤務日数に応じて支給する」という支給方法の原則規定 

を設けていないことも、生活給的な性質を想定しているものと考えられる。 

                                                   
1 日本不動産鑑定協会『新要説不動産鑑定評価基準』（住宅新報社） 価格の三面性とは、①それにどれほどの費用が投じられたもの

であるか（原価（積算）方式）、②それがどれほどの値段で市場で取引されているものであるか（比較方式）、③それを利用するこ

とによってどれほどの便益（収益）が得られるものであるか（収益方式）、という３点を考慮するという考え方。 
2 田口一博「2008年地方自治改正をめぐって（下）」『自治総研』2008年 10月号 
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※ 会津若松市議会議員の現在までの議員報酬の経過 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ⑵ 三方式による議員報酬の試算 

議員報酬については、議員活動という役務に対する対価ということを基本に考えていく

ことが必要であり、役務の内容は定性（Ａ，Ｂ、Ｃ、Ｘ領域）び定量（1,480 時間、185

日）の2面で明らかにしたところである。しかしながら、それだけでは、議員報酬額モデ

ル額は試算や算定はできない。そこで援用したのが、①原価（積算）方式（日当制・全国

町村議会議長会検討案による方法）、②比較方式（類似団体等との比較）及び③収益方式

の考え方である。 

 

① 原価（積算）方式 

ア 矢祭町議会日当制を参考とした会津若松市議会日当制修正方式による試算 

(ア) 議員報酬の試算 

矢祭町議会の日当制では、課長級の平均人件費から日当３万円を算出し、町議会議 

員報酬の日当としている。この中で注意すべき点は、年間勤務日数から有給休暇７日

を減じている点と、町議会議員を非常勤の特別職として捉え、常勤の課長職の平均人

件費に７０％を乗じていることである。  

まず、有給休暇７日を減じている理由であるが、これは課長職の実働日数を基本に

考えたということであるが、有給休暇は給与支給の対象であるところから、年間勤務

日数から減じる必要がない。 

また課長の平均人件費に７０％を乗じているが、これは町議会議員の活動は、常勤

の一般職員の勤務形態とは異なり、あくまでも非常勤であるという考えからきている。 

 これに対し、本委員会における議員活動日数の考え方は、一日の活動日数を８時間

に換算して求めているところから、常勤の職員の勤務時間と同様の考えとなっている。  

また、本市議会議員の議員活動換算日数モデルをみると、常勤に近い議員活動とも

いえる。そのため、矢祭町議会のように平均人件費に７０％を乗じる必要性がないし、

乗じないことが妥当である。 

以上の点を修正し会津若松市議会日当制修正方式として、次の算式により議員報酬

を試算する。 

 

※ 議員報酬試算式（矢祭町議会日当制を参考とした会津若松市議会日当制修正方式） 

議員報酬（年額）＝議員活動日数×日当相当額 

 

なお、矢祭町議会の日当制における日当は、課長級の平均人件費から算出している 

が、これは矢祭町は課制をとっており一般職の最高職が課長となるためである。本市

における一般職の最高職は、部制をとっているところから部長となり、部長級の平均

人件費から日当相当額を算出する。 

 

 

 

適用日 議 長 副議長 議 員 

平成2年 4月 1日 470,000 435,000 405,000 

平成4年 4月 1日 505,000 470,000 440,000 

平成6年 10月 1日 550,000 510,000 478,000 

平成8年 4月 1日 582,000 540,000 506,000 

平成16年 1月 1日～現在 553,000 513,000 481,000 
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     【日当相当額】 

給   料 

（円） 

職員手当等 

（円） 

合 計 額 

（円） 

会津若松市 

部長級平均 
5,845,775 4,012,883 9,858,658 

 

修正方式の

日当相当額

算出方法 

１ 年間勤務日数 ２４３日（土・日・祝日を除いた日数） 

２ 平均人件費  9,858,658円÷243日 ≒ ４０，５７０円 

 

※ 日当相当額：４１，０００円に設定 

     

※土日１０４日：５２週×２日（土日）、祝日１８日 計 １２２日 

 

   【議員報酬試算】 

議員活動 

換算日数 

日当相当額 

（円） 

試算年額 

（円） 

試算月額 

（円） 

試算期末手当 

（円） 

185 41,000 7,585,000 475,960 1,873,370 

 

   【現在の議員報酬額】                    （平成21年10月1日時点） 

 
議員報酬年額 

（円） 

月額 

（円） 

期末手当 

（円） 

議 員 7,665,216 481,000 1,893,216 

議 長 8,812,608 553,000 2,176,608 

副議長 8,175,168 513,000 2,019,168 

 

(イ) 修正方式による議長及び副議長の議員報酬試算 

議長及び副議長の議員報酬についても、議長・副議長活動換算日数から議員報酬を

試算することができる。前述第４の議長及び副議長の活動日数をもとにした試算結果

は、次のとおりである。 

  【議長・副議長議員報酬試算】 

 

 

 

 

イ

  

全国町村議会議長会検討案 

      (ア) 全国町村議会議長会検討案の考え方 

全国町村議会議長会検討案の考え方は、同じ公選職（「公選職」とは、その職に就

く場合に、直接住民の選挙により就任する職をいう。具体的には、都道府県知事や市

町村長、議員をいう。）である長の職務遂行日数に対する議員の活動日数の比率を算

出し、その比率をもって長の給料月額に乗じることにより議員報酬の算定をしようと

するものである。 

この方式の考え方は、公選職たる議員の議員報酬の基準をどこに求めるかというと

 
活動換算 

日数 

日当相当額 

（円） 

試算年額 

（円） 

試算月額 

（円） 

試算期末手当 

（円） 

議 長 223.1 9,147,100 573,980 2,259,180 

副議長 191.5 
41,000 

7,851,500 492,680 1,939,180 
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ころで、同じ選挙で選ばれた公選職たる長の給料月額をその基準にすべきというもの

である。 

 これは、議員報酬を求める場合には、当該団体の財政事情、住民所得、一般職員給

与との比較等諸般の事情を総合的に考慮し、決定することが適当と考えられているが、

一般にこれらの事情は、長の給料月額決定の際すでに考慮され尽していると認められ

る。したがって、長の給料月額を基準とすることによって、これらの事情を議員報酬

に反映させることができるとの考えから、長の給料月額を基準とするというものであ

る。 

 この場合の議員報酬の試算式については、次のとおりである。 

 

※ 議員報酬試算式（全国町村議会議長会検討案） 

議員報酬月額＝長の給料月額×（議員の活動換算日数／長の職務遂行日数） 

 

(イ) 市長の職務遂行日数 

全国町村議会議長会検討案における議員報酬の算定に係る長の職務遂行日数は３３

０日に設定しているが、市長の平成２０年度の職務遂行日数は３４５日であったとこ

ろから、当該日数を全国町村議会議長会検討案の議員報酬算定における長の職務遂行

日数とした。 

平成２０年度の市長の職務遂行日数を検討案における長の職務遂行日数とした理由

は、市長の職務遂行日数が毎年度大きく変動することは考えにくいからである。その

結果、市長の職務遂行日数と議員活動換算日数の比率は、次のとおりとなった。 

 

議員活動換算日数 市長職務遂行日数 比率（％） 

１８５ ３４５ ５３．６ 

 

 

(ウ) 全国町村議会議長会検討案による試算 

全国町村議会議長会検討案による議員報酬の試算結果は、次のとおりである。 

 

【議員報酬試算】 

 

 

(エ) 全国町村議会議長会検討案による議長及び副議長の議員報酬試算 

全国町村議会議長会検討案における議長及び副議長の議員報酬の考え方は、現在の

議長、副議長及び議員の職務に応じて議員報酬に格差があることから、その格差をも

って議長及び副議長の議員報酬を算出することができるというものである。 

現在の議長及び副議長と議員の議員報酬の格差については議長：15％、副議長：

6.7％となっていることから、その比率を用いて議長及び副議長の議員報酬を試算す

る。 

 

議員活動 

換算日数 

市長職務 

遂行日数 
対市長 

比率（％） 

市長給料月額 

（円） 
試算年額 

（円） 

試算月額 

（円） 

試算期末手当 

（円） 

１８５ ３４５ 53.6 1,008,000 8,609,900 540,280 2,126,540 
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【議長・副議長議員報酬試算】 

 

ウ 積算方式による議員報酬試算結果のまとめ 

(ア) 議員報酬試算結果 

       矢祭町議会日当制を修正した会津若松市議会日当制修正方式及び全国町村議会議 

長会検討案による議員報酬の試算結果については、次のとおりとなった。 

 

 

 

 

 

 

            

積算方式は、議員報酬が役務の提供の対価であるということを基本に、議員活動の 

実態を踏まえながらその議員活動換算日数を求め、当該日数をもとに議員報酬を試算 

している点で、実証性には優れているといえる。 

今回、積算方式として会津若松市議会日当制修正方式及び全国町村議会議長会検討

案により議員報酬を試算した結果、約１００万円の差が生じているが、この結果にか

かわらず、議員活動に議員報酬の根拠を求めている点で、積算方式における両者の考

えはいずれも実証性に優れているものである。 

試算結果が大きく異なるのは、議員報酬の基礎をどこに求めるかで、その結果が大

きく変わることを意味している。 

今回の試算では、会津若松市議会日当制修正方式において一般職の部長級の平均人

件費を基礎とし、全国町村議会議長会検討案では公選職である市長の給料月額を基礎

としているが、公選職たる会津若松市議会議員の議員報酬の基礎を求める場合には、

同じ公選職たる長の給料月額を基礎とすることが理論的であり、その点では、全国町

村議会議長会検討案が優れているといえる。そのことから、会津若松市議会議員の議

員報酬については、実証性と理論的に優れている全国町村議会議長会検討案による８

６０万円と試算される。 

さらに、市長と議員の公選職としての意味合いにおいて、どちらも選挙において選

ばれるということから考えれば、公選職の意味に軽重の違いはないという考え方があ

る。 

一方で、同じ公選職といいながらも、二元代表制の下で対等なのは市長と議会で

あって、市長と議員ではないことから、議会の構成員である議員と市長との間には権

限や責任において違いがあるという考え方もある。 

全国町村議会議長会の検討案では、市長も議員もいわゆる公選職という立場では同

じということを前提としたうえで、市長と議員の活動量の差に着目し、議員活動日数

を長の職務遂行日数で除すことによりその比率を出している。これは、議員と長の活

動に量的な差があることを示しているといえる。 

 
議員報酬 

試算月額 

議員報酬 

格差（％） 

試算年額 

（円） 

試算月額 

（円） 

試算期末手当 

（円） 

議 長 15.0 9,901,350 621,320 2,445,510 

副議長 
540,280 

6.7 9,186,620 576,470 2,268,980 

  

試算方式 
試算年額 

（円） 

試算月額 

（円） 

試算期末手当 

（円） 

日当制修正方式 7,585,000 475,960 1,873,370 

全国町村議会検討案 8,609,900 540,280 2,126,540 
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次に、議員と市長の権限と責任について考慮すれば、上記のとおり、市長と議会は

対等の立場であるが、議員は合議体である議会の構成員であるから、市長と議員と比

較すれば、その権限や責任には差があるといえる。 

以上より、市長給料と議員報酬については、量的な差（職務活動の差）と質的な差

（職務権限の差）というものが考えられる。それを式で表すとすれば、次のような式

になる。 

 

          議員報酬＝市長給料月額×185日/345日×議員権限/市長権限 

                   ⇓        ⇓ 

                （量的な差）   （質的な差） 

 

質的な差については、これを数値化することは困難であるが、比率の考え方として

示すことができるのは、職務活動の差が生じているということは、その職務内容（性

質）に差があるということでもあり、その質的な差として、議員権限が市長権限を超

えることはないと考えられることから、職務権限の比率としては、「１」は超えない

とということになる。以上より、全国町村議会議長会検討案による議員報酬試算額は、

市長との比較においては、議員報酬の上限であるということができると考えたところ

である。 

なお、市長と議員の権限と責任の違いが経済的対価として現れているものを考える

とすれば、市長は任期終了ごとに退職金が支給されるが、議員にはそれがないという

ことがある。 

 

(イ) 議長及び副議長の議員報酬試算結果 

        議長及び副議長の議員報酬試算については、会津若松市議会議員日当制修正方式が 

 議長及び副議長の活動実態から議員活動日数を求め、その内容を受けて議員報酬を試

算し、全国町村議会議長会検討案では議員と議長及び副議長との議員報酬の格差から

それぞれ求めることとしている。両者それぞれの考えによる試算結果は、次のとおり

となった。 

試算方式 職名 
試算年額 

（円） 

試算月額 

（円） 

試算期末手当 

（円） 

議 長 9,147,100 573,980 2,259,180 矢祭町議会日当

制を参考とした

日当制修正方式 副議長 7,851,500 492,680 1,939,180 

議 長 9,901,350 621,320 2,445,510 全国町村議会

議長会検討案 副議長 9,186,620 576,470 2,268,980 

議員の議員報酬試算において、公選職たる市長の給料月額を基礎としているところ

から、議長及び副議長の議員報酬についても、全国町村議会議長会検討案による試算

結果が優位であるが、それは議員と同じく上限の額ということになる。 

 

② 比較方式による議員報酬 

ア 比較方式による議員報酬の試算 

   旧自治省通達による類似団体等との比較による議員報酬の算定については、それぞ 

   れの類似団体の活動状況が異なるところから、類似団体平均との単なる比較は意味が

ないとの学識経験者の指摘がある。類似団体における単純な議員報酬の比較ではなく、

それぞれの団体の活動状況などを反映した形で議員報酬の比較を行うことが重要であ
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る。 

今回類似団体の一部（11 団体）であるが、まず、各議会の議員報酬年額（１人当

たり）を、各議会の議員活動の日数（Ａ）で除して、各議会の議員活動1日当たりの

議員報酬額（Ｂ）を求め、さらに、Ｂに関して、会津若松市議会の値（99,808 円）

で各議会の値を除して指数化を行い、各指数の平均を算出（1.23）したところである。

なお、その結果については、次のとおりである。        （H21.917資料） 

市　名

Ｈ20年度本会議
等の換算日数

Ｈ20年度各種委
員会等の換算日

数

議員活動
換算日数合計

一議員当たり
議員報酬年額

議員報酬年額を
議員活動換算日

数で除した値

指数平均

1.09 1.10 1.85 1.05

1.23

1.53 1.251.111.00 1.31 1.20 1.17 1.10

55.8

153,008
99,808

124,900
99,808

153,008

5,849,573 7,312,800

104,831 111,137

7,369,1257,558,575

111,137
99,808

65.8 49.4 59

7,384,500 6,023,950

184,605
99,808

104,831
99,808

8,178,0007,665,216 6,254,820 7,267,680 5,865,425 6,241,500

19.1

76.8 47.9 60.9 50.3 67.1 55.2 56.7 44.3

12.4 17.6 23.3 7.5

42.5 41.9 39.9

31.9 21.8 22.9 15.4 25.1 18 17.3

K市

44.9 26.1 38 34.9 42 37.2 39.4 31.9 38.2

G市 H市 I市 J市
会津若松

市
A市 B市 C市 D市 E市 F市

109,130 110,079 184,60599,808 130,581 119,338 116,609 124,900

会津若松市の議
員報酬を年間活
動換算日数で除
した値を１とした
場合の各市の比

率

99,808
99,808

130,581
99,808

119,338
99,808

116,609
99,808

110,052
99,808

109,130
99,808

110,079
99,808

110,052

  ※ 類似団体とは、各地方公共団体間の比較を行うために、人口や産業構造により地方公共団体を類型分類したものをいう。 

※ 網掛けをした「会津若松市・Ａ市・Ｂ市・Ｃ市」は、議会基本条例を制定している団体である。 

 

この指数化は、議員活動の量の差を補正するための指数であり、具体的な算式は、 

【議員報酬試算年額＝議員報酬額（現在）×平均指数 1.23】となり、その算出結果は、下表

のとおりである。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 比較方式の試算結果まとめ 

現在の会津若松市議会議員の議員報酬は、類似団体の議員報酬との比較や単純平均

での比較では高額の部類になるが、議会や議員の活動実態などを反映していない状況

では、単なる比較は意味がないものといえる。 

そこで、委員会では、議員報酬は議員活動を捉え、その対価としての議員報酬があ

るという立場から、類似団体の一部ではあるが、議員の活動状況を調査し、議員報酬

との関係から指数化を試みたところである。 

 

会津若松市議会

議員報酬年額 

（H20年度） 

（円） 

平均 

指数 

試算年額 

 （円） 

試算月額 

（円） 

試算期末手当 

（円） 

議 員 7,665,216 9,428,215 591,620 2,328,610 

副議長 8,175,168 10,055,456 630,980 2,483,530 

議 長 8,812,608 

1.23 

10,839,500 680,180 2,677,180 
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その結果、平均指数を現在の会津若松市議会議員報酬に乗じることにより比較方式

による議員報酬を試算したところ、９４２万円の金額となった。ただし、一定の指数

化はしているが、今回の調査は、議員活動実態の一部を捉えたものであり、議員活動

全体を把握したものではない。さらに、類似団体との関係においては、それぞれの団

体における議会を取り巻く環境も異なることから、議員報酬を比較する諸条件が揃わ

ないことになる。以上より、比較方式による試算には限界があり、実証性や理論的に

みてもその説明能力は低いといえる。 

 

③ 収益方式 

       収益方式については、議員活動によりどのような成果があったのか、いわゆる市政へ

の貢献度を把握し、それをもとに議員報酬を考えていこうとするものであり、理論的に

は最も説明責任を果たしえる方式と考えられる。一方、市政への貢献度を数量化するた

めには、議員評価の考え方・具体的手法・評価主体の考え方・手続きなどを制度として

検討・確立することが必要となるところ、現時点ではそのような条件整備は困難である

ことから、当該方式を直接的に援用して議員報酬を試算することができなかった。ただ

し、収益方式の考え方は大変重要であり、他の２方式の援用に際して、収益方式の考え

方を参酌してきたものである。 

 

３ 協議内容 

     議員報酬の現状と試算について、協議検討をした。その主な論点については、次のとおり

である。 

   ⑴ 議員報酬の性格について 

・ 議員活動の状況をみると、議会基本条例制定前に比べて、平成 22 年 10 月現在までの

議員活動量は大幅に増えている（1,354 時間）。このような量を一定の制度的責任を持っ

て、継続的・反復的に活動していくことは、一部の層を除き、一般的には、ボランティア

としてできるような活動水準ではないと考えられる。すなわち、現在の活性化された状態

での議員活動は、量・質的にも常勤的な水準であると考えられることから、議員報酬は、

民間でいう月給と同じ、生活給的な水準が必要ではないか、ということを確認した。 

・ 議員活動日数モデルから議員報酬を試算しているが、これらは、あくまでもモデル額

として試算したものであって、その結果が直ちに、現実の議員報酬額になるものではな

いことを確認した。 

・ 議員活動に領域Ⅹの住民との接触活動を含めると、活動日数の取り方に幅があり、無

理がある。議員報酬の対価に領域Ｘを含めることは反対だ。そういったことから、議員

報酬は、議員活動の積み上げでなく、類似団体との比較で妥当性を図ればよい。また、

膨大な時間を費やす議会活動像がでてきたことを考えれば、議員報酬ではなく、地方歳

費として生活給を保障すべきだ。 

 

   ☆整理・確認結果 

・ 今までの検討から、議員報酬は、議員活動は何かということを設定し、その活動日数

を把握して、それを一定のルールで計算したときに試算できることを確認した。また、

領域Ⅹの考えについては、議員活動の範囲と定義で議員活動に含める方向でまとめるこ

ととした。 

 

※ 地方歳費という考えをとるのであれば、地方歳費は議員活動全般に対する対価となり、

住民との接触活動である領域Ⅹを含むこととなる。都道府県議会制度研究会における最
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終報告でも、地方歳費は、議員としての広範な職務の遂行（自治体が主催・共催する記

念式典等への参加、住民集会への参加、住民相談などを含む活動）に対する公費支給と

解すべきとしている。また、現行制度上、条例改正をし、議員報酬を「地方歳費」に改

正することも可能である。（北海道福島町議会、地方制度研究会・田口研究員） 

 

   ⑵ 日当制について 

・ 矢祭町議会の日当は、①課長職の平均人件費を算出し、そこに、②議員は非常勤という

前提で 70％を乗じているが、一方、本市は、①部長制であること、②議員活動モデルで

はむしろ常勤的な活動量であることから 70％は乗じない、という考え方で、適宜修正し

たうえで試算することを確認した。 

 

※ 矢祭町議会日当＝課長職平均人件費÷職員活動日数（243日―7日） × 70％ 

                            ⇪      ⇪ 

            取得有給休暇  

 

本市議会日当相当額＝部長職平均人件費÷年間勤務日数（243日） 

  

    ・ 日当制による試算においては、会津若松市議会日当制修正モデルとして、上記の式によ

り求めた「日当相当額」に活動換算日数モデルを乗じることにより試算することを確認し

た。 

    ・ また、公選職という議員の身分を考えたときに、議員報酬の基礎を市長の補助職員（部

長）に求めることは妥当か疑問であるという意見があり、議員報酬の基礎は同じ公選職で

ある市長の給料月額を基礎とする方が説明力に優れるため、当該日当制モデルは、この時

点で、説明能力が劣ることを確認した。 

   

 ⑶ 全国町村議会議長会検討案について 

    ・ 議員報酬を求める場合、同じ公選職である市長の給料月額を基礎として求めることは妥

当である。その中で、特別職とはいえ副市長や教育長は、広義の市長の補助職員とでもい

うべきものであり、当該副市長や教育長の特別職の給与をもとにすることは妥当でないこ

とを確認した。 

・ 議長及び副議長の議員報酬の考え方については、議員活動の積み上げよりも、職務の格

差が議員報酬に現れていると考えられることから、現在の議員報酬の格差により試算する

ことを確認した。 

・ 本市議会日当制修正方式と全国町村議会議長会検討案を比較したとき、両方式とも議員

活動にもとづいて試算している点では実証性があるが、議員報酬基礎を同じ公選職である

市長に求めている点で、全国町村議会議長会検討案の方が相対的に理論的であることを確

認した。 

 

⑷ 職務権限について 

・ 市長と議員は、選挙で選ばれる同じ公選職であるが、二元代表制の下で対等なのは市

長と議会であって、議会の構成員である議員と市長とが対等ではないため、両者の間に

は権限と責任において違いがあるとの共通認識に至った。 

    ・ 議員と市長の権限と責任について考慮すれば、前述のとおり、市長と議会は役割・権限

の違いはあるものの機関的には対等の立場であり、同等の権限となりえるが、議会の構成

員たる議員と市長とを比較すれば、その権限と責任には差があるとの共通認識に至った。  

非常勤の特別職

としての考えに

よる減率 
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以上より、市長給料と議員報酬には、量的な差（職務活動の差）と質的な差（職務権限

の差）というものが考えられ、それを式で表すとすれば次のとおりになることを確認した。 

 

議員報酬＝市長給料月額×185日/345日×議員権限/市長権限 

                   ⇓        ⇓ 

                （量的な差）   （質的な差） 

  質的な差については、数値化することは困難であるが、議員と市長との相違を踏まえれ

ば、比率として「１」は超えないはずであり、議員報酬試算額（全国町村議会議長会検討

案による額）は、上限としての額としての性質を有するのではないか、との共通認識に

至った。 

 

   ⑸ 比較方式について 

    ・ 旧自治省通達による特別職報酬等審議会による議員報酬の検討フレームは、類似団体に

おける各議会・議員の活動実態の差を補正したうえでの活用が必要と考えられるが、その

ような補正なしに各団体の絶対値との比較などは、比較方式としての妥当性が懸念される

ことを確認した。 

    ・ 今般の比較方式の活用に当たっては、類似団体の一部の議員活動量を調査し、議員報酬

との関係で指数化を行い、一定の補正を行ったうえで比較を行ったが、議員活動全体を把

握したものではないこと、類似団体のそれぞれを取り巻く環境など諸条件が異なることな

どから、そのような中で試算されたモデル額は、実証性や理論的な点で、説明能力は低い

ことを確認した。 

 

   ⑹ 収益方式について 

・ 収益方式は、市政への貢献度を把握し、それをもとに議員報酬を考えることであり、理

論的には最も説明責任を果たしえる方式である。しかし、現時点では、この市政への貢献

度を指数化することは困難であることから、当該方式を直接的に援用して議員報酬を試算

することができなかったが、収益方式の考え方は大変重要であり、議員報酬の検討に当

たっては、その考え方を可能な限り参酌していくことを確認した。 

 

４ まとめ 

     議員報酬について検討をしてきたが、議員報酬については、「報酬」という「一定の役務

の対価として与えられる反対給付」という性格から、いわゆる生活給ではないとされている。

一方で、本市議会における議員活動、いわゆる議員の職務の内容や量的なものを考えると、

本市議会における議員活動は、常勤的なものといえるものであり、それに対する議員報酬は、

生活給的な性格が強いと考えられるものである。換言すれば、量質ともに常勤的な活動水準

であれば、生活給としての保障が必要ということがいえる。 

本委員会では、議員報酬のこのような性格を考慮しながら、議員活動を把握し、それに対

する対価としての議員報酬を①積算方式、②比較方式により試算した。その結果は、次のと

おりである。 
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試算方式 職名 試算年額（円） 試算月額（円） 試算期末手当（円） 

日当制 

修正方式 
議員 7,585,000 475,960 1,873,370 積

算
方
式 

全国町村議

会検討案 
議員 8,609,900 540,280 2,126,540 

比較方式 議員 9,428,215 591,620 2,328,610 

年額（円） 月額（円） 期末手当（円） 
現在の議員報酬 議員 

7,665,216 481,000 1,893,216 

 

委員会では、積算方式における検討において、会津若松市議会日当制修正方式及び全国

町村議会議長会検討案による試算を行い、その中では、実証面及び理論面で相対的に説明

力が優れるのは、全国町村議会議長会検討案と判断した。 

また、議員と市長とは公選職という立場は同じであるが、二元代表制の下で対等なのは

市長と議会であって、市長と議員が対等ではないため、市長と議員とを比較すれば、その

権限と責任には差があるといえる。 

以上を踏まえ、議員報酬と市長給料については、量的な差（職務活動の差）と質的な差

（職務権限の差）というものが考えられるところから、全国町村議会議長会検討案による

試算結果の８６０万円は議員報酬の上限であることを確認した。 

 

また、比較方式による議員報酬試算額は、類似団体における議会・議員の活動実態など

の差を補正しない中での絶対額の比較や単純平均値の採用などでは比較方式として妥当性

に欠けることから、類似団体の一部ではあるが、議員の活動状況を調査し、その差を補正

したうえで適正な補正を行うために一定の指数化を試みた。 

しかしながら、今回の調査は議員活動の一部を捉えたものであり、議員活動全体を把握

したものではないこと、さらに類似団体においては、それぞれの団体における議会を取り

巻く環境も異なることなどから、議員報酬を適正に比較する諸条件は揃わないことになる。

その点では、今般の比較方式による試算には一定の限界があり、実証面、理論面の両面で

その説明能力は低いことを確認した。 

 

また、収益方式については、今回議員報酬試算への援用を行っていないが、これは議員

活動による市政への貢献度を評価し、その指数化等を行うことは現時点では困難であった

ためである。そのため、議員活動をもとにした積算方式・比較方式により試算したが、収

益方式のこの考え方は大変重要であり、今後議員報酬の検討に当たっては、その考え方を                                                                                                                                                                                                                      

参酌してきたところである。 

 

以上から、会津若松市議会議員の議員報酬を考える場合においては、積算方式（全国町

村議会議長会検討案）による試算が、相対的には、理論的で実証性に優れているとの結論

に至り、この積算方式による議員報酬試算額を重視して、議員報酬モデルを８６０万円

（上限）とするに至ったところである。 

なお、議員報酬については、今後、議会活動、議員活動、政務調査費及び議員定数を含

めた議会全体のあり方や全体最適性を見極めていく中で算定していくものである。また、

その際には、社会経済情勢や財政状況など諸要因にも配慮しながら進めていくものとする。 
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【【【【第第第第 4444 回市民回市民回市民回市民とのとのとのとの意見交換会意見交換会意見交換会意見交換会（（（（平成平成平成平成 21212121 年年年年 11111111 月月月月））））のののの意見意見意見意見をををを受受受受けてけてけてけてのののの修正修正修正修正】】】】    

◎ 議員報酬モデル修正 

１ 議員活動換算日数モデル 

議員活動換算日数モデルについては、市民との意見交換会において「モデルは、議員活動の

現状と比較して妥当性はあるのか。最低限の活動というが裏づけのある数字なのか。」とい

う疑問が示されたところである。 

そのため、当委員会の委員有志により議員活動実態を調査し、その上で、再度、議員活動換

算日数モデルを精査・検証してきたところである。その結果、 

「議員活動換算日数修正モデル：１，３５４時間＝１６９日」となったものである。 

 

２ 議員報酬モデルの検討    

    委員会では、議員報酬は議員活動の対価であることを基本に検討してきた。その中で、議員

報酬を考える方式として①原価方式（矢祭町議会日当制を参考とした会津若松市議会日当制修

正方式、全国町村議会議長会検討案方式）、②比較方式（県内や類似団体等との比較）、③収

益方式の三つの考え方を参考に検討してきた。 

その結果、同じ公選職である長の職務遂行日数と議員の活動日数の比率を求め、長の給料月

額に乗じることにより議員報酬モデル額を算定する方式（全国町村議会議長会検討案方式）

が、実証面及び理論面の両面において、他の方式よりは相対的に説明能力に優れていると判

断してきた。 

平成21年 10月の中間報告では、その結果「議員活動換算日数モデル：１，４８０時間＝１

８５日」、「議員報酬モデル：８６０万円（上限）」と示してきたところであるが、今回、

議員活動換算日数モデルを「１，３５４時間＝１６９日」と修正したことに伴い、議員報酬

モデルについても修正が必要となったところである。 

 

３ 議員報酬モデルの修正 

    修正した議員活動換算日数モデルに基づいて議員報酬モデルを算定した結果は、次のとおり

である。 

 

    試算議員報酬月額（円）＝市長給料月額（円）×（議員活動換算日数モデル/市長職務遂行日数） 

      494,000（円）≒ 1,008,000（円） ×（  １６９日  /  ３４５日）   

   

試算年額（円） 試算議員報酬月額（円） 試算期末手当（円） 

７，７０６，４００ ４９４，０００ １，７７８，４００ 

 

 

  〔参考：現在の議員報酬額〕 

年額（円） 議員報酬月額（円） 期末手当（円） 

７，５０３，６００ ４８１，０００ １，７３１，６００ 
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４ 協議内容 

   議員報酬は、議員活動の対価であることを基本に、本市議会における議員報酬モデルを設

定することとしている。今回、議員活動換算日数モデルを修正したことに伴い、議員報酬モデ

ルも修正が必要となり、その協議検討をした。その際の主な論点は、次のとおりである。 

 

 ⑴ 議員報酬モデルの修正 

 ・ 議員報酬モデルを求める際の方式としては、 

①原価方式（矢祭町議会日当制を参考とした会津若松市議会日当制修正方式、全国町村議会

議長会検討案方式）、 

②比較方式（県内や類似団体等との比較）、 

③収益方式 

の三つの考え方があるが、その中の全国町村議会議長会検討案方式が実証性と理論的である

と判断してきたところであり、当該方式により議員報酬モデルを修正すべきことを確認した。 

 

 

５ まとめ 

以上、議員報酬は、議員活動（役務の提供）に対する対価であることから、議員活動換算日

数モデルを求め、それに対する議員報酬を試算することとした。今回、議員活動換算日数モ

デルを修正したことに伴い、議員報酬モデルを修正する必要が出てきた。その結果、修正し

た議員報酬モデルは、次のとおりである。 

 

〔〔〔〔修正修正修正修正モデルモデルモデルモデル：：：：７７０７７０７７０７７０万円万円万円万円（（（（上限上限上限上限））））〕〕〕〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔議員報酬モデル：８６０万円（上限）〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

試算年額（円） 試算議員報酬月額（円） 試算期末手当（円） 

７，７０６，４００ ４９４，０００ １，７７８，４００ 

試算年額（円） 試算月額（円） 試算期末手当（円） 

８，６０９，９００ ５４０，２８０ ２，１２６，５４０ 
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第６ 政務調査費（案）の協議・確認 

  １ 検討フレーム 

   政務調査費は、議会の議員の調査研究に資するため必要な経費の一部として、その議会に

おける会派又は議員に対し交付するものであり、その内容については、各自治体の条例によ

り規定しなければならないこととされている。その政務調査費の性格及び額について、協議

検討することとする。 

 

  ２ 政務調査費 

⑴ 政務調査費の定義 

      政務調査費とは、地方自治法第100条第 14項及び第15項の規定に基づき「議会の議員

の調査研究に資するため必要な経費の一部として、その議会における会派又は議員に対し

交付する」ものである。その政務調査費の対象となる経費は、議員活動のうちで役務の提

供ではない活動、いわゆる会議や委員会という役務に付随する活動であるといえる。甘言

すれば、議員報酬が役務の提供に対する対価であるのに対し、政務調査費はいわゆる民間

でいう必要経費にあたるものといえる。 

 

   ⑵ 政務調査費の制度と額 

① 政務調査費の制度 

政務調査費については、地方自治法第100条第 14項及び第15項の規定に基づき規定

している会津若松市議会政務調査費の交付に関する条例及び同条例施行規則に基づいて

対応をしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

② 政務調査費の額 

政務調査費の一人当りの予算額の変遷については、次のとおりである。 

政務調査費 
金額（千円） 

（当初予算） 
議員数 一人当り月額 （円） 

平成13～15年度 18,000 30 50,000 

平成 16年度 18,000 30 50,000 

平成 17年度 28,350 
45（12ヶ月分） 

15 （6か月分)  
45,000 

平成 18年度 32,400 60 45,000 

平成 19・20年度 16,200 30 45,000 

平成 21年度 12,180 29（欠員1） 35,000 

   

１１１１地方地方地方地方自治法第自治法第自治法第自治法第 100100100100 条条条条    

        14 普通地方公共団体は、条例の定めるところにより、その議会の議員の調査研究

に資するため必要な経費の一部として、その議会における会派又は議員に対し、

政務調査費を交付することができる。この場合において、当該政務調査費の交付

の対象、額及び交付の方法は、条例で定めなければならない。  

15 前項の政務調査費の交付を受けた会派又は議員は、条例の定めるところによ

り、当該政務調査費に係る収入及び支出の報告書を議長に提出するものとする。  
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 ⑶ 政務調査費の性格 ～政務調査費は第二の議員報酬か？～ 

① 本委員会では、議員活動を検討する中で、会議や委員会に付随する活動、例えば、一般

質問に係る調査研究、視察などの活動（領域Ｃにあたる部分）等を「調査研究活動」と

とらえ、これを「公務性のある議員活動」として確認したところである。したがって、

「調査研究活動」は議員報酬の支給対象となる。 

一方、政務調査費は、議員の「調査研究」に資するため必要な経費の一部として、交

付するものである。 

以上からは、「調査研究活動」は、「議員報酬」の支給対象になると同時に、「政務

調査費」の支給対象にもなるのではないかとも思える。そこで、「議員報酬の支給対

象」と「政務調査費の支給対象」とは同じか否か、すなわち、「政務調査費は第二の議

員報酬か否か」が問題となる。 

② まず、前提として、「調査研究活動」の意義について、であるが、思うに「調査研究活

動」は、ア「議員の調査研究それ自体の行為」と、イ「調査研究の手段として必要とな

る行為、例えば、交通手段の確保や資料の購入などの行為」との２つの要素で構成され

ているものと考えられる。 

③ 次に、「調査研究活動」の意義を踏まえた、「議員報酬」及び「政務調査費」の支給対

象についてであるが、まず、前者アの行為は、議員の「役務の提供」そのものであるか

ら、「議員報酬」の支給対象となるものである。一方、イの行為は、「調査研究に資す

るために必要な行為（上記の政務調査費の定義）」であるから、政務調査費の支給対象

となるものである。 

④ 以上を要するに、議員報酬と政務調査費については、「調査研究活動」を支給領域とし

ている点では共通しているが、直接的な支給対象は、調査研究の「行為自体」と「行為

の手段」という点で異なるものである。 

よって、「議員報酬の支給対象」と「政務調査費の支給対象」は同じではなく、異な

るものであり、制度上は、第二の議員報酬ではない、ということができる。 

    

⑷ 会津若松市議会における使途状況と自己評価 

① 制度上は、「政務調査費」と「議員報酬」の支給対象は異なるとしても、政務調査費の

「実際の使途」が、「調査研究に資するため必要な経費の一部として交付する」とする

目的に適っているか否かは、別問題である。 

② 政務調査費の性格については、前述のとおりであるが、会津若松市議会における実際の

使途内容等が問題となる。 

本市議会における平成２１年度の政務調査費の支出内訳をみると、議員の「調査研究活

動」に伴う旅費、資料作成費、資料購入費などにあてられている。その詳細は、交通費、

宿泊費、資料購入費などであるが、これらは、上記目的の「調査研究に資するため必要な

経費」に当たるものと考えられる。 

したがって、本市議会における政務調査費の使途内容等については、政務調査費の目的

に適うものであるといえるものであり、実際上も、第二の議員報酬といわれるような状況

ではないといえる。 

なお、これらの経費は、一般の経済社会においても、社会通念上、法人等の組織が負担

する経費であって、その構成員等が個人負担するものではないと考えられる。 

また、最近の裁判例や他自治体の監査報告に照らしてみても、本市議会の使途状況の中

で、特に問題となるところはないものと考えられる。 

なお、平成 21 年度の本市議会における使途状況と最近の裁判例や監査報告の抜粋を記

載する。 
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【参考：政務調査費の主な使途内容】 

 

 

項目 主 な 使 途 内 容 

研究研修費 (1) 研究会及び研修会の開催に要する経費 

(2) 会派に所属する議員が他の団体の開催する研究会及び研修会に参加するために要

する経費 

(各種研究研修会参加費、会場までの旅費、宿泊費等) 

調査旅費 調査研究活動のために必要な先進地調査及び現地調査に要する経費 

(先進事例視察のための旅費、宿泊費等) 

資料作成費 調査研究活動のために必要な資料の作成に要する経費 

(資料のための写真現像費、広報資料作成費等) 

資料購入費 調査研究活動のために必要な図書、資料等の購入に要する経費 

（法令図書購入費、学術図書購入費等） 

広報費 調査研究活動、議会活動及び市の政策について市民に報告し、広告宣伝するために要

する経費 

(会派活動広報紙配布委託料・報告書印刷費、送料等) 

広聴費 市民からの市政、会派の政策等に対する要望及び意見を聴取するための会議等に要す

る経費 

(会場借上料等) 

人件費 調査研究活動を補助する者を臨時に雇用するために要する経費 

事務費 会派が行う調査研究活動のために必要な事務経費 

(パソコンリース料、コピー用紙チューブファイル等消耗品費、コピー代、事務所賃

借料等) 

3,780,000 1,680,000 1,680,000 1,680,000 1,260,000 840,000 420,000 420,000 420,000

研究研修費 828,820 1,329,720 20,000 884,090 318,200 271,480 0 0 0

2,311,290 157,200 648,120 0 269,760 0 39,240 39,240 0

資料作成費 0 0 7,832 36,361 3,031 0 0 0 0

資料購入費 126,000 177,070 416,879 132,770 364,045 19,500 0 0 0

519,204 0 575,033 745,542 0 601,188 362,250 183,750 209,400

0 0 0 0 0 0 0 0 0

7,595 94,367 21,734 0 71,739 20,026 19,482 0 245,000

3,792,909 1,758,357 1,689,598 1,798,763 1,026,775 912,194 420,972 222,990 454,400

▲12,909 ▲78,357 ▲9,598 ▲118,763 233,225 ▲72,194 ▲972 197,010 ▲34,400

 市への返還額 0 0 0 0 233,225 0 0 197,010 0

 ※交付額を超える支出については各会派での負担となります。

　　　　平成平成平成平成21212121年度政務調査費会派別支出状況年度政務調査費会派別支出状況年度政務調査費会派別支出状況年度政務調査費会派別支出状況　　　　　                                                   　　　　　                                                   　　　　　                                                   　　　　　                                                    （単位：円）
　  
        会派名

   項　目
　　　　

 市民クラブ
(9 人）

社会民主党
 ･市民連合
（4 人）

新生会津
（4 人）

公志会
（4 人）

公明党
（3 人）

日本共産党会
津若松市議団

（2人)

 夢クラブ
 （1 人）

會津会
（1 人）

 自民クラブ
（1 人）

 会派への交付額
（Ａ）

支
　
出
　
内
　
訳

調 査 旅 費

広 報 費

広 聴 費

事 務 費

支出合計 (Ｂ)

 差し引き額
（Ａ－Ｂ）

※ 交付額は1 人当たり月35,000 円。
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※1 最近の裁判例 

①  

平成21年 7月 7日 

：最高裁 

政務調査費の 

支出妥当要件 

「会派が行う」調査研究活動であるためには、会派

がその名において自ら行うもののほか、会派の所属議

員にこれをゆだね、又は所属議員による調査研究活動

を会派のためのものとして承認する方法によって行う

ものも含まれる。 

②  

平成20年 12月 1日 

：仙台地裁 

政務調査費に 

おける自動車 

交通費の妥当性 

調査研究に要する自動車の交通費について、政務調

査費で支出できるのは、燃料費及び有料道路通行料、

駐車料金等のみであり、その他の維持管理費（修繕

費、車検費用、保険料等）は加えるべきでない。 

③  

平成21年 2月 17日 

：岡山地裁 

政務調査費に 

おける調査旅費 

の妥当性 

行政視察の行程が花火大会の観覧を念頭に、各地の

観光名所・観光施設を視察・訪問しているが、具体的

な調査や資料収集が行われた形跡がなく、現地視察を

行ったわりにはその報告内容が貧弱であり、またその

後にその成果が充実した形で現れたことを認めるに足

りる証拠がない場合、視察に名を借りて行われた観光

旅行といわざるを得ない。 

④  

平成 20年 2月 26日 

：名古屋高裁 

政務調査費に 

おける講演会の 

妥当性 

一般市民を対象とした講演会を会派が主催した場合

において、会派の議員がこの講演会に参加することに

よって、議員の調査研究に資する具体的な成果がな

く、また何を学ぶ趣旨かも具体的な説明がないのは、

会派のための講演会ではなく、一般市民のための講演

会であり、政務調査費の対象ではない。 

政務調査費に 

おける会議の 

昼食代の妥当性 

会派の会議が昼食を伴う会議をした場合、その会議

が昼食時でなければならない事情があり、その金額が

社会通念上相当な範囲内であったとしても、議員の昼

食代は、その日常生活上当然に必要となる昼食代と何

ら性質を異にするものではなく、公金をもって充てる

べき実質を欠き、政務調査活動に付随する費用として

公的性質を帯びるものといえない。 

⑤  

平成21年 3月 26日 

：名古屋地裁 

政務調査費に 

おける広報活動 

の妥当性 

市民意見を収集、把握することは議員の調査研究の

一つとして重要であり、調査研究活動、議会活動及び

市政に関する政策等を市民に知らせることは、市政に

対する市民の意思を的確に収集、把握するための前提

として意義を有するものといううことができる。こう

した広報のために支出した費用も、市政に関する調査

研究に資するため必要な経費として、政務調査費は妥

当である。 

ただし、議員個人の後援会旅行・激励会の案内等、

議員のプロフィール等の記載部分は、議員自身をＰＲ

するものであって、自己の後援会活動又は選挙活動の

一環であり、政務調査費の趣旨に適合しない。 
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※2 最近の監査報告 

政務調査費支出 

の判断における 

証拠書類（領収 

書）の取扱 

① 支出に関する証拠書類として、原則として領収

書の添付が必要である。 

② 領収書の宛名は、原則として会派代表者あてと

するが、所属する議員名も認める。 

③ 領収書の添付がない場合は、成果物の提示その

他の資料から支払いの事実が推認できることを要

する。 

次の活動等に係る経費の支出は対象外とする。 

① 議会活動 

② 後援会活動 

③ 議員の個人的活動 

④ 政治・政党活動 

政務調査費の 

対象外支出 

次の事項に要する経費の支出は対象外とする。 

① 活動総体が政務調査活動に寄与しない団体の年

会費、月会費等 

② 個人として加入している団体等（町内会、ＰＴ

Ａ等の議員個人に帰属するもの）に対する会費 

③ 会派や議員間の懇談・親睦を目的とした会合に

要する経費 

④ 他議員の後援会、祝賀会の参加に要する経費 

⑤ 飲食を主目的とする懇談会、意見交換を伴わな

い会合に要する経費 

⑥ 電報代、レタックス料等 

①  

平成21年 11月 17日 

：福井県監査 

具体例 ① 政党主催のセミナー等の政党活動、私的活動、

議員間の懇親・親睦を目的とした会合等について

は、政務調査活動とはいえず、政務調査費の対象

外である。 

② 資料購入に係る支出については、領収書等の関

係書類から購入の詳細が確認できないことから、

政務調査費の対象外である。 

③ 会派広報紙について、印刷物若しくは送付物の

現物又は写しが確認できないものは、政務調査費

の対象外である。 

②  

平成21年 4月 17日 

：豊見城市 

不適切な支出 コーヒーサーバー、体脂肪計、電子レンジの購入

費は、政務調査費の対象外である。 
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③  

平成 20年 5月 23日 

：玉野市 

不適切な支出 ① 議員が行う広報には、大別して住民の意見を聴

取することを目的とするものと、議会活動の成果

等を報告するものとの２種類が考えられる。その

中で、政務調査活動という観点からは、住民の意

見を議会活動に反映させることを目的としたもの

であり、その内容が目的からみて相当であれば、

政務調査費からの支出は認めることができると考

える。 

なお、広報活動については議員活動としての側

面が強いため、市民意思の収集把握するための手

段として広報活動を行うのであればともかく、そ

れとは無関係な一般的な広報活動まで政務調査費

の支出を認めるのは、税金で議員活動を助成する

ことになり、政務調査費の趣旨に反する。従っ

て、調査研究活動との関連性が明確でないものに

政務調査費を支出することは疑問がある。 

② また、発注の形態において議員が生計を一にす

る同居の親族が運営する会社等に業務を委託する

ことは、発注の価格や支払の実態について誤解を

受けやすく不適切な行為である。 

③ 事務所費として支出した物品（選挙看板用ブロ

ック、アングル）の経費について、選挙活動関連

の経費であり、不当な目的外支出である。 

④ 住民訴訟の原告適格を有する者として訴訟費用

を政務調査費から支出することは、目的外支出で

ある。 

 

⑸ 裁判例等の政務調査費使途妥当性判断の考え方 

政務調査費を巡る最近の裁判例と監査報告については以上のような傾向であるが、その 

妥当性判断の基本的考え方は次のようなものである。 

① 政務調査費が地方議会の活性化を図るために、地方公共団体の公金から交付される以上、

これを用いて行う調査活動は、市政と無関係であってはならず、少なくとも、市政との関

連性が必要であり、この関連性を欠く調査活動は、政務調査費の使途基準に反する違法な

ものというべきである。 

② 政務調査費の対象となるかどうかについては、活動・支出の目的等に照らして、事実認

定の原則に従って決すべきこととなるのは当然であるが、必要な経費かどうか不明なもの

は、返還の対象になると解するのが、相当である。 

 

⑹ 会津若松市議会における政務調査費使途の妥当性 

以上、最近の政務調査費を巡る動向を確認したが、政務調査費支出の妥当性について

の判断をみると、市政と関連性をもった調査研究活動であることが必要と判断している。

しかるに、市政との関連性をもたないものは、政務調査費の対象外であり、政務調査費

を充てることはできないものである。 

また、今までの当委員会における議員活動に関する検討を考えれば、領域Ｃにおける

活動の一部が政務調査費の対象となるものであるが、各項目の支出がそれに即した内容

となっているか、本市議会における政務調査費の使途について、各支出項目ごとに検討

を加えることとする。 
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に
政

務
調

査
費

を

充
て

る
こ

と
は

違
法

で
あ

る
。

 

②
 

調
査

旅
費

 
調

査
研

究
活

動
の

た
め

に
必

要
な

先
進

地
調

査
及

び
現

地
調

査
に

要

す
る

経
費

 

(例
 

交
通

費
、

旅
費

、
宿

泊
費

等
) 

 
市

政
の

様
々

な
課

題
に

関
す

る
先

進
地

調
査

を
行

う
た

め
の

経
費

と
し

て
支

出
さ

れ
て

お
り

、

政
務

調
査

費
を

充
て

る
こ

と
は

妥
当

で
あ

る
。

な

お
、

裁
判

例
等

に
あ

る
よ

う
に

、
単

に
視

察
を

し

た
の

み
で

は
な

く
、

そ
の

成
果

に
つ

い
て

充
実

さ
せ

る
こ

と
に

留
意

す
る

必
要

が
あ

る
。

 

 
単

に
視

察
を

行
っ

た
こ

と
だ

け
で

は
足

り
ず

、
そ

の
調

査
内

容
が

成
果

と
し

て
充

実
し

て
い

る
こ

と
が

求
め

ら
れ

、
そ

れ
が

な
い

場
合

は
、

視
察

に
名

を
借

り
た

観

光
旅

行
で

あ
り

、
政

務
調

査
費

を
充

て
る

こ
と

は
違

法
で

あ
る

。
 

③
 

資
料

作
成

費
 

調
査

研
究

活
動

の
た

め
に

必
要

な

資
料

の
作

成
に

要
す

る
経

費
 

(例
 

印
刷

製
本

代
、

翻
訳

料
、

リ

ー
ス

代
等

) 

 
市

政
に

関
す

る
調

査
研

究
の

た
め

の
資

料
を

作
成

す
る

経
費

と
し

て
支

出
さ

れ
て

お
り

、
政

務

調
査

費
を

充
て

る
こ

と
は

妥
当

で
あ

る
。

な
お

、

平
成

21
年

度
の

こ
の

項
目

か
ら

の
支

出
内

容

を
み

る
と

、
調

査
の

際
の

写
真

や
広

報
紙

用
の

写
真

現
像

代
、

資
料

の
コ

ピ
ー

な
ど

で
あ

り
、

こ

れ
ら

は
調

査
旅

費
や

広
報

費
、

事
務

費
に

分
類

す
る

こ
と

も
可

能
で

あ
り

、
検

討
の

余
地

が
あ

る
。

 

 

④
 

資
料

購
入

費
 

調
査

研
究

活
動

の
た

め
に

必
要

な

図
書

、
資

料
等

の
購

入
に

要
す

る
経

費
 

 
市

政
に

関
す

る
資

料
を

購
入

す
る

た
め

の
経

費
と

し
て

支
出

さ
れ

て
お

り
、

政
務

調
査

費
を

充

て
る

こ
と

は
妥

当
で

あ
る

。
な

お
、

個
人

の
趣

味

的
な

書
籍

や
雑

誌
類

は
、

調
査

研
究

に
関

す
る

も
の

と
は

認
め

る
こ

と
は

で
き

な
い

も
の

と
い

え
、

留
意

す
る

必
要

が
あ

る
。

 

 

 
①

か
ら

④
の

調
査

研
究

活
動

に
つ

い
て

は
、

ま
さ

し
く

議
員

の

調
査

研
究

活
動

の
手

段
と

し
て

認
め

ら
れ

る
行

為
で

あ
り

、
政

務

調
査

費
の

対
象

と
な

る
も

の
で

あ
る

。
 

こ
の

範
囲

は
、

委
員

会
で

今

ま
で

検
討

を
し

て
き

た
領

域
Ｃ

の

議
員

活
動

の
範

囲
に

該
当

す
る

も
の

で
あ

り
、

公
務

性
の

あ
る

議

員
活

動
と

位
置

付
け

た
も

の
で

あ
る

。
 

な
お

、
こ

の
場

合
で

も
、

政
務

調
査

費
の

趣
旨

に
適

合
す

る
か

ど
う

か
が

争
わ

れ
、

裁
判

例
等

で
違

反
と

さ
れ

た
事

例
も

あ
る

こ

と
か

ら
、

そ
の

支
出

に
あ

た
っ

て

は
、

政
務

調
査

費
の

趣
旨

に
反

し
な

い
こ

と
に

留
意

す
る

必
要

が

あ
る

。
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⑤
 

広
報

費
 

調
査

研
究

活
動

、
議

会
活

動
及

び

市
の

政
策

に
つ

い
て

市
民

に
報

告

し
、

広
告

宣
伝

す
る

た
め

に
要

す
る

経
費

 

(例
 

広
報

紙
・報

告
書

印
刷

費
、

送
料

、
会

場
費

等
) 

 
調

査
研

究
活

動
や

議
員

活
動

、
市

政
に

関
す

る
政

策
等

を
広

報
す

る
た

め
の

経
費

と
し

て
支

出
さ

れ
て

い
る

が
、

裁
判

例
等

に
あ

る
と

お
り

、

議
会

活
動

や
議

員
活

動
の

広
報

で
は

政
務

調

査
費

の
趣

旨
に

適
合

し
な

い
と

の
指

摘
も

あ
る

と

こ
ろ

か
ら

、
広

報
の

あ
り

方
に

つ
い

て
、

検
討

の

余
地

が
あ

る
。

 

市
民

意
見

を
収

集
・把

握
す

る
こ

と
は

議
員

の
調

査
研

究
の

一
つ

と
し

て
重

要

で
あ

り
、

調
査

研
究

活
動

、
議

会
活

動
及

び
市

政
に

関
す

る
政

策
等

を
市

民
に

知

ら
せ

る
こ

と
は

、
市

政
に

対
す

る
市

民
の

意
思

を
的

確
に

収
集

・
把

握
す

る
た

め

の
前

提
と

し
て

有
意

義
で

あ
る

。
 

た
だ

し
、

議
員

個
人

の
Ｐ

Ｒ
な

ど
、

議

員
個

人
に

関
す

る
も

の
は

、
選

挙
活

動

の
一

環
で

あ
り

、
政

務
調

査
費

の
趣

旨

に
適

合
し

な
い

。
 

ま
た

、
住

民
の

意
見

を
議

会
に

反
映

さ
せ

る
こ

と
を

目
的

と
せ

ず
、

単
な

る
お

知
ら

せ
的

な
も

の
に

つ
い

て
政

務
調

査

費
の

支
出

を
認

め
る

こ
と

は
、

税
金

で
議

員
活

動
を

助
成

す
る

こ
と

に
な

り
、

政
務

調
査

費
の

趣
旨

に
反

す
る

。
 

議
員

活
動

の
公

的
支

援
と

公

務
性

か
ら

見
た

場
合

に
お

け
る

広
報

活
動

の
位

置
づ

け
に

つ
い

て
は

、
市

政
に

関
す

る
情

報
を

市
民

に
広

報
し

、
そ

れ
に

対
す

る
意

見
を

収
集

・把
握

す
る

た
め

で
あ

れ
ば

、
公

的
支

援
と

し
て

政
務

調
査

費
の

対
象

（
領

域
Ｃ

の
部

分
）と

な
り
え

る
。

 

し
か

し
、

議
会

活
動

や
議

員

活
動

の
単

な
る

お
知

ら
せ

や
議

員
個

人
と

し
て

の
活

動
（領

域
Ⅹ

の
部

分
）
で

は
、

裁
判

例
等

に

あ
る

と
お

り
、

政
務

調
査

費
の

趣

旨
に

適
合

し
な

い
と

さ
れ

て
お

り
、

政
務

調
査

費
の

対
象

と
す

べ
き

で
は

な
い

こ
と

に
留

意
す

る
必

要
が

あ
る

。
 

⑥
 

広
聴

費
 

市
民

か
ら

の
市

政
、

会
派

の
政

策

等
に

対
す

る
要

望
及

び
意

見
を

聴
取

す
る

た
め

の
会

議
等

に
要

す
る

経
費

 

(例
 

会
場

費
、

印
刷

費
、

茶
菓

子

代
等

) 

平
成

21
年

度
に

支
出

は
な

か
っ

た
が

、
会

派
と

し
て

市
民

意
見

を
聴

取
す

る
た

め
の

経
費

と
し

て
政

務
調

査
費

の
対

象
と

す
る

こ
と

は
可

能

で
あ

る
。

 
 

 
 

市
民

意
見

を
収

集
・把

握
す

る

こ
と

は
、

市
政

に
関

す
る

調
査

研

究
活

動
の

一
つ

と
し

て
政

務
調

査
費

の
対

象
に

な
る

と
考

え
ら

れ
る

。
 

 
た

だ
し

、
調

査
研

究
活

動
と

す

る
た

め
に

は
、

単
に

市
民

意
見

を
聞

く
だ

け
で

は
な

く
、

領
域

Ｃ

の
議

員
活

動
と

し
て

位
置

づ
け

る
必

要
が

あ
り

、
そ

の
た

め
に

は

た
と

え
ば

議
会

全
体

と
し

て
の

取
り

組
み

と
す

べ
く

、
政

策
形

成

サ
イ

ク
ル

に
市

民
意

見
を

の
せ

る
な

ど
の

必
要

が
あ

る
。
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⑦
 

人
件

費
 

調
査

研
究

活
動

を
補

助
す

る
者

を

臨
時

に
雇

用
す

る
た

め
に

要
す

る
経

費
 

 
平

成
21

年
度

に
支

出
は

な
か

っ
た

が
、

会
派

と
し

て
調

査
研

究
を

補
助

す
る

人
を

雇
用

す
る

た
め

の
経

費
と

し
て

政
務

調
査

費
の

対
象

と
す

る
こ

と
は

可
能

で
あ

る
。

 

 
政

務
調

査
費

の
対

象
と

な
る

調
査

研

究
の

補
助

だ
け

で
な

く
、

他
の

業
務

を

兼
ね

て
い

る
場

合
は

、
政

務
調

査
活

動

と
他

の
業

務
と

を
按

分
し

て
支

出
す

べ
き

で
あ

る
。

 

 
事

後
検

証
が

困
難

で
あ

り
、

調
査

研
究

活
動

と
の

関
連

が
不

明
な

場
合

は
、

違

法
で

あ
る

。
 

⑧
 

事
務

費
 

会
派

が
行

う
調

査
研

究
活

動
の

た

め
に

必
要

な
事

務
経

費
 

(例
 

維
持

管
理

費
、

消
耗

品
費

、

リ
ー

ス
代

、
郵

券
代

、
電

話
料

、

運
搬

料
等

) 

調
査

研
究

活
動

に
伴

う
コ

ピ
ー

用
紙

、

筆
記

具
な

ど
の

消
耗

品
代

や
パ

ソ
コ
ン

等

の
リ

ー
ス

料
に

あ
て

ら
れ

て
お

り
、
政

務

調
査

費
の

対
象

と
す

る
こ

と
は

妥
当
で

あ

る
。

な
お

、
一

部
会

派
に

事
務

所
賃
貸

料

が
計

上
さ

れ
て

い
た

が
、

そ
の

内
容
と

し

て
会

派
事

務
所

専
用

と
し

て
の

も
の
か

、

又
は

他
の

使
用

目
的

を
兼

ね
て

い
る

の

か
、

ま
た

、
事

務
所

が
調

査
研

究
活
動

に

ど
の

よ
う

に
活

用
さ

れ
て

い
る

の
か
と

い

っ
た
、
疑
問
が
あ
る
。

 

事
務
所
に
つ
い
て
他
の
使
用
目
的

を
兼
ね
て
い
る
場
合
は
、
賃
貸
料
を

按
分
し
て
支
出
す
べ
き
で
あ
る
。

 

 
調

査
研

究
活

動
に

お
け

る
人

件
費

や
事

務
費

の
位

置
づ

け
に

つ
い

て
は

、
こ

れ
ら

の
項

目
そ

の
も

の
が

直
接

調
査

研
究

活
動

（領
域

Ｃ
の

活
動

）と
な

る
も

の
で

は
な

く
、

調
査

研
究

活
動

に
付

随
し

て
生

じ
る

必
要

経
費

で
あ

る
と

い
え

る
。

 

特
に

、
事

務
費

に
つ

い
て

は
、

議
員

活
動

の
公

的
支

援
か

ら
見

て
、

調
査

研
究

活
動

全
体

を
支

え
る

必
要

経
費

と
い

う
こ

と

が
で

き
る

。
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      以上、各項目ごとに検討を加えてきたが、概ねその使途内容については適正に行われてい

るものと考えられる。なお、広報費における裁判例等の考え方や、資料作成費の分類につい

ての考え方及び事務費支出の妥当性に疑問があるものも見受けられたところであり、さらに

政務調査費の使途について、その適正化に向けた取り組みを継続していくことが必要である。 

 

⑺ 政務調査費の額 

      政務調査費の額については、法令上の明確な基準やその考え方について明らかにして

いるものはない。地方自治法は、政務調査費について交付の対象、額及び交付の方法を

条例で定めなければならないと規定しているのみである。政務調査費の額は、あくまで

当該地方公共団体の考え方によって規定することとなる。その際には、当該地方公共団

体の財政事情や社会経済情勢を考慮しながら判断することになるものと考えられる。 

      本市の現在の政務調査費の額は、一人当り月額「35,000 円」となっているが、その

額の妥当性についての判断は単純にいえないものである。 

政務調査費は、市政に関する調査研究活動の手段に対する公的支援であり、その充

実を図ることによって市民の福祉向上にもつながると考えられる。そういった意味で

は、政務調査費を使いながら、会派として市政に関する調査研究活動をどのように行

い、その内容がどのように市政に反映しているかが重要である。 

以上のようなことを考えれば、現在の政務調査費の額：一人当り月額「35,000 円」

において、どのような調査活動をし、市政にどのように反映させたかを考慮すること

が重要であり、額そのもののあり方については、財政状況や社会情勢を考慮しながら、

議員の調査研究活動状況を勘案して、そのときどきの状況に応じて別に検討をすべき

ものと考える。 

 

  ３ 協議内容 

     政務調査費について、現状を把握し協議検討してきたが、その主な論点は次のとおりである。 

   ⑴ 政務調査費の性格について 

・ 議員活動そのものに対する対価は議員報酬であり、議員活動の手段に対する補助が政務

調査費であることを確認した。そういったところから、政務調査費は制度上、第二の議員報

酬ではないことを確認した。 

 

   ⑵ 政務調査費の使途状況と自己評価 

    ・ 裁判例や他自治体の監査報告を参考に本市議会の使途状況をみてきたが、特に問題となる

ところはないと考える。 

・ 広報費については、単なる広報活動ということではなく、市民から意見をいただく広聴 

活動のためということに気をつける必要があることを確認した。 

・ 事務費については、その使途が議員の調査研究に資するものであるかの説明責任はある

と考える。 

・ 研究研修費や調査旅費については、その成果が重要である。単に領収書をつけてあるか

ら大丈夫というのでは困る。 

    

   ☆整理・確認結果 

    ・ 政務調査費の使途状況については、妥当性はあると考えられるが、なお、裁判例や他自治

体の監査報告などの情報を確認しながら、より適正な使途に努めていくことが必要であるこ

とを確認した。 
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   ⑶ 政務調査費の額 

    ・ 政務調査費の額については、その時々の財政事情や社会経済情勢を考慮しながら対応して

きており、具体的な金額は、代表者会議で予算編成に合わせて検討をお願いすることを確認

した。 

 

４ まとめ 

   ⑴ 政務調査費の性格 

      本委員会では、政務調査費の検討に当り、議員活動と議員報酬との関係を踏まえながら検

討してきた。 

これは、政務調査費が対象としている議員の調査研究という活動が、議員活動で検討して

きた調査研究活動に当り、議員報酬の対象となり、同じ調査研究に議員報酬と政務調査費が

重複して支給されることになるのではないかということからである。 

この点で、議員報酬は議員の調査研究活動それ自体に対する対価であるのに対し、政務調

査費は議員の調査研究に資する行為、いわゆる調査研究活動の手段に対して交付されるもの

であることを確認した。 

これにより、政務調査費は、制度上の第二の議員報酬ではないことを確認した。 

 

   ⑵ 政務調査費の使途状況と自己評価 

政務調査費の使途状況と自己評価については、平成 21 年度の使途内容を見る限り、大き

な問題はなかったところである。ただし、裁判例や他自治体の監査報告などをみると、広報

費や事務費の使用に問題が指摘されているところがあるところから、本市議会でも政務調査

費の使途について十分配慮することが必要である。そういったところから、政務調査費の使

途については、「議員の調査研究に資する」ことを基本に、今後も適正な使用に努める必要

がある。その際には、裁判例や他自治体の監査報告なども参考とすることが必要であること

を確認した。 

 

⑶ 政務調査費の額のあり方 

政務調査費の額については、その時々の財政事情や社会経済情勢を考慮しながら対応して

きているところから、具体的な金額は、代表者会議で予算編成に合わせて検討をお願いする

ことを確認した。 
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第７ 議員定数（案）の協議・確認 
  １ 検討フレーム 

議員定数の検討フレームについては、第１に、市民参加力や議会・議員支援力とあわせて、

議員定数を議会の資源の一つとしてとらえ、それら資源のどのような組み合わせを行えば、

議会機能を維持・向上させることができるかという視点（全体最適性）で検討モデルを構築

して一定の単純化を図り、そのうえで、第２に、議員定数を増減した場合における議会機能

の変化について、精緻に分析していくという流れで検討してきたところである。 

Ｙ（議会機能）＝Ⅹ1（議員定数）＋Ⅹ2（市民参加機能）＋Ⅹ3（議員・議会補佐機能） 

なお、現在、国においては、地方自治法を改正し、人口ベースによる議員数の上限を撤廃

しようという動きがあり、これが成立すれば、今後はますます類似団体間の人口や面積等に

よる比較等により検討するフレーム（Ｙ（議員定数）＝Ⅹ1（人口）＋Ⅹ2（面積）＋・・・）は、

説明力が劣ることも勘案し、類似団体等との比較考量は行わないこととしたものである。    

 

  ２ 議員定数を検討する前提条件の確認 ～本市議会が目指す議会機能及び議員間討議の重要性 

   ⑴ 議会機能 

      本市議会の議会活動の範囲は、会津若松市議会基本条例第２条に規定している議会の活

動原則のもと、①市政に対する監視機能及び政策立案機能をもつと同時に、②議会への市

民の直接的な参加を組み込み、住民自治の促進を通じて、市民の負託に応え得る議会を目

指すものであり、これは次のようになる。 

     「会津若松市議会の機能（協働型議会）＝民意吸収機能＋監視機能＋政策立案機能」 

        

 ⑵ 議員間討議の重要性 

    本市議会が目指す議会機能の発揮のためには、合議体である議会としての意思を表すこ

とが必要であり、そのためには議会における議員間の討議が重要となる。逆に言えば、議

員間の討議によってのみ、合議体としての議会の意思を表すことが可能であり、そのこと

によって議会としての機能を発揮することにつながるものである。会津若松市議会基本条

例においても、その重要性に鑑み、次のように規定しているところである。なお、当市議

会では、議会基本条例制定以来、議員間討議を重視し、平成 21 年６月からは、常任委員

会における議案審査においても議員間討議を実践しているところである。 

 

・前文 

         他方で議会は、このような市民参加を礎として、市民との活発な意見交換を図り、そこで得られた意見を大切に 

しながら、議員同士が自由闊達な議論をたたかわせ、そのような中から、論点や課題を明らかにしたり、意見を集 

約していくことが必要である。そして、市民本位の立場をもって、より適切に政策を決定するとともに、その執行を 

監視し、さらには、政策提言や政策立案を積極的に行っていかなければならないのである。 

 

・議員の活動原則 

         第３条 議員は、次に掲げる原則に基づき活動しなければならない。 

          ⑴ 議会が言論の場であること及び合議制の機関であることを認識し、議員間の自由な討議を重んじること。 

 

       ・議員間の討議による合意形成 

         第 12 条 議会は、言論の場であることを十分に認識し、議員相互間の自由な討議を中心に運営されなければ 

ならない。 

         ２ 議会は、本会議及び委員会において、議案の審議及び審査に当たり結論を出す場合にあっては、合意形成 

に向けて議員相互間の議論を尽くすよう努めるものとする。 
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３ 議員定数の変遷 

   本市議会の議員定数の変遷については、次表のとおりである。 

     これは、議員定数について、会津若松市議会としてどのように対応してきたかをまとめた 

ものである。これをみると、平成16・17年の市町村合併を除けば、平成11年以降議員定数 

「30人」から変更していないこととなる。 

一般選挙 定数（人） 備考 

昭和30年 4月 ３６ 昭和30年代の市町村合併後初の選挙 

昭和62年 4月 ３２ 昭和60年９月「会津若松市議会議員定数条例」制定 

平成11年 4月 ３０ 平成 10 年 12 月「会津若松市議会議員定数条例の一部

を改正する条例」可決 

平成15年 4月 ３０ 平成 14 年 12 月「会津若松市議会議員の定数を定める

条例」制定 

 

 

合併による在任特例 備考 

平成16年 11月 北会津村との合併により北会津村議会議員 15名が会津若松市

議会議員となる。 

平成17年 11月 河東町との合併により河東町議会議員 18名が会津若松市議会

議員となる。 

平成19年 4月の改選まで最大６１名（改選時５７名）の議員が在任 

 

 

 

 

 

 

 ４ 議員定数の具体的な検討フレーム 

   ⑴ 従来の取り組み 

      従来議員定数を検討する際は、地方自治法に人口規模別に議員数の上限と下限が規定さ 

れていたところから、その範囲内において、類似団体等や人口、面積などを参酌して決定 

していたところである。 

 また、定数見直し（特に定数削減）のときには、行財政改革の論理による見直しが行わ 

れていた。 

 しかし、地方自治法の一部改正に議員数の上限撤廃が盛り込まれ、これが成立すれば、 

人口規模で議員定数を説明することはできなくなる。そのため、新たな議員定数の考え方 

を求めることが必要となっているところである。 

 

   ⑵ 議員定数をめぐる学識経験者の意見の確認 

    ① 江藤俊昭教授（山梨学院大学）3 

ア 相当数必要案（Ａ案） 

      ・議会の「意見吸収機能＋討議機能」を考えれば「相当」人数必要との意見。しかし、

「意見吸収機能」は、市民参加でも可能→これだけで「定数拡大」は困難。 

                                                   
3江藤俊昭「自治を担う議会改革」イマジン出版、2007年より抜粋引用 

  

平成19年 4月統一地方選で新たな３０名の議員が選出 



 

- 80 - 

     イ 少数による首長に匹敵するパワーセンター化（Ｂ案） 

      ・相対的少数議員 

       ⇒討議する議会活動に専念→競争↑議員の質↑⇒議会機能アップ 

       ⇒少数者は意見一致に到達しやすい→議会独自の強い意思⇒議会機能アップ 

      ・ただし、そこでの想定議員像は「少数エリート的な議員」で協働型議会議員（専門性 

＋市民性）ではない。 

      ※ 定数は少ない方がよいか。 

        会議構成員の最小は、理論的には3人（議長採決の常態化を考慮すれば4人）だが、 

そこで、提案されたのが、討議人数からのアプローチ（江藤教授試論） 

        委員会中心主義は、6人から10人 

        ワークショップは6人がベター、欠席見込めば、7、8人か。 

      ★ なお、上記を適用すれば４委員会（会津若松市議会）は、24人～32人 

       （参考：本会議中心主義の場合は15人） 

 

    ② 大森彌名誉教授（東京大学）4 

     ア 人口の多少で議員定数は説明できない。 

      ・現行法上、町議会の上限の最低は12人。根拠は？ 

      ・例えば、12人から5人にして、市民参加の仕組みをたくさん作る方が機能アップ？ 

      ・大都市で 20 人以下に減らしたら、市民意思の反映、監視機能は本当に低下するのか。 

     イ 検討の視点 

      ・現行の定数で、議会活動＝議会機能は、何が、どこまでできているのか。 

      ・根本問題は、会津若松市で「何人の議員が必要なのか。」 

      ・また、その議員は「どういう議員か。」 

 

   ⑶ 基本的な検討フレーム 

      以上より、地方自治法改正という制度動向及び学識経験者の意見内容（理論動向）を受 

け止めれば、「Ｙ（議員定数）＝Ⅹ1（人口）＋Ⅹ2（面積）」は使えない、ということに 

なる。一方、この点について共通して指摘され、問われているのは、 

第 1には、「現行定数でその議会はどのような役割・機能を果たしているのか？」 

第 2 には、「議員定数の変化によって、その自治体の議会の機能がどのようになるの

か？」ということになると考えられる。              

      ただし、議員定数を考えるための変数（要素）は極めて多く、相互関連もあって複雑で 

     あり、しかも、現時点では、議員定数を検討するための「具体的方法」は先行研究・実践 

等はされていないと考えられる。 

 そこで、このような①制度動向、②理論動向、③当委員会での検討経過・蓄積（議会活 

動像）の3者を踏まえ、次のような検討フレームにより、一定の単純化を図り、検討する 

ことが考えられる。 

     Ｙ（Ｙ（Ｙ（Ｙ（議会機能議会機能議会機能議会機能）＝）＝）＝）＝ⅩⅩⅩⅩ1111（（（（議員定数議員定数議員定数議員定数）＋）＋）＋）＋ⅩⅩⅩⅩ2222（（（（市民参加機能市民参加機能市民参加機能市民参加機能）＋）＋）＋）＋ⅩⅩⅩⅩ3333（（（（議員議員議員議員・・・・議会補佐機能議会補佐機能議会補佐機能議会補佐機能））））    

                        ↓ Ｙを細分化すると、 

 

 

 

                                                   
4大森彌「分権時代の議会改革」日経グローカル編『地方議会改革マニフェスト』日本経済新聞社、

2009年より抜粋引用 

 

Ｙ（Ｙ（Ｙ（Ｙ（議会機能議会機能議会機能議会機能：Ｙ：Ｙ：Ｙ：Ｙ1111（（（（民意吸収機能民意吸収機能民意吸収機能民意吸収機能）＋Ｙ）＋Ｙ）＋Ｙ）＋Ｙ2222（（（（監視機能監視機能監視機能監視機能）＋Ｙ）＋Ｙ）＋Ｙ）＋Ｙ3333（（（（政策立案機能政策立案機能政策立案機能政策立案機能））））    

                            ＝＝＝＝ⅩⅩⅩⅩ1111（（（（議員定数議員定数議員定数議員定数）＋）＋）＋）＋ⅩⅩⅩⅩ2222（（（（市民参加機能市民参加機能市民参加機能市民参加機能）＋（）＋（）＋（）＋（ⅩⅩⅩⅩ3333 議員議員議員議員・・・・議会補佐機能議会補佐機能議会補佐機能議会補佐機能））））    
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なお、このモデルをマトリクス化し、具体的な検討シートとして作成したのが、次の

「議員定数検討シート」である。 

 

【議員定数検討シート】 

民意吸収機能民意吸収機能民意吸収機能民意吸収機能（Ｙ（Ｙ（Ｙ（Ｙ1111）））） 監視機能監視機能監視機能監視機能（Ｙ（Ｙ（Ｙ（Ｙ2222）））） 政策立案機能政策立案機能政策立案機能政策立案機能（Ｙ（Ｙ（Ｙ（Ｙ3333））））

【Ｙ【Ｙ【Ｙ【Ｙ1111のののの評価評価評価評価】】】】 【Ｙ【Ｙ【Ｙ【Ｙ2222のののの評価評価評価評価】】】】 【Ｙ【Ｙ【Ｙ【Ｙ3333のののの評価評価評価評価】】】】

【Ｙ【Ｙ【Ｙ【Ｙ全体全体全体全体（Ｙ（Ｙ（Ｙ（Ｙ1111＋Ｙ＋Ｙ＋Ｙ＋Ｙ2222＋Ｙ＋Ｙ＋Ｙ＋Ｙ3333））））のののの総合評価総合評価総合評価総合評価】】】】

議議議議
　　　　
員員員員
　　　　
定定定定
　　　　
数数数数
　　　　
    
    
    
    
    
　　　　
人人人人

議員数議員数議員数議員数
（Ｘ（Ｘ（Ｘ（Ｘ1111））））

分析視点の例
①議員はＡ，Ｂ領
域の会議の構成
員。
②Ｘ領域の要望・
相談の主体。

市民参加市民参加市民参加市民参加
力力力力
（Ｘ（Ｘ（Ｘ（Ｘ2222））））

分析視点の例
①附属機関等に
よる市民意見聴取
②議会モニター設
置・活用

議員補佐議員補佐議員補佐議員補佐
力力力力（Ｘ（Ｘ（Ｘ（Ｘ３３３３））））

分析視点の例
①附属機関の設
置
②専門家の活用
③調査費の活用

Ｙ（Ｙ1＋Ｙ2＋Ｙ3）の総合評価

Ｙ1、Ｙ2、Ｙ3の個別評価

説明変数
（Ｘ）

被説明変数（Ｙ）

議員定数議員定数議員定数議員定数が      が      が      が      人人人人のののの場合場合場合場合

 

 ５ 議員定数の具体的な検討 

     一定の単純化を図ったとはいえ、依然として多少複雑であるため、「10 人のような少数

議会」、「60 人のようなマンモス議会」を限界事例としてのモデルとして設定し、「議員定

数（議員数）は、世論で言われるように、本当に少なくてよいのか。少ないと議会の機能はど

う変化するのか。」又は「議員定数は多ければ議会機能に対して、どういうメリット・デメ

リットがあるか。」を議論し、「現行定数 30 人よりも、議員定数が少ない方がよいのか、多

い方がよいのか」について、次のような一定の討議・整理・判断を行ったものである。 

 

   ⑴ 10人のような少数議会 

    まず、少数議会では、 

① 議員数が少ない（Ⅹ1↓）と議員直接による民意吸収機能（Ｙ1）の量的な低下を招

くこととなり、その補完策として市民参加力を挙げること（Ⅹ2↑）が想定されるが、
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量的な補完は可能でも、市民の代表たる議員と市民による吸収民意の質的な差までは

補完できないことから、民意吸収機能は総合的には低下（Ｙ1↓）することになる。こ

のことにより、本市議会における政策形成サイクルの基点である民意の把握機能の低

下ひいては、政策形成サイクル機能の低下が懸念される。 

② 監視機能（Ｙ2）については、少数議員が議会全体を監視できれば、専従型議員とし

ての議員個々人の能力アップや総合的視点のアップなどが期待できるというメリットも

考えられるが、現実的には、本市の行政事務量を考慮すると、少数議員による本会議中

心の審議は困難であり、委員会中心主義を前提とすれば、議会の生命線である議員間討

議が機能しないことになる。 

③ 政策立案機能（Ｙ3）については、小数議員の方が、一般に討議のまとまりや深まり

を通じて立案機能はアップするというメリットも想定されるが、一方では、少数議員で

は多様な民意の反映という点で機能が低下し、また、政策が偏ったものになる可能性が

高い。 

④ 以上より、10 人のような少数議会は、メリットもデメリットも双方あるが、本市議

会では、デメリットの面が強いと考えられ、また、現実的な実現可能性も低いと考えら

れる。 

 

   ⑵ 60人のようなマンモス議会 

反対にマンモス議会について考えてみると、 

     ① 多数の議員がいることにより、民意吸収機能（Ｙ1）は高まり、また、様々な視点で

監視したり、多様な視点で政策立案をすることが可能となるなどのメリットが考えられ

るが、他方では、多人数であるがゆえに、議員間討議は機能しにくくなり、その結果、

合議機関として合意形成を図ることが困難になると考えられるため、監視機能（Ｙ2）

及び政策立案機能（Ｙ3）ではデメリットに転じる可能性もある。 

     ② また、過去の経験からは、60 人のようなマンモス議会となると、会派間の壁が高く

なり、関連して少数意見の尊重が軽んじられること、また、最終的には数の論理ですべ

てが解決されることになるなど、議会の生命線である議員間討議が機能しなくなること

が懸念され、その結果、議会機能（Ｙ）は低下することが懸念される。 

     ③ 以上より、60 人のようなマンモス議会は、メリットもデメリットも双方あるが、本

市議会では、デメリットの面が強いと考えられ、また、現実的な実現可能性も低いと考

えられる。   

  

   ※ 以上から、本市議会においては、少数議会やマンモス議会にするという決め手はないと

いう結論に至ったものである。 

  

 ６ 山梨学院大学 江藤俊昭教授のアドバイス（平成22年 9月10日） 

○ 議員定数について 

      議員定数だけ議論しないで、議会機能＝議員定数、市民参加、議員議会補佐機能の全体 

で議論することが必要である。人口規模で議員数を求めることは破綻している。議員定数 

というとき、議会の生命線は議員間討議ができることであり、その機能を適切に発揮させ 

ることが重要である。そのため、議員間討議できる議員数が議員定数の重要な基準とな 

る。 

 

   ⑴ マンモス議会 

住民意見の吸収から議員を多くするということがいわれているが、住民参加論からいえ 

ば議員増をすることは不要。 
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⑵ 少数議会 

議会という合議体としての特性をいかせない。機動的というだけである。 

  

⑶ 議員間討議が有効にできる人数 

  討議できる人数が重要である。議会の委員会は、専門化されている。一回限りのワーク 

ショップでは５～６人でもいいが、恒常的、専門的にやっていくことは無理である。最近 

は、７～８人といっている。それに常任委員会数をかけることで定数になる。そこに市民 

参加と議員補佐機能を連動させることで、議会力はアップする。 

  

⑷ 会津若松市議会の場合 

     今回議会を視察（総務委員会傍聴）させていただいて、委員会の討議をみると７人がぎ 

りぎりと思う。これより少数では、委員会中心で討議ができなくなる。 

会津若松市の事務量を考えると、本会議中心は無理、専門化しなければ対応できない。

委員会中心にならざるを得ない。  

住民と話をする際は、議会機能のアップということを考えて、討議できる人数は固定す

ると思うので、そこに市民参加と補佐機能をつけるということの説明がよいのではないか。 

 

７ 現行定数３０人の精査の基本的検討フレーム ～現行定数の幅をどの程度と考えるか 

     少数議会、マンモス議会は、本市議会の議員定数において決め手を欠くということから、 

現行定数30人規模が残ることとなった。 

一方、一部委員から「定数３０人ありきではなく、そこにも幅があるのではないか」との

新たな問題提起がなされたところである。 

これを受け止め、委員から提起があった定数の幅を検討するため、「２４人」、「２８

人」、「３２人」のモデルを想定し、検討することとした。 

 

   ⑴ 議員定数２４人の場合 

      ２４人は、1 常任委員会に６人の議員が所属することを想定したモデルであるが、これ

は、江藤教授の討議人数のモデルの最低人数を下回っていることを踏まえれば、議員間討

議は機能しないということになる。 

   また、仮に機能するとしても、1 人でも少なくなれば、先の少数議会での検討結果を踏

まえれば、民意の多様な反映という多様性の点で、一般的に議員間討議の質は低下するこ

とが懸念される。 

      さらに、現実的な問題として、委員が欠席した場合を想定すると、さらに討議機能は麻

痺することが想定され、議会機能の低下が懸念される。 

   

⑵ 議員定数２８人の場合 

      ２８人は、1常任委員会に７人の議員が所属することを想定したモデルである。 

これは、江藤教授の討議人数モデルでの最低人数であることを踏まえれば、議員間討議

が有効に機能することになる。 

      この場合、２４人の場合の 1 委員会の人数と比較すれば、1 委員会当りわずか１人の違

いではあるが、先の少数議会、マンモス議会の検討結果を踏まえれば、委員それぞれの立

場からの様々な指摘や考えといった多様性は高まり、かつ、議員間討議の有効性も高まる

ことから、定数28人は定数24人に比べ、議会機能の維持・向上が図られることが想定さ

れる。 
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⑶ 議員定数３２人の場合 

      ３２人は、1常任委員会に８人の議員が所属することを想定している。 

      この場合、これまでの検討結果を踏まえれば、２８人の場合よりも、さらに討議機能が

高まるものと考えられる。 

 

   ⑷ まとめ～委員会中心主義及び議員間討議を前提とした現実的な議員定数モデル     

      委員会中心主義をとる本市議会の議員定数を検討するに際して、現行の 30 人をもとに、

4 常任委員会に均等に議員が所属することを想定して、「24 人」、「28 人」、「32 人」

というモデルを検討した。 

      ここでは、議会の生命線は、議員間討議の適切な発揮である点を踏まえ、さらに、江藤

教授の討議モデル（1 常任委員会所属議員は 7 人が最低ラインで、欠席という現実的問題

も想定すれば 8 人が必要であり、1 委員会当たり 6 人では、討議が困難）を勘案しながら、

検討してきた。 

      その結果、このモデルでは、委員会中心主義をとる本市議会において、定数 24 人の場

合は、議員間討議が適切に機能しないことが導出された。 

      そのため、以下では、28 人及び 32 人をさらに具体的に検討していくこととなるが、こ

の 2 つはあくまでも検討上のモデル人数であり、28 人及び 32 人それ自体が検討対象では

ない点に留意する必要がある。すなわち、ここまでの検討の帰着としては、議員定数の幅

は「28 人～32 人」ということであり、次の段階では、この範囲でさらに具体的な検討を

進めていくこととなる（現行定数30人はこの範囲に含まれる。また、定数30人は、モデ

ルの28人、32人と当該モデル上は「同値」であると考えられる。）。 

 

  ８ 現行定数３０人の現実的な検討モデル（案） 

以上、討議できる議員数ということから、「２４人」、「２８人」、「３２人」というモ

デルを設定し、本市議会における議員定数を検討してきたが、その結果、「２８人から３２

人」の範囲で、本市議会の議員数を考えることができるのではないかとの整理に至ったとこ

ろである。 

一方、さらに具体的、現実的な検討を進めるためには、議長は委員会に所属しないという

当市議会の先例等を踏まえ、上記の「２８人から３２人」のモデルに、議長をプラスし、

「２９人から３３人」へとモデルを修正する必要があると考えられる。 

そこで、以下では、現実的検討モデルとして、「２９人」、「３３人」、「３０人」をそ

れぞれ設定し、さらに具体的な内容を検討することとする。 

なお、以下の検討に当たっては、少数議会及びマンモス議会の議員定数検討モデル及びそ

こで得た当委員会としての制度的・理論的・客観的な知見も活用するものとする。 

     ※Ｙ＝Ｙ1（民意吸収機能）＋Ｙ2（監視機能）＋Ｙ3（政策立案機能） 

   ⑴ ２９人の場合 

      まず、２９人の場合は、７人×４常任委員会＋１（議長）で、委員会中心主義下にお

ける議員間討議機能は確保される。 

次に、定数検討モデルに照らし、３０人の場合とのメリット・デメリットを抽出・整理

する。 

まず、メリットは、少数議会のメリット（討議としてのまとまり等）が想定されるが、

29 人～33 人はモデル上は同値であるため、メリットとして抽出できる点は見当たらない

と考えられる。 

次に、デメリットは、１人とはいえ市民代表としての議員が減る（Ⅹ1↓）ことになる

ことから、民意吸収機能は量、質ともに低下（Ｙ1↓）すると考えられる。なお、メリッ

トで触れたとおり、29 人と 30 人とでは討議機能に差はないが、多様性という点では、監
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視機能（Ｙ2）及び政策立案機能（Ｙ3）において機能低下が考えられる。 

次に、デメリットの解消策については、財政当局との調整が必要条件ではあるが、議員

一人分の必要経費（年間約 1 千万円）を原資として、市民参加力（Ⅹ2）及び議員補佐力

（Ⅹ3）に財源を投入すれば、監視機能（Ｙ2）及び政策立案機能（Ｙ3）の向上は可能で

ある。 

以上より、モデル上は、デメリットの解消策が可能であれば、Ｙ1、Ｙ2、Ｙ3 の各機能

アップを通じて、Ｙ全体の機能アップにつながる可能性もあるが、一方でそのような条件

整備ができなければ、モデル上は、Ｙ全体の機能は低下するため、30 人定数と比較し、

議会機能（Ｙ）が向上するとも低下するとも一義的にはいえないと考えられる。 

 

⑵ ３３人の場合 

まず、33 人の場合は、８人×４常任委員会＋１（議長）で、30 人と比較して討議機能

は確保される。さらに、現実的に1人欠席した場合の備えとしても十分対応できる人数で

ある。 

次に、定数検討モデルに照らし、30 人の場合とのメリット・デメリットを抽出・整理

する。 

まずメリットは、３人増となるため、議員活動（Ⅹ1↑）による民意吸収機能（Ｙ1）が

高まるとともに、監視機能（Ｙ2）及び政策立案機能（Ｙ3）も多様性等の点で高まること

が考えられる。さらに、７人が最低とすると、現実的に一人欠席した場合のそなえとして

も十分対応できる。 

次に、デメリットは、マンモス議会のデメリット（議員 1人当りの補佐機能の低下等）

が想定されるが、これは議会費を一定とした場合には、議員1人当りの調査費（現在の行

政調査・政策討論会調査費、政務調査費）は減り、また、議員を補佐する議会事務局職員

の議員 1 人当りのマンパワーも低下する（Ⅹ3↓）ことが考えられる。なお、このデメリ

ットの解消には議会費の増額が必要となる。 

以上より、メリット・デメリットの双方があり、かつ、デメリットの解消の実現可能性

も不透明であり、30 人定数と比較し、議会機能（Ｙ）が向上するとも低下するとも一義

的には言えないと考えられる。 

なお、定数 33 人モデルの場合は、議員報酬総額を一定とすれば、議員 3 人の増により、

議員1人当りの議員報酬の減額につながるため、既に検討してきた議員活動モデルとの調

整が必要となる。 

 

 ⑶ ３０人の場合 

      30 人の場合は、1 常任委員会に所属する委員数が７人～８人ということになり、江藤

教授のいう討議できる議員数とも合致する。 

      ここで、29 人の場合と比較すれば、30 人の場合のメリットとして考えられるのは、１

人の議員が多いこと（Ⅹ1）による民意吸収機能（Ｙ1）が 29 人より高まる点があげられ

る。 

      一方、デメリットは、モデル上は、議員1人当りの補佐機能の低下等が想定される。 

次に、33 人の場合と比較すれば、30 人の場合のメリットとして考えられるのは、少数

議会のメリット（討議としてのまとまり等）が想定されるが、29 人～33 人はモデル上は

同値であるため、メリットとして抽出できる点は見当たらないと考えられる。 

一方、デメリットは、3 人とはいえ、市民代表としての議員が減る（Ⅹ1↓）ことにな

ることから、民意吸収機能は量、質ともに低下（Ｙ1↓）するとともに、多様性の点で、

監視機能（Ｙ2）及び政策立案機能（Ｙ3）の各機能も低下する可能性が考えられる。 
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以上より、現行定数 30 人については、29 人定数及び 33 人定数との比較では、議会機

能（Ｙ）が向上するとも低下するとも一義的にはいえないと考えられる。 

 

 

  ９ 協議内容 

     議員定数について、協議検討した。その主な論点については、次のとおりである。 

   ⑴ 現行定数３０人の現実的な検討モデルについて 

    ・ 議会機能として、江藤教授がいう議員間討議ができる人数の範囲となっており、一つに

絞ることは難しい。メリット・デメリットとも、それぞれそのとおりと考える。 

・ 議員間討議は委員会がベースになっている。地域主権ということも考え、今後ますま

す高度になっていくことを考えれば、委員会はますます重要になる。 

    ・ 議会として市民にとっていい議会であるための議会と、市民が現状から求めている議会

とは切り離すべきである。現在の 7 人での委員会での議員間討議は充実していく段階に

なってきている。 

    ・ 市民意識が変わる必要性があると思う。議員定数や議員報酬は、市民生活がよくなるた

めに必要だと分かってもらうこと、市民参加の意識が必要と考える。 

    ・ いずれのモデルにも明確な根拠はない。1 委員会 8 人ということは定数削減という市民

意見に反する。議会という機関は、政治的ベクトルがあるはずで、拡大や縮小の両論併記

はおかしい。 

    ・ 1 委員会 6 人でも討議はできる。どこまで改革を率先垂範できるか、議会制度検討委員

会として明らかにすべきだ。 

    

   ☆整理・確認結果 

    ・ 今までの検討経過から、議員定数は、現状の議会改革を進めていく中で、どのように

なっていくかを確認することが必要である。そういったことを考えれば、本市議会におけ

る議員定数は、29 人～33 人の範囲内にあり、政策形成サイクルの運営の中では、１委員

会７～８人がギリギリの人数であるとした。 

  

 ⑵ 議員定数検討シートによる分析・検討内容 

     なお、議員定数検討シートによる分析・検討内容・結果は、次のとおりである。 
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２９２９２９２９人人人人のののの場合場合場合場合 ３３３３３３３３人人人人のののの場合場合場合場合 ３０３０３０３０人人人人のののの場合場合場合場合 ２５２５２５２５人人人人のののの場合場合場合場合（（（（参考参考参考参考））））

７７７７人人人人××××４４４４常任委員会常任委員会常任委員会常任委員会＋＋＋＋１１１１
（（（（議長議長議長議長））））

８８８８人人人人××××４４４４常任委員会常任委員会常任委員会常任委員会＋＋＋＋１１１１
（（（（議長議長議長議長））））

８８８８人人人人××××１１１１常任委員会常任委員会常任委員会常任委員会＋＋＋＋７７７７
人人人人××××３３３３常任委員会常任委員会常任委員会常任委員会＋＋＋＋１１１１
（（（（議長議長議長議長））））

6666人人人人××××４４４４常任委員会常任委員会常任委員会常任委員会＋＋＋＋１１１１
（（（（議長議長議長議長））））

監監監監
視視視視
機機機機
能能能能

（（（（
ＹＹＹＹ
２２２２

））））

（30人と比較して）
●１委員会とはいえ委員数が１
人少ない（８人⇒７人）ことか
ら、多様性の点で劣り、監視機
能（Ｙ２）は低下する。

◎江藤教授の議員間討議がで
きる人数モデルでの最低人数
（７人）を満たしていることを踏
まえれば、議員間討議は有効
に機能する。

（30人と比較して）
◎３委員会で７人から８人に１
人増えることから、監視機能（Ｙ
2)は多様性の点で高まる。
◎江藤教授の議員間討議がで
きる人数モデル（8人）に合致し
ていることを踏まえれば、議員
間討議は有効に機能する。
◎委員会で１人欠席したとして
も、議員間討議が有効に機能
する。

●マンモス議会のデメリットで
ある議員1人当りの補佐機能
（Ⅹ３）の低下が懸念される。議
会費を一定とした場合、議員1
人当りの調査費（行政調査・政
策討論会調査費、政務調査
費）は減る。
●また、事務局職員の議員1人
当りのマンパワーも低下する。

◎江藤教授の議員間討議がで
きる人数モデル（7～8人）に合
致していることを踏まえれば、
議員間討議は有効に機能す
る。

（29人と比較して）
●モデル上は、議員1人当りの
補佐機能（Ⅹ3）が低下する。

◎討議機能に差はないが、多
様性という点では、監視機能
（Ｙ2）は高まる。

（33人と比較して）
●多様性の点で、監視機能（Ｙ
2）は低下する。

●少数議会で検討したとおり、
１委員会６人となり、７人・８人と
比較して多様性の点で、監視
機能（Ｙ２）は低下する。
●江藤教授の議員間討議がで
きる人数モデル（7～8人）を下
回っていることを踏まえれば、
委員会の討議は有効に機能し
ない。

政政政政
策策策策
立立立立
案案案案
機機機機
能能能能

（（（（
ＹＹＹＹ
３３３３

））））

（30人と比較して）
●１委員会とはいえ委員数が１
人少ない（８人⇒７人）ことか
ら、多様性の点で劣り、政策立
案機能（Ｙ３）は低下する。

◎江藤教授の議員間討議がで
きる人数モデルでの最低人数
（７人）を満たしていることを踏
まえれば、議員間討議は有効
に機能する。

（30人と比較して）
◎３委員会で７人から８人に１
人増えることから、政策立案機
能（Ｙ3）は多様性等の点で高ま
る。
◎江藤教授の議員間討議がで
きる人数モデル（8人）に合致し
ていることを踏まえれば、議員
間討議は有効に機能する。
◎委員会で１人欠席したとして
も、議員間討議が有効に機能
する。

●マンモス議会のデメリットで
ある議員1人当りの補佐機能
（Ⅹ３）の低下が懸念される。議
会費を一定とした場合、議員1
人当りの調査費（行政調査・政
策討論会調査費、政務調査
費）は減る。
●また、事務局職員の議員1人
当りのマンパワーも低下する。

◎江藤教授の議員間討議がで
きる人数モデル（7～8人）に合
致していることを踏まえれば、
議員間討議は有効に機能す
る。

（29人と比較して）
●モデル上は、議員1人当りの
補佐機能（Ⅹ3）が低下する。

◎討議機能に差はないが、多
様性という点では、政策立案機
能（Ｙ3）は高まる。

（33人と比較して）
●多様性の点で、政策立案機
能（Ｙ3）は低下する。

●少数議会で検討したとおり、
１委員会６人となり、７人、８人
と比較して多様性の点で、政策
立案機能（Ｙ３）は低下する。
●江藤教授の議員間討議がで
きる人数モデル（7～8人）を下
回っていることを踏まえれば、
委員会の討議は有効に機能し
ない。

議議議議
会会会会
機機機機
能能能能

民民民民
意意意意
吸吸吸吸
収収収収
機機機機
能能能能

（（（（
ＹＹＹＹ
１１１１

））））

（30人と比較して）
●１人とはいえ市民代表として
の議員が減となる（Ⅹ1）ことか
ら、議会全体として民意吸収機
能（Ｙ１）は低下し、把握する民
意の量、質が、ともに低下す
る。

◎議会全体で３人増となるた
め、議員活動（Ⅹ1）による民意
吸収機能（Ｙ1）が高まる。

（29人と比較して）
◎1人の議員が多いこと（Ⅹ1）
による民意吸収機能（Ｙ1）は高
まる。

（33人と比較して）
●3人とはいえ、市民代表とし
ての議員が減る（Ⅹ1）ことにな
るから、民意吸収機能（Ｙ１）は
低下し、把握する民意の量・質
が、ともに低下する。

●議会全体の議員数減によ
り、議員直接による民意吸収機
能（Ｙ１）は低下し、把握する民
意の量・質が、ともに低下す
る。

議議議議
会会会会
全全全全
体体体体

（（（（
ＹＹＹＹ

））））

委委委委
員員員員
会会会会
機機機機
能能能能

委員会構成委員会構成委員会構成委員会構成

前提条件

１　委員会中心主義であること。
　⑴　監視機能・政策立案機能は常任委員会の機能として検討。
　⑵　議員間討議が確保されること。
２　民意吸収機能は議会全体の機能として検討。
３　現行の行財政状況を勘案し、議会費（議員報酬総額・行政調査旅費総額・政務調査費総額）は一定とする。

※　Ｙ１（民意吸収機能）は、常任委員会にはないため、議会機能として検討する。



 

- 88 - 

　30人と比較し、1人とはいえ議
員が減ることになるため、議会
全体としての民意吸収機能（Ｙ
１）、委員会としての監視機能
（Ｙ２）及び政策立案機能（Ｙ３）
の各機能は低下する。

　これを解消するための方策と
して、議員1人分の必要経費
（議員報酬・調査旅費・政務調
査費）を原資として市民参加力
（Ⅹ２）や議員補佐力（Ⅹ３）に
投入できれば、各機能の向上
も可能と考えられる。

　また、議会費（議員報酬総
額）を一定とすれば、1人減の
議員報酬（750万円）を議員29
人に振り向けることが可能とも
考えられる。その場合、議員１
人に約26万円をプラスすること
になるが、議員報酬モデルで
は「770万円」を上限としている
ところから、770万円を超える
「６万円」は他の経費に投入す
ることも考えられる。

　ただし、現在の予算編成方針
等を踏まえれば、議員1人減に
よる必要経費を特定財源として
議会費に充てることはできな
い。

　30人と比較し、議会の民意吸
収機能（Ｙ１）、監視機能（Ｙ２)
及び政策立案機能（Ｙ３）は、向
上すると考えられる。その議会
機能を発揮させるためには、議
員3人増に伴う予算を増額する
必要があり、財政的負担が増
えることとなる。しかし、ここで
は、議会費を一定とする条件
があるため、議員3人増による
予算の増には結びつかず、議
員1人当りの議会費は減ること
となる。

　議会費一定の前提条件か
ら、行政調査・政策討論会調査
費、政務調査費は議員1人あた
りでみると、「調査費90,000円
⇒83,720円、政務調査費
35,000円⇒31,800円」と減額に
なる。

　また、前提条件より議員報酬
総額を一定とすれば、3人の増
により議員1人当りの議員報酬
も「月額481,000円⇒434,500
円、年間750万円⇒677万円」
に減額となる。

　その解消のためには、議会
費の増額が必要となるが、現
在のような行財政状況を考慮
すれば、その実現はきわめて
困難であり、デメリットの解消に
つながらない。

　29人の場合と比較すると、江
藤教授の議員間討議ができる
人数モデルの７～８人であるこ
とを踏まえれば、議員間討議
は有効に機能するが、財政的
には議員1人分必要経費が多く
かかることとなる。
　
　同様に、33人の場合と比較す
ると、議員間討議は有効に機
能するが、委員会機能や議会
機能において、3人少ないこと
による機能の低下がある。しか
し、財政的には有利となる。

　議員５人が減となることから、
民意吸収機能、監視機能及び
政策立案機能の各機能は、低
下する。それを補てんする方策
として、議会モニターや附属機
関の設置などが考えられるが、
少数議会の検討においては、
疑問があるとされたところであ
る。

　また、５人分の必要経費を議
会費に回すことができるかとい
えば、現在の予算編成方針等
を踏まえれば、議会費に充てる
ことはできない。

デメリットデメリットデメリットデメリットをををを解消解消解消解消すすすす
るためのるためのるためのるための方策方策方策方策とそとそとそとそ

のののの実現可能性実現可能性実現可能性実現可能性

全体最適性全体最適性全体最適性全体最適性をををを踏踏踏踏
まえたまえたまえたまえた総合評価総合評価総合評価総合評価

　江藤教授の議員間討議がで
きる人数モデルでの最低人数
（７人）を満たしていることを踏
まえれば、議員間討議は有効
に機能するが、30人の場合と
比較して議員１人とはいえ減と
なることから、多様性の点で監
視機能（Ｙ２）、政策立案機能
（Ｙ３）は低下し、議会全体とし
ての民意吸収機能（Ｙ１）も低下
し、把握する民意の量・質が、
ともに低下する。

　また、機能低下を解消するた
めに、議員1人分の必要経費を
原資として議会費に充てること
ができるかといえば、現在の予
算編成方針等からできないと
いうことになる。そういったこと
を考えれば、議員という人的資
源や財務資源を同時に失うこ
とにつながる。

　なお、ここの検討モデル上の
内容ではないが、現在の本市
議会は議員数29人で運営して
おり、29人議会の実績はあるこ
とになる。

　しかし、現実問題として市民と
の意見交換会における５人の
班の運営において所属する議
員からは、「何とかやりきってい
るが、説明や意見のやりとりな
どの実際上の運営ではかなり
厳しい」という、実際の感想が
ある。

　また一方では、地区選出の議
員がいないことから、地域の問
題を解決するために、相談する
議員がいないことで困っている
との市民の声もある。

　江藤教授の議員間討議がで
きる人数モデル（８人）を満たし
ており、議員間討議は有効に
機能する。また、30人の場合と
比較して議員3人の増は、多様
性の点で委員会の監視機能（Ｙ
２）及び政策立案機能（Ｙ３）は
アップし、また議会としての民
意吸収機能（Ｙ１）もアップし、
議会全体機能（Ｙ）がアップする
ことにつながる。
　
　ただし、ここで問題となるの
は、議会費を一定とした前提条
件から、議員増に伴い議員活
動を支える議員1人当りの行政
調査・政策討論会調査費、政
務調査費の減額につながるこ
と、また、議員報酬総額を一定
とした場合にも、議員一人当り
の議員報酬が減額につながる
ことである。

　特に、議員報酬については、
議員の職務から議員活動換算
日数モデルを求め、議員報酬
モデルを設定した。その額は、
「770万円（上限）」となり、現在
の議員報酬額「750万円」とほ
ぼ同額となっている。
　これが3人の議員増となれ
ば、「677万円」ということにな
り、約70万円の減額となる。

　ここで、議員活動換算日数モ
デルについては、議員1人当り
の年間活動量を求めたもので
あり、議員が増となっても議員1
人当りのこの活動量は変わら
ないものといえる。

　そういったことを考えれば、減
額となる約70万円分は、実質
的に議員がボランティアとして
負担していることとなる。

　29人の場合、33人の場合と
比較・検討してきたが、それぞ
れの場合のメリット・デメリット
があり、双方を中庸としてそな
えているのは、30人の場合とい
える。
　
　委員会機能としては、江藤教
授の議員間討議が有効に機能
する人数モデルと合致してお
り、議員間討議は有効に機能
する。また、議会全体としての
議会機能も、一定程度確保さ
れている。

　30人の場合と比較して５人の
減となり、その結果、議会機能
としての民意吸収機能（Ｙ１）、
委員会機能としての監視機能
（Ｙ２）や政策立案機能（Ｙ３）は
低下し、最終的には議会全体
（Ｙ）としての機能が低下するこ
とにつながる。
　
　また、５人分の議員報酬が減
額となるが、各機能の向上に
つなげるためにその一部を議
会費に回せるかといえば、現
在の予算編成方針等を踏まえ
ればできないことから、議員５
人の減は人的資源も財務資源
も失うことのみといえる。
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〔総合評価〕

①　議会機能　　↓
②　議員活動　　―
③　活動日数　　―
④　議員報酬　　―
　※　議員活動換算日数モデ
　　ルから議員報酬モデル
　　「770万円（上限）」を設定し
　　たが、現在の行財政状況を
　　勘案し、現行の「750万円」
　　とする。

⑤　政務調査費　―
⑥　議員定数　　↓

〔総合評価〕

①　議会機能　　↑
②　議員活動　　―
③　活動日数　　―
④　議員報酬　　↓

⑤　政務調査費　↓
⑥　議員定数　　↑

〔総合評価〕

①　議会機能　　―
②　議員活動　　―
③　活動日数　　―
④　議員報酬　　―

⑤　政務調査費　―
⑥　議員定数　　―

〔総合評価〕

①　議会機能　　↓
②　議員活動　　―
③　活動日数　　―
④　議員報酬　　―

⑤　政務調査費　―
⑥　議員定数　　↓

検討結果
（まとめ）

　議員間討議が有効に機能す
る議員数ではあるが、30人の
場合と比較して議員1人とはい
え減となることから、多様性の
点で委員会機能の監視機能（Ｙ
２)及び政策立案機能（Ｙ３）は
低下し、議会全体としての民意
吸収機能（Ｙ１）による民意の把
握も量・質ともに低下する。

　この機能低下を解消する方
策については、減員となる議員
1人分の必要経費を原資とし
て、議会費に充てることにより
各機能の維持・向上を図ること
が考えられるが、現在の予算
編成方針等からはできないと
いうことになる。

　この結果、議員という人的資
源と同時に財務資源を同時に
失うこととなり、議会機能の向
上には結びつかないこととな
る。

　議員間討議が有効に機能す
る議員数であり、また、実際問
題として１人の欠席があったと
しても、討議は有効に機能す
る。

　また、30人の場合と比較して
議員3人の増は、多様性の点
で委員会の監視機能（Ｙ２）及
び政策立案機能（Ｙ３）はアップ
し、また議会としての民意吸収
機能（Ｙ１）もアップすることか
ら、議会全体機能（Ｙ）がアップ
することにつながる。

　ただし、3人の議員増に伴う
予算措置については、問題が
残る。ここでの前提条件として
議会費は一定としていることか
ら、3人増により議員1人に対す
る行政調査・政策討論会調査
費及び政務調査費、さらには
議員報酬は減額ということにな
る。

　この結果、議員1人当りの議
員活動換算日数モデルによる
議員活動量は減少しないまま、
調査費及び政務調査費、議員
報酬が減額という結果になるこ
とから、議員に対する負担のみ
が増大することとなる。

　また、議会事務局職員の議
員1人に対する議員補佐力も
低下することとなる。

　議員間討議が有効に機能す
る議員数である。

　その中で、29人の場合と比較
すれば、わずか１人の違いとは
いえ議員1人が多いことから、
委員会における監視機能（Ｙ２)
及び政策立案機能（Ｙ３）は多
様性が増し、議会全体としての
民意吸収機能（Ｙ１）も量・質と
もに確保される。

　反対に、33人の場合との比較
では、3人少ないということか
ら、委員会における監視機能
（Ｙ２)及び政策立案機能（Ｙ３）
で多様性が低下し、議会全体
としての民意吸収機能（Ｙ１）も
量・質ともに低下する。

　このように、30人の場合は、
29人の場合、33人の場合それ
ぞれと比較して、メリット・デメ
リットそれぞれあるが、その中
庸をとった形といえる。

　30人の場合と比較して５人の
減となり、その結果、議会機能
としての民意吸収機能（Ｙ１）、
委員会機能としての監視機能
（Ｙ２）や政策立案機能（Ｙ３）は
低下し、最終的には議会全体
（Ｙ）としての機能が低下するこ
とにつながる。
　
　また、５人分の議員報酬が減
額となるが、各機能の向上に
つなげるためにその一部を議
会費に回せるかといえば、現
在の予算編成方針等を踏まえ
ればできないことから、議員５
人の減は人的資源も財務資源
も失うことのみといえる。
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  10 まとめ 

     議員定数の考え方については、「10 人のような少数議会」や「60 人のようなマンモス議

会」を設定し、それぞれの場合にどのようなメリットやデメリットがあるかを検討してきた。 

     その中で、少数議会・マンモス議会それぞれがメリットやデメリットをもっており、一義 

的にどのような議会とするかは、決め手がないことが確認された。 

 その結果、30 人規模が残ることとなったが、一部委員から「30 人」にもその幅があるの

ではないかとの提案があったところである。 

     そのため、「24 人」、「28 人」、「32 人」のモデルを設定し、それぞれの場合における

メリット、デメリットを検討することとした。この場合、少数議会やマンモス議会で検討し

た内容を参酌しながら検討することとし、結果として「24 人」の場合は、議員間討議が有

効に機能しないことが考えられ、本市議会の議員定数には妥当でないとの結論を得たところ

である。 

     これを受けて「28人」、「32人」の場合が残ることとなったが、これは「28人～32人」

の幅があることの確認であり、これをもとにさらに具体的・現実的な議員定数の確認を行う

こととした。 

さらに、現在、議長は委員会に所属しないという当市議会の先例等を踏まえ、上記の「28

人～32人」のモデルに、議長をプラスし、「29人から33人」へとモデルを修正する必要が

あると考えられ、具体的な選択肢として、「29 人の場合」、「33 人の場合」、「30 人の場

合」とモデルを設定し、検討したところである。 

その結果は、前述の議員定数検討シートにあるとおりの内容となったところであるが、こ

こでもそれぞれの場合における議員定数のメリット・デメリットがあり、それらを踏まえた

より多様な議論が望ましいとの見地から、委員会として一案に絞ることはせず、３案を政策

討論会全体会に提示し、協議に付すべきであるという結論に至ったものである。 
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第８ 学識経験者（江藤教授）のご指摘を踏まえた最終報告（素案）の 

再精査について 

    今回、地方自治制度に見識をお持ちの山梨学院大学の江藤俊昭教授からこれまで

の委員会の取り組みに対するご指摘とコメントをいただいており（平成 22 年 10

月号月刊ガバナンス 124－125 頁、平成 22 年 10 月 16 日第 24 回議会制度検討委員

会）、それを踏まえた当委員会としての再精査及び再確認が必要と考え、その考

え方を以下に示す。 

    なお、江藤教授からは、この最終報告案について、市民への説明責任を果たす上

で、大変重要なものであり、このような取り組みを真摯に行っていることは素晴

らしいことであり、今後も継続して取り組まれることを希望するとのコメントを

いただいたことをあわせて報告する。 

 

【江藤教授の指摘事項及びそれを踏まえての再精査・再確認】 

 １ 平成 22 年 10 月号月刊ガバナンス 124－125 頁の指摘事項 

⑴ 第 1 点目は、議会・議員活動の「自己将来像」と「実態」との関係についてで

ある。議会・議員活動の自己将来像は、従来の議会には飽き足らない、不満を

持った住民に対してはマニフェストの意味がある。とはいえ、議員活動は、平

成 19 年度、平成 20 年度の実態を基準としているために、従来の議会に不満を

有している住民を説得させることは困難ではないか。 

 

⇒ 議員報酬モデル額を説明する前提として、議員活動日数モデルを算出してい

るが、中間報告（平成 21 年 10 月）では、平成 19 年度及び 20 年度の実績を基

準としたところであり、中間報告の内容を前提とすれば「従来の議会に不満を

有している住民を説得させることは困難」とのご指摘はまさにそのとおりと受

け止めている。 

しかしながら、その後、平成 21 年 11 月以降の検討に当たっては、平成 19

年度及び 20 年度の実績値だけではなく、平成 21 年度の活動予測値も踏まえて

試算（Ｐ24 参照）し、さらに、その後の議員活動日数モデルの修正に当たっ

ては、平成 22 年度の新たな活動要素も加味して再検討及び再試算（Ｐ31～Ｐ

50）を行ったところである。 

したがって、最終報告における議員活動の範囲及び量は、議会基本条例を踏

まえた政策形成サイクルの実践をしている、現在時点の活動を基準としたもの

であり、議会基本条例制定前のような従来の議会に不満を有していたであろう

住民に対しても一定の説明と理解を求め得る可能性は有していると受け止めて

いるところである。 

一方で、現在の当市議会の議会活動・議員活動は、外部からの一定の評価を

受けているものの、市民からの理解・評価は決して十分なものではないことか

ら、今後、市民との意見交換会における説明に当たっては、それらの点につい

ても理解が得られるよう十分留意していきたい。 

なお、検討当初の時点（平成 21 年 1 月頃）では、量・質ともに十分とはい

えない議会・議員活動の現状にあったため、議会基本条例や政策形成サイクル

を踏まえた、今後のあるべき活動像を明示していきたいとの意図で「将来像」

との表現を採用したものである。 

一方、その後の当市議会の議会・議員活動は、この２年弱の間で、急速に活
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性化し、量的にも増加してきたところであり、当該最終報告書の最終確認に当

たっては、その活性化している現在の状態を最小限の活動量として評価してい

るところである。 

すなわち、議会活動・議員活動の範囲・量の意味は「将来のあるべき姿」か

ら「現状の姿」へと変質してきたものである。 

なお、「現状の姿」とはいえ、現在の活性化した議会・議員活動の状況は、

検討当初の時点から見れば「あるべき姿」に近いものであり、そうした活動を

今後も継続し、さらには拡充していくことを宣言するという意味では、市民へ

の約束という議会のマニフェスト的な意義は、引き続き有していると受け止め

ているところである。 

 

   ⑵ 議員活動の積み上げ方式を採用しているために、設定する単価の高低はともか

く時給方式と容易に結びつくのではないか。 

 

   ⇒ 議員活動換算日数モデルは、議員活動の範囲という定性的な事項を踏まえ

て、議員報酬モデル額という定量的な試算を行うための、いわば媒介的な変数

として採用したものであるが、このような前提条件のもとで原価方式を採用す

る場合は、「単価×日数」が基本算式となるため、ご指摘のとおり、「時給

（日給）方式」的な考え方を内包する結果になるものとあらためて認識してい

るところである。 

こうした認識を踏まえ、あらためて、平成 21 年 10 月の中間報告を考察する

と、議員活動モデル日数は、上記のとおり平成 19 年度・20 年度の議会・議員

活動量を基準とする一方で、「議会・議員活動の将来像」との表現を使用して

きたため、「将来において議員報酬を算定するための方式」という理解・解釈

は十分可能であり、その意味では、ご指摘のとおり、「会津若松市議会は、時

給（日給）方式により議員報酬を算定しようとしている」との理解をされても

仕方がなかったと受け止めている。 

そのようなご指摘を踏まえれば、今般の議員報酬モデル額の試算に当たり、

原価方式を採用した意義・理由は、あらためて整理・確認する必要があると考

えているところである。 

それは、議員報酬の定義は「議員活動という役務の対価」であるところ、

「高い」との批判を受けていた議員報酬の根拠や妥当性を説明するためには、

役務の内容について、定性（範囲）及び定量（活動量）の 2 面にわたる分析を

することが必要と考えたことにそもそもの第一の意義があったということであ

る。そして、その意義は最終報告の現時点においても変わるところはないと考

えている。 

したがって、議員活動換算日数モデル及び原価方式については、議員報酬モ

デル額を議員活動の範囲及び量の２面から説明するための方式であって、今後、

将来に向けて、会津若松市議会議員の実際の議員報酬額を、個々具体的に算定

するための方式ではない、ということをこの最終報告書の段階で、あらためて

確認しようとするものである。以上より、時給（日給）方式を採用する考えは

ない旨をここで確認するものである。 
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   ⑶ 積み上げ方式は、それぞれの議員活動の積み上げを行う手法とも近接し、議員

ごとに異なる報酬額の確定にも至るのではないか。 

 

⇒ 中間報告の内容では、ご指摘のような理解・解釈が十分可能であり、その意

味では、中間報告の内容や説明ぶりは十分なものではなかったと受け止めてい

るところであり、あらためて説明したい。 

それは、⑵で述べたとおり、議員活動換算日数モデル及び原価方式について

は、議員報酬モデル額を議員活動の範囲及び量の２面から説明するための方式

であって、今後、将来に向けて、会津若松市議会議員の実際の議員報酬額を、

個々具体的に算定するための方式ではない、ということをあらためて確認しよ

うとするものである。以上より、議員ごとに異なる報酬額を算定する考え方は

ない旨をここで確認するものである。 

 

   ⑷ 選挙時の基準ではない別の基準での報酬額の差別化は問題である。そこで、会

津若松市議会をみると、原価方式により 185 日を算出したことは理解できるが、

しかしながら、市長の月収との比較から議員報酬を導き出す手法ではなく、別の

発想を採用すべきではないか。 

 

   ⇒ 原価方式は、基本的には、評価対象の要素毎に原価を直接的に求め、積み

上げていくことが基本であろうが、実際には、全てを直接的に算定することは

困難であり、その場合には、他のなんらかの項目を採用せざるを得ない場合も

ある（なおその際は当該他の項目との様々な差は適切に補正する必要がある）。 

こうした中、今般、原価方式の援用に当たっては、市民から質問の多い矢祭

町議会日当制モデル及び市長との給与月額との比較モデルの２つの方法を採用

し、議員報酬モデル額を試算したが、市職員の給料月額に基準を置く前者モデ

ルよりは、議員と同じ公選職である市長の給料月額を基礎とするモデルの方が

より説明力が優れているとの判断をしたものである。 

これまでの検討経過も含め、現時点では、議員活動の範囲及び量を踏まえて、

議員報酬モデル額を説明するためには、原価方式に拠らざるを得ず、かつ、そ

の中でも、市長給与を基準とする手法を採用したものであるが、原価方式や市

長給与比較モデルが「最善の策」という認識ではなく、他の方式（比較方式及

び収益方式）との比較では相対的に説明能力が優れるという位置づけ、すなわ

ち、「次善の策」との認識で、検討を進めてきたところである。 

議員報酬モデル額のより望ましい導出方法については、議員活動の範囲及び

量のモデルのあり方も含め、学識経験者の専門的知見の活用や市民との継続的

な意見交換を重ねながら、今後とも引き続き検討していきたい。なお、原価方

式などの方式は、あくまでも、議員活動や議員報酬に関する市民への説明責任

を果たすための説明の道具の一つであって、実際の議員報酬額を個々具体的に

算定するための方式ではないことは⑶と同様である。 
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   ⑸ 第２点目は、市民との意見交換会の参加人数が少ないことである。議論を周知

させる手法の開発が早急な課題である。 

 

    ⇒ 市民との意見交換会は、これまで合計４回（15 会場×4 回＝のべ 60 回）開

催してきたが、ご指摘のとおり、これまでの参加人数は多くはないと受け止め

ている。しかも、各会場ごとに４回の意見交換会を行っているにもかかわらず、

今般の検討モデルに対する理解も必ずしも十分な理解を得られているわけでも

なく、議会や議員のあり方、それとの関係を踏まえた議員報酬や議員定数のあ

り方については、難しいテーマであるとあらためて認識しているところである。  

しかしながら、このテーマは、議会が市民の新たな信頼と理解を得ながら自

信を持って活動していくためには極めて重要なテーマであり、難しい内容だか

らこそ、基軸としている市民との意見交換会（地区別）では今後とも継続して

意見交換テーマとしていく必要があると考えており、今後とも、参加人数アッ

プには意を用いていきたいと考えている。 

また、その他の手法については、分野別意見交換会の活用、さらには、議

会・議員活動や議員報酬・定数を考えるためのフォーラムの開催なども含め、

市民各界各層から、より多様でより多くの参加をいただける方法を、並行して

検討していきたい。 

 

  ２ 第 24 回議会制度検討委員会での指摘事項（平成 22 年 10 月 16 日） 

   ⑴ 最終報告で強調されている全体最適性という視点は重要である。個々にばらば

らではなく、それぞれが関係していることを表している。その際には、議会改革

の論理は、行政改革とは異なることに留意し、論じるべきである。行政改革は、

効率性の追求であり、サービス水準を下げなければ削減は可能ということになる。

しかし、議会改革の論理は、地域民主主義の実現にある。このような視点を踏ま

え、最終報告書に明言していくべきだ。 

 

   ⑵ 日数モデルを設定し、議員報酬モデルを算定した。これは日当制や議員ごとに

異なる報酬につながらないか心配である。説明では、議員報酬は役務の対価であ

ることを説明するために原価方式をとったものであり、それを日当制や議員ごと

の報酬算定につなげるものではないというが、そうやったらと言われたら困るの

ではないか。そうならないよう、媒介項が必要ではないか。それは、169 日議員

活動をするということであれば、夜だけではできない。昼間やらざるを得ないと、

普通の会社員は会社を辞める必要がある。そうであれば、まずもって生活給が必

要であることを強調すべきである。その際の基準は、市長と議員は直接住民が選

んだ公選職であり、同様に責任は重いということから、説明してはどうか。そう

したほうが、単に日当制や議員ごとの報酬にはつなげないという説明だけよりは、

強調できるのではないか。 

 

   ⑶ モデル日数「169 日」が現状の活動で、今後もやっていかなければならない活

動であるとして明らかにしたので、実際に議員活動を住民に明らかにすることが

必要になると考えられる。北海道福島町議会のように議員自らが目標をたて、そ

の自己評価を明らかにするといった、例えば「議員白書」のようなものが将来必

要になるのではないか。将来住民はそれを見て選挙で判断することになると思う。 
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   ⑷ モデル日数 169 日は、今後の地方分権の進展で、増える可能性があるのではな

いか。そのときに、連動して議員報酬は増えるのか。活動量は増えても報酬は増

額しないというのか、または他の条件整備として住民が議員活動を支える方策な

ど考えておく必要があるのではないか。 

 

   ⑸ 住民との関係で、意見交換会の参加人数が少ないので、フォーラムなどの開催

の予定があるのであれば、ぜひやって欲しい。その中で、住民自治のためには、

議会が大事で、そのためには報酬が大事なんだと積極的にやって欲しい。 

     そのうえで、議会の報告書の議論はわかるが、議員と住民の関係が固定化され

ている。議員活動は議員がやるものとあるが、住民が議員活動を積極的に支援し

ていく、政策提言をするというようになれば、議員の活動が変わるのではないか、

市民を巻き込んでいくという視点が必要である。 

 

   ⑹ 議員報酬は、現行の議員が活動をするために必要であるとの趣旨で記載がされ

ているが、現在の議員のためだけではなく、多くの市民が、普通の市民が議員に

なるためには、これくらいの金額が現状では必要であるということではないか。

そうでなければ、会社をやめてまで議員にはならない。この議員報酬モデルは、

市民が政治に係わるという開かれた議会という意義を表していると考えるし、そ

の指摘が必要ではないか。 
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第９ 全体最適性を踏まえた最終確認 

     以上、第２から第７までにおいて、６つの検討項目、すなわち、①議会活動、

②議員活動、③議員活動換算日数モデル、④議員報酬、⑤政務調査費及び⑥議員

定数について、それぞれを独立して検討してきた、その経過と結果を説明してき

た。 

     一方、これらの検討項目については、それぞれが独立して存在するのではなく、

相互に関連しあっていることから、検討当初より、最終的にはこれらの全体最適

性を踏まえた検討を行うこととしてきたところである（Ｐ１－２）。 

そこで、第９では、全体最適性の観点を踏まえつつ、上記６項目のそれぞれに

ついて、最終的な整理及び確認をしていくものである。 

なお、以下の最終整理及び確認に当たっては、第８の山梨学院大学江藤俊昭教

授からの専門的指導・助言を踏まえ、理論的な再精査・整理を行うとともに、御

教示頂いた今後の検討課題等もあわせて提示していくものとする。 

 

１ 全体検討フレームの確認 

⑴ 全体検討フレームの確認 

① 具体的検討項目として議会活動・議員活動・議員報酬・政務調査費・議員定

数の５項目を対象とし、さらに、議員活動と議員報酬の媒介として議員活動換

算日数モデルを加えて、６項目を個別具体的に検討することとした。 

    ② 市民意見を「叱咤と激励」と受け止めたことから、検討に当たっては「議員

報酬・議員定数の削減ありき」では検討しない、ということを基本姿勢とした。 

    ③ その上で、「議会活動・議員活動のあり方」と「その対価としての議員報酬

等の額」を「モデル」として市民に「提案」するという、基本的な姿勢と枠組

みを重視した。 

    ④ モデルについては、理論・実証分析及び議員間・市民間議論を通じてモデル

の妥当性を検証し、最終的な結論を導出するという手順を設定した。 

    ⑤ このような基本的な姿勢と枠組み・手順は、「議会・議員活動のあり方」と

いう形で市民に表明し、その対価としての「議員報酬」、「議員定数」、「政

務調査費」を明らかにする、という意義・効果を期待してきたところである。 

 

⑵ 行政改革と議会改革との論理の違いの再確認 

江藤教授からは、議員報酬・議員定数を検討する前提として「行政改革の論理

は最小の経費で最大のサービスをという効率性の実現であるのに対し、議会改革

の論理は地域民主主義の充実・実現であり、両者は異なる」という教示を受けた。 

今般の検討フレームでは、上記⑴②のとおり、「議員報酬削減、議員定数削減

ありきでは検討しない」ことを、検討当初から確認・宣言しているが、これは、

「経費の削減という効率性を検討するにしても、それは第１次的なものにはしな

い」という意味であって、行政改革の論理は最優先しないことを明示したものと

いえる。 

一方、議会改革の論理は、上記⑴③のとおり「議会活動及び議員活動のあり方

を市民に提案する」という点、あるいは、議会機能を高める見地からの議員定数

の検討した点などにその認識の一部は見られるものの、「住民の意見を聞き、議

員間で討議し、議会として意思を決定・提示することを通じて、行政改革、さら

には市政発展を実現する」との地域民主主義の観点は、検討プロセスにおいては
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必ずしも明確ではなかった。 

そこで、以下の各検討項目の最終確認に当たっては、この「地域民主主義」の

観点も踏まえて、再整理等を行いながら確認していきたい。 

 

２ 各検討項目の確認 

⑴ 議会活動の確認 

    ① 基本的な議会像の確認 

会津若松市議会が目指し、かつ、現在では実践している議会像は、会津若松

市議会基本条例第 2 条に規定している議会の活動原則のもと、①市政に対する

監視機能及び政策立案機能をもつと同時に、②議会への市民の直接的な参加を

組み込み、住民自治の促進を通じて、市民の負託に応え得る議会である。 

 

② 将来像の意義の変質 ～ 検討当初の議会像と現在の議会像の意義の違い 

第８のとおり、江藤俊昭教授からは「検討モデルにおける将来像と実態との

関係が不明確」との指摘があり、将来像の意義をあらためて整理・確認したと

ころである。 

検討当初の時点（平成 21 年 1 月頃）では、量・質ともに十分とはいえない

議会・議員活動の現状にあったため、議会基本条例や政策形成サイクルを踏ま

えた、今後のあるべき活動像を明示していきたいとの意図で「将来像」との表

現を採用していたところである。一方、その後の当市議会の議会活動は、この

２年弱の間で、急速に活性化してきたところであり、そのような「現在の姿」

は、その活動の量・質ともに、約２年前に目指した、議会の将来像に近いもの

と受け止められる。 

すなわち議会像（将来像）は、この間の一連の議会改革の取り組みによって、

「将来のあるべき姿」から「現在の姿」へと変質してきたものであることをあ

らためて再整理・認識したところであり、その点をここで最終確認しようとす

るものである。 

 

③ 議会のマニフェストとしての議会像の再確認 

なお、現在の姿とはいえ、現在の活性化した議会・議員活動の状況は、検討

当初の時点から見れば「あるべき姿」に近いものであり、そうした活動を今

後も継続し、さらには拡充していくことを宣言するという意味では、市民へ

の約束という議会のマニフェスト的な意義は、引き続き有していると受け止

めているところである。 

 

    ④ 会津若松市議会の基本機能 

協働型議会＝民意吸収機能＋監視機能＋政策立案機能 

 

⑤ 会津若松市議会の具体的な議会活動の範囲 

１）地方自治法に基づく会議・委員会（Ａ）については、法律に基づくもの

であり、議会活動として認められることを確認した。 

     ２）協議又は調整の場（Ｂ）については、「⑥議員全員協議会・⑦各派代表者

会議・⑧広報広聴委員会」は、会議規則に位置付け、地方自治法第 100 条

12 項に基づく協議・調整の場であるが、一方、⑨から⑮の会議については、
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協議・調整の場としての位置付けは行っておらず、いわゆる法定外会議であ

るが、議会基本条例に則った会議であり、議会活動に位置付けることを確認

した。 

    Ａ 「会議・委員会」（地方自治法第 96 条～第 102 条の２） 

① 本会議  

② 常任委員会（４委員会） 

③ 特別委員会（決算） 

④ 議会運営委員会 

⑤ 議員の派遣（福島県議長会研修会等） 

 

Ｂ 「協議又は調整の『場』」（地方自治法第 100 条第 12 項に基づき議会活

動に含めた場及び法定外会議。現時点では⑥、⑦及び⑧のみ法定化。） 

⑥ 議員全員協議会       

⑦ 各派代表者会議 ※議会基本条例  「会議規則に規定」 

⑧ 広報広聴委員会 ※議会基本条例   平成 20 年 9 月定例会一部改正 

⑨ 常任委員会協議会（４委員会）    

      ⑩ 政策討論会（４分科会） ※議会基本条例 

      ⑪ 政策討論会（全体会） ※議会基本条例 

      ⑫ 政策討論会（議会制度検討委員会） ※議会基本条例 

      ⑬ 市民との意見交換会（地区別） ※議会基本条例 

      ⑭ 市民との意見交換会（分野別） ※議会基本条例 

      ⑮ 議長選挙及び副議長選挙に係る所信表明会 ※議会基本条例 

 

⑵ 議員活動の確認 

会津若松市議会議員の議員活動については、会津若松市議会基本条例第 3 条に

規定する「議員活動の原則：（議員の職責）」のもと、議員活動の公務性を検討

しながらその範囲を確認してきた。その内容については、次のとおりである。 

① 領域Ａ（会議・委員会における議員活動） 

       会議・委員会は、法的な議会活動であり、その会議・委員会に出席し、活

動することは当然に「公務性のある議員活動」といえるものであり、議員の

職務である。 

 

    ② 領域Ｂ（協議・調整の「場」における議員活動） 

       協議・調整の場における⑥～⑧の会議については、地方自治法第 100 条第

12 項を受け、会議規則に規定した法的な会議であり、その会議に出席し、

活動することは当然に、「公務性のある議員活動」であって、議員の職務で

ある。 

       なお、⑨～⑮の会議については、会議規則における協議・調整の場に規定

していないが、会津若松市議会基本条例に根拠を持つ会議であり、その意味

では、これらの会議に出席し、活動することも「公務性のある議員活動」で

あって、議員の職務である。 
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③ 領域Ｃ（領域Ａ及び領域Ｂに付随する議員活動（会派活動を含む）） 

      会議・委員会（領域Ａ）及び協議・調整の場（領域Ｂ）に付随する議員

活動とは、領域Ａ及び領域Ｂの会議等において、議案審議や一般質問、政策

研究、政策立案等を行うために必要となる「事前準備」に関する「全ての活

動（会派で行う活動を含むが、政党活動・政治活動は除く。）」である。 

付随する議員活動（領域Ｃ）については、市民意見を踏まえ、さらに、質

問原稿作成や議案精読などの「会議に直接的に付随する活動（Ｃ¹）」と、

質問準備のための現地調査や質問準備のための調査研究などの「会議に間接

的に付随する活動（Ｃ²）」に細分化したところである。なお、このＣ¹及び

Ｃ²については、会議等（領域Ａ・Ｂ）との関係の強弱や職務としての必要

性の高低は異なるものの、定性的にはいずれも、領域Ａ・Ｂに付随する議員

活動と評価できることから、領域Ｃとして位置付けたところであり、両者の

程度の差については、⑶で述べる議員活動換算日数モデルにおいて、活動時

間（日数）の差として反映させたものである。 

以上より、領域Ｃの議員活動なしには、領域Ａ及び領域Ｂの正式な「会議

等」が運営し得ないことから、付随する議員活動としての領域Ｃについても、

「公務性のある議員活動」に位置付けることとし、議員の職務としたもので

ある。 

 

④-1 領域Ｘ（市民からの相談、各種団体への出席する活動） 

       市民から受ける各種相談・区長会など各種団体への出席は、通説としてそ

の活動に公務性は認められていない。しかし、これらの活動は、会津青年会

議所のアンケート調査及び都道府県議会制度研究会の研究成果物では重要な

意義を有していることが指摘されている。こうした点を踏まえ、これらの活

動についても公務性の付与を認めるべきと考えて、一定の条件を検討したと

ころである。 

その条件とは、議員が住民と接触活動（市民からの各種要望・相談等）を

行う場合、そこで得た情報を議員個々人の情報とすることなく、その情報を

議会（議長）に報告し、その市民意見が議会内の政策情報として蓄積され、

かつ、その後の政策形成サイクルにのせられていく、というものである。こ

のような手続きを実現することで、市民からの要望・相談活動などは、議員

個人の活動から議会活動の一部を構成する活動へと変化することにより、公

務性が付与され、その結果、議員の職務になるというものである。 

なお、市民から受けた要望を単に執行機関に取り次ぐ行為は、議員の職務

には含めていない点に留意が必要である。 

 

    ④-2 領域Ｘ（市主催行事への出席） 

       市主催行事への出席については、市の構成はいわゆる執行機関（市長や教

育委員会など）と議事機関（議会）であり、議会の構成員たる議員が市の主

催（共催）する公の行事に出席することに公務性を認めることとし、議員の

職務としたものである。 

 

※ 議員活動の範囲（議員の職務）を議会機能との関係等で整理すると、次の

とおりである。 
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    【議員活動の範囲】 

① 領域Ａのうち本会議に係る審議及び「団体意思等の確定」（議決） 

議会の会議においては、議員間の自由討議を重んじ、慎重かつ十分な審 

議を尽くすとともに、その結果を団体意思又は機関意思の確定に反映させ 

ること。 

② 領域Ａの本会議等における「監視」等（一般質問、調査権、検査権等） 

執行機関による団体意思の執行・実施が適法・適正に、かつ、公平・効

率的・民主的になされているかどうかを監視するとともに、必要に応じ是

正措置を促し、又は代案を提示すること。  

     ③ 領域Ａの会議等における「評価」（一般質問、決算委員会等） 

団体意思の執行・実施によって、当初の意図どおりの効果・成果をあげ

たかどうかを評価し、必要な対応を促すこと。  

     ④ 領域Ａにおける政策形成のための企画・立案（政策条例等の企画・立案） 

        市の政策形成のための企画・立案を行うこと。 

     ⑤ 領域Ｂのうち「議案審議」や「政策形成」に必要な協議・調整の場 

（政策討論会等） 

議案審議や政策形成のために、議員間討議を中心とした協議や調整を行

うこと。 

⑥ 領域Ａの議会運営委員会及び領域Ｂのうち「議会運営」に必要な会議や 

協議調整の場 

議会の適正かつ効率的な運営・管理を行うために、議会運営委員会や各

派代表者会議に出席すること。 

     ⑦ 領域Ｂのうち「市民との意見交換会」 

市の政策形成のために必要となる市民との意見交換会に出席すること。 

     ⑧ 領域Ａや領域Ｂに付随する議案調査、情報収集、調査研究等（領域Ｃ） 

審議に必要な議案調査や政策形成に必要な情報収集、意向調査、調査研 

究などの活動を行うこと。 

⑨ 団体意思の決定、監視、政策形成などを行うために必要となる市民相談、

意見交換などを行うこと。（領域Ⅹ） 

⑩ 市が主催する記念式典その他の公的行事に出席すること。（領域Ⅹ） 

 

【今後の課題】 

なお、⑶でも触れているとおり、江藤俊昭教授からは、議員が市民から政策

的な支援を受けることにより、議員活動の範囲も変化する可能性がある点を

指摘いただいたが、今般の議員活動の範囲の検討に当たっては、そのような

市民との関係性を踏まえた相対的、動態的な分析までは行うことはできな

かった。そのような視点を具体的な検討モデルにどのように組み込むかも含

め、今後の検討課題としていく必要があると考えられる。 

 

⑶ 議員活動換算日数モデル 

    ① 議員活動換算日数モデルの必要性の再確認 

議員報酬の定義は「議員活動の役務の対価」であることから、議員報酬を検

討する前提として、「役務」の内容を「定性及び定量」の両面から明らかにす

る必要があるが、⑵の議員活動の範囲は定性的な事項である。 



 

- 101 - 

議員活動換算日数モデルは、議員活動の範囲という定性的な事項を踏まえて、

役務を定量的に説明する事項として、かつ、議員報酬モデル額という定量的な

試算を行うための媒介的な説明事項として採用したものであり、ここにその必

要性があったものである 

 

② 日数モデルの中間報告「1,480 時間＝185 日」から「1,352 時間＝169 日」へ

の修正理由 

中間報告では、平成 19・20 年度の活動実績から将来の議員活動像を明らか

にすることを考え、議員活動の類型等を考慮しながら、「議員活動換算日数

モデル 1,480 時間＝185 日」と算定したところである。 

その結果をもって臨んだ第４回市民との意見交換会（平成 21 年 11 月）では、

市民から「日数モデルの妥当性」についての指摘があり、委員会として議員活

動換算日数モデルの再精査・検証を行うこととしたものである。 

この日数モデルの再精査に当たっては、平成 19 年度及び 20 年度の実績値だ

けではなく、平成 21 年度の活動予測値も踏まえて試算し、さらに、当委員会

委員有志による議員活動実態調査を実施しながら、平成 22 年度の新たな活動

要素も加味するなど、議会基本条例施行後の様々な議員活動の実績を反映させ

ながら再検討及び再試算を行ったところである。その結果、「議員活動換算日

数モデル 1,352 時間＝169 日」と修正したところである。 

なお、修正の過程では、領域Ａ・Ｂの活動日数は増加したものの、領域Ｃは

中間報告で重複計上されていた項目等の整理により日数が減少したところであ

り、これらの相殺の結果として、1,480 時間＝185 日から 1,352 時間＝169 日

へとモデル日数が減少したものである。 

   

    ③ モデル日数の意義の変化の確認 ～ 将来像から現在の姿へ 

第８のとおり、江藤俊昭教授からは「検討モデルにおける将来像と実態との

関係が不明確」との指摘があり、モデル日数についても、将来像の意義をあら

ためて整理・確認したところである。 

この最終報告における議員活動換算日数モデルは、中間報告で報告したよう

な議員活動の「将来像」という意味ではなく、議会基本条例に基づく現在の最

低限の議員活動量という「現状の姿」を日数モデルとして明示したものへと変

化していることを確認するものである。 

これは、検討当初の時点（平成 21 年 1 月頃）では、量・質ともに十分とは

いえない議員活動の現状にあったため、議会基本条例や政策形成サイクルを踏

まえた、今後のあるべき活動像を明示していきたいとの意図で「将来像」との

表現を採用していたところであるが、その後の当市議会の議会活動は、この２

年弱の間で、急速に活性化してきたところであり、このような「現在の姿」は、

その活動の量・質ともに、約２年前に目指した、議員活動の将来像に近いもの

と受け止められる。 

すなわち議員活動日数モデルは、この間の一連の議会改革の取り組みによっ

て、「将来のあるべき姿」から「現在の姿」へと変質してきたものであること

をあらためて再整理・認識できたところであり、その点をここで最終確認しよ

うとするものである。 
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④ 議会のマニフェストとしての議員活動モデル日数の再確認 

現在の姿とはいえ、現在の活性化した議員活動の状況は、検討当初の時点か

ら見れば「あるべき姿」に近いものであり、そうした活動を今後も継続し、

さらには拡充していくことを宣言するという意味では、市民への約束という

議会のマニフェスト的な意義は、引き続き有していると受け止めているとこ

ろである。 

 

⑤ モデル日数を採用することによる日当制的な発想への懸念 

江藤俊昭教授からは、日数モデルは、日々の活動を積み上げていることから、

議員報酬の日当制的な考えにつながるのではないかとの指摘を受けている。 

議員活動換算日数モデルは、前述のとおり、議員活動の範囲という定性的な

事項を踏まえて、議員報酬モデル額という定量的な試算を行うための、媒介的

な変数として採用したものであるが、このような前提条件のもとで原価方式を

採用すれば、「単価×日数」が基本算式となり、モデル日数が「日数」となる

ことから、指摘のとおり、日当制的な考え方を提示する一面を持つ。加えて、

中間報告では「将来像」という表現をしていたため、「会津若松市議会は、将

来的には、日当制的な方法で議員報酬を算定しようとしている」との誤解を受

けかねない懸念があるとあらためて認識したところである。 

そこで、モデル日数については、議員活動の範囲及び量との関係で議員報酬

を説明するために採用した考え方であって、将来に向けて、会津若松市議会議

員の実際の議員報酬額を、個々具体的に算定するために採用したものではない、

ということをこの最終報告書の段階で、あらためて確認しようとするものであ

る。 

 

【今後の課題】 

① 江藤俊昭教授からは、現状の姿として 169 日との日数モデルを設定して

いるとのことだが、これは、議員が単独で活動することを前提としている

ものであろう、一方で、市民が議員を支援すれば議員活動量が減少するの

ではないか、あるいは、今後ますますの地方分権の進展があれば議員活動

量は増加するのではないかという指摘を受けたところである。一方で、今

般の議員活動の範囲の検討に当たっては、そのような市民との関係性を踏

まえた相対的、動態的な分析までは行うことはできなかったところである。 

よって、モデル日数については、議員単独の活動として検討するだけでは

なく、市民との関係性や議会・議員を取り巻く状況も踏まえた検討が必要で

あり、そのような視点を具体的な検討モデルにどのように組み込むかも含め、

今後の検討課題としていく必要があると考えられる。 

 

② また、「現在の姿」としてのモデル日数とはいえ、その提示は、今後も現

在の議員活動の範囲及び量を維持・拡充する旨を宣言することでもあるから、

今後は例えば、北海道福島町議会のような議員評価など、議員白書的なもの

を通じた情報提供が必要との指摘も頂いている。 

この「評価」という考え方は、議員報酬モデル額の試算に当たり直接的な

適用は見送った収益方式においても、市政への貢献度評価という形で示し、

その考え方を参酌していくとの方針とも整合するものであり、議員活動のあ
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り方については、今後とも、情報提供・共有が必要な項目としてとらえ、そ

のあり方を継続的に検討していく中で、研究課題としていくことが必要と考

えられる。 

       

⑷ 議員報酬モデル 

    ① 議員報酬モデルの試算額と最終確認における議員報酬モデル額 

 議員報酬モデルについては、議員活動換算日数モデルをもとに、①原価（積

算）方式（日当制・全国町村議会議長会検討案）、②比較方式（類似団体等と

の比較）、③収益方式の考え方をそれぞれ比較検討した。３つの方式の中では

相対的には説明力に優れる「全国町村議会議長会検討案」を次善の策として採

用し、試算した結果、中間報告では議員報酬モデル 860 万円（上限）と当初設

定したところであるが、その後の議員活動換算日数モデルの精査・検証に伴い、

「770 万円（上限）」に修正したところである。 

さらに、議員報酬モデル 770 万円（上限）については、今般の検討モデルに

おける原価方式の援用により算定した議員報酬のモデル額であって、現実の個

別具体的な算定手法ではないため、これを直ちに議員報酬モデル額にするとい

う性質のものではない。そこで、議員定数で検討したとおり、本市の現在の行

財政状況も考慮し、現行の議員報酬額「750 万円」とすることとしたものであ

る。 

 

    ② 議員活動の原価方式の採用は日当制と容易に結びつくのではないか。 

     今般の議員報酬モデル額の試算に当たり、原価方式を採用した意義・理由

は、議員報酬の定義が「議員活動という役務の対価」であるところ、「高い」

との批判を受けていた議員報酬の根拠や妥当性を説明するためには、役務の内

容について、定性（範囲）及び定量（活動量）の 2 面にわたる分析をすること

が必要と考えたことにそもそもの第一の意義があったということであり、その

意義は最終報告の現時点においても変わるところはないものである。 

原価方式については、議員報酬モデル額を議員活動の範囲及び量の２面から

「説明するための方式」であって、今後、将来に向けて、会津若松市議会議員

の「実際の議員報酬額を、個々具体的に算定するための方式ではない」、とい

うことをこの最終報告書の段階で、あらためて確認するとともに、制度として

の日当制等を導入する考えもないことをあわせて確認するものである。 

 

    ③ 議員報酬モデル額の３つの意義 

      最終確認に当たり、江藤教授の専門的指摘・助言を踏まえ、議員報酬モデル

額の意義について、あらためて整理・検討したところである。 

第１には、議員活動換算日数モデル 169 日（169 日×8 時間＝1,352 時間）

という議員活動量を踏まえれば、その活動は昼間の時間帯で、常勤的に行わな

ければならないものと考えられ、一般的には、議員活動をしながら、被雇用者

として会社に勤務することは不可能と思われる。そうであれば、議員として活

動していくためには、議員報酬以外には生活の手だてはないため、議員報酬は、

議員活動をしながら生活していけるだけの金額、いわゆる生活給的な水準が必

要である、というものである。 

第２は、生活給的な水準が必要だとしても、上記のような報酬水準が必要な
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のか、という指摘が考えられるが、今回のモデルでは、市長給与を基準として

算定している。それは、議員も市長もそれぞれの役割は異なるものの、両者と

もに同じ住民の選挙で選ばれる公選職としての位置付けにあり、議員の職責及

び職務の重要性に鑑みたからである。 

      第３は、地域民主主義の実現には、議会及び議員の役割が大きく、かつ、永

続的な取り組みが求められることに鑑みれば、議員の職責及び職務の重要性は、

現在、議員を務めている者だけに求められるものではなく、将来、市民の代表

として議員になる市民、さらには、その代表を選ぶ側の市民にとっても重要で

あるはずである。よって、そのような重要な職務（役務）の対価である議員報

酬もまた、現在の議員の議員活動を支えるためのものという意味だけではなく、

これからの議員（将来の議員）になる市民を支えるために必要なものであり、

そのためには、議員報酬以外でも生計を維持し得るような特定の層だけではな

く、多様な層の市民が、安心して議員選挙に出れるような一定の議員報酬水準

が必要であるという意味をも有するというものである。  

 

    ④ 行政改革の論理・視点からの議員報酬削減について 

      今般の検討モデルでは、議員報酬については行政改革の論理や削減ありきと

の考え方は採らずに検討してきたが、一方でこの間、現実的には、いわゆる行

政改革の論理による一定の削減は進めてきたところである。 

それは第１には平成 15 年 8 月に発表した「会津若松市行財政再建プログラ

ム」を受けて、平成 16 年１月から議員報酬の 5％をカットし現在も継続して

いるというものである。 

さらに、第２には毎年福島県人事委員会における職員の給与に関する勧告

（人勧）を踏まえ、市長などの特別職の期末手当の支給率の改正とあわせて議

員の期末手当についてもその都度改正し、一定の削減を図ってきたというもの

である。 

 

    【行財政再建プログラムによる議員報酬月額のカット】 

 
議長 副議長 議員 

平成 8 年 4 月 1 日 582,000 円 540,000 円 506,000 円 

平成 16 年１月 1 日 553,000 円 513,000 円 481,000 円 

カット額 29,000 円 27,000 円 25,000 円 

 

【人勧による議員報酬年額の推移】 

年 度 
議員報酬年額 

（円） 
期末手当月数 

内期末手当額 

（円） 

対 19 年度差額 

（円） 

平成 19 年度 7,676,760 3.30 1,904,760 ― 

平成 20 年度 7,665,216 3.28 1,893,216 ▲11,544 

平成 21 年度 7,503,600 3.00 1,731,600 ▲173,160 
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⑸ 政務調査費 

      政務調査費の性格については、第二の議員報酬ではないことを法制度上及び

実態上の両面から確認したところである。その結果、本市議会における政務調

査費の使途については、大きな問題はなかったところである。 

なお、政務調査費の使途については、市民の誤解を招きやすいことから、政

務調査費の目的である「議員の調査研究に資するための必要な経費の一部とし

て交付される」ことに十分配慮することが必要であり、その際には、裁判例や

他自治体の監査報告などの情報も参考にすべきものとしたところである。 

政務調査費の額については、そのときどきの財政事情や社会経済情勢を考慮

しながら対応してきているところから、各派代表者会議で予算編成にあわせて

検討をお願いすることとした。 

      以上より、現実問題として、予算の枠もあるため、現行の月額 3 万 5 千円を

政務調査費の額とするものである。 

 

⑹ 議員定数 

      議員定数については、市民参加力及び議会・議員支援力という資源とともに、

貴重な議会資源の一つとしてとらえたうえで、これら３者によって、いかに議

会機能を維持・向上させていくことができるか、という視点から検討すること

を基本として、俯瞰的・本質的な検討を行い、さらに、その後の現実的な検討

に当たっては、議会機能の生命線は議員間討議であることを重要視し、議員間

討議ができる議員数を議員定数の重要な基準として採用したところである。 

その結果、第１に、俯瞰的・本質的な検討では、本市議会では、10 人のよ

うな少数議会や 60 人のようなマンモス議会にする決め手はないことを確認し

た。その上で、第２に、現実的な検討に入り、現行 30 人については、人数的

には幅を持たせた検討が必要という提案があったことから、「24 人・28 人・

32 人」の場合を検討したが、24 人案は委員会中心主義下における議員間討議

が機能低下を招くという理由で妥当ではないとされるとともに、議長が委員会

に所属しないことから、「29 人・33 人・30 人」との３案を検討することとし

たものである。 

この３案は、それぞれのメリット・デメリットもあり、案の段階で一義的に

絞り込むよりは、それらを踏まえたより多様な議論が望ましいとの見地から、

委員会として一案に絞り込むのではなく、政策討論会・全体会に３案を提示し、

全議員による協議・決定をいただきたいと考えたところである。 

 

  ３ 市民との関係を踏まえた全体最適性の向上に向けて 

     今般の検討に当たっては、議会・議員の現状報告からはじめ、議会活動・議員

活動のあり方を踏まえたうえで、議員報酬・議員定数・政務調査費の根拠・あり

方を検討し、中間報告などを通じて、市民との意見交換会を行いながら、検討を

進めてきたところであり、その結果、市民意見を踏まえて、議員活動日数モデル

や議員報酬モデルの修正など一定の取り組みを行ってきたところである。 

一方、この間の課題としては、第１には、市民との意見交換会への参加人数が

少なく、また、今般の検討モデルに対する理解も必ずしも十分なものではないと

いう点が挙げられるが、議会・議員のあり方、議員報酬・議員定数については、

難しいテーマであるとあらためて認識しているところである。  
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第２には、今般の中間報告及び最終報告の検討を通じて、議会活動や議員活動

は議員が単独で行うものという前提が強く、その結果、議員と住民の関係が固定

化されているという点が挙げられるが、市民が議員を支援する、市民が議会に政

策提言をするなど、市民から議会への支援というルートをより明確に意識してい

くことの重要性をあらためて認識しているところでもある。 

今後は、このような課題を総括しつつ、議員・議会活動と議員報酬・定数との

関係にかかる全体最適性の維持・向上の方向性や方策をどのように考えていくか

が問われてくる。 

第１には、議員・議会活動と議員報酬・定数の問題は、一部自治体の紛争等の

報道により一般に馴染みがある一方で、理論・制度等も重要な分野であるという

２面性を有するため、議論テーマとしては、難しいテーマであるが、地域民主主

義の実現の上でも避けて通ることはできない重要なテーマである。 

したがって、このテーマについては、今後とも、引き続き、当市議会が基軸と

している市民との意見交換会（地区別）はもとより、分野別意見交換会や議会・

議員活動や議員報酬・定数を考えるためのフォーラムの開催なども含め、市民各

界各層から、より多様でより多くの参加をいただける方法を並行して検討してい

くことが必要である。 

第２は、市民と議会・議員との相互関係の明確化である。議会・議員は、会津

若松市において、地域民主主義を実現するうえで極めて重要な役割を有するため、

その視点で必要とされる議員報酬・議員定数についても同様に重要な問題であり、

行政改革の論理により削減ありきで検討すべきものではない、という基本姿勢の

維持・充実である。 

その上でこの重要性については、まず第１には、現在における議会・議員と市

民との間で共有したうえで、両者が双方向で意見交換や政策提言を行い、協働型

議会の機能向上を図ることが必要であると考えられる。 

さらに、第２には、時間軸の視点も踏まえ、議会・議員のあり方と議員報酬・

定数は、現在の議員だけではなく、将来の議員（市民）にも重要な問題であり、

現在と将来を通じて地域民主主義を実現していくための貴重かつ重要な資源であ

る、との認識を共有しながら、今後とも継続的に、議会・議員と市民とが共に考

え、その答えを導出していくことが必要であると考えられる。 
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第 10 委員会としての討論・採決 

    以上、当委員会において検討してきた「議会活動と議員定数等との関連性及びそ

れらのあり方」について、最終報告（素案）としてその取りまとめを行ったところ

であるが、一部委員からその内容について同意できない旨の意見があったところか

ら、その内容について報告する。 

 

 １ 討論（反対） 

    議会制度検討委員会は、市民との意見交換会で議員報酬や議員定数に最も多かっ

た意見を受けて何らかの政策形成するために設置されたと理解している。 

市民の大方の趣旨は、議会も議員報酬や議員定数について自ら削減を図る改革が

必要との趣旨と理解している。自分もその必要性があると考えている。市民の声に

迎合するのではなく、地方自治改革を進めていくうえで、その先の公務員待遇の見

直しも不可避な大きな課題であり、その改革に着手するためにも、議員こそ自ら率

先垂範の立場にあると思っている。 

そのため、削減ありきではないとして検討をしてきた、当委員会の基本姿勢とは

大きく異なるものといえる。とは言いながらも、私個人の待遇ということではなく、

今日の素案の説明にもあったように、これから新たな市民が議員になるという視点、

そして持続的に議会がその機能の維持向上を目指すという視点から、議員報酬や議

員定数のあり方という基本部分を疎かにせず、検討してきたつもりである。 

以上のような観点から、かつ市民への説明責任という観点に照らして議員報酬と

議員定数について、最終報告（素案）と次のとおり考えが異なるので、反対する。 

    まず、第１の議員報酬については、議員報酬の算定が原価方式により市長の給料

を基礎として、議員活動換算日数モデルを乗じて議員報酬モデルの妥当性を説明し

ているが、次の点で市民の理解を得られないと考える。 

    １点目は、市長給料と一日単価を同一に算定しているが、公選職という同一性は 

あっても、その職責の大きさ、質の違いから同一の単価というのは疑問が残る。 

２点目は、市長の給料は、時の市長により減額は大胆に実施されえるものであり、 

いってみれば普遍性の低い市長給料を単価の基準額とすることは、論理的に根拠が

薄い。 

３点目は、議員換算日数は増加の傾向にある。将来において議員報酬の引き上げ 

の論理的な根拠として今回の案が安易に利用されることが懸念される。 

４点目は、領域Ⅹの活動を議会活動の範囲とするという定義づけは同意するが、 

議員報酬の算定にその活動時間を入れることは、市民の理解は得られにくい。 

５点目は、原価方式による議員報酬算定は、基準単価の問題や議員活動換算日数 

の不確実、不透明性を有しており、その説明は極めて困難である。そういった意味

では議員報酬から歳費に転換すべきである。 

議員の議会活動と生活を保障するための適切な単価の水準という考え方こそ、こ 

れからの議会にとって必要であり、歳費とすることで地域経済の実態や市の財政構

造・状況に機敏に反映させることが可能である。これは、類似団体との比較ではな

い、地域社会の経済や生活実態との比較方式の採用につながると考える。 

    次に、第２の議員定数についてであるが、１点目は、地域主権の構築の中で、基

礎自治体の再構築が必要になるかもしれない。いわゆる新たな合併が今後あるかも

しれない。そのときに、合併前と比較して圧倒的に少ない議員で、対応することと

なる。したがって、本市議会で少数議会の経験を積み重ねることの意義は大きい。
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極端な少数議会ではないが、現行議会の範囲内で削減可能との考えから、２５名定

数を提案する。２点目は、定数の検討に当たって、一委員会の委員数に着目して定

数を考えてきたが、もう一方で、ぎりぎり可能な委員会数の検討も必要である。そ

の検討を行わないのは、バランスを欠いている。類団にも、委員回数が３というの

は、４分の１程度あるという事実を重く受け止める必要がある、というものである。 

 

 ２ 採決 

    以上の反対討論があったところから、当最終報告（素案）については、表決に付 

されたところ、賛成多数で原案のとおり決すべきものとされたところである。   

 

※ 今後の進め方 

    「議会活動と議員定数等との関連性及びそのあり方について」の最終報告に向け 

   た今後の検討スケジュールは、次のとおりである。 

 

 ○ 今後の主な予定 

    平成 22 年 10 月 25 日 政策討論会・全体会 

最終報告（素案）報告～質疑～議員間討議～討論～採決 

最終報告（案）決定 

          

         11 月 8 日 

           ～14 日 市民との意見交換会 

  最終報告（案）に係る市民との意見交換 

 

         11 月 19 日 議会制度検討委員会 

               市民との意見交換会を踏まえた最終報告（案）の調整 

 

         11 月 24 日 政策討論会・全体会 

           最終報告（案）の修正確認 

最終報告の討論～採決 

          

11 月 24 日 議会制度検討委員会 

政策討論会・全体会を踏まえた事務調整 

議長への最終報告書の提出 

 

        ※12 月定例会 （必要がある場合） 

議案提案、提案理由説明、質疑、討論、採決 
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第 11 政策討論会・全体会の検討結果 

 １ 最終報告（素案）について 

    「議会活動と議員定数等との関連性及びそのあり方について 最終報告（素

案）」が、議会制度検討委員会から政策討論会・全体会に対し報告があったので、

平成 22 年 10 月 25 日に全体会を開催し、会津若松市議会としての案とすることに

ついて討論・採決を行った。その内容については、次のとおりである。 

  

 ⑴ 討論 

   ① 反対 

１）議会制度検討委員会は、市民との意見交換会で議員報酬や議員定数に最も多

かった意見を受けて何らかの政策形成するために設置されたと理解している。 

市民の大方の趣旨は、議会も議員報酬や議員定数について自ら削減を図る改

革が必要との趣旨と理解し、自分もその必要性があると考えている。市民の声

に迎合するのではなく、地方自治改革を進めていくうえで、その先の公務員待

遇の見直しも不可避な大きな課題であり、その改革に着手するためにも、議員

こそ自ら率先垂範の立場にあると思っている。 

以上のような観点から、かつ市民への説明責任という観点に照らして、最終

報告（素案）と次のとおり考えが異なるので、反対する。 

      議員報酬については、議員報酬の算定が原価方式により市長の給料を基礎と

して、議員活動換算日数モデルを乗じて議員報酬モデルの妥当性を説明してい

るが、次の点で市民の理解を得られないと考える。 

      １点目は、市長給料と一日単価を同一に算定しているが、公選職という同一

性はあっても、その職責の大きさ、質の違いから同一の単価というのは疑問が

残る。 

２点目は、市長の給料は、時の市長により減額は大胆に実施されえるもので

あり、いってみれば普遍性の低い市長給料を単価の基準額とすることは、論理

的に根拠が薄い。 

３点目は、議員換算日数は増加の傾向にある。将来において議員報酬の引き

上げの論理的な根拠として今回の案が安易に利用されることが懸念される。 

４点目は、領域Ⅹの活動を議会活動の範囲とするという定義づけは同意する

が、議員報酬の算定にその活動時間を入れることは、市民の理解は得られにく

い。 

５点目は、原価方式による議員報酬算定は、基準単価の問題や議員活動換算

日数の不確実、不透明性を有しており、その説明は極めて困難である。そう

いった意味では議員報酬から歳費に転換すべきである。 

議員の議会活動と生活を保障するための適切な単価の水準という考え方こそ、

これからの議会にとって必要であり、歳費とすることで地域経済の実態や市の

財政構造・状況に機敏に反映させることが可能である。これは、類似団体との

比較ではない、地域社会の経済や生活実態との比較方式の採用につながると考

える。 

 

    ２）多くの市民は、時給７、８百円で働いている。１日に５，６千円の給料で働   

     いているのが大半である。そういう中にあって、議員は、時給 5 千円という

べら棒に高い価格を示しており、到底市民の意見、納得を得られるものではな
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い。これから始まる市民との意見交換会において、当然そのことが強く指摘さ

れると思う。市民の生活というものが今どういう状態にあるか、そういう状態

の中で議員報酬はどうあるべきかということを考える必要がある。市民の生活

と遊離した、全く乖離した議員報酬というものは有り得ない。なぜなら、市民

の税金を我々はいただているからである。そういうことから、この報告書にあ

るような 1 日 4 万円の日当というものは到底桁外れであり、市民の意見とあ

まりにも違いすぎると、こういう議会はいらないという、議員に対する市民、

国民の不満というのは高すぎるということに表れると考える。市民とともに苦

楽を共にする議会であれば、当然そのことに目をやらなければならないと考え

る。 

また、議会の専門化が謳われているが、議会が専門職化していくということ

は、今後に大きな憂いを残すことになる。いわゆる議員になるのは特別に与え

られた高い専門性と、それから何よりも職業を持たない人がその資格を有する

ということになれば、議会の本来の姿からは遠ざかってしまう。そういう意味

から、議会の専門職としての今回の報告には賛同しかねる。 

その他、今、市内を見渡すと、倒産、閉店、リストラ様々ございます。農家

の所得も半分以下になっている。そういう状況の中で議員だけが特別扱いされ

るということは、到底許されない。この後の市民との意見交換会の中で出され

るであろう疑問に対して反論できないような状況におかれていると、そういう

ことではならないという立場から今回反対をする。 

 

   ② 賛成 

    １）議会基本条例の前文には、二元代表制の主旨を踏まえ自己変革にあたっては、

議事機関たる議会はまず、多様な市民の多様な意見を多様に代表できるという

合議機関としての特性を最大限に生かし、そして、これを元に政策形成サイク

ルを作りながら、今行動してきている。 

先ほどの質疑の中で明らかになったのは、今回の議員定数、報酬はこれはあ

くまでも市民に対して説明するための方式、道具であり、モデルであるという

ことである。そして、そもそも議員定数、報酬その在り方について、なぜ我々

が討論するのかということについては、第 1 回の市民との意見交換会に出され

た市民からのご意見である。定数は多いのではないか、削減が必要、また、報

酬も削減すべきという、さらには、議員はどういう活動をしているのかという

様々な議会活動に対する、議員活動に対する理解不足からである。 

それを全体討論会も含めた分科会、そして、それを広報広聴委員会が整理し、

議会制度検討委員会で議論されてきた。その中で議会基本条例第 8 条、議決責

任が重要である。これは、条例第 5 条第１項の説明責任を果たす、そのために

は、議員間討議をする、それが今の全体討論会である。それをやるためには、

問題分析をする政策討論会、これは議会制度検討委員会である。そして、課題

設定をする際には、広報広聴委員会であり、その議論をリードしたのが、江藤

先生をはじめとする大学の先生方である。そして、中間報告にまとめ、第４回

市民との意見交換会でご意見をいただいた。そして、その際、重要なことは、

市民から出された 185 日、これがいいのか、報酬がこれでよいのかという議

論に、議会制度検討委員会は再度その疑問に答えるべく調査活動をし、本日の

全体討論会の報告になっている。一つひとつの事例を挙げれば、まだまだ調査



 

- 111 - 

研究すべきところがあるようではあるが、今日の質疑を通して今回の素案につ

いては妥当と認識している。委員長も報告しているが、現在の議会だけではな

く将来の会津若松市、そして、会津若松市議会がどうあるべきかということを

検討してきた、これは新たな視点である。そういった意味では、今回まとめた

議会活動と議員定数等との関連性及びその在り方をとおして、将来に向けて会

津若松市議会が更なる改革を進めていく、そういった指針になると考え、賛成

する。 

 

    ２）おそらくこの 12 月の議会で若松市議会は明治以来 476 回目の議会を迎える。

その中で、この 2 年近い日数をかけて検討委員会がまとめてきたこの素案に

ついて、一つひとつ検証するには若干の問題点もあるかもしれないが、議員に

なってから議会の中でこれほど本気になって自分たちのことを検討したことは

ない。  

過去 110 年の中でもなかったことではないかと考える。これが全てではな

いが、これをひとつのしっかりとしたモデル、テキスト、我々の教科書、そう

いう立場からこれは、しっかりと尊重しながら我々の議会活動につなげ、それ

を市民に説明する必要がある。そういう意味で皆さんにも同意を得てこれは最

終報告としたいと思う。 

 

３）この報告書の中で、今、議会に対して、あるいは議員に対して求められてい

るものは何か、市民の正に負託された活動として行政のチェック機能であり、

また、政策立案機能、それを遺憾なく発揮するために、議会としての役割が求

められている、そういう指摘がされている。同時にその権能と機能を強化して

いくための報酬のあり方、そこについても今後現在の我々議員だけではなく、

将来議員になろうとする市民の方々、そういった方々がしっかりとその役割を

担っていく、それは専門性ではなく、専念しなければいけないという意味であ

って、専門性という言葉とは異なると理解しているが、この議会としては本来

市民から負託を受けたその役割を発揮していくための報酬として、現状がどう

なっているかをつぶさに調べた今回の素案については、正に説得力のある市民

に対して説明を果たしうる内容になっていると考えることから賛成する。 

 

  ⑵ 採決 

     以上の討論があったことから、最終報告（素案）については、採決に付された

ところ、賛成多数で原案のとおり決すべきものとされたところである。 
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２ 議員定数案について 

「議会活動と議員定数等との関連性及びそれらのあり方について 最終報告

（素案）」が、政策討論会・全体会で原案のとおり決せられたが、議員定数につ

いては、三案併記となっていたことから、全体会として一案に絞ることが必要と

なり、討論・採決を行った。その内容については、次のとおりである。 

 

   ⑴ 討論 

    ① 採決そのものに反対 

１）機が熟していない。定数にまだはっきりとした方向性を見出せない。その

ため、三案いずれについても意思表示ができない。よって退席する。 

 

２）議員定数を決定するに際しては、常任委員会の定数も視野にいれて検討す

る必要がある。制限つきの議会の議員の定数っていうのは有り得ない。そう

いう姿で採決をしようとしている状況には私は参加することができない。 

 

    ② ３０人に賛成 

     １）1 年 10 ヶ月にわたって議会制度検討委員会が議論し、その間、中間報告

も行いながら市民との意見交換会を開催し、その中で会津若松市議会基本条

例に基づいた政策形成サイクル、これを行っていくには、非常に議員同士の

議員間討議が非常に重要な位置づけにある。そこから、議員定数については、

３０人で了としたいと考えている。現時点の中で議員間討議にはついては 1

年ほど経過もしているが、これが７名が良いか、８名が良いかについては、

まだ結論が至ってない。  

さらに、３０名とする根拠についてですが、今市民との意見交換会を開催

している５つの班、６人の議員が、市内１５箇所に分かれて意見交換会の説

明をしているが、そういったことも踏まえて現状の３０の定数を熟度をみな

がら、次のステップとして２９が良いか、３３が良いかという結論を導き出

す必要がある。そういったことから、３０名の定数について賛成する。 

 

     ２）様々市民の要望がある中で、人口減少というような状況も今私たちの周り

にはある。そういった中において、市民全体の奉仕者、利益の代弁者という

立場を私たち一人ひとりがもっていると同時に、地域の代表という側面も否

めない。  

そういった中にあって、人口減少地域においては、議会に議員としての代

表を送れないというような地域も出ている。この現状を考えたときに、やは

り定数はなるべく、そういった様々な多様な市民の意見、地域の意見を吸い

上げられる数がしっかりと確保されるべきと考える。同時に、議員として議

員間討議、委員会において、その市民の立場、あるいは、論点争点を整理し

ながら議論をして市民の福祉の向上のため努めていく。そのためにも必要な

数が確保されなければいけない。そういった中にあって、現状の社会経済情

勢を併せて勘案すれば、現行の３０名がもっとも相応しいと考え、３０人に

賛成する。 

 

     ３）３３人はありえない。北会津村、河東町と合併して３市町村の当時の定数
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の合計は６４である。これが合併して３０になったというのが、１９年の選

挙である。議会改革というのは、今回で終わりということではなく、これは

連続して行われる。我々のこの論議は、来年４月の改選の定数を視野にいれ

て討論されていると思う。そういった中で、合併後１回目の選挙で、定数３

０になったが、もう１回の選挙、２回の選挙を同じ定数のまま対応してもよ

い。この次の改選後に、あるべき姿論は、継続して検討してもらうことが必

要である。  

毎回選挙により、議員間の新陳代謝というのが起こる。その中で、議員間

討議を行っているが、１期目のとき２期目のとき、３期目と経験を経ること

によって、議論の流れというものが異なってくる。新陳代謝の中で、どう経

験を生かしていくのかという引継ぎのところが重要と考える。そういった意

味からでも、一定程度の議員数は議員間討議をする上において必要である。 

 

   ③ ２９人に賛成 

     １）議員報酬については、検討された中で１６９日というような日数が出てい

た。その中で、議員自体に余力があると一般市民の目線からすればあるので

はないかと考える。そういう中で定数にいては、議員間討議ができる議員数

が重要ということは同感である。その中で、７名ないし、８名ということに

なるが、現在、２９名の現員数となっているが、４つの委員会で７名で４×

７＝２８にプラス議長１名となり２９人となる。一番大事である議員間討議

を確保することは、２９人で十分である。また、人口が本市も非常にこの

年々減少していること、財政状況、それらを総合的に勘案すれば、１名減と

言うのもやむを得ない。 

 

    ④ 三案すべてに反対 

     １）会津若松市議会自らが求めた多様な市民の多様な意見を政策に反映し、真

の地域民主主義の実現をさせるためには、これまでの定例議会、一般質問や

各常任委員会における委員間討議の中における質疑で求めてきたように、全

庁横断的な事業施策を行っていく必要があると考えている。本市の抱える

様々な諸問題を横断的に解決するには、各議員が持っている専門的な知識や

今まで培ってきた経験を生かして３つの常任委員会へと移行し、その機能を

高めていく時期にきているものと考える。しかし、常任委員会のあり方につ

いて、今回は諮問されておらず常任委員会のあり方が議員定数の決定に大き

な影響を及ぼす可能性が残され、今後議論を深めていく必要性があると判断

することから、議員活動と議員定数等との関連性及びそれらのあり方最終報

告素案のうち今回提案された２９人案、３３人案、３０人案、そのいずれに

ついても反対をする。 

 

   ⑵ 採決 

      以上の討論があったことから、議員定数案については採決に付されたところ、 

３０人案が過半数を超えた賛成多数となり、本市議会案と決したところである。 

    ※ 採決状況 

     ３３人案：賛成なし、２９人案：賛成５人、３０人案：賛成１９人、 

全部反対：３人、退席：１人 
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第 12 「議会活動と議員定数等との関連性及びそれらのあり方」最終報告 

について 

今回、市民との意見交換会において、市民の皆さんに最終報告（案）を提示し、その 

内容について様々なご意見を頂戴したところである。そこで、これらの様々なご意見

を議会として集約・整理するとともに、分析と受け止めをしながら、議会としての最

終報告をまとめるものである。 

 

１ 市民意見の集約結果等 

   第６回市民との意見交換会における「議会活動と議員定数等との関連性及びそれら

のあり方」に対するご意見は、全体で１３８件（５件の重複含む。）であった。 

   その中で分野ごとの意見内訳は、次のとおりである。 

※ 議員報酬、議員定数で５件の重複あり。 

 

   市民意見の件数は以上であるが、その主な内容と件数については、次のとおりであ

る。 

 

 ⑴ 議員活動（２２件） 

  ① 市民要望をよく聞いて欲しいという意見              １１件 

・議員は市民要望をよく聞いてほしい。 

・市民が必要な議員になってほしい。 

・選挙のときだけよい顔をするな。    

  ② 議員活動に対する意見                       ７件 

・議員活動をよりわかりやすく説明をするべき              

・この検討以外にも活動をしていることを伝えるべき。          

・議員個人の活動量や能力、資質を検討すべき。活動を時間で計るのは 

納得できない。  

・議員個々の活動記録の公表を検討すべき。               

・先進地調査の情報を職員に開示すべき。                

  ③ 質問                               ４件 

   ・議員活動とは何か。169 日以外の日は何をしているか。         

   ・一人議員減になると、仕事量は増えるのか、議員専業はいるのか。    

 

⑵ 活動日数（４件） 

  ① 質問                               ４件 

・活動日数モデルの修正理由は。                    

・年間活動日数や労働時間の算出方法は。                

・１年 10 ヶ月の検討期間で、モデル日数が減ったが、検討期間が長くなれば、 

もっと減るのではないか。           

   ・タイムレコーダーなどで労働時間を判定しないのか。報酬は会社の実績に 

よるが議会はどうか。               

項目 
議員 

活動 

活動 

日数 

議員 

報酬 

議員 

定数 

政務 

調査費 

検討プロ

セス等 
その他 合計 

件数 ２２ ４ ４１ ２７ １０ １９ １５ １３８ 
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 ⑶ 議員報酬（４１件） 

  ① 議員報酬削減の意見                       ２７件 

   ・市長給与で換算することはおかしい。                 

・議員報酬は高すぎる。下げるべき。                        

・財政難のときにこの計算式はおかしい。もっと考えるべき。       

・社会経済情勢、財政状況等から考えるべき               

・日当制を検討すべき。                        

・部・課長職に合わせるべき。                     

・報酬を下げ、定数を増やしては。 

  ② 議員報酬を下げるべきでないという意見               １件 

・議員は責任をもって将来の会津若松市を考えてもらわなければならない。 

    日当制やボランティアはとんでもない。不況だから下げればよいは間違い。 

  ③ その他の意見                           ３件 

・資料「約１千万円減らしても」は大したことないのか、ズレてないか。 

   ・議員報酬の上限を市長の年収内で決めればよい。            

   ・政務調査費のように報酬も使わなかったら、返納することにすればよいのでは。 

 ④ 質問                              １０件 

・なぜ市長給料をベースにしたのか。                  

・類似団体等との比較はどうだったのか。                

・常勤と非常勤の職員がいるが給与はいくらか。             

・正副議長は議員より高いが。                     

・矢祭の日当制にした場合の額は。                   

・議員報酬カットの扱いについて、再度戻すのか。            

 

 ⑷ 議員定数（２７件） 

  ① 議員定数削減の意見                       １０件 

   ・定数削減すべき。                          

   ・委員会数を減らし、定数を減らすべき。                

・税収が下がり、人口も減る。なぜ、議員を減らさない。         

   ・５人ぐらい削減すべき、単なるパフォーマンスか。           

   ・24 人・25 人でも議会は開ける。市民に何人がふさわしいか耳を傾けるべき。             

  ② 議員定数削減すべきでないという意見                ２件 

   ・議員定数は多いほうがよい。削減ありきはおかしい。          

   ・減らせば民意吸収が低下する。そのためには議員は必要。単に減らすべきでない。 

  ③ その他の意見                           ５件 

   ・地域経済の動向など、10～20 年先を見越して検討すべき。        

・60 人であれば民意が吸収できる。であれば、20 人の議員にスタッフを 

3 人つけてのグループ形態での活動はどうか。 

・地区に議員がいないと困る市民が出るから 30 人必要という考えはおかしい。 

   ・報酬や定数の正解はない。議員は御用聞きをすべき。          

  ④ 質問                              １０件 

・25 人の検討はしなかったのか。                   

・29 人の考え方について                       

・１名いないと支障があるのか。                   
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・29 人と 30 人は同じようなものでないか。                

・なぜ 30 人程度が必要か。                       

・29 人・30 人・33 人の根拠は、人口比率的なものか。           

・過去 30 人に削減したが、今回の検討はそれと違うのか。         

・30 人の定数は、合併協議会で決めたのか。               

・最終報告案のそれぞれの賛成者数の合計が合わないが。         

・定数を決める根拠や定理などはないか。                

 

 ⑸ 政務調査費（１０件） 

  ① 廃止又は削減の意見                        １件 

・廃止又は削減できないか。 

  ② 現行金額では少ないとの意見                    ２件 

・政務調査費は少ないのではないか。 

  ③ その他の意見                           ２件 

   ・項目別明細をきちんとして欲しい。 

   ・使途についてバラバラであり、おかしい。  

④ 質問                               ５件 

・領収書の添付について。返金について。                

・政務調査費の監査について                      

・復命書について                           

・公開請求はあるのか。                        

   

 ⑹ 取り組みのプロセス等（１９件） 

  ① 検討プロセス・検討体制に対する意見                ７件 

   ・リアルタイムでの議論を聞きたい。                  

   ・批判的意見が多いと思う。もう一度検討しなおして欲しい。       

   ・議会改革は、市民感情こそ大事                    

   ・検討した結果、何も変わらない。数字合わせと市民の声がある。     

   ・議会制度検討委員会の市民委員が少ない。               

   ・第三者機関で検討・審議をしてもよかったのではないか。        

  ② 取り組みを評価する意見                      ５件 

   ・名古屋市や阿久根市のようなことにならないで欲しい。期待し、応援する。 

   ・資料良くできている。もう少し、詳しく説明してよい。         

   ・議員 30 人がよく勉強して決めたので、素晴らしいと思う。        

・自分たちが選んだ議員が 25 回も検討したのだから、最終案の決定は尊重すべき。    

③ 質問                               ７件 

   ・意見を聞いて、さらに議会内で検討するのか。             

   ・10 月 25 日の最終案の決定の意味は。                 

   ・定数・報酬はこれで決定か。                     

   ・江藤教授の具体的指示は、その内容は。教授の納得や了解を得たのか。  

   ・議会制度検討委員会の市民公募委員の公募方法、委員会の構成について  

   ・公募の委員の任期は。                        

   ・名古屋市長の行動に対して、議員としてどう思うか。 
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 ⑺ その他                              １５件 

   ・市独自の考え方をしてもよいのではないか。 

・協働型議会とは。 

・議会改革の一番のよりどころは。 

・民意の市政への反映の仕方は。 

・今日の意見交換会での発言は、議会としての発言か。 

・議会に提案権は。 

・議員が専門職となれば、一般の人は議員になれないのか。 

・兼業議員は何人か。 

・議会で否決がなく、当局と馴れ合いになってないか。 

・費用弁償はなくなったのか。 

・議会の調査費は、十分調査できるほどか。 

・議員年金の廃止は。 

・資料Ｐ１Ⅱ下から５行目、「例えば・・・・」は削除すべき。 

・特別職報酬等審議会は、事務局用意したもので決まってしまい、隣近所と 

同じになる。それはやるべきでない。 

   

※ 参考（市民との意見交換会会場での受け止め：11 月 25 日広報広聴委員会より） 

  ① 否定的な意見が一部（数人）から一方的に述べられ、肯定的な意見は出なかった

が、全員が一致している表情ではなかったので、全体的に否定的とは思えない。 

  ② 多数の方が議員報酬引き下げ、議員定数削減ありきの立場で意見を述べたが、他

の方は、議員の能力や資質は活動時間で換算できないのではないか、また、自分た

ち市民が代表として信頼し、選んだ議員の皆さんが多くの時間をかけて検討し、出

した結論であり、尊重するとの意見もあった。検討委員会に参加された市民委員２

人の方が、議員活動の実態を知る中で、自身の意識を変えられた経過と併せ考える

と、議会での議論が市民によりオープンに示される手法の検討が課題と思う。 

  ③ 議員定数について、「認めるべき」・「減らすべき」の発言者同士の意見交換が

あった。 

 

２ 議会制度検討委員会委員の意見、感想等（第 27 回議会制度検討委員会） 

（平成 22 年 11 月 19 日） 

  ① ３箇所のうち１箇所からは特に意見が出なかったが、２箇所からは厳しい意見を

いただいた。 

  ② 批判的な質問をいただいたが、丁寧に説明することで、一定程度の理解を得たと

感じた。 

  ③ 非常に否定的な意見が多いというイメージはある。一方、市民との議論を始める

ことができつつあるとも感じている。 

④ 市民同士で、意見のやり取りをするようになって来た。批判というのは、今回出

した内容に対してではなく、日頃からの議員の活動のやり方に対する批判と思う。 

    議員がどんな仕事をしているか、市民の皆さんにわかっていただいていないと思

う。議員報酬に見合った活動をしているのかということが、批判の声の根本にある

のではないか。議員定数を減らせるのではないかという意見のあとに、減らさない

方がいいという意見もあった。マイナスだけではなく、プラス意見もある。 
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⑤ 意見交換会の熟度が増し、多種多様な市民から、賛否いろいろいただき、少しず

つ議員活動、議会活動の理解を得てきたと感じる。 

⑥ 全体的に議会が取り組んでいることを受け入れてくれたと感じている。 

⑦ 議員報酬・議員定数について、ある程度理解していただいたと感じている。６回

の意見交換会を通じて、本当に理解している人は、理解しているので、これからは

自信をもって、改革をしたという、実績のもとに議員一人ひとりが市民の負託に応

えて頑張って欲しい。 

⑧ 目的があって議会制度改革が始まっていると思うので、そこの部分を議会の意思

として議会が言わなくてはいけない。議員がそこを市民に対してしっかり話すこと

で、市民の皆さんに伝わってきたことが多いと思うし、継続的に続けていただきた

い。 

  ⑨ Ｐ1－Ⅱの「議員 1 人当りの議員報酬や関係費を合わせても「約１千万円」であ

り、市の一般会計予算規模「約 445 億円」に対して、わずか 0.02％となり」の数

字の出し方に正確性、客観性がなかったのではないか。この予算規模は年度で変わ

る。安定的なのは基準財政需要額でこれとの比較であるべきでなかったか。 

  ⑩ Ｐ2 の「現在の議員を支える」は「現在の議員の議員活動を支える」とすべきで

なかったか。 

  ⑪ Ｐ2-Ⅲ4 議員報酬モデルの「議員報酬モデルについては、中間報告では「８６０

万円（上限）・・・・・現行の 750 万円としました。」の中で「財政状況も考慮

し」ということは、750 万円から削減するということも選択肢に入ってもよかった

のではないか。 

  ⑫ Ｐ3 議員の活動を公的支援と公務性から見た場合のこの図で、我々の検討では領

域Ｘに公務性を付与するという結論に至ったが、この図では公的支援がほとんどな

いことを示したものであり、この図を使う意味合いがあったのか。整合性に問題は

なかったか。 

  ⑬ Ｐ7 図 2 の「なお、市民相談に・・・・・・・・・・点に留意する必要があ

る。」は意味不明。制度的に否定されるということが、公務性や公的支援の妥当性

を付与することであり、公務性がなければ制度的には否定されるわけで、この文章

は矛盾しているのではないか。 

  ⑭ P8 最終報告における検討結果の市民要望・相談等に 180 時間としているが、こ

れは、議長に報告して、政策サイクルにのることによって公務性を付与するとして

きた。180 時間は、その規定をあてはめるべき時間だったのか。慎重に扱うべき時

間である。 

  ⑮ P9Ｑ＆Ａ1 の「例えば、議会運営委員会委員の活動機会「417」に往復の移動時

間や待ち時間・・・・・・・・・・・・議員活動にかかっていることになりま

す。」とあるが、我々が比較した基準は、市長の報酬であるから、市長の中に移動

時間が入って、移動時間を含めた中で検討してきたから、重複して説明することは

おかしい。市長の給料基準にしたということは、一日換算 45,000 円であり、一時

間の通勤時間をかけたということになれば、１時間 4,500 円の通勤手当を出してい

ることを認めることに繋がりかねない。 

  ⑯ この報告の中で、市長の年間給与を基にしたということで、市長の給与が一日

45,000 円に当たるということがもれている。 

  ⑰ P15Ｑ＆Ａ11 のメリット・デメリットの説明があるが、この書き方は 33 人にな

って、議会機能は向上する市全体のメリットよりも、一人の議員報酬が減額する議
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員個人のデメリットが優先したという結果報告であり、その考え方はいかがなもの

か。理由付けが不備である。 

 

３ 市民意見に対する議会制度検討委員会としての分析・受け止めについて 

   以上、市民との意見交換会の市民意見の整理・集約結果と、意見交換会各会場での

受け止め、議会制度検討委員会での意見、感想等とをもとに、意見の多かった項目、

「議員活動」・「議員報酬」・「議員定数」・「取組のプロセス等」について、議会

制度検討委員会としての受け止めを次のとおりまとめる。 

 

 ⑴ 議員活動 

    議員活動については、今までの市民との意見交換会の中でも出てきたが、「議員

は市民要望をしっかり聞いて欲しい」という意見が 11 件と多くなっている。これ

は平成 21 年 4 月に会津青年会議所で実施した市民意識調査アンケートの中でも、

議会に期待するものとして、市民の声の吸い上げが約４割という結果と軌を一にす

るものであり、議員活動に対して市民が望んでいることは「市民の声を聞いてほし

い」ということであることを再確認できたものと考えられる。 

他方で、「議員活動とは何か。その内容がわからないので説明を」との質問や意

見も 10 件程ある。これは、議員活動の現状や活動範囲・活動量については、これ

まで 2 年近くもの間、年 4 回の広報議会や計５回（のべ 75 回）にわたる市民との

意見交換会で繰り返し説明してきたが、まだまだ一般には理解されていないという

ことであろうと考えられる。ではなぜ理解されないのであろうか。それは、議員活

動は、今回の検討モデルでいえば、Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｘのいずれの領域においても、一

般には目に見えにくい活動であることに起因すると考えられるが、さらに、会津若

松市議会は一定の議会改革を進めているとはいえ、市民から見た場合における成果

は十分とは言えず、また、見えにくいということにも原因があると考えられる。 

以上からは、市民は、議員に対し自分の声を聞いて欲しいという期待を寄せる一

方で、一般からは見えにくい議員活動に対する不安や不満を感じていると受け止め

ることができるのではないかと考えられる。 

 

 ⑵ 議員報酬 

    今回頂いた意見等の合計 138 件のうち、議員報酬に関する意見等は 41 件と約

30％を占めており、議員報酬は最も関心が高い項目であると考えられるが、41 件

のうち議員報酬を削減すべきとする意見は 27 件と約 65％を占める。⑴でも述べた

ように、約２年間、議会改革の推進と一定の広報や意見交換を進めてきたにもかか

わらず、極めて厳しい結果となっている。 

そこでまず、議員報酬削減を求める意見 27 件を見ていくと、次の２つに大別さ

れると考えられる。 

第１の意見群は、地域経済の動向や雇用情勢の厳しさを背景として、議員報酬年

額が約 750 万円という水準であることに対して、いわゆる市民感情として議員報酬

削減を求める意見や、議員報酬の削減分を他の政策の財源とするべきであるという

意見等である（16 件）。これらは、平成 20 年 8 月に開催した第 1 回意見交換会か

ら継続して寄せられている意見であり、議員活動という役務の内容とは独立した視

点（経済情勢等）での削減要請の声と受け止められる。 

一方、第２の意見群は、市民との意見交換会で提示・説明してきた議員報酬モデ
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ルの内容に対しての批判的な意見である。それは、市長給料をベースにしているこ

とへの疑問、部・課長職を基礎とした日当制導入といった意見等である（11 件）。

これらは削減要請という点では第１の意見群と同じであるが、議員活動という役務

の対価として議員報酬をとらえ、役務内容が不透明あるいは不十分という批判をし

た上で、その対価である議員報酬の削減を要請している点で、第１とは異なる性質

の意見群であると考えられる。 

すなわち、第２の意見群は、議員報酬モデルの提示により、市民とともに議員活

動や議員報酬を考えていこうとする今般の検討フレームに対しては一定の理解を得

ることができ、さらに、ようやく市民と議会とが議員報酬に関する議論をスタート

させることができた証左と考えることができるのではないかと受け止められる。 

このような評価は、市民との意見交換会における市民意見に対する検討委員会委

員の大方の印象、すなわち「批判的・否定的・厳しい意見を数多く頂いたが、徐々

に一定のプラスの理解も得られ、あるいは、市民との議論を始めることができつつ

あるのではないか」という感想的意見とも整合するのではないかと受けとめられる。 

さらに、意見の数こそ少ないものの「議員の責務を踏まえれば安易に議員報酬を

下げるべきではない」とする意見も寄せられており、市民とともに議員報酬を考え

るための政治風土は少しずつであるが、着実に醸成されつつあると受け止めること

ができるのではないだろうか。 

いずれにしても、議員報酬に関しては、数としては依然として厳しい意見が多い

ことは事実であるが、そのような意見の中にも、議員報酬それ自体だけを批判の対

象とする意見だけではなく、議員活動という役務の意義や内容との関連性を踏まえ

た意見も増えるなど、市民意見の質的変化の兆しも見られるところであり、「削減

ありきではない、地域民主主義の実現の観点からの議員報酬のあり方を議論する」

という考え方がようやく緒についてきたのではないかと受け止められる。 

 

 ⑶ 議員定数 

    今回頂いた意見等の合計 138 件のうち、議員定数に関する意見等は 27 件と約

20％を占めており、議員報酬に次いで関心が高い項目であるが、27 件のうち議員

定数を削減すべきとする意見は 10 件と約 35％を超えている。議会改革の推進と一

定の広報や意見交換を進めてきたにもかかわらず、議員報酬と同様、極めて厳しい

結果となっている。 

議員定数削減を求める意見の背景には、議員報酬と同様に地域経済の動向や雇用

情勢の厳しさがあると考えられるが、議員活動よりも、議会という機関の活動やそ

の成果はさらに見えにくいためか、議会の必要性は低いという前提等により、議員

定数それ自体を批判の対象にする趣旨の意見が多いように見受けられる。そのため、

必要性の低い議会を構成する議員を少しでも減らし、その財源を他の政策課題に充

ててはどうか、という意見が多いのではないかと受け止められる。 

一方、議員定数については、地域民主主義や議会改革の論理を理解する立場から

は、安易に削減すべきではないとする意見も２件寄せられている。また、広報広聴

委員会の報告では、30 人案に対して「認めるべき」・「減らすべき」と発言者同

士での議論があったことが報告され、また議会制度検討委員会委員からも、５回の

意見交換会を通じて、徐々にではあるが、理解が進んでいるのではないかとの報告

があったところでもある。 

いずれにしても、議員定数に関しても、議員報酬同様、数としては依然として厳
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しい意見が多いことは事実であるが、一方では、議会改革の論理を理解していただ

いた方からは「削減ありきではない」という意見も寄せられており、徐々にではあ

るが、議員定数についても、地域民主主義実現の観点からの議論の萌芽が見えてき

たのではないかと受け止められる。 

 

 ⑷ 政務調査費 

    政務調査費については、廃止・削減を求める意見は１件だけであり、かつ、議員

報酬・定数に対する意見のように、直接的な批判意見があったわけでないが、意

見・質問の根底には、支出の透明性や使途の内容についての不安や懸念があるので

はないかと受けとめられる。一方、改革が進む現在の議会活動・議員活動を評価す

る立場からは「現在の政務調査費は少ないのでは」との意見もある。 

いずれにしても、政務調査費は議員報酬や議員定数よりも、議員活動の成果との

関係性がわかりやすい面があることが、このような意見の根底にあるのではないか

と受け止められる。 

 

 ⑸ 取り組みのプロセス等 

取り組みのプロセスや体制に関しては 19 件の意見を頂き、その中には、「数字

合わせ。市民感情を大事に」という批判的意見も数件見られるが、これらは、議員

報酬モデル 750 万円、議員定数モデル 30 人案が現行と変更がないことへの不満か

らでてきているものと考えられる。 

一方で、「名古屋市や阿久根市のようなことにはならないで欲しい、期待・応援

する」、「議会による精力的な取り組みを評価する。尊重する」というプラス評価

の意見は５件、さらに、「リアルタイムでの説明、市民委員の増員、第三者機関の

必要性」など、今後の取り組みを改善していくうえで有用な意見も数件寄せられて

いる。 

以上より、今般の一連の取り組みに当たっての基本姿勢、すなわち「議会・議員

活動及び議員報酬・定数を議会と市民とが共に考えていく」についても徐々にでは

あるが、理解を得られつつあるのではないか。そしてこのことは、広報広聴委員会

からの報告や議会制度検討委員会委員からの感想的意見「賛否はあるが、理解を得

てきたと感じる」とも整合するのではないかと受け止められる。 

 

４ 最終報告の確認（案） 

 以上、第６回市民との意見交換会で頂いた市民意見の分析・受け止め方を「議員活

動・議員報酬・議員定数・政務調査費・取り組みプロセス」といった項目毎に整理し

てきたが、138 件のうち、議員報酬・議員定数に関する意見は 68 件と約 50％を占め、

議会をテーマにした場合における関心の高さが窺える。さらにそのうち報酬・定数削

減を求める意見は 37 件で 68 件に対する割合は 50％を超え、全体意見数に対する割

合も約 25％と決して低くはない結果となっている。 

議員報酬及び議員定数については、賛否両論の意見があるとはいえ、議員報酬・定

数モデルに対する意見も徐々にではあるが増えてきており、さらに、少数ではあるが、

報酬・定数の維持を求める声も寄せられている。議員報酬・定数に対する理解が一気

に進んでいると言える状況ではないが、「議員報酬・定数を議会と市民とが共に考え

る」という取り組みフレームに対しては、徐々にではあるが、理解されつつあり、市

民との議論の基盤が築かれつつあるのではないかと受け止められる。 
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一方、このような「取り組みの姿勢・手続き・体制」には一定の理解が進んでいる

ものの、議員報酬・定数に対する内容面については、現在の経済情勢の中、いわゆる

市民感情からくると思われる削減要請の声は依然として多く寄せられている。 

それではなぜ、このようなことが生じるのであろうか。 

会津若松市議会は、全国の中でも議会改革を積極的に推進している自治体議会であ

り、市政運営や一定の政策課題については成果をあげているが、そのような成果は一

般にはわかりにくく、かつ、見えにくいことが、厳しい声が多い原因になっていると

考えられる。さらに、その成果が市民一人一人から実感を伴ったものとして評価され

る、そのような水準までにはまだまだ至っていないからではないか、と受け止めるこ

とができる。 

これらのことから、議会が目指し、取り組んできた議会改革の内容・成果とそれに

対する市民からの意見・評価との間には、一定の「ずれ」があると受け止める必要が

あるものと考えられる。 

そこで、最終報告に当たっては、この現時点における「ずれ」をどのように考え、

最終的確認を行っていくかが重要になってくる。 

たしかに、第 1 回市民との意見交換会以来、議員報酬・定数削減を求める声は、数

的には多く寄せられており、それは第６回においても同様であるが、これまで見てき

たとおり、その意見内容は徐々にではあるが質的な変化の兆しが見え始めているとこ

ろである。 

しかしながら、このような中で仮に議員報酬や議員定数を削減すればどのようにな

るであろうか。 

市民からの評価が低いということは、市民の目線から見て議会機能や議員活動がま

だまだ低い水準にとどまっているということであるが、そのような状態での削減は、

これまでの最終報告に係る検討成果を踏まえれば、さらにその機能や活動を低下させ

る方向に帰着してしまうため、現時点での両者の「ずれ」は、将来にわたり大きくな

ってしまうことが懸念される。 

そこで今般の最終報告にあたっては、現時点での議会に頂いている理解は依然とし

て高いとはいえない水準にあることは重く受け止めつつも、徐々にではあるが、しか

し着実に、議員報酬・定数に対する理解と議論の輪が広がりつつある傾向を踏まえ、

現時点における「ずれ」をこれ以上大きくすることなく、将来にわたって着実に埋め

ていくこと、議員報酬・議員定数・政務調査費については、最終報告案のとおり、

「現行の 750 万円、30 人、月額１人当たり 35,000 円」とすることをあらためて確認

しようというものである。 

しかしながら、今回の最終報告内容は、必ずしも市民の方々から十分な評価を頂い

ているわけではない。そこで、これまで以上に議会改革を推進していくことを通じて、

その活動成果を少しでも多くの市民の皆さんに届けることを第１としたうえで、第２

には、わかりにくい、見えにくいとされる議会活動及び議員活動について、その内容

や成果をよりわかりやすく説明していくことが必要である。そのため、この最終報告

は、議会改革の実践とその説明責任を継続的に実践していくことを内外に宣言し、そ

の履行を市民の皆さんに約束する、議会としてのマニフェストという意義を有するこ

とを併せて確認するものである。 
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５ 今後の取り組み方向 

   以上のような最終報告のマニフェスト的な意義を踏まえ、以下では、今後の取り組

み方向をあらためて示す。 

第１は、地域民主主義の実現に向け、今後とも議会基本条例を踏まえ、市民との意

見交換を行い、議員間で討議し、議会として意思を決定・提示することを通じて、行

政改革、さらには市政発展を実現することを志向し、かつ、永続的に取り組んでいく

ことである。 

第２は、第１で宣言した議会改革を進めることと並行して、議員報酬・議員定数の

根拠となる議員活動の範囲・量や議会機能の維持・向上策等について、より多くの市

民の皆さんのご理解が得られるよう、議会活動や議員活動の「見える化」を進めるこ

とが求められる。この見える化については、最終報告案でも、今後の課題として北海

道福島町議会のような議員評価システムや議員白書的なものの検討に言及しているが、

最終報告のマニフェスト的意義を踏まえ、より具体的課題として認識し、位置付けて

いくことが必要と考えられる。 

第３は、市民の方々への説明と意見交換の場の拡充である。これまでの約２年間で

計５回開催してきた市民との意見交換会（地区別）については、議会基本条例によっ

て新たに築かれた市民と議会とをつなぐ正式な回路であり、今般のテーマの検討に当

たっても、政策形成サイクルの起点としての問題発見に始まり、その後の問題分析、

政策立案・決定の各段階で開催することで、市民に皆さんから貴重なご意見を頂くこ

とができた。このことは政策形成サイクルの具体的な実践としても意義のある取り組

みと評価することができるが、一方で、意見交換会は参加者の数・属性の点で課題も

抱えているところである。そこで今後はその補完機能として、より多様な層の多くの

市民の皆さんが参加し、意見交換ができる場の創出、例えば、議員活動・議員報酬・

議員定数のほか、政策討論会分科会で取り組み・検討している政策テーマや地域の課

題などをテーマとしたフォーラムやシンポジウムなどの開催を考えることも必要であ

る。 

第４に、議員報酬・議員定数に係る第三者機関の必要性である。今回の検討に当た

って、市民委員２人を議会制度検討委員会に加えてきたところであるが、これはあく

まで議会内会議への市民参加であり、第三者機関ではない。先進の自治体議会では議

会の附属機関で議員報酬を検討する方向性を模索しており、議会基本条例第７条（附

属機関の設置）も踏まえ、その活用について研究することも必要と考えられる。 

 

以上、今後の取組方向として考えられる課題を挙げたが、今回の最終報告はあくま

でもゴールではなく、議会活動・議員活動・議員報酬・議員定数について、今後とも、

市民と一緒に継続して考え、検討していくためのスタートとしての意義を有するもの

である。 

今般の最終報告によって、会津若松市議会がさらに改革を進め、進化を続けていく

とともに、そのような姿をよりわかりやすく説明し、市民の皆さんとの情報共有を通

じて、会津若松市における地域民主主義を実現し、市勢の発展と市民福祉の向上につ

ながっていくことを念願するものである。 
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※ 参考資料 

№ 項目項目項目項目 ごごごご意見意見意見意見・・・・ごごごご感想等感想等感想等感想等のののの趣旨趣旨趣旨趣旨 考考考考ええええ方方方方 地区地区地区地区

1

議員活動 市民感情、感覚からいうと厳し
い。特に議員の活動が判らない。
それだけに、市民に誤解がないよ
うな説明が必要ではないか。

一
箕

2
議員活動 議員の活動領域の説明がよくわか

らない。 北

3

議員活動 民間だったら給料の何倍かの働き
をしなければならない。議員さん
もしっかり働いて欲しい。 東

4

議員活動 報酬や定数自体が問題ではなく、
議会活動がそれに見合う内容なの
かが重要だ。活動の説明もまだ不
十分だ。

湊

5

議員活動 議員活動とはどういうものか。
169日以外の日は何をしているの
か。

議員活動については、議員報酬が議員の役務（活
動）に対する対価出るということから、議員活動が
どういうものかを検討する必要があります。その具
体的内容については、資料５・６ページにある本会
議や委員会、その他の会議への出席、それらの会
議のための準備、検討する活動、また、市民相談
や各種団体行事への出席や市主催行事への出席
などを議員活動としています。
これらの活動量（時間）を積算した結果が、169日
（1,354時間）という議員活動換算日数モデルとなっ
たもので、議員報酬モデルの算定基礎となるもの
です。
この日数モデルには、それぞれの活動にかかる正
味の活動時間しかみておらず、その時間以外は、
会議等に出席するための移動時間等や、それ以
外のプライベートな活動や政党・政治活動というも
のがあります。
なお、議員活動については、今後とも市民の皆さん
のご理解が得られるよう、議員活動の「見える化」
に努めるとともに、情報提供を進めてまいります。

南

6

議員活動 報酬とは議員活動のためのもの。
報酬に値する議員なのかどうかが
問題。報酬や定数の検討も良いけ
れど、他にも市民のためにこうい
うことをやっていますというもの
を市民に伝えるべきでないか。

議会・議員は地域民主主義の実現を図ることとし
て、住民の意見を聞き、議員間で議論し、議会とし
て意思を決定・提示することを通じて、行政改革、
さらには市政発展を実現するため、様々な活動を
しています。
今回の議会制度に関する検討もその一つですが、
それ以外にも、別に報告する政策討論会分科会に
おいて、市民の皆さんからいただいたご意見をもと
に課題設定をした項目について、検討をしておりま
す。
こういった取組を通じて、住民福祉の向上に努めて
いくものですが、その活動をより市民の皆さんにご
理解いただけるよう、今後とも議員活動の「見える
化」に努めるとともに、情報提供を進めてまいりま
す。

謹
教

議会活動議会活動議会活動議会活動とととと議員定数等議員定数等議員定数等議員定数等とのとのとのとの関連性及関連性及関連性及関連性及びそれらのありびそれらのありびそれらのありびそれらのあり方方方方
最終報告最終報告最終報告最終報告（（（（案案案案））））にににに対対対対するするするする市民意見市民意見市民意見市民意見へのへのへのへの対応対応対応対応

法令上、議員活動の内容は明確に規定されていま
せん。そのような中で、議員報酬は、議員の役務
の提供（議員活動）に対する対価であるとされてい
ることから、この役務（活動）の範囲がどのようなも
のかということを、検討する必要があります。
そのため、どのような活動が議員活動かということ
を、領域Ａ・Ｂ・Ｃ・Ⅹと設定するとともに、公務性の
観点から検討し、資料３ページの図にまとめ、その
具体的な内容を資料の５～７ページに記載してお
ります。
住民福祉の向上に向け、議員活動を行っていると
ころではありますが、今後とも、議員活動について
は、市民の皆さんにご理解が得られるよう、議員活
動の「見える化」に努め、情報提供を進めてまいり
ます。

１１１１　　　　議員活動議員活動議員活動議員活動
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7

議員活動 市長と区長の懇談会の内容を議員
もきくべき。

南

8

議員活動 上越市のことは知っていますよ
ね。もっと市民の要望に応える姿
勢が必要でないか。町内会長は自
分のことだからと責任をもって
やっている。議員も自らの主張も
あるかとは思うが、市民の声に真
摯に応えるべきだ。

謹
教

9

議員活動 議員と区長の役割だが、道路に穴
ができた場合、修理してくれ等
は、区長から市長に要望すべきこ
とか。

謹
教

10

議員活動 現実問題、誰にどのように意見を
言ってよいか判らない。町内会、
行政機関へ言っても、一方的に断
られることを想定すると、別ルー
トの議会からも意見を出せること
が大事ではないか。

北
会
津

11

議員活動 やるべき活動をやってくれれば、
そして市民に見える活動をしてく
れればそれでいい。

湊

12
議員活動 議員の人たちの顔を選挙のときし

か見ない。
大
戸

13

議員活動 お願いしますは選挙のときだけ
か。頼んでもちゃんとやってくれ
ない議員もいる。議員は住民に
とって何であるのかをよく考えて
もらいたい。

大
戸

14

議員活動 議員は、選挙のとき以外にも、個
別訪問をし、細かく市民の声を聞
く活動をしてほしい。

城
西

15

議員活動 市民に見える形で期待する活動を
して欲しい。それを見て判断した
い。

城
西

16
議員活動 市民の立場で、市民のために行動

して欲しい。
城
西

17

議員活動 議会制度改革自体は評価する。議
員の仕事の難度についてはどのよ
うな議論がなされたのか。公務員
とは計算根拠が違うのが当然。議
員の仕事の中身が問題であり、議
員個人の活動量や内容、能力、資
質を検討すべきであったのではな
いか。議員の活動を時間で計ると
いうのは納得できない。

議員報酬は、議員の役務（活動）の提供に対する
対価であるとされています。そのため、議員活動の
範囲と活動量の検討が必要となり、その結果、議
員活動換算日数モデルとして169日（1,354時間）を
設定したものです。ここでは、モデルという性格か
ら、議員個々の活動内容や能力、資質を反映させ
ることは適切ではないと考え、議員の活動量として
の日数（時間）に着目したものです。
なお、この議員活動については、市民の皆さんに
よる評価が今後必要になることも考えられますの
で、議員活動の「見える化」に努め、情報提供を進
めるとともに、例えば、北海道福島町議会のような
議員評価などの議員白書的なものの検討が必要
と考えるものです。

南

議員は、市民全体の代表者であり、市全体の視点
で考えることが求められますが、同時に、市民一人
ひとりの代表者でもありますので、その地区の抱え
る課題を把握することも必要であると考えます。
また、多様な民意を把握していくことは、議会にお
ける行政の監視、政策立案のためにも必要なこと
であると考えますので、これまで以上に、様々な機
会を捉えながら民意の把握に努め、住民福祉の向
上に努めてまいります。

議員は、市民全体の代表者であり、市全体の視点
で活動することが求められますが、同時に、市民一
人ひとりの代表者でもありますので、その地区の抱
える課題を把握することも必要であると考えます。
そして、その把握した民意を市政発展のために活
かしていく取組が求められていると考えます。
議会としては、多様な市民の多様な意見を政策課
題としてまとめ、政策を立案し、行政機関に対して
提言する政策サイクルによる取組をしておりますの
で、これまで以上に、様々な場面で市民の皆さん
の様々なご意見を頂戴しながら、住民福祉の向上
に努めてまいります。

道路の補修などの事業執行は、原則市長が行うこ
ととなりますが、その内容を市民要望や相談として
議員が受け、当局に取り次ぐことは可能です。
また、議会は、多様な市民の多様な意見を政策課
題としてまとめ、政策を立案し、行政機関に対して
提言する政策サイクルによる取組をしておりますの
で、これまで以上に、様々な場面で市民の皆さん
の様々なご意見を頂戴しながら、住民福祉の向上
に努めてまいります。
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18

議員活動 過去において、議員であった方に
要望したことがある。進展も回答
もなかった。そのような不道徳で
ふしだらな議員とならないよう
に。ただ数合わせ決めるのではな
く、少数精鋭で挑むべきであり、
本当に必要な議員になってほし
い。

議員は、市民全体の代表者であり、市全体の視点
で住民福祉の向上を目指すことが求められます。
と同時に、市民一人ひとりの代表者でもありますの
で、市民一人ひとりの抱える課題を把握し、住民福
祉の向上につなげていくことも必要であると考えま
す。
そのため、地域民主主義の実現として、住民の意
見を聞き、議員間で議論し、議会として意思を決
定・提示することを通じて、行政改革、さらには市政
発展を実現することが求められています。議員は、
そのための議員活動を行うものであり、議員間討
議ができる議員数が必要ということになり、今回の
議員定数の検討にも繋がっているものです。
なお、議員活動については、市民の皆さんによる
評価が今後必要になることも考えられますので、議
員活動の「見える化」に努め、情報提供を進めてい
くものです。

日
新

19

議員活動 グループ討議は6名ぐらい、議員
活動換算時間の関係、議員個々の
スケジュールの関係、記録を公表
して検討すべき。

議会の生命線である議員間討議ができる議員数と
しては、学識経験者の論によれば、７～８人という
ことが示されています。
本市議会における委員間討議の経験としても、7人
がギリギリであるとの認識となっております。そう
いったところから、委員会の討議できる委員数は、
７～８人が必要との結論に至ったものです。
議員活動の公表ということについては、今後議員
がどのような活動を行っているかという説明責任を
果たすことも重要でありますので、例えば、北海道
福島町議会のような議員評価など、議員白書的な
ものを通じた情報提供の検討など、議員活動の
「見える化」を通じた、情報提供を進めていくことが
必要と考えるものです。

河
東

20

議員活動 一人減ったらどのくらい仕事量が
増えるのか。議員専業の方はおら
れるのか。

単純に仕事量として出せるものはありませんが、そ
の考え方として、市民の代表である議員が減ると
いうことは、その分民意吸収が低下することにつな
がり、それを背景とした監視機能や政策立案機能
も低下することが考えられます。
この影響がある分を、他の議員がカバーするという
ことになれば、このカバーする部分が他の議員の
仕事として増えることになるものと考えます。
いずれにしても、住民福祉の向上に努めることが
議員の使命でありますので、これからもその使命を
果たすべく継続して議員活動に取り組んでいくもの
です。
また、議員専業の方ということですが、11人かと思
います。

東

21

議員活動 議員の行政調査のあり方につい
て、先進地を調査した際に市職員
へも情報を開示すべきではない
か。

調査してきた内容については、一般質問や委員会
で質問をしたり、直接職員に示したりして、情報を
還元しております。
それを受けて当局では、様々な施策に反映させて
きた経過にもありますので、今後ともその情報につ
いては、職員と共有化を図っていくものです。

一
箕
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22

議員活動 議員の活動領域のグラフの加筆修
正について、本当に行ったのか。

議員活動の範囲を検討するに際して、どのような
活動が議員活動かということを、領域Ａ・Ｂ・Ｃ・Ⅹと
設定するとともに、公務性の観点から検討し、資料
３ページの図にまとめたところです。
その中で、図の各項目の検討を行い、表現や位置
などを加筆・修正したところです。
具体的には、「一般質問の作成」を「一般質問（代
表・個人）の作成」に修正し、「要望の取次」を「要
望・相談」に修正するとともに、位置もあわせて修
正するなどの加筆・修正を行ったところです。
なお、今後とも、議員活動については、住民福祉の
向上に資するよう、活動内容を高めていくとともに、
「見える化」に努め、情報提供を進めていくもので
す。

北
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№ 項目項目項目項目 ごごごご意見意見意見意見・・・・ごごごご感想等感想等感想等感想等のののの趣旨趣旨趣旨趣旨 考考考考ええええ方方方方 地区地区地区地区

1

活動日数 185日から169日への変更、具体的
なことについて。

中間報告では、185日（1,478時間）という日数モデ
ルを示しましたが、平成21年11月の市民との意見
交換会において、この数字は裏付けのある、妥当
な数字なのかという指摘がありました。
委員会では、これらの意見を受け止め、その精査・
検証を行うこととしたものです。
その際には、議会基本条例制定後、様々な活動が
活発になり、その実態を反映することが必要と考
え、その活動を検証し、また実際に議員活動の実
態調査を委員会委員有志により行い、日数モデル
に反映したところです。
その結果、重複計上されていた項目や正副委員長
のみが対象となる項目から活動時間を削除すると
ともに、また領域Ａ及びＢに該当する活動の再度の
検証、さらには個人差の大きい領域Ｃの精査をし、
それらを相殺したところ、その結果として、169日
（1,354時間）の日数モデルとなったものです。
なお、議員活動については、地域民主主義を実現
し、住民福祉の向上につながるものとなるよう、今
後もしっかりと取り組むものであり、また、市民の皆
さんに議員活動内容が分かるよう、議員活動の
「見える化」に努め、情報提供を進めてまいります。

北

2

活動日数 議会活動の取りまとめの期間につ
いて、１年10カ月でそのくらい
減った、さらに減るのではない
か。

今回の修正については、あくまで議員活動量の精
査・検証から修正したものであり、単に期間が経過
したところから減ったというものではありません。
今回市民の皆さんにお示しした内容は、現時点で
考えられる議員活動量ということにはなりますが、
議会基本条例に基づいた議会・議員活動というこ
とを考えると、今後減るということは考えにくいもの
ですし、逆に増加することが考えられるところでもあ
ります。
議員活動については、地域民主主義を実現し、住
民福祉の向上につながるものとなるよう、今後も
しっかりと取り組むものであり、また、市民の皆さん
に議員活動内容が分かるよう、議員活動の「見え
る化」に努め、情報提供を進めてまいります。

北

3

活動日数 民間会社ではタイムレコーダーな
どで出勤や労働時間を判定する。
また報酬は会社の実績によるが議
会はどうか。

タイムレコーダーというものはありませんが、本会
議や委員会では、出席者名を記入する名簿があり
ます。そこには、勤務時間を記載するようなものは
ないものです。
また、会社の実績というものは、自治体という性格
上ありませんので、議員報酬をそこに求めるという
ことができないものです。
なお、議員がどのような活動を行っているかという
説明責任を果たすことも重要でありますので、今後
とも議員活動の「見える化」に努め、情報提供を進
めてまいります。

神
指

２２２２　　　　活動日数活動日数活動日数活動日数

 

 

 



 

- 129 - 

4

活動日数 年間活動日数や労働時間はどう算
出したのか。

議員活動換算日数モデルについては、議員報酬
が議員の役務（活動）に対する対価ということから、
その活動量を把握するため、日数モデルを設定す
ることとしたものです。
この議員活動換算日数モデルの求め方ですが、ま
ず、本会議や委員会、その他の会議への出席、そ
れらの会議のための準備、検討する活動、また、
市民の相談や各種団体行事への出席や市主催行
事への出席などに要する時間をそれぞれ検討し、
積み上げてきました。
その結果、1,354時間となり、これを一日８時間の活
動として割り返すことにより、169日というモデルを
設定したものです。
なお、議員活動については、地域民主主義を実現
し、住民福祉の向上につながるものとなるよう、今
後もしっかりと取り組むものであり、また、市民の皆
さんに議員活動内容が分かるよう、議員活動の
「見える化」に努め、情報提供を進めていくもので
す。

神
指
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№ 項目項目項目項目 ごごごご意見意見意見意見・・・・ごごごご感想等感想等感想等感想等のののの趣旨趣旨趣旨趣旨 考考考考ええええ方方方方 地区地区地区地区

1
報酬 議員報酬を算定する場合、なぜ市

長をベースとして算定を行ったの
か。

一
箕

2

報酬 なぜ市長の報酬を基準とするの
か、民間は利益に基づいて給与を
換算している。その都度検討があ
る。議会も５年後、10年後、この
検討がなされなければならないの
では。

北
会
津

3

報酬 市長の給与で換算しているようだ
が、この会津の経済、子どもたち
も就職できない状況にある。

城
北

4
報酬 給与の問題、市長と対比にするこ

とがおかしい。
河
東

5

報酬 なぜ市長の給与を基準としたの
か。市民の給与実態に合わせた報
酬基準とすべきではないか。

行
仁

6

報酬 市長の報酬がモデルというのは理
解できない、部長とかその下の役
職とかをモデルにすべきではな
かったのか。また、この計算根拠
法だと、議員の仕事の量や日数が
増えれば、報酬も上がってしまう
のではないか。それは違うのでは
ないか。

今回の検討は、議員活動がみえない、議員は何を
しているか分からないということから、議員活動を
明らかにし、それに見合う議員報酬をモデルとして
求めようということから検討をはじめています。
そこでは、議員報酬の基礎を市長の給料月額に求
め、議員活動換算日数モデルと市長の活動日数と
の比率により、議員報酬月額を求めました。
その活動比率が変われば議員報酬も変わるのか
ということですが、これは議員活動の範囲と量との
関係で、議員報酬を説明するために採用した考え
方であって、将来に向けて、会津若松市議会議員
の議員報酬額を、日当制的に算定するために採用
したものではありませんし、今後もそのような考え
はないものです。
なお、今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえ
つつも、議会・議員のあり方を継続して研究し、市
民と一緒に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよ
りわかりやすく説明しながら、地域民主主義を実現
し、住民福祉の向上に努めてまいります。

南

今回の議員報酬の検討に当たっては、議員活動
量（役務の提供量）を求め、それに対応する議員報
酬モデルを設定することとしました。
その中で、議員と市長は直接住民の選挙によって
選ばれる公選職であり、市民に対して同じ責任を
有しています。
この点を重視し、市長の給料月額を基礎とする全
国町村議会議長会検討案により議員報酬モデル
を設定したものです。
なお、今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえ
つつも、議会・議員のあり方を継続して研究し、市
民と一緒に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよ
りわかりやすく説明しながら、地域民主主義を実現
し、住民福祉の向上に努めてまいります。

３３３３　　　　議員報酬議員報酬議員報酬議員報酬
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7

報酬 市長は常勤、議員は非常勤であ
る。また、矢祭町は日当制にして
給与削減ができた。考え方とし
て、課長職相当で考えるべき、ま
た日当制で行うべきである。

一
箕

8

報酬 議員報酬は高すぎるというのが、
市民の声だ。だから矢祭の例が持
ち出される。

東

9

報酬 169日という日数が算出された
が、それで年額を割れば、45,000
円という額が出てくるのだから、
日当制がダメということにはなら
ない。一番わかりやすい。

東

10

報酬 議員は一日５万円、議員日数８０
日で４００万円が妥当ではない
か。結果の出せる議員であれば市
民は問題ない。

一
箕

11

報酬 新聞で政令指定都市の浜松市の議
員報酬額64万円となっていた。本
市も月割りにすると、64万円で同
じになる。また矢祭町同様に日当
制にした場合について説明をいた
だきたい。

浜松市の64万円というのは月額を表しているもの
と思いますが、議員報酬モデルでは月額49万4千
円としており、浜松市と同額ということにはならない
ものです。
また、日当制にすればどうかとのことですが、議員
報酬モデルの検討時の部長相当職の日当4万1千
円を日当額とすれば、議員活動モデル換算日数
169日を乗じると、約693万円となります。
なお、議員報酬モデルについては、原価（積算)方
式、比較方式、収益方式と検討をしてきた経過に
あり、その中で、実証性・理論的であるとして、積算
方式である全国町村議会議長会検討案によること
としたものです。
今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえつつも、
議会・議員のあり方を継続して研究し、市民と一緒
に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよりわかり
やすく説明しながら、地域民主主義を実現し、住民
福祉の向上に努めていくものです。

東

12

報酬 報酬の算定については、毎日新聞
の指摘のように、部・課長にあわ
せたほうがよい。

城
西

13

報酬 中間報告では860万円、まずそこ
で驚いた。市長は毎日働いてい
る。市長の仕事の中身を100とす
れば、議員は80ぐらいではない
か。補助職とはいえ、やはり部
長、課長との比較が正しいのでは
ないか。人口も減っている。デ
パートも撤退した。市全体の景気
を考えれば、750万円は高いとい
うのが、率直な市民の意見だ。

南

市長も、議員も法律上は、常勤であるとも、非常勤
であるとも規定されていません。そのような中で、
議員報酬はどうあるべきかということを検討してき
たものです。
その中では、日当制も検討し、議員活動の役務の
提供に対する対価ということでは、実証性に優れて
いるものと考えたところです。
しかし、議員報酬の基礎を議員という公選職を考え
たときに、一般職に求めることが妥当かということ
を考え、議員報酬は同じ公選職である市長の給料
に基礎を求めることが相対的に理論的であるとし
て、日当制を除外したものです。
なお、今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえ
つつも、議会・議員のあり方を継続して研究し、市
民と一緒に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよ
りわかりやすく説明しながら、地域民主主義を実現
し、住民福祉の向上に努めてまいります。

議員報酬の考え方として、その基礎をどこに求める
かということは重要な問題と考えます。
そのため、議員報酬の検討にあたっては、原価（積
算）方式、比較方式、収益方式の３方式により検討
をしてきた経過にあります。その中で、原価（積算）
方式が他の方式より実証性が高いと考えられ、ま
た減価（積算)方式の中でも、議員と市長は同じ住
民の直接選挙により選ばれる公選職であることを
重視し、全国町村議会議長会検討案により、議員
報酬モデルを求めることとしたものです。
なお、今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえ
つつも、議会・議員のあり方を継続して研究し、市
民と一緒に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよ
りわかりやすく説明しながら、地域民主主義を実現
し、住民福祉の向上に努めてまいります。
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14

報酬 報酬については、経済状況と相対
的に考えるべきであり、景気との
関連性という視点が欠けているの
ではなかったか。

南

15

報酬 財政事情から、おかしいのではな
いか。必要な金額から算出すべ
き。

河
東

16

報酬 議会自ら検討することは良いこと
だけど市の財政も考えるべき。市
民感情としては何らかの削減が必
要と思っている。

謹
教

17
報酬 報酬は市税の動向に連動すべき

だ。
行
仁

18

報酬 実質公債費比率が基準をクリアー
していない中では、報酬を削減す
べき。

城
西

19

報酬 高齢化社会となってきている。施
設に入れない高齢者も多い。そう
いう方々からいろんな税を徴収す
るのはおかしくないか。議員の給
与５％カットが即できるのであれ
ば、更にカットを行って財源にす
べきでないか。議員は奉仕の精神
で行うべきでないか。議員給与
は、市民感情を抜きにしてはあり
えないのではないか。

少子高齢化は、社会の大きな課題であり、それを
克服するためにも、二元代表制の一翼を担う議会
は大きな責任をもっていると考えます。
そのため、議会としてこのような政策課題に取り組
むための議員活動が大変重要であり、その議員活
動を支える議員報酬や、議会の意思を決定する議
員間討議ができる議員数である議員定数というも
のが重要になってきます。
そこでは、議会改革として、議員報酬や議員定数を
削減する行革の論理ではなく、住民の意見を聞
き、議員間で議論し、議会として意思を決定・提示
することを通じて、行政改革、さらには市政発展を
実現する地域民主主義の実現が重要との観点か
ら、様々検討してきたものです。
その中で、議員活動に対する役務の対価としての
議員報酬モデル750万円と設定したものです。
なお、今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえ
つつも、議会・議員のあり方を継続して研究し、市
民と一緒に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよ
りわかりやすく説明しながら、地域民主主義を実現
し、住民福祉の向上に努めてまいります。

一
箕

今回の検討に当たっては、単なる行革の論理によ
る最小の経費で、最大の効果という効率性の追求
ではなく、住民の意見を聞き、議員間で議論し、議
会として意思を決定・提示する、地域民主主義の
実現が重要であるとしています。
そこでは、議員活動とはどういうもので、その活動
量から議員報酬はどうあるべきかを様々な観点か
ら、検討してきたものです。
その検討の中で、議員と市長は直接住民の選挙に
よって選ばれる公選職であり、市民に対して同じ責
任を有しています。
この点を重視し、市長の給料月額を基礎とする全
国町村議会議長会検討案により議員報酬モデル
を設定したものです。
今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえつつも、
議会・議員のあり方を継続して研究し、市民と一緒
に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよりわかり
やすく説明しながら、地域民主主義を実現し、住民
福祉の向上に努めてまいります。
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20

報酬 議員定数が30人とあるが、議員定
数を増やして議員報酬を削減すべ
きではないか。また、４年間は解
散がないが故に、議員の馴れ合い
があるのかどうか。

議員定数の検討にあたっては、議員間討議ができ
る人数が議員定数になるものと考え、検討を進め
てきました。その中で、33人の案を検討した経過に
あり、30人の場合と比較して、多様性の点で委員
会の監視機能や政策立案機能は高まり、また議会
としての民意吸収機能も高まることが明らかとなり
ました。
一方で、議会費（議員報酬総額・行政調査旅費・政
務調査費）を一定とすると、議員1人当りの議会費
が減額となり、議員活動に支障が出る恐れがあ
り、また、活動日数モデルによる議員活動量は減
少しないまま、議員報酬額は減額となり、議員に対
する負担だけが増大するというデメリットが考えら
れたところです。
これらの内容を政策討論会・全体会で協議したとこ
ろ、最終的に賛成者はいなかったものです。
また、議員の馴れ合いについてということですが、
議員は、市民福祉の向上を目指し、そのための議
会・議員活動を行うものです。その中では議会とし
ての意思を決定するため、議員間討議が重要にな
り、そこには馴れ合いということはないものと考えて
います。
なお、今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえ
つつも、議会・議員のあり方を継続して研究し、市
民と一緒に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよ
りわかりやすく説明しながら、地域民主主義を実現
し、住民福祉の向上に努めてまいります。

城
北

21

報酬 議員報酬などに対して比較方式と
の記載があるが、具体的にどの町
と比較したのか。

城
北

22
報酬 類似団体との比較ではどうか。

東

23

報酬 類似自治体との人数と報酬との比
較はしたのか。他の自治体がどう
なっているのかデータとしてあれ
ば示して欲しい。

日
新

24

報酬 事業量に違いがあることは理解で
きるが、議員のやることはそんな
に違わない。平均的なところで決
定する方法もあるのではないか。 東

25

報酬 政務調査費のように、報酬も使わ
なかったら返納するということに
すればよいのではないか。

議員報酬は、議員の役務（議員活動）に対する対
価とされており、議員の調査研究に資するための
必要な経費の一部として交付される政務調査費と
は性格が異なり、議員報酬を政務調査費と同様に
扱い、返納することはできないものです。
また、公職選挙法においては、議員は寄付行為が
禁止されており、当該団体への寄附もできないこと
となっております。

日
新

類似団体全体の情報を資料として収集し、その後
議会基本条例を制定している団体や議員定数規
模が同じ団体の議会活動状況などを調査し、検討
してきた経過にあります。
その中では、議員活動状況を比較するため、一定
の指数化を試みましたが、類似団体の議員活動全
体を把握したものではないこと、さらに類似団体の
議会を取り巻く環境も異なることから、議員報酬を
適正に比較する条件が揃わないことが明らかとな
り、原価（積算)方式に対して比較方式は実証面・
理論面で相対的に説明能力は低いことを確認した
ものです。
なお、今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえ
つつも、議会・議員のあり方を継続して研究し、市
民と一緒に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよ
りわかりやすく説明しながら、地域民主主義を実現
し、住民福祉の向上に努めてまいります。
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26

報酬 常勤の職員と非常勤の職員がいる
が給与はいくらか。

常勤の職員については、職員の給与に関する条例
で給料表により定められております。非常勤の職
員は、非常勤職員の報酬等に関する条例で、職名
ごとに決められております。
それぞれの職において、額は異なるものとなってお
ります。

河
東

27

報酬 議長・副議長は議員より多いが。 議長・副議長について、議長は議場の秩序を保持
し、議事を整理し、議会の事務を統理し、議会を代
表するものです。副議長は議長が欠けたとき、議
長の職務を行うこととなりますので、議長、副議長
とも、その責任に応じて、議員報酬額が異なってい
るものです。なお、公務としての仕事量について
も、議員より多いという状況もあります。

河
東

28

報酬 議員報酬の上限は市長職の年収内
に収めて議員の報酬を決めればよ
い。

今回の議員報酬の検討に当たっては、市長の給
料月額を基礎とする全国町村議会議長会検討案
により議員報酬モデルを設定しています。これは、
市長の給料月額に、議員活動量（役務の提供量）
と市長の活動日数の比率を乗じることで、議員報
酬を求める方式です。
この方式により議員報酬モデルを設定したのは、
議員と市長は直接住民の選挙によって選ばれる公
選職であり、市民に対して同じ責任を有している点
を重視したことによるものです。
なお、今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえ
つつも、議会・議員のあり方を継続して研究し、市
民と一緒に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよ
りわかりやすく説明しながら、地域民主主義を実現
し、住民福祉の向上に努めてまいります。

河
東

29

報酬 資料の議員定数を減らす、約１千
万円減らしても「大したことな
い」のか。「ズレ」ているのでは
ないか。

市長に対する監視機能の重要性を説明するため、
例示をしたものであり、財政上の影響が少ないこと
を説明するものではありません。
当然市の予算ということを考えれば、額の多少に
かかわらず、その重要性はあるものであり、その予
算の目的にしたがって執行することが求められるも
のです。
なお、今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえ
つつも、議会・議員のあり方を継続して研究し、市
民と一緒に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよ
りわかりやすく説明しながら、地域民主主義を実現
し、住民福祉の向上に努めてまいります。

北

30

報酬 最初から削減ありきでなくとした
ことに疑問である。最初から削減
を考えないといけない。自分たち
の報酬が妥当だと考えるのか。

これは、行政改革の論理である最小の経費で最大
の効果をということではなく、住民の意見を聞き、
議員間で議論し、議会として意思を決定・提示する
ことを通じて、行政改革、さらには市政発展に寄与
することを考えたためであり、ゼロベースからもの
ごとを考えていこうということを表現したものです。
なお、行革の論理も重要な視点ではありますので、
その考えを無視するものではないものです。
なお、今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえ
つつも、議会・議員のあり方を継続して研究し、市
民と一緒に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよ
りわかりやすく説明しながら、地域民主主義を実現
し、住民福祉の向上に努めてまいります。

北
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31

報酬 議員報酬のカットの扱いについて
説明されたが、再度報酬を戻すの
か。

議員報酬については、条例で規定されており、そ
の変更については条例の改正が必要となります。
また、額の変更については、特別職報酬等審議会
の審議が必要とされておりますので、単に条例改
正だけの問題ではないということになります。
以上から、議員報酬の額を戻すということは、現在
のところないものです。

北

32

報酬 「市民がこれからの新たな議員に
なるために」との説明だが、生活
を保障することが新たな議員に
とって必要との発想こそ不可解な
説明だ。国会議員歳費カットや市
民所得に照らし、報酬を当分の
間、10～20％カットしてはどう
か。

ここでの説明は、議員報酬は、現在の議員の議員
活動を支えるためのものということではなく、これか
らの議員（将来の議員）になる市民を支えるために
も必要であることを説明しているものです。その将
来の議員を支えるということは、議員報酬以外でも
生計を維持し得るような特定の層だけではなく、多
様な層の市民が、安心して議員選挙に出られるよ
うな一定の議員報酬水準が必要という意味を有し
ていることを表現したものであり、生活も支える生
活給的なものが必要であることを説明したもので
す。
なお、今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえ
つつも、議会・議員のあり方を継続して研究し、市
民と一緒に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよ
りわかりやすく説明しながら、地域民主主義を実現
し、住民福祉の向上に努めてまいります。

行
仁

33

報酬 過去の意見交換会で、議員報酬の
削減をしたほうが良いとの意見
は、市内の各地区を合計すると５
３件ほど出ている。議会から納得
のいく説明がないので、私は議会
に陳情を出している。この陳情の
意図は、各地区からの意見であ
る。また、陳情者が議会に呼ばれ
委員会室に入ることは、かなり抵
抗があるものと思う。

今回の検討に当たっては、単なる行革の論理によ
る最小の経費で、最大の効果という効率性の追求
ではなく、住民の意見を聞き、議員間で議論し、議
会として意思を決定・提示するためには、地域民主
主義の実現が必要であるとしています。
そこでは、議員活動とはどういうもので、その活動
量から議員報酬はどうあるべきか、また、議会機能
を発揮する議員定数がどうあるべきかを様々な観
点から、検討してきたものです。
今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえつつも、
議会・議員のあり方を継続して研究し、市民と一緒
に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよりわかり
やすく説明しながら、地域民主主義を実現し、住民
福祉の向上に努めてまいります。

一
箕

34

報酬 議員は責任をもって将来の会津若
松市を考えてもらわなければいけ
ないのだから、矢祭町のような日
当制とか、ボランティアで、など
はとんでもないことと思ってい
る。不況ということもあり下げれ
ばよいという風潮があるが間違い
だ。

今回の検討に当たっては、単なる行革の論理によ
る最小の経費で、最大の効果という効率性の追求
ではなく、住民の意見を聞き、議員間で議論し、議
会として意思を決定・提示するためには、地域民主
主義の実現が必要であるとしています。
そこでは、議員活動とはどういうもので、その活動
量から議員報酬はどうあるべきか、また、議会機能
を発揮する議員定数がどうあるべきかを様々な観
点から検討し、その結果、議員報酬モデル750万円
と設定をしたものです。
なお、今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえ
つつも、議会・議員のあり方を継続して研究し、市
民と一緒に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよ
りわかりやすく説明しながら、地域民主主義を実現
し、住民福祉の向上に努めてまいります。

東
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35

報酬 議員報酬についてであるが、危機
的な財政難である時にはこの計算
式ではおかしい。もう少し考える
べき。期末手当の額は年金生活者
の年収に匹敵する。所得格差がひ
どすぎる。委員会を３つに減らし
てはどうか。

今回の議員報酬の検討に当たっては、議員活動
量（役務の提供量）を求め、それに対応する議員報
酬モデルを設定することとしました。
その中で、議員と市長は直接住民の選挙によって
選ばれる公選職であり、市民に対して同じ責任を
有しています。
この点を重視し、市長の給料月額を基礎とする全
国町村議会議長会検討案により議員報酬モデル
を設定したものです。
また、本市議会では委員会中心主義を採ってお
り、現在４つの常任委員会があります。
議員定数の検討に当たっては、この委員会で議員
間討議ができることを基本に検討してきました。
その結果、一委員会７人～８人が妥当ではないか
という結論に至り、政策討論会全体会で協議した
結果、現行の30人案ということになったものです。
ここで、委員会数については、議会制度検討委員
会の検討事項ではなかったため、その検討は行わ
なかったものです。
今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえつつも、
議会・議員のあり方を継続して研究し、市民と一緒
に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよりわかり
やすく説明しながら、地域民主主義を実現し、住民
福祉の向上に努めてまいります。

日
新

36

報酬 （議員報酬の話の続き）もう
ちょっと仕分けできないか。

事業仕分けの考え方は、投資した財源に対してど
の程度の効果があったのかという、効率性の面か
ら当該事業のあり方を考えるというものですので、
今回の議会制度のあり方を考える手法、地域民主
主義の実現とは、性格が異なるものと考えます。
そうはいいながらも、行革の考え方を否定するわけ
ではありませんので、その観点を含めて検討を重
ねてきたものでもありますし、今後も議会・議員の
あり方を継続して研究し、市民の皆さんと一緒に考
えていくものです。

日
新
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37

報酬・定
数

議会の結論はそのまま受け止めざ
るを得ないが、大方の市民の意見
は削減であり、引き下げにある。
あとは議会の良識だ。

神
指

38

報酬・定
数

市民の現状にてらせば、報酬・定
数ともに削減すべきだ。 城

西

39

報酬・定
数

ボランティア精神も加味して定数
25人くらい、報酬2割削減。 城

西

40

報酬・定
数

矢祭のように報酬額を下げれば、
定数削減ではなく、増やすことが
できるのではないか。

東

41

報酬・定
数

市の人口減少や地域経済の動向な
ど、10～20年先を見通しながら議
会のあり方（報酬や定数）を検討
すべきだ。

地域民主主義の実現ということを考え、議会はどう
あるべきかを考えることは、休むことなく、継続して
検討していくことが必要と考えます。
そのようなことからいえば、今回の検討は、一過性
のものではなく、市民福祉の向上を目指し、さらな
る努力を続けていくことが必要と考えております。
今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえつつも、
議会・議員のあり方を継続して研究し、市民と一緒
に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよりわかり
やすく説明しながら、地域民主主義を実現し、住民
福祉の向上に努めてまいります。

行
仁

今回の検討に当たっては、単なる行革の論理によ
る最小の経費で、最大の効果という効率性の追求
ではなく、地域民主主義の実現である、住民の意
見を聞き、議員間で議論し、議会として意思を決
定・提示することを通じて、行政改革、さらには市政
発展につなげることを目指しています。
そこでは、議員活動とはどういうもので、その活動
量から議員報酬はどうあるべきか、また、議会機能
を発揮する議員定数がどうあるべきかを様々な観
点から、検討してきたものです。
そういった意味では、今回のモデルが、会津若松
市議会にとって、必要なものであり、議会機能を発
揮するものといえるものです。
なお、今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえ
つつも、議会・議員のあり方を継続して研究し、市
民と一緒に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよ
りわかりやすく説明しながら、地域民主主義を実現
し、住民福祉の向上に努めてまいります。
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№ 項目項目項目項目 ごごごご意見意見意見意見・・・・ごごごご感想等感想等感想等感想等のののの趣旨趣旨趣旨趣旨 考考考考ええええ方方方方 地区地区地区地区

1

定数 報酬は４年という任期があり、公
務員と違い不安定なのだから今の
ままでよいのではないか。しか
し、税収が下がることが判ってい
て、しかも人口が減ることも、ま
た企業の撤退も噂されている。に
も拘わらず、議員数を減らさない
のは説明を聞いても納得できな
い。

今回の検討に当たっては、削減ありきという姿勢で
は臨まなかったところです。
これは、議会改革は、行革の論理による最小の経
費で最大の効果という効率性の追求ではなく、地
域民主主義の実現を目指すものであり、両者は異
なるということからきています。
地域民主主義の実現とは、住民の意見を聞き、議
員間で議論し、議会として意思を決定・提示するこ
とを通じて、行政改革、さらには市政発展を実現す
るということです。
そういったことから検討を重ね、その中では市民の
皆さんのご意見もいただいてきたところでもありま
す。これらのご意見を踏まえつつ、議会として民意
吸収機能や監視機能、政策立案機能といった議会
機能の発揮できる議員定数の検討を行い、政策討
論会・全体会で協議した結果、30人案となったもの
です。
なお、今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえ
つつも、議会・議員のあり方を継続して研究し、市
民と一緒に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよ
りわかりやすく説明しながら、地域民主主義を実現
し、住民福祉の向上に努めてまいります。

南

2

定数 議員定数は、実験に基づいて決め
ていただきたい。（１年目は10
人、２年目は20人というような中
で）検討の中で結論を出すのでは
なく。

議員定数の検討に当たっては、まず10人のような
少数議会や60人のようなマンモス議会、現行の30
人議会を設定し、検討をしてきました。
その中では、少数議会は、民意の吸収力が低下
し、それを背景とした監視機能、政策立案機能も低
下することが指摘されたところです。
その結果、本市議会として少数議会にする決め手
はないとしたところです。
また、議員の任期は４年となっておりますので、一
年ごとに定数を変更することは、現実的に困難と考
えます。なお、今後も、社会経済情勢、財政状況を
踏まえつつも、議会・議員のあり方を継続して研究
し、市民と一緒に考え、議会が生まれ変わっていく
姿をよりわかりやすく説明しながら、地域民主主義
を実現し、住民福祉の向上に努めてまいります。

北
会
津

3

定数 60人の場合であれば民意が吸収で
きるということであるが、皆が同
じ立場ではなく、20人の議員にス
タッフとして３人付けて、グルー
プ形態での活動はどうか。

議員は、公職選挙法により住民の選挙を受け、議
員としての職務を遂行することとなります。そのた
め、議員の役割を異ならせるということは法律上で
きないものですので、ご意見のような手法は取れな
いということになります。
なお、今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえ
つつも、議会・議員のあり方を継続して研究し、市
民と一緒に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよ
りわかりやすく説明しながら、地域民主主義を実現
し、住民福祉の向上に努めてまいります。

北
会
津

４４４４　　　　議員定数議員定数議員定数議員定数
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4

定数 常任委員会を、6人×４委員会、
プラス議長１人にすれば議員は25
人でよいと思うのだが、検討しな
かったのか。

30人と比較し、25人の場合を検討しましたが、議員
5人減により、民意吸収機能は低下し、また多様な
市民の多様な意見を背景とした行政の監視、政策
立案機能も低下し、全体的に議会機能が低下する
ことにつながることがわかりました。
その結果、25人案は除外すべきとなったものです。
なお、今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえ
つつも、議会・議員のあり方を継続して研究し、市
民と一緒に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよ
りわかりやすく説明しながら、地域民主主義を実現
し、住民福祉の向上に努めてまいります。

南

5

定数 30人案になったといったが、24
人・25人でも議会は開ける。30人
でなければならないことはない。
市民に何人がふさわしいか耳を傾
けるべき。

今回の検討に当たっては、削減ありきという姿勢で
は臨まなかったところです。
これは、議会改革は、行革の論理による最小の経
費で最大の効果という効率性の追求ではなく、地
域民主主義の充実・実現を目指すものであり、両
者は異なるということからきています。
地域民主主義の充実・実現とは、住民の意見を聞
き、議員間で議論し、議会として意思を決定・提示
することを通じて、行政改革、さらには市政発展を
実現するということです。
そういったことから検討を重ね、その中では市民の
皆さんのご意見もいただいてきたところでもありま
す。これらのご意見を踏まえつつ、議会として民意
吸収機能や監視機能、政策立案機能といった議会
機能の発揮できる議員定数の検討を行い、政策討
論会・全体会で協議した結果、30人案となったもの
です。
なお、今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえ
つつも、議会・議員のあり方を継続して研究し、市
民と一緒に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよ
りわかりやすく説明しながら、地域民主主義を実現
し、住民福祉の向上に努めてまいります。

日
新

6

定数 今は29人でやっている。やり方に
よっては、27人でも28人でもでき
るはずだ。選挙の時ばかり良い顔
をしないで、議員を減らす努力を
するべき。

現在29人での議会となっておりますが、29人・33
人・30人のモデルで検討したように、それぞれのメ
リット・デメリットがあると考えます。
そのため、単なる行革の論理による最小の経費
で、最大の効果という効率性の追求ではなく、議会
改革の論理として、住民の意見を聞き、議員間で
議論し、議会として意思を決定・提示することを通じ
て、行政改革、さらには市政発展を実現することを
基本に、検討をし、政策討論会・全体会で協議した
結果、30人案となったものです。
なお、今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえ
つつも、議会・議員のあり方を継続して研究し、市
民と一緒に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよ
りわかりやすく説明しながら、地域民主主義を実現
し、住民福祉の向上に努めてまいります。

日
新
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7

定数 議員定数について、３案29人の考
え方について。

北

8

定数 １名がいなくなって支障をきたす
のか。

北

9

定数 29人と30人は同じようなものでは
ないか。

神
指

10

定数 地区に議員がいないと困る市民が
出るから30人は最低でも必要とい
う考え方はおかしいのではない
か。

議会は、地域民主主義の実現として、住民の意見
を聞き、議員間で議論し、議会として意思を決定・
提示することを通じて、行政改革、さらには市政発
展を実現することを目指しており、そのために議員
定数があると考えております。そこで、29人・30人・
33人のモデルを設定し、政策討論会・全体会で協
議した結果、30人案となったものです。
今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえつつも、
議会・議員のあり方を継続して研究し、市民と一緒
に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよりわかり
やすく説明しながら、地域民主主義を実現し、住民
福祉の向上に努めてまいります。

南

11

定数 そもそも国会議員の数が多い。自
治体ごとに定数を決めるべき。定
数を決める根拠とか定理のような
ものはないか。

現在の法律では、地方自治法に人口規模に応じた
議員定数の上限が規定されているのみであり、定
数の考え方というものは明らかになっていない状
況です。
そういったところから、今回の検討では地域民主主
義の実現という、討議できる議員数ということを基
本に検討を加え、その中では市民の皆さんのご意
見や学識経験者の指導・助言をいただきながら検
討をしてきたものです。
今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえつつも、
議会・議員のあり方を継続して研究し、市民と一緒
に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよりわかり
やすく説明しながら、地域民主主義を実現し、住民
福祉の向上に努めてまいります。

南

定数の検討において、29人と30人の場合を比較・
検討してきました。
その中では、議員間討議が可能かということで、29
人・30人の場合とも、一委員会7人以上の委員とな
り、議員間討議は確保できますが、29人の場合、
次のデメリットがあると考えられたところです。
・30人と比較して、一人とはいえ、市民代表として
の議員が一人減ることになるので、議会全体として
の民意吸収機能が低下し、把握する民意の量・質
が低下する。
・30人と比較し、一委員会とはいえ委員数が一人
少ないことから、様々な議員による多様性の点で、
監視機能、政策立案機能が低下する。
といった点がデメリットとして考えられたところです。
そういったところから、29人と30人を比較し、29人の
場合は、市民代表という人的資源を失うことにな
り、議会機能の向上にはつながらないと考えられ
たところです。
なお、今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえ
つつも、議会・議員のあり方を継続して研究し、市
民と一緒に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよ
りわかりやすく説明しながら、地域民主主義を実現
し、住民福祉の向上に努めてまいります。
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12

定数 報酬や定数のいくらがいいかなど
というのは正解がない。議員は御
用聞きであるべきなのにそれを
行っていないから、高いだの多い
だのといわれる。御用聞きをやら
ない政治家は要らない。定数の根
拠として、大学の先生の考えをも
らって、７人から8人というが、3
人ぐらいでもできるはずだ。大学
の先生はわかっていない。認識が
間違っている。

今回の検討については、平成20年8月の市民との
意見交換会における議員の活動がみえない、議員
報酬、議員定数は削減すべきとの意見から、検討
を始めたものです。
その検討にあたっては、地域民主主義の実現、住
民の意見を聞き、議員間で議論し、議会として意思
を決定・提示することによって、行政改革、さらには
市政発展に寄与することを念頭に検討してきまし
た。
その意味では、単なる御用聞きではなく、各層の多
様な市民意見を背景に、行政を監視し、政策提言
をしていくことが求められているものと考えます。
それには、民意を吸収する議員定数というものが
あると考え、またその意見を背景とした議員間討議
が必要であり、その結果を議会の意思として明ら
かにすることが重要であり、そのための議員定数
モデルを設定したところです。
その検討に際しては、学識経験者の考え方も参考
とさせていただいたものです。
なお、今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえ
つつも、議会・議員のあり方を継続して研究し、市
民と一緒に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよ
りわかりやすく説明しながら、地域民主主義を実現
し、住民福祉の向上に努めてまいります。

大
戸

13

定数 一人の議員が２つの委員会に所属
することができるのではないか。
そのようにして定数を減らすこと
ができるのではないか。

一人の議員が２つの委員会に所属した場合、一人
で二人分の議員活動をすることになると考えられま
す。その場合、議員活動換算日数モデルが169日
となっておりますので、単純計算では倍の338日の
議員活動となり、議員一人の活動量の限界を超え
てしまうものと考えます。
また、30人の半分として15人の議会とした場合、多
様な市民の多様な意見を議会に反映させることが
できるのかという問題もあります。
以上から、一人の議員が２つの委員会に所属する
ことで議員定数を削減することは、少数議会の検
討で確認したように、議会機能の低下につながるも
のと考えられます。
なお、今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえ
つつも、議会・議員のあり方を継続して研究し、市
民と一緒に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよ
りわかりやすく説明しながら、地域民主主義を実現
し、住民福祉の向上に努めてまいります。

大
戸
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14

定数 定数の算定に疑問。委員会の人数
は少なくとも7人は必要だといわ
れたが、常任委員会の数を減らせ
ばいいことで、定数はもっと減ら
せるのではないか。

本市議会では委員会中心主義を採っており、現在
４つの常任委員会があります。
議員定数の検討に当たっては、この委員会で議員
間討議ができることを基本に検討してきました。
その結果、一委員会７人～８人が妥当という結論
に至り、政策討論会全体会で協議した結果、現行
の30人案ということになったものです。
ここで、委員会数については、議会制度検討委員
会の検討事項ではなかったため、その検討は行わ
なかったものです。その後、政策討論会全体会で
議員定数の検討をした際に、委員会を減らすことも
考えられるのではないかという意見もありました
が、現在の委員会の所管事務量を考えると、単純
に減らすことはできないとの意見もあり、委員会数
については、別途検討すべきとなったものです。
なお、今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえ
つつも、議会・議員のあり方を継続して研究し、市
民と一緒に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよ
りわかりやすく説明しながら、地域民主主義を実現
し、住民福祉の向上に努めてまいります。

謹
教

15

定数 一人削減の例があるが、削減する
なら5人ぐらい削減すべき。議会
は単なるパフォーマンスをしてい
るだけではないのか。

今回の検討に当たっては、削減ありきという姿勢で
は臨まなかったところです。
これは、議会改革は、行革の論理による最小の経
費で最大の効果という効率性の追求ではなく、地
域民主主義の充実・実現を目指すものであり、両
者は異なるということからきています。
地域民主主義の充実・実現とは、住民の意見を聞
き、議員間で議論し、議会として意思を決定・提示
することを通じて、行政改革、さらには市政発展を
実現するということです。
そういった視点から検討を重ね、民意吸収機能や
監視機能、政策立案機能といった議会機能の発揮
の面から検討し、政策討論会・全体会の協議の結
果、現行定数30人案と決定したものです。
今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえつつも、
議会・議員のあり方を継続して研究し、市民と一緒
に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよりわかり
やすく説明しながら、地域民主主義を実現し、住民
福祉の向上に努めてまいります。

東
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16

定数 定数で29人・30人・33人の根拠は
人口比率的なものか。

29人・33人・30人の案については、まず、10人のよ
うな少数議会や60人のようなマンモス議会、現行
の30人議会とを、メリット・デメリットの点から検討
し、現行30人規模が残ったものですが、この30人
規模にも、幅があるのではないかという委員の提
案があったことから、民意吸収機能、監視機能、政
策立案機能の議会機能を高めることができる定数
の検討モデルとして、29人・33人・30人を設定し、検
討を加えることとしたものです。
その結果、いずれの場合も議会機能のメリット・デ
メリットがあり、政策討論会・全体会で協議した結
果、30人案となったものです。
なお、今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえ
つつも、議会・議員のあり方を継続して研究し、市
民と一緒に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよ
りわかりやすく説明しながら、地域民主主義を実現
し、住民福祉の向上に努めてまいります。

行
仁

17

定数 過去にも32名から30名にしたなど
の定数削減があったが、今回の検
討はそれとは違うのか。

今回の検討に当たっては、単なる行革の論理によ
る最小の経費で、最大の効果という効率性の追求
ではなく、議会改革の論理として、地域民主主義の
実現ということから、住民の意見を聞き、議員間で
議論し、議会として意思を決定・提示することを通じ
て、行政改革、さらには市政発展を実現することを
基本に検討をしています。
今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえつつも、
議会・議員のあり方を継続して研究し、市民と一緒
に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよりわかり
やすく説明しながら、地域民主主義を実現し、住民
福祉の向上に努めてまいります。

大
戸

18

定数 なぜ30人程度も議員が必要か。 議員定数については、29人･33人・30人のモデルを
設定し、議会機能の発揮という面から、メリット・デ
メリットを検討してきた経過にあります。
この議会機能とは、民意を吸収し、それを背景とし
た監視機能や政策立案機能であり、それらの機能
を発揮するためには、議員間討議が重要であるこ
とから、この議員間討議ができる人数として定数を
考えてきたものです。
その結果、いずれの場合も議会機能のメリット・デ
メリットがあり、多様な議論が望ましいとの観点か
ら、政策討論会・全体会で協議した結果、30人案と
なったものです。
今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえつつも、
議会・議員のあり方を継続して研究し、市民と一緒
に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよりわかり
やすく説明しながら、地域民主主義を実現し、住民
福祉の向上に努めてまいります。

謹
教

19

定数 30人の定数は合併協議会で決めた
のか。

合併協議会では、当初在任特例ということから、平
成19年4月の改選までは合併町村の議員を含めた
議員数を定数として、最大61人の議員がおりました
が、平成19年4月の改選時からは30人となったもの
です。

謹
教
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20

定数 最終報告書案では定数について３
案が併記され、全体会で賛否を問
うたとのことだが、それぞれの案
に対する賛成者数を合計すると、
現在の議員数と合わないのはなぜ
か。また、6×4委員会で24名の案
がなぜ出なかったのか。32名に賛
成者がいなかったのも疑問だ。

採決の内容については、29人に賛成：5人、30人に
賛成：19人、33人に賛成：０、全部の案に反対：3
人、退席１人と採決に入らない議長となります。
24人の検討ですが、一委員会6人となり、議会の生
命線である議員間討議が充実しないこと、さらに民
意を背景とした多様な議員が少ないことから、監視
機能、政策立案機能の低下が懸念され、検討から
除外となったものです。
32人については、そこに議長をプラスすると、33人
の場合となり、政策討論会・全体会での協議の結
果、賛成者がいなかったものです。
なお、今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえ
つつも、議会・議員のあり方を継続して研究し、市
民と一緒に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよ
りわかりやすく説明しながら、地域民主主義を実現
し、住民福祉の向上に努めてまいります。

大
戸

21

定数 議員定数は多いほうがよい、活動
費と議員定数との関係、削減あり
きはおかしいと思う。

今回の検討に当たっては、単なる行革の論理によ
る最小の経費で、最大の効果という効率性の追求
ではなく、地域民主主義の実現である、住民の意
見を聞き、議員間で議論し、議会として意思を決
定・提示することを通じて、行政改革、さらには市政
発展に資することが必要であるとしています。
そこでは、議員活動とはどういうもので、その活動
量から議員報酬はどうあるべきか、また、議会機能
を発揮する議員定数がどうあるべきかを様々な観
点から、検討してきたものです。
そういった意味では、今回のモデルが、会津若松
市議会にとって必要なものであり、議会機能を発
揮するものといえるものです。
なお、今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえ
つつも、議会・議員のあり方を継続して研究し、市
民と一緒に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよ
りわかりやすく説明しながら、地域民主主義を実現
し、住民福祉の向上に努めてまいります。

河
東
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22

定数 憲法と地方自治法に立つこと、二
元代表制、規定、地方自治法、市
長と行政、市民の代表の議会、緊
張関係の中で市の政治を行う。緊
張関係をどのようにしているの
か、市民の生活と福祉を守り抜く
こと、それで議会の構成を直し、
議員定数、報酬をそこから考える
べき、できたら市民の声を反映さ
せるためには議員を多く選出させ
ること、減らせば民意吸収が低く
なる、市民の生活を守る、この活
動を続けること、ただ単に議員を
減らすことではない。

今回の検討は、平成20年8月の第１回市民との意
見交換会で市民の皆さんからいただいた、議員は
どのような活動をしているのかわからない、議員報
酬や議員定数、政務調査費は削減すべきとのご意
見があり、一方では議会基本条例制定による新た
な取組、市民との意見交換会に対する、いわゆる
叱咤と激励をいただいたところから、検討を始めた
ものです。
その検討の際には、行革の論理による最小の経費
で最大の効果という効率性の追求ではなく、地域
民主主義の充実・実現を目指すことを念頭に取り
組んできたところです。
地域民主主義の充実・実現とは、住民の意見を聞
き、議員間で議論し、議会として意思を決定・提示
することを通じて、行政改革、さらには市政発展を
実現するということです。
こういった観点から検討をし、今回の最終報告案と
なったものです。
なお、今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえ
つつも、議会・議員のあり方を継続して研究し、市
民と一緒に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよ
りわかりやすく説明しながら、地域民主主義を実現
し、住民福祉の向上に努めてまいります。

鶴
城

23

報酬・定
数

議会の結論はそのまま受け止めざ
るを得ないが、大方の市民の意見
は削減であり、引き下げにある。
あとは議会の良識だ。

神
指

24

報酬・定
数

市民の現状にてらせば、報酬・定
数ともに削減すべきだ。

城
西

25

報酬・定
数

ボランティア精神も加味して定数
25人くらい、報酬2割削減。 城

西

26

報酬・定
数

矢祭のように報酬額を下げれば、
定数削減ではなく、増やすことが
できるのではないか。

東

27

報酬・定
数

市の人口減少や地域経済の動向な
ど、10～20年先を見通しながら議
会のあり方（報酬や定数）を検討
すべきだ。

地域民主主義の充実・実現ということを考え、議会
はどうあるべきかを考えることは、休むことなく、継
続して検討していくことが必要と考えます。
そのようなことからいえば、今回の検討は、一過性
のものではなく、市民福祉の向上を目指し、さらな
る努力を続けていくことが必要と考えております。
今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえつつも、
議会・議員のあり方を継続して研究し、市民と一緒
に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよりわかり
やすく説明しながら、地域民主主義を実現し、住民
福祉の向上に努めてまいります。

行
仁

今回の検討に当たっては、単なる行革の論理によ
る最小の経費で、最大の効果という効率性の追求
ではなく、地域民主主義の実現である、住民の意
見を聞き、議員間で議論し、議会として意思を決
定・提示することを通じて、行政改革、さらには市政
発展につなげることを目指しています。
そこでは、議員活動とはどういうもので、その活動
量から議員報酬はどうあるべきか、また、議会機能
を発揮する議員定数がどうあるべきかを様々な観
点から、検討してきたものです。
そういった意味では、今回のモデルが、会津若松
市議会にとって必要なものであり、議会機能を発
揮するものといえるものです。
なお、今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえ
つつも、議会・議員のあり方を継続して研究し、市
民と一緒に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよ
りわかりやすく説明しながら、地域民主主義を実現
し、住民福祉の向上に努めてまいります。
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№ 項目項目項目項目 ごごごご意見意見意見意見・・・・ごごごご感想等感想等感想等感想等のののの趣旨趣旨趣旨趣旨 考考考考ええええ方方方方 地区地区地区地区

1

政務調査
費

議員報酬は750万円で定数は30人
でよいと思うが、政務調査費を廃
止又は削減できないか。

政務調査費については、議員の調査研究に資する
ため必要な経費の一部として交付するものですの
で、安易に削減することになれば、議員活動に支
障がでる恐れがあります。
また、政務調査費の額については、平成20年6月
に議会基本条例を制定して以降、さまざまな議会・
議員活動に取り組んできているところであり、一定
の額は必要と考えたところです。
しかしながら、その額については、そのときどきの
財政状況や社会経済情勢を考慮しながら対応して
きているところから、各派代表者会議で予算編成
にあわせて検討をお願いするものです。
そのため、現実問題として、予算の枠もあることか
ら、現行の35,000円としたところです。
今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえつつも、
議会・議員のあり方を継続して研究し、市民と一緒
に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよりわかり
やすく説明しながら、地域民主主義を実現し、住民
福祉の向上に努めてまいります。

一
箕

2

政務調査
費

各会派の使途について、ばらばら
の支出であり、おかしい。

政務調査費は会派に交付することとなっており、そ
の使途については会派によって決められることとな
り、そのため、会派ごとに支出項目が異なることと
なります。
なお、政務調査費は、議員の調査研究に資する経
費の一部に対して交付されるものでありますので、
その使途については、その目的に十分かなうよう、
今後も適正な使用に努めていくものです。
その際には、裁判例や他自治体の監査報告なども
参考としながら取り組んでいくものです。

河
東

3

政務調査
費

項目別明細をきちんとしてもらい
たい。特に一人会派について。

河
東

4

政務調査
費

領収書の添付はどうなっている
か。

鶴
城

政務調査費の支出ごとに支出の内容を明らかにす
ることとして、領収書の添付が必須となっていま
す。項目別明細については、その内容により明ら
かにしているところですし、それに加えて、領収書
の添付だけではなく、政務調査費の支出が妥当か
どうかまで、各会派で確認をしながら支出をしてい
るところです。
なお、政務調査費の使途については、その目的に
十分かなうよう、今後も適正な使用に努めていくも
のです。
その際には、裁判例や他自治体の監査報告なども
参考としながら取り組んでいくものです。

５５５５　　　　政務調査費政務調査費政務調査費政務調査費
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5

政務調査
費

政務調査費の領収書などはどう
なっているのか。返金の多いとこ
ろもあるが。

政務調査費の支出ごとに支出の内容を明らかにす
ることとして、領収書の添付が必須となっていま
す。項目別明細については、その内容により明ら
かにしているところですし、それに加えて、領収書
の添付だけではなく、政務調査費の支出が妥当か
どうかまで、各会派で確認をしながら、支出をして
いるところです。
なお、政務調査費の使途については、その目的に
十分かなうよう、今後も適正な使用に努めていくも
のです。
その際には、裁判例や他自治体の監査報告なども
参考としながら、取り組んでいくものです。
また、政務調査費は、議員の調査研究に資するた
め必要な経費の一部として交付していますので、
年度末に残額が生じたときは、返還することとなっ
ています。

神
指

6

政務調査
費

政務調査費の監査はどうなってい
るか。

政務調査費の適正な使用を図るため、議長は収支
内容の報告に基づいて、必要な調査を行うこととし
ています。また、会派内においても、その使途が妥
当かどうか確認を行っております。
政務調査費の使途については、その目的に十分
かなうよう、今後も適正な使用に努めていくもので
す。

神
指

7

政務調査
費

復命書はだすのか。 政務調査費を使っての行政調査や研修などの場
合は、まず計画書を提出し、調査後や研修後にそ
の内容を記載した復命書を提出することとなってい
ます。
なお、その調査結果については、市政発展に反映
させるべく、今後も政務調査費の目的に沿った使
用に努めていくものです。

神
指

8

政務調査
費

公開請求はあるのか。 年に１件程度あります。
なお、閲覧資格を満たす場合には、議会事務局に
おいて閲覧が可能となっております。

神
指

9

政務調査
費

法律だけでも大変である。行政の
監視機能、行政はわけのわからな
い表現を行っている。政務調査費
３万５千円で足りるのか。

鶴
城

10

政務調査
費

政務調査費は少ないのではない
か。

湊

政務調査費の額については、一議員あたり一月
35,000円、年間42万円を会派に所属する議員数に
応じて、会派に交付され、その範囲内で調査研究
を行うことになります。総額としては、1260万円とい
うことになります。
政務調査費の必要性については、調査研究が住
民福祉の向上と市の発展にどれだけ貢献している
のか、そのために、何に、どれだけ、どのように支
出したのか等によって評価することが必要と考えて
います。
一議員あたりの調査研究費は、議会基本条例制
定以後、議会・議員の活動は活発化してきており、
そのための経費は増加傾向にあると考えていま
す。
そのような状況ではありますが、現在の市の財政
状況を考慮すれば、現在の予算の範囲内で対応し
ていくものです。
なお、政務調査費については、今後も、市政発展
に反映させるべく、その目的に沿った使用に努め
ていくものです。
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№ 項目項目項目項目 ごごごご意見意見意見意見・・・・ごごごご感想等感想等感想等感想等のののの趣旨趣旨趣旨趣旨 考考考考ええええ方方方方 地区地区地区地区

1

検討プロ
セス

リアルタイムでの議論を聞きた
い。最終的にどのようになったの
かが、市民にとっては経過が聞き
たいし大切な事である。

今回の報告では、議会としての意思決定内容に基
づいて報告をしていますので、個人的な意見や議
論をするものではないと考えています。
なお、議会の議論の経過等については、議会の動
きを伝えるものとしてお答えできます。
また、今後は、リアルタイムでの議論ということで
は、インターネットによる映像配信に取り組むことも
必要と考えるものです。

鶴
城

2

検討プロ
セス

議会改革に当たっては、市民感情
こそ大事だということを肝に銘じ
て欲しい。

今回の検討に当たっては、単なる行革の論理によ
る最小の経費で、最大の効果という効率性の追求
ではなく、地域民主主義の実現である、住民の意
見を聞き、議員間で議論し、議会として意思を決
定・提示することを通じて、行政改革、さらには市政
発展につなげることを目指しています。
そこでは、議員活動とはどういうもので、その活動
量から議員報酬はどうあるべきか、また、議会機能
を発揮する議員定数がどうあるべきかを様々な観
点から、検討してきたものです。
そういった意味では、今回のモデルが、会津若松
市議会にとって、必要なものであり、議会機能を発
揮するものといえるものです。
なお、今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえ
つつも、議会・議員のあり方を継続して研究し、市
民と一緒に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよ
りわかりやすく説明しながら、地域民主主義を実現
し、住民福祉の向上に努めてまいります。

城
西

3

検討プロ
セス

会津若松市の経済状況から見て反
対意見が今日は多いと感じる。決
定ではないと聞いて安心したが、
ぜひもう一度検討しなおして欲し
い。市民の意見に応えて欲しい。 南

4

検討プロ
セス

市民の意見をきいて、議会内でさ
らに検討するのか。

城
西

5

検討プロ
セス

定数・報酬の件は、これで結論な
のでしょうか。

北
会
津

６６６６　　　　検討検討検討検討プロセスプロセスプロセスプロセス等等等等

今回の検討に当たっては、削減ありきという姿勢で
は臨まなかったところです。
これは、議会改革は、行革の論理による最小の経
費で最大の効果という効率性の追求ではなく、地
域民主主義の充実・実現を目指すものであり、両
者は異なるということからきています。
地域民主主義の充実・実現とは、住民の意見を聞
き、議員間で議論し、議会として意思を決定・提示
することを通じて、行政改革、さらには市政発展を
実現するということです。
そういった観点から検討を重ね、その中では市民
の皆さんのご意見もいただいてきたところでもあ
り、これらのご意見を議会として受け止め、議会機
能を発揮する姿を求めてきたものです。
今回のご意見についても、議会として集約・整理
し、議会として受け止め、今までの検討経過を参酌
しながら、最終報告を取りまとめていくものです。
なお、今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえ
つつも、議会・議員のあり方を継続して研究し、市
民と一緒に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよ
りわかりやすく説明しながら、地域民主主義を実現
し、住民福祉の向上に努めてまいります。
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6

検討プロ
セス

決定ではないということだが、10
月２５日「最終案の決定」とある
がこれはどういう意味なのか。

今回の市民との意見交換会にあたって、議会制度
に関する検討内容を市民の皆さんに示すために
は、議会としての考えをまとめることが必要であり、
そのための案としてまとめたということです。
今後は、市民の皆さんからいただいた様々なご意
見を議会として集約・整理し、受け止め、今までの
検討を参酌しながら、議会としての最終決定をして
いくものです。

南

7

検討プロ
セス

検討した結果、何も変わらない。
数字合わせだという市民の声もあ
るがどうか。

今回の検討に当たっては、単なる行革の論理によ
る最小の経費で、最大の効果という効率性の追求
ではなく、地域民主主義の実現である、住民の意
見を聞き、議員間で議論し、議会として意思を決
定・提示することを通じて、行政改革、さらには市政
発展につなげることを目指しています。
そこでは、議員活動とはどういうもので、その活動
量から議員報酬はどうあるべきか、また、議会機能
を発揮する議員定数がどうあるべきかを様々な観
点から、検討してきたものです。
そういった意味では、今回のモデルが、会津若松
市議会にとって、必要なものであり、議会機能を発
揮するものといえるものです。
なお、今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえ
つつも、議会・議員のあり方を継続して研究し、市
民と一緒に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよ
りわかりやすく説明しながら、地域民主主義を実現
し、住民福祉の向上に努めてまいります。

大
戸

8

検討プロ
セス

江藤先生からの具体的指示はな
かったのか。その中身は。先生か
らの意見をいただいてから討論を
交わし、先生の納得や了解を得た
ものなのか。

様々なご指摘をいただいたところです。その中で、
特に重要と考えましたのは、議会改革の論理は、
最小で最大の効果を求める行革の論理とは異な
り、地域民主主義の実現にあるというものです。
また、議員報酬や議員定数の検討は、今の議員の
議員活動を保障するためのものということではな
く、将来の議員になろうとする人の議員活動の保障
をするためのものでもあり、市民誰でもが議員にな
ることができるようにするための議員報酬や議員
定数を考える必要があるという指摘もあります。
この指摘は、市民が議員として政治に係わることを
保障するという開かれた議会という意義を有してい
るということでもあり、今後こういった議会制度の検
討を行う上でも大変重要な視点であると認識して
いるところです。

日
新
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9

検討体制 議会制度検討委員会のメンバーの
公募の仕方基準は。その委員会の
中身は。

市民委員については、広報議会やホームページで
公募をした経過にあります。応募の際には、その動
機を提出していただきました。そして、応募のあっ
た２人に委員をお願いしたものです。
委員会構成については、会派からの代表者として
７人の議員と、公募による市民委員２人の９人で構
成しています。
また、公募の市民委員２人の方には、市民の立場
から様々なご意見をいただいてきております。例え
ば、議員活動の検討の中で、女性委員からは議員
はもっと市民の意見を汲み取って欲しい、男性委
員からは青年会議所のアンケートから議員に求め
られているのは、やはり市民の意見を吸い上げて
欲しいというものであったと、いうようなご意見をい
ただいてきております。

北
会
津

10

検討体制 制度検討委員会の市民の数が少な
すぎるのではないか。

議会制度検討委員会では公募の市民２人の参加
となっておりますが、この２人の方には、市民の立
場から様々なご意見をいただいてきた経過にあり
ます。
また、そのほかに市民の皆さんのご意見を把握す
るために、市民との意見交換会を開催し、市民の
皆さんから多くのご意見を頂戴してきた経過にあり
ます。
これからも、多様な市民の多様な意見を把握する
ためにも、様々な機会を捉えながら、議会・議員の
あり方について継続して研究し、市民と一緒になっ
て考えていくものです。

神
指

11

検討体制 公募の方の任期はどうなるのか。 市民委員の任期については、今回の検討の結果
がまとまるまでの間、お願いをしているものです。 神

指

12

検討体制 市民が2名、議会30名では2対30に
なって保守的になりがち。第三者
機関に委ねるという方法があった
のではないか。身内びいきになら
ないように、自分たちのことを自
分たちで決めるのは良くない。は
じめから答えありきと思われても
仕方ないのではないか。

南

13

検討体制 第三者の審議による議案を議会が
審査するというのが本筋ではない
のか。

謹
教

第三者機関の検討はどうかということですが、今回
の検討は、議会・議員活動からはじまり、それに対
する議員報酬や政務調査費、議員定数を検討する
としておりますので、議会自らが検討すべきものと
したものです。
その際、議員だけの検討だけではなく、市民の意
見も必要ではないかということから、公募による市
民委員を委員会に加えることとしたものです。
そのほかにも市民意見を把握するためにも、この
市民との意見交換会を開催し、市民の皆さんと意
見交換をしながら、考え方をまとめてきているとこ
ろでもあります。
なお、議会基本条例では、附属機関を設置するこ
とが可能となっておりますので、議会としての第三
者機関の設置可能性も含め、今後の検討課題と考
えているものです。
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14

取組評価 名古屋市長がやっている、ああ
いった流行的なものに対して、会
津若松市議会議員としてはどう思
うのか。

日
新

15

取組評価 今日の話を聞いて、反面期待が持
てた。名古屋市のように市長と議
会が対立するようなマネはやらな
いで欲しい。

日
新

16

取組評価 名古屋市・阿久根市の問題があ
る。市長の横暴を止めることが議
員の役割でもある。皆さん頑張っ
てもらいたい。

鶴
城

17

取組評価 資料はよくできている。全部読め
ば理解できるから、もっと詳しく
説明すれば書いてあるようなこと
に対して質問は出なかったのでは
ないか。

市民との意見交換会では、限られた時間の中で、
議会の取組について報告をすることになりますの
で、詳細にわたって説明をすることが困難な面があ
ります。しかしながら、市民の皆さんによりわかりや
すく説明し、ご理解を得ることが重要でもあります
ので、今後ともよりわかりやすい説明に努めてまい
ります。

日
新

18

取組評価 議員30人がよく勉強して決めたの
で、素晴らしいと思う。

今回の検討は、平成20年8月の第１回市民との意
見交換会で市民の皆さんからいただいた、議員は
どのような活動をしているのかわからない、議員報
酬や議員定数、政務調査費は削減すべきとのご意
見があり、一方では議会基本条例制定による新た
な取組、市民との意見交換会に対する、いわゆる
叱咤と激励をいただいたところから、検討を始めた
ものです。
その検討の際には、行革の論理による最小の経費
で最大の効果という効率性の追求ではなく、地域
民主主義の充実・実現を目指すことを念頭に取り
組んできたところです。
地域民主主義の充実・実現とは、住民の意見を聞
き、議員間で議論し、議会として意思を決定・提示
することを通じて、行政改革、さらには市政発展を
実現するということです。
こういった観点から検討をし、今回の最終報告案と
なったところです。
なお、今回の取組を一過性とするものではなく、今
後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえつつも、議
会・議員のあり方を継続して研究し、市民と一緒に
考え、議会が生まれ変わっていく姿をよりわかりや
すく説明しながら、地域民主主義を実現し、住民福
祉の向上に努めてまいります。

日
新

市長と議会という二元代表制は、お互いが対等な
機関として市政の発展に努めることが求められて
います。
その中で、議会には市政執行の監視や政策提案
を行うことが求められますが、その際は、議員一人
ひとりがバラバラに対応するのではなく、議会とし
て一つにまとまることが必要となります。
そのためには、議会は、住民の意見を聞き、議員
間で討議し、議会として意思を決定・提示すること
が重要となります。現在、会津若松市議会は、政
策形成サイクルによりその取組をしているところで
すが、今後とも、市民との意見交換会などを通じ
て、多様な市民の多様な意見を後ろ盾としながら、
議会として一つにまとまり、市長に対して、より効果
的で、実効性のある監視や政策提案をしていきた
いと考えています。
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19

取組評価 議会制度検討委員会の委員や自分
たちが選んだ議会議員が２５回も
検討したのだから、最終案の決定
は尊重すべきだ。

議会制度に関するこのような検討を行ったのは、
全国でも唯一会津若松市だけと思います。
今回の市民との意見交換会でも、市民の皆さんか
ら様々なご意見をいただいておりますので、これら
のご意見を議会として集約・整理し、受け止め、今
までの検討を参酌しながら、議会としての最終決定
をしていきたいと考えております。

南
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№ 項目項目項目項目 ごごごご意見意見意見意見・・・・ごごごご感想等感想等感想等感想等のののの趣旨趣旨趣旨趣旨 考考考考ええええ方方方方 地区地区地区地区

1

全体 地方自治法の中で法律を論じるこ
とは必要であるが、会津若松市の
独自な考え方をしても良いのでは
ないか。

今回の「議会活動と議員定数等との関連性及びそ
れらのあり方」については、全国どこの自治体も検
討をしたことはなく、会津若松市議会独自の考え方
ということがいえます。
議員定数の上限については地方自治法で規定さ
れておりますが、議員活動や議員報酬、議員定数
等の考え方については、法令上何らの規定がない
のが現状です。
そのためもあり、議会・議員活動とは何か、議員報
酬・議員定数はどうやって求めるかなどの検討を
様々な文献や学識経験者の力を借りながら行って
きたところです。
「議会活動と議員定数等との関連性及びそれらの
あり方」の検討は、今回で終わりということではな
く、今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえつつ
も、議会・議員のあり方を継続して研究し、市民と
一緒に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよりわ
かりやすく説明しながら、地域民主主義を実現し、
住民福祉の向上に努めてまいります。

北
会
津

2

手続 特別職報酬等審議会での審議は、
事務局側が用意したとおりの結果
に決まってしまう。隣近所の自治
体と大体同じになってしまう。そ
れはやるべきでない。

議員報酬の考え方として、その基礎をどこに求める
かということは重要な問題と考えます。
そのため、同じ住民の選挙により選ばれる公選職
である議員と市長は、市民に対して同じ責任を有し
ています。
このことから、市長の給料月額を基礎とすることが
理論的であるとして、議員報酬モデルを求めたもの
です。
なお、特別職報酬等審議会の審議がある場合に
は、議会として今回の内容を情報提供していきた
いと考えています。

謹
教

3

その他 協働型議会の説明を。 協働型議会とは、会津若松市議会基本条例第２条
に規定している議会の活動原則のもと、市長に対
する監視機能及び政策立案機能を持つと同時に、
住民自治を促進し、議会への市民の直接的な参加
を組み込み、市民に開かれた議会であると考えて
います。
これは、住民の意見を聞き、議員間で討議し、議会
として意思を決定・提示することを通じて、行政改
革、さらには市政発展を実現するという、地域民主
主義の実現につながるものと考えています。今後
も、社会経済情勢、財政状況を踏まえつつも、議
会・議員のあり方を継続して研究し、市民と一緒に
考え、議会が生まれ変わっていく姿をよりわかりや
すく説明しながら、地域民主主義を実現し、住民福
祉の向上に努めてまいります。

鶴
城

７７７７　　　　そのそのそのその他他他他
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4

その他 議会改革の一番のよりどころにし
ているのは。

地域民主主義の実現と考えています。これは、住
民の意見を聞き、議員間で討議し、議会として意思
を決定・提示することを通じて、行政改革、さらには
市政発展を実現するというものであり、その結果、
市民福祉の向上と市政発展に寄与することになる
ものと考えています。
今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえつつも、
議会・議員のあり方を継続して研究し、市民と一緒
に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよりわかり
やすく説明しながら、地域民主主義を実現し、住民
福祉の向上に努めてまいります。

鶴
城

5

その他 議員の役割、政策提案作り、陳
情、請願の取り扱いですが、民意
をどのように市政に反映するの
か。

議会は議決機関であり、直接行政を行う執行権は
ないものです。しかし、議会は、市民の代表である
議員で構成され、住民の意見を聞き、議員間で討
議し、議会として意思を決定・提示することを通じ
て、行政改革、さらには市政発展を実現するという
ことから、市長の監視を行い、政策提案などを行う
こととなります。これが議会・議員としての役割とな
り、地域民主主義の実現につながるものです。
この監視や政策提案については、市民の民意を把
握し、それを背景として議会としての意思を明らか
にすることとなりますので、市民との意見交換会や
陳情、請願などの市民の意見は大変貴重なもので
あり、今後とも、市民の意見を後ろ盾とした取組を
していくものです。

鶴
城

6

その他 議会として説明、発言者はすべて
議会の議員の意見としてとらえて
よいのか。

意見交換会の主催は、議会であり、一議員の主催
するものではないことから、議員個人の意見を述
べるものではありません。意見交換会における議
員の立場は、議員個人ではなく、議会を代表して
出席しているものでありますので、議会の構成員と
しての発言となります。
そのため、今回の報告については、議員間討議を
し、その結果を市民に示していますので、議会とし
ての意志を表しているものです。
なお、そこに至るまでには、当然に賛成・反対の議
員間討議がありますので、その経過についてお答
えすることは可能です。

鶴
城

7

その他 議会に提案権はあるのか。 議案としての提案ということであれば、地方自治法
第112条第2項の規定によるものについては所定の
賛成者と連署し、その他意見書案、地方自治法第
120条による会議規則案については3人以上の賛
成者と連署して、提出することが可能です。
さらには、委員会としても議案を提出することが可
能となっています。
ただし、予算を調製し提案することはできないもの
です。

謹
教
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8

その他 議員が専門職ということになれ
ば、一般の人は議員になれないと
いうことか。

議員を専門職と位置付けている訳ではありませ
ん。議員は、市民感覚を持ちながら、執行機関を監
視し、政策を提言するなどの専門性が求められる
と考えています。
そういう意味では、議員は、専門職ということでは
なく、様々な分野の専門性を有した市民が、住民に
よる提言を市民感覚で討議し、調整する、市民性と
専門性を併せ持ったものといえると考えています。
今後も、社会経済情勢、財政状況を踏まえつつも、
議会・議員のあり方を継続して研究し、市民と一緒
に考え、議会が生まれ変わっていく姿をよりわかり
やすく説明しながら、地域民主主義を実現し、住民
福祉の向上に努めてまいります。

河
東

9

その他 現在の議員で兼業している方は何
人いるのか。

現在、18人です。
城
北

10

その他 議会で議案が否決になることはな
く、当局と馴れ合いになっている
のではないか。

議会としての意思決定をするには、議員間討議
が重要であると考えています。
この議員間討議を通じて、議会は市長の提案に
対し、多様な市民の多様な意見を背景に、市長
への監視と政策提案を行うということになりま
す。そのため、市長が提案したことに何の異論
もなく賛成しているということではありません
ので、そこに至るまでの経過についてもご覧い
ただきたいと思います。
なお、今後とも、市長と議会という二元代表制
のもと、議会の役割としての監視機能や政策立
案機能の発揮に向けて取り組んでまいります。

城
西

11

その他 資料の「例えば議員定数を減らし
た分を・・・」の部分は削除した
ほうがよい。

夕張市が財政破綻した理由は、議会の長に対する
監視機能が果たされなかったためと考えられてい
ることを説明するための例示として記載したもので
すので、ご理解をお願いいたします。なお、市民の
皆さんに、よりご理解いただけるよう、よりわかりや
すい説明資料の作成に努めてまいります。

北

12

その他 職員数は減らしているのに、議員
数は減らないと職員が言ってい
る。議員の費用弁償は本当になく
なったのか。

本会議や委員会の出席に際して支給されていた費
用弁償は、平成19年に廃止となっております。 神

指

13

その他 議会の調査費はどれほど予算化し
ているのか。それは十分な調査が
できるほどか。

二元代表制の一翼を担う議会として、執行機関に
対する監視、政策提案を行うこととなりますが、そ
のための活動を支えるものとして議会費があること
になります。
その額は平成22年度当初予算として、人件費を除
き38,256千円となっており、この範囲内で活動を行
うこととなります。
この予算の範囲内で、住民福祉の向上を目指すべ
く、議会としての活動を行っていくものです。

行
仁
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14

その他 議員年金の廃止について説明を求
める。 河

東

15

その他 議員年金も廃止されるようだが、
その事も加味して議論してきたの
か。

城
北

議員年金は廃止される方向と伺っています。
今回の検討にあたっては、議員年金は全く別の制
度であり、それを含めての検討はしていないもので
す。
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第 13 政策討論会・全体会の検討結果 

 １ 最終報告について 

    第６回市民との意見交換会での市民意見を集約、整理し、議会として受け止め、

とりまとめた「議会活動と議員定数等との関連性及びそれらのあり方 最終報告に

ついて」が、議会制度検討委員会から政策討論会・全体会に対し報告があったので、

平成 22 年 12 月 2 日に全体会を開催し、会津若松市議会としての最終報告とするこ

とについて討論・採決を行った。その内容については、次のとおりである。 

 

  ⑴ 討論 

   ① 反対 

    １） 今回、議会制度検討委員会において取りまとめられた最終報告案、「現行

の 750 万円、30 人、月額 1 人当たり 35,000 円」とするとのことであるが、

市民との意見交換会の場に来られなかった多くの市民の声なき声、サイレン

ト・マジョリティと言われる人たちの意見の多くは、私が聞いたところでは、

議会議員の報酬の削減であり、議員定数の削減である。 

個人的には安易に機関意思を民意に委ねることは危険であると考えてはい

るが、議員報酬、定数に関しては、民意に従うべきであるということから、

最終案には賛成できず、報酬の引下げ、定数に関しては 25 人が適正である

と考えていることから反対する。 

     

２） 第 6 回市民との意見交換会を通して指摘されたのは、議会機能という面だ

けではなく、現在の人口の減少、財政の状況や地域経済の状況など、そうい

うものも加味した中で、議員の報酬や定数を決めていくべきではないかとい

うものである。 

特に人口に関しては、前回の平成 19 年の改選時は、13 万人を超えていた

と思う。合併時には 13 万 2 千人であり、それから毎年 1 千人ずつ人口が減

少している。現在 12 万 7 千から 8 千人ぐらいだと思う。人口減少に伴い議

員数も検討していくべきだと思うし、人口減少からすれば、やはり 1 名の減

というのは、止むを得ないと思う。29 名、33 名については、機能的に理解

ができる。ただし、30 名は、ただ現状だというだけであり、機能的な検証

の結果からは 30 名という数字は出てこない。結果、30 名については根拠が

なく、それらを加味して、定数については 29 名にすべきであり、反対する。 

     

３） 議会制度検討委員会で 28 回検討を重ね、市民との意見交換会でも 5 回提

案をしてきた。しかし、市民の声は厳しいところがある。それに対して議会

は、一所懸命、丁寧に議会が自ら改革していこうという姿勢で臨み、研究、

検証を重ねてきた。その議会制度検討委員会の方向性については、何ら問題

はない。 

ただし、定数については、定数の一番の根本の議論である、委員会中心主

義の中での政策討議、議員間討議の最低人数である 7 人が基本となり、その

7 人掛ける 4 プラス 1 の 29 人が、最も説明責任がつくと考える。 

そして、市民が議会に対して求める大きな声に対して、28 回やってきた

最終案としてまとめるためには、議員定数を現行維持ではなく、29 人で説

明責任を果たすことが最も理論にかなう。また、市民の声にも応える、我々
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の活動も行う、同時に 29 人は現員数であることから、反対する。 

 

    ４） 当然、市民との意見交換会の中では、このような結果になるだろうという

のは当初から予想されていた。しかし、議会は、市民との意見交換会を通じ

て、市民が何を考えているのか、それを持ち帰って反映したいと、そういう

真摯な態度に基づいて今日まで活動をしてきた。 

今、この結果を見ると、議員報酬の場合、41 件中 27 件が下げるべきだと、

圧倒的な多数で集約されている。下げるべきではないという意見は、1 件で

ある。 

市民との意見交換会に基づいて判断をするということになれば、当然市民

の意見を最大限尊重し、その意に沿う形を十二分に取り入れた中で結論を出

す必要がある。 

しかし、その視点が全くない。これでは、市民との意見交換会というもの

が、議会における自己矛盾を引き出したに過ぎない。これでは、今後の市民

との意見交換会の中で、市民に相手にされなくなる。もっといい方向で議会

改革を行うことで始まったはずなのに、この結果では今後に全く希望を持て

ない。市民からはさらに批判が噴出する。この結論では、反対せざるを得な

い。 

また、定数の件についても、これだけの検討をしながら、現状維持では市

民は納得しない。 

市民との意見交換会の中で、いろいろな人の意見を聞いてきた。ある人は、

これは最終報告案であり、結論ではないと伝えたところ、良かったと安心し

ていた。市民が議員の求めに応じて、意見交換会に出て、本気になってやっ

ているのに、取り上げられないということになれば、市民は議会に何の期待

もしないとの意思表示もあった。市民との意見交換会を最大限尊重するので

あれば、その結果を示すべきである。よって、この最終報告には、反対する。 

 

   ② 賛成 

    １） 市民の様々な意見、議会の中の意見を、この最終案にまとめた議会制度検

討委員会委員には心から感謝をする。 

       その最終報告の今後の取り組みの方向性の中で、この結論が今日で決まっ

て終わりということではない、会津若松市議会がこれからもますます改革を

進め、さらに市民の信託を受け、そして議会機能の充実に向けて委員会は議

論していく。その中で民意、そして監視機能、政策づけを行いながら、市民

とともにまちづくりを行う。そのためには、この議会基本条例をツールとし

た政策形成サイクル、そしてこの今後の取り組みの方向性、第 1 から第 4 ま

で示されたことをこれからスタートとして行っていく、これはもっともなこ

とであり、最終報告に賛成する。 

     

２） この最終報告案に至るまでの議会制度検討委員会における議員の報酬や定

数のあり方について、これは市民との意見交換会の中において、議会として

説明するためのツールをつくる、あるいは我々自身が根拠を探るというとこ

ろからゼロベースで始まったものであると理解している。 

       したがって、これは議会としての検証のためのものであり、決定とか、い
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わゆる我々の定数や報酬がどうなるというものではないという前提がある。 

その上で、今、国においては議員定数の法定定数の上限を撤廃する考えも

あるようであるが、地方自治法第 71 条では、人口要件を議員定数の根拠に

している。それは、人口に応じて議員の数が民意吸収のためには必要である、

そういう大きな前提があるからと理解している。本市においては、将来の人

口減少の予測等もあるが、市町村合併によって面積が増え、人口のみで民意

吸収が図れるのかという課題も持っていると思う。その中で、逆に議員定数

を増やすということも選択肢にあったはずである。そこで、本市が置かれて

いる経済情勢、あるいは社会状況の中において、現行の 30 名をぎりぎりの

線として議会制度検討委員会として結論づけたものであると理解している。 

また、市民との意見交換会において、さまざまな定数削減や報酬削減の意

見があった。それは事実であるが、議会制度検討委員会においては、そうい

った意見が多数出てくることの背景はどういう点にあるのか、この最終報告

書の中において十分解明されている。 

そして、その市民の誤解も含め、もっと見える形で今後の議会活動を行っ

ていくという宣言もしている。これはまさに、議会として当然あるべき、目

指すべき方向を示したものである。 

その点において、市民に対しこれをしっかりと示し、議会・議員活動に対

しての理解を深めていただくきっかけになると思う。よって、賛成する。 

     

３） 私は、20 年勤めた会社を退社し、議員となった。議会活動、議員という

のは、それだけ重要でウエイトの大きい仕事だと位置づけをした。 

今回の議会制度検討委員会の中で、報酬、定数、政務調査費の議論がなさ

れたが、特にこの報酬の件については、750 万円というものが一人歩きをし

ていると思う。750 万円というのは総額であって、そこから手取りというも

のがある。サラリーマンであれば総額支給があって、手取りがいくらなのか、

いわゆる中身については、年金にせよ、社会保険にせよ、そういったものが

引かれての手取り額になる。 

例えば、私の場合、国民年金、国民健康保険、共済費といったことを加味

すると、総額 242 万円が引かれる。そのことを市民との意見交換会の中で申

し上げていくべきことでもあると思う。 

その上で、定数についても、いわゆる多種多様な方が議員となり、いわゆ

る老若男女の方々が議員となって、市民の声を伺って、それを市政に反映し

ていくという姿勢が大事であり、その老若男女の中には、子育て世代の若い

世代も議会活動をやっていけるような筋道を残していくべきである。 

そういった意味では、議会制度検討委員会の中で、今後の課題も明確にな

っており、最終報告に賛成する。 

     

４） 議員報酬については、従来、明確な基準となるものがなかったと思う。従

来、本市では部長相当職で決めてきた。その他には、決める要素として、類

似団体の報酬等、あるいは近隣の都市の報酬、そういったものを参考にして

決めてきたのが実態だと思う。 

今回、本市議会では、そういったことから抜け出して、議員の仕事とは何

か、議会のあり方はどういったことが適切か、そういったことも含めて報酬
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の対象となる業務、仕事について検討してきた。これはまさに全国で初めて

と思うし、極めて画期的なことであったと思う。マスコミから言わせれば、

まさにパンドラの箱を開けたというような表現を使われたところもある。そ

れだけに極めて大切なことをやってきたと、大いに評価をする。 

ただ、定数については、まだ議論の余地が残ったのではないかと思う。そ

れは、定数の基礎になったのが、現在の本市議会の組織機構を前提にしたも

のと思う。しかし、全国的には通年議会を取り入れたところもあり、さらに

は地方自治法の改正により、複数の委員会に所属することが認められ、また、

定数上限撤廃の動きもあるところである。 

そういったところから考えると、現在の本市議会の組織機構が本当のある

べき姿、もっとも望ましい姿なのかということは、疑問ではある。 

先ほどの先進議会の取り組み等を考え、現在の組織機構とは別にもっと望

ましい組織機構というものを検討していく必要があるのではないか、そうい

う前提に立てば、今敢えて定数を動かす必要はない。それがなされた上で、

再度定数を考えればよい。 

報酬については、先ほどの報告にあったとおり、第三者機関に委託をして、

再度議会の議決を得るというのが望ましいと思う。 

     

５） 今回の第 6 回の市民との意見交換会で変化が表れたということを、肌で実

感している。議員自らが報酬とか定数を市民と語り合うというような場が今

までなかった。 

その中で、会津若松市議会は本当に市民の中に入って報酬の話をした。あ

る意見交換会を視察した他の市議会の議員は、「なんと恐ろしいことをやっ

ているのか」と、会場を後にした。そういう中で、会津若松市議会のこの取

り組みが本当に真実を市民に話し、その中で議会のあるべき姿を市民と一緒

に模索しようとした。それが今回の報酬、定数に関する議会のあり方の検討

だったと思う。 

       今回の検討結果、最終報告が 100 点満点だとは決していわないが、ともか

く議会が動いて市民の中に入り、市民の意見を少しでも議会の土俵に乗せる

ことができたという点では、今回 28 回の議会制度検討委員会、市民との意

見交換会は大成功だったと断言する。 

現実には、様々な厳しい意見もいただいた。これは当然であり、報酬モデ

ル、活動日数モデルという、それらのモデルに対しての理解がまだ及んでい

ない市民の方も多い。それでも、間違いなく、今までと違う次元で意見を述

べていた市民が、本当に議会の活動に理解を示してくれた。市民とともに歩

むという会津若松市議会のあり方、せっかく生まれた芽をこれから大きく大

きく育てていくべきである。まさしくゴールではなく、スタートしたという

思いである。 

       そういう意味で、今回の段階では、最終報告をぜひ全会一致で通していた

だき、足りないところは今後のさらなる改革に委ねていきたいと思う。賛成

討論とする。 
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   ⑵ 採決 

      以上の討論があったことから、最終報告（案）について採決に付されたとこ

ろ、賛成多数となり、本市議会の最終報告と決したところである。 

 

    ※ 採決状況 

       賛成２１人、反対７人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


